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2023年 8月 8日 
日本原燃株式会社 

日本原燃株式会社（再処理事業部、濃縮事業部、埋設事業部）原子力防災訓練計画 事前説明（５週間前説明）について 
 

確認の視点（「令和５年度 原子力事業者防災訓練の評価の進め方」より抜粋） 
再処理施設、廃棄物管理施設 

（再処理事業部） 
加工施設 

（濃縮事業部） 
廃棄物埋設施設 
（埋設事業部） 

本社 
（全社対策本部） 

原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及び 
JNFL 再処理 

核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もんじ
ゅ及び JNFL 再処理を除く） 

全般 
○訓練計画【資料】 
・中期計画上の今年度訓練の位置付け 
・今年度の訓練目的、達成目標 
・主な検証項目 
・実施･評価体制 
・訓練の項目･内容（防災業務計画の記
載との整合）及び評価基準 
・訓練シナリオ 
－プラント運転状態、事象想定、スキップの
有無等 

－現状のプラント状態を踏まえた訓練の実
施方針 

－TV 会議システムを使用する場合は、TV 
会議システム使用不能状態の場面設定
の取り入れを検討すること〈濃埋〉 

 
・その他 
－ERSS／SPDS の使用 
－COP 様式 
－即応Ｃ、緊対所レイアウト図 
－ERC 対応ブース配席図、役割分担 
－ERC 書架内の資料整備状況（資料一
覧） 

○評価指標のうち、主に[P]、[D]に関する内
容【資料】 
⇒詳細は以下参照 

○事業者と ERC の訓練コントローラ間の調
整 ⇒詳細は以下参照 

注意︓ 
・【資料】となっているものは面談資料として
提示頂くもの（訓練シナリオ（非提示型
の場合）、個人名連絡先など、必要な
箇所のマスキング処理を確認する。） 

・COP:共通状況図のこと｡事故･プラントの
状況､進展予測と事故収束対応戦略､戦
略の進捗状況について認識の共有のため
に作成される図表であって､各社で様式や
名称は異なる。 

全般 
○訓練計画【資料】 
・中期計画上の今年度訓練の位置付け 
・今年度の訓練目的、達成目標 
・主な検証項目 
・実施･評価体制 
・訓練の項目･内容（防災業務計画の記
載との整合）及び評価基準 
・訓練シナリオ 
－プラント運転状態、事象想定、スキップの
有無等 

－TV 会議システムを使用する場合は、TV 
会議システム使用不能状態の場面設定
の取り入れを検討すること 

－2部制訓練については、第１部訓練は
現実的なシナリオ、第２部訓練は特定
事象の通報体制は確認できるシナリオで
あること 

 
・その他 
－COP 様式（準備している場合） 
－緊対所レイアウト図、要員の役割分担 
－ERC 対応者への情報フロー図 
－ERC 対応ブース配席図、役割分担 
－ERC 書架内の資料整備状況（資料一
覧） 

 
○評価指標のうち、主に[P]、[D]に関する内
容【資料】 
⇒詳細は以下参照 

○事業者と ERC の訓練コントローラ間の調整 
⇒詳細は以下参照 

注意︓ 
・【資料】となっているものは面談資料として
提示頂くもの（訓練シナリオ（非提示型
の場合）、個人名連絡先など、必要な
箇所のマスキング処理を確認する。） 

・COP:共通状況図のこと｡事故･プラントの
状況､進展予測と事故収束対応戦略､戦
略の進捗状況について認識の共有のため
に作成される図表であって､各社で様式や
名称は異なる。 

 
○「中期計画上の今年度訓練の位置付
け｣について、資料１に示す。 

○｢今年度の訓練目的、達成目標｣、｢主
な検証項目｣、｢実施・評価体制｣、
｢訓練の項目・内容（防災業務計画の
記載との整合）及び評価基準｣、｢訓
練シナリオ｣を、資料２に示す。 

 
○その他 
 －「ERSS の使用」については、「指標

３︓情報共有のためのツール等の活
用」にて説明。 

 －「COP様式」を資料 4 に示す。 
 ー「緊対所レイアウト図、要員の役割分
担」を資料３に示す。 

 －「ERC 対応者への情報フロー図」、
「ERC 対応ブース配置図、役割分
担」は、指標１にて説明。 

 －｢ＥＲＣ書架内の資料整備状況
(資料一覧)｣を、資料５に示す。 

 
左記｢再処理施設、廃棄物管理施設
（再処理事業部）」欄と同様 
 
 
 
 
 
 
○その他 
 －｢ＣＯＰ様式｣を資料４に示す。 
 －｢緊対所レイアウト図、要員の役割分

担｣を資料３に示す。 
－「ERC 対応者への情報フロー図」、
｢ＥＲＣ対応ブース配席図、役割分
担｣は、指標１にて説明。 

 －｢ＥＲＣ書架内の資料整備状況(資
料一覧)｣を、資料５に示す。 

 
 
 

 
左記｢再処理施設、廃棄物管理施設
（再処理事業部）」欄と同様 
 
 
 
 
 
 
○その他 
左記｢加工施設（濃縮事業部）」欄と同
様 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
左記｢再処理施設、廃棄物管理施設
（再処理事業部）」欄と同様 
 
 
 
 
 
 
○その他 
－即応Ｃ（全社対策本部室）レイアウ
ト図を資料 3 に示す。 
－「ERC 対応者への情報フロー図」、｢Ｅ
ＲＣ対応ブース配席図、役割分担｣は、
指標１にて説明。 
 

<説明資料> 
・資料１-２︓再処理事業部 非常時等

の措置に係る中長期訓練
計画（2021年度～
2024年度）（改定３）
（案） 

・資料２-１︓2022年度 再処理事業
部 原子力防災訓練（総
合訓練） 実施計画書
（案） 

・資料３-１︓再処理事業部 緊急時対
策所レイアウト図 

・資料４-１︓COP資料一覧 
・資料５-１︓ERC配備資料一覧 
 

<説明資料> 
・資料１-２︓濃縮事業部における訓練

に係る中期計画（２０２
３年度） 

  
 
・資料２-２︓2023年度 濃縮事業部

防災訓練実施計画書
（案） 

 
・資料３-２︓緊急時対策所 レイアウト

図 
・資料４-２︓ＣＯＰ資料一覧 
・資料５-２︓ＥＲＣ配備資料一覧 
 

<説明資料> 
・資料１-３︓埋設事業部対策組織 原

子力防災訓練中期計画
（2021年度～2024年
度） 

 
・資料２-３︓2023年度 埋設事業部

防災訓練実施計画書
（案） 

 
・資料３-３︓緊急時対策所 レイアウト

図 
・資料４-３︓ＣＯＰ資料一覧 
・資料５-３︓ＥＲＣ配備資料一覧 
 

<説明資料> 
･資料１-４︓全社対策本部原子力防

災訓練中期計画（案） 
 
 
 
･資料２-４︓2022年度 全社対策本

部原子力防災訓練（総合
訓練）実施計画書（案） 

 
･資料３-４︓全社対策本部室 レイアウ

ト図 
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確認の視点（「令和５年度 原子力事業者防災訓練の評価の進め方」より抜粋） 
再処理施設、廃棄物管理施設 

（再処理事業部） 
加工施設 

（濃縮事業部） 
廃棄物埋設施設 
（埋設事業部） 

本社 
（全社対策本部） 原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及び 

JNFL 再処理 
核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もんじ
ゅ及び JNFL 再処理を除く） 

指標１︓情報共有のための情報フロー 
○事業所、本店（即応センター）、ERC の
３拠点間の情報フローを確認する 
・情報フローとは、次の５つの情報 
－①EAL に関する情報 
－指標２に示す情報（②事故・プラント
の状況、③進展予測と事故収束対応
戦略、④戦略の進捗状況） 

－⑤ERC プラント班からの質問への回答
について、いつ、どこで、だれが、なにを、ど
んな目的で、どのように、の観点からみ
た、情報伝達の一連の流れをいう。 

 
○情報フローにおいて、前回訓練における課題
及び当該課題を踏まえた改善点を確認する 
①前回訓練で情報フローに問題がある場合 
・前回訓練での情報共有における問題が発
生した事業者は、問題に対する課題の抽
出、原因分析及び対策を確認する。 
・その上で、情報フローが対策を反映したも
のとなっているか確認する。 
②前回訓練で情報フローに問題がない場合 
・情報フローに対し、更なる改善点が無いか
検証した結果を確認する。 

 

  
○再処理事業部、本店（即応センタ
ー）、ERC の 3 拠点間の情報フローに
ついて、資料６に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
左記「再処理施設、廃棄物管理施設
（再処理事業部）」欄と同様 

<説明資料> 
・資料６-１︓ERC との情報共有におけ

る情報フロー 
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確認の視点（「令和５年度 原子力事業者防災訓練の評価の進め方」より抜粋） 
再処理施設、廃棄物管理施設 

（再処理事業部） 
加工施設 

（濃縮事業部） 
廃棄物埋設施設 
（埋設事業部） 

本社 
（全社対策本部） 原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及び 

JNFL 再処理 
核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もんじ
ゅ及び JNFL 再処理を除く） 

指標２︓ERC プラント班との情報共有 
 
○ 事象の進展や事故収束戦略・予測進展
の変更といった状況変化時や、適時に施設
全体を俯瞰した現況について、テレビ会議シ
ステム等での発話等により説明ができたかを
評価の観点とする。 
また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント

班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。 

 

指標１︓緊急時対策所と ERC プラント班と
の情報共有 
○ 事象の進展や事故収束戦略・予測進展
の変更といった状況変化時や、適時に施設
全体を俯瞰した現況について、テレビ会議シ
ステム等での発話等により説明ができたかを
評価の観点とする。 

 
○ 前回訓練を踏まえ、情報共有に係る体
制・運用、情報提供のための説明資料等に
ついて見直した点、また、確実な情報共有を
行うために取り組んだ点（マニュアル改善、
教育・訓練等）を確認する 

○事業者が定めるリエゾンの役割を確認する 
※訓練時にリエゾンを派遣するかは事業者
の訓練計画に任せる 

 
 

○COP の活用 
COP 様式を確認する 

 
 
○右記｢全社対策本部」欄と同様 

 
 
○右記｢全社対策本部」欄と同様 
 
 
 
 
 
○事務所、本店(即応センター)、ＥＲＣ
の３拠点間の情報フローについて、資
料６に示す。 

 
 
○リエゾンの役割 
 右記｢全社対策本部」欄と同様 
 
 
 
 
○COP の活用 
資料４に示す。 

 
 
○右記｢全社対策本部」欄と同様 
 
 
 
 
 
○事務所、本店(即応センター)、ＥＲＣ
の３拠点間の情報フローについて、資
料６に示す。 

 
 
○リエゾンの役割 
 右記｢全社対策本部」欄と同様 
 
 
 
 
○COP の活用 
資料４に示す。 

 
 
○テレビ会議システム等での発話等により
説明ができたかについては、訓練時に確認
いただく。 
 
 
 
○左記「加工施設（濃縮事業部）」およ
び「廃棄物埋設施設（埋設事業部）」
欄と同様 
 
 
○リエゾンの役割 
・質疑応答対応 
・各種資料配布（ＣＯＰ等） 
・ＥＲＣ広報班との情報共有（プレス
文、ＨＰ公開等） 

 
○COP の活用 
― 

 <説明資料> 
・資料４-２︓ＣＯＰ資料一覧 
・資料６-２︓ＥＲＣとの情報共有にお

ける情報フロー 

<説明資料> 
・資料４-３︓ＣＯＰ資料一覧 
・資料６-３︓ＥＲＣとの情報共有にお

ける情報フロー 

 

指標３︓情報共有のためのツール等の活用 
3-1 プラント情報表示システムの使用 
○使用するプラント情報表示システムを確認
する（実発災時とシステムの差異も確認す
る） 

 
 
 

3-2 リエゾンの活動 
○事業者が定めるリエゾンの役割を確認する 
 
 
 

3-3 COP の活用 
○COP の作成・更新のタイミング、頻度を確
認する 

 
 

3-4 ERC 備付け資料の活用 
○ERC 備付資料の更新状況を確認する 

  
3-１ プラント情報表示システムの使用 
 ○ERSS を使用した訓練を実施。 
 ○重大事故対策設備の仮設計器から

の信号については、訓練に必要な
ERSSへの信号伝送表示の一部を模
擬し、代替の表示画面を訓練参加
者に提示して訓練を実施。 

3-2 リエゾンの活動 
 右記｢全社対策本部」欄と同様 
 
 
 
3-3 COP の活用 
 ○事業部対策本部の運用マニュアルに

定めるタイミング（ブリーフィング、目標
設定会議）で COP が作成、更新さ
れること。 

3-4 ERC備付け資料の活用 
 ○原子力防災訓練実施前に資料の改

正および配備を予定。 

   
3-１ プラント情報表示システムの使用 
 左記「再処理施設、廃棄物管理施設
（再処理事業部）」欄と同様 

 
 
 
 
3-2 リエゾンの活動 
・質疑応答対応 
・各種資料配布（ＣＯＰ等） 
・ＥＲＣ広報班との情報共有（プレス
文、ＨＰ公開等） 

3-3 COP の活用 
 － 
 
 
 
3-4 ERC備付け資料の活用 
 －  
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確認の視点（「令和５年度 原子力事業者防災訓練の評価の進め方」より抜粋） 
再処理施設、廃棄物管理施設 

（再処理事業部） 
加工施設 

（濃縮事業部） 
廃棄物埋設施設 
（埋設事業部） 

本社 
（全社対策本部） 原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及び 

JNFL 再処理 
核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もんじ
ゅ及び JNFL 再処理を除く） 

指標４︓確実な通報・連絡の実施 
 
 
 
 
 
 
（①通報文の正確性） 
○通報 FAX 送信前の通報文チェック体制、通
報文に誤記等があった際の対応を確認する 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○発出した EAL が非該当となった場合の対応
を確認する 

 
 
 
 
 
 
 
 
○通報に使用する通信機器の代替手段を確認
する 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

指標２︓確実な通報・連絡の実施 
（①FAX 等の通報） 
○特定事象発生の確認から通報するまでの目標
時間の事業者の設定根拠を確認する。 

 
 
 
（②通報文の正確性） 
○通報 FAX 送信前の通報文チェック体制、通
報文に誤記等があった際の対応を確認する 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○発出した EAL が非該当となった場合の対応
を確認する 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
（①通報文の正確性） 
＜通報 FAX送信前の通報文チェック体制＞ 
○通報文作成チームが「通報文作成時確認
チェックシート」を用いて、記載内容の誤記
や記載漏れを防止する。また、通報文作成
時に、事業部対策本部内の機能班による
内容確認を行う。 

＜通報文に誤記等があった際の対応＞ 
○通報文に誤記があった場合、「訂正情報」
には訂正箇所はマーキング、取消し線などで
明示するとともに、「訂正報」として新たな番
号はつけず、訂正する通報文の番号とす
る。また、電話連絡で補足する。 

 
＜EAL が非該当となった場合の対応＞ 
○原子力防災管理者が、ＥＡＬが非該当と
なった場合は、その時点に対応する通報文
にて対象となる EAL を明示し、非該当であ
る旨を記載し、通報連絡する。 
なお、その時点に対応する通報文とは、警
戒事象発生以降は「警戒事態該当事象
発生後の経過連絡」様式を、特定事象発
生以降は「応急措置の概要」様式のことを
いう。 

＜通報に使用する通信機器の代替手段＞ 
  通報先近隣に勤務する当社要員が電話
連絡、または通報先に持参することなどによ
り、必要な通報連絡を行う。 

 
（①FAX 等の通報） 
○防災業務計画に基づき、15 分以内を目
途として通報する。なお、通報は一般回
線、衛星携帯電話およびＦＡＸ（自主配
備）で行う。 

 
（②通報文の正確性） 
＜通報 FAX送信前の通報文チェック体制＞ 
○通報文作成後、作成者と確認者（２名）
が「通報文作成確認チェックシート」を用い
て、記載内容の誤記や記載漏れを相互確認
する。また、本部員により通報文の内容確認
を受ける。 

＜通報文に誤記等があった際の対応＞ 
○通報文に誤記があった場合、「訂正情報」
には訂正箇所はマーキング、取消し線などで
明示するとともに、「訂正報」として新たな番
号はつけず、訂正する通報文の番号とす
る。また、電話連絡で補足する。 

 
＜EAL が非該当となった場合の対応＞ 
○左記「再処理施設、廃棄物管理施設（再
処理事業部）」欄と同様 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
（①FAX 等の通報） 
〇左記｢加工施設（濃縮事業部）」欄と同
様 

 
 
 
（②通報文の正確性） 
＜通報 FAX送信前の通報文チェック体制＞ 
○通報文作成確認者(2 名)が「通報文作
成確認チェックシート」を用いて、記載内容
の誤記や記載漏れを相互確認する。また、
本部員により通報文の内容確認を受ける。 

 
＜通報文に誤記等があった際の対応＞ 
○通報文に誤記があった場合、「訂正情報」
には訂正箇所はマーキング、取消し線などで
明示するとともに、「訂正報」として新たな番
号はつけず、訂正する通報文の番号とする。
また、電話連絡で補足する。 

 
＜EAL が非該当となった場合の対応＞ 
○左記「再処理施設、廃棄物管理施設（再
処理事業部）」欄と同様 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
（FAX 等の通報） 
 － 
 
 
 
 
（通報文の正確性） 
 － 
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確認の視点（「令和５年度 原子力事業者防災訓練の評価の進め方」より抜粋） 
再処理施設、廃棄物管理施設 

（再処理事業部） 
加工施設 

（濃縮事業部） 
廃棄物埋設施設 
（埋設事業部） 

本社 
（全社対策本部） 原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及び 

JNFL 再処理 
核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もんじ
ゅ及び JNFL 再処理を除く） 

指標４︓確実な通報・連絡の実施 
（②EAL 判断根拠の説明） 
○EAL 判断根拠の説明方法（情報の入手
や説明資料など）を確認する 

 
 
 
（ 
③10 条確認会議等の対応） 
○10 条確認会議、15 条認定会議の事業者
側対応予定者の職位・氏名を確認する 

 
 
 
 
（④第 25 条報告） 
○25 条報告の発出タイミングの考え方を確認す
る 

 
 
 
 
 
○訓練事務局側が想定する、今回訓練シナリオ
上の 25 条報告のタイミング、報告内容（発
生事象と対応の概要、プラント状況、放出見
通し/状況、モニタ・気象情報など）、回数
（訓練シナリオ中の記載されているか）を確認
する 

 
なお、①及び④の通報文は、送信操作だけでは
なく送付先に着信していない場合は「確実な通
報・連絡の実施」に該当しない。 

指標２︓確実な通報・連絡の実施 
（③EAL 判断根拠の説明） 
○前回訓練を踏まえ、EAL 判断根拠の説明
について、確実な説明を行うために取り組ん
だ点（マニュアル改善、教育・訓練等）を
確認する 

 
 
（③10 条確認会議等の対応） 
○10 条確認会議、15 条認定会議の事業者
側対応予定者の職位・氏名を確認する 

 
 
 
 
（④第 25 条報告） 
○25 条報告の発出タイミングの考え方を確認す
る 

 
 
 
 
 
○訓練事務局側が想定する、今回訓練シナリオ
上の 25 条報告のタイミング、報告内容（発
生事象と対応の概要、プラント状況、放出見
通し/状況、モニタ・気象情報など）、回数
（訓練シナリオ中の記載されているか）を確認
する 

 
なお、①及び④の通報文は、送信操作だけでは
なく送付先に着信していない場合は「確実な通
報・連絡の実施」に該当しない。 
 
 
 

 
（②EAL判断根拠の説明） 
○ＥＡＬの判断フローに基づいて判断す
る。ＥＡＬの判断フローについて、資料
７に示す。 

 
 
 
（③10条確認会議等の対応） 
 － 
 
 
 
 
 
（④第 25 条報告） 
○特定事象発生以降、前回通報から 30 分
を目安に通報を実施する。また事象進展、
応急対策の実施状況に変化がなくても、事
象状況および応急対策状況の現状報告と
して、同様の間隔で通報を実施すること。 

 
 
○4通を報告予定 
 （報告タイミングは資料２-１参照） 
 

 
（③EAL判断根拠の説明） 
○ＥＡＬの判断フローに基づいて判断す
る。ＥＡＬの判断フローについて、資料７
に示す。 

 
 
 
（③10 条確認会議等の対応） 
 ― 
 
 
 
 
 
（④第 25 条報告） 
○左記「再処理施設、廃棄物管理施設（再
処理事業部）」欄と同様 

 
 
 
 
 
○２通報告予定 
 （報告タイミングは資料２-２参照） 

 
（③EAL判断根拠の説明） 
○ＥＡＬの判断フローに基づいて判断す
る。ＥＡＬの判断フローについて、資料７
に示す。 

 
 
 
（③10 条確認会議等の対応） 
 ― 
 
 
 
 
 
（④第 25 条報告） 
○左記「再処理施設、廃棄物管理施設（再
処理事業部）」欄と同様 

 
 
 
 
 
○２通報告予定 
 （報告タイミングは資料２-３参照） 

 
（EAL判断根拠の説明） 
○左記｢再処理施設、廃棄物管理
施設（再処理事業部）」、「加
工施設（濃縮事業部）」および
「廃棄物埋設施設（埋設事業
部」と同様。 

 
（10条確認会議等の対応） 
○10条確認会議、15条確認会議の
対応者 

  
 
 
 
（第 25 条報告） 
 － 

<説明資料> 
・資料７-１︓ＥＡＬ判断フロー 

<説明資料> 
・資料７-２︓ＥＡＬ判断フロー（兼 ＥＡ
Ｌ判断シート） 

<説明資料> 
・資料７-３︓ＥＡＬ判断フロー（兼 ＥＡ
Ｌ判断シート） 

 

 
  

個人情報を含むため非公開 
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確認の視点（「令和５年度 原子力事業者防災訓練の評価の進め方」より抜粋） 
再処理施設、廃棄物管理施設 

（再処理事業部） 
加工施設 

（濃縮事業部） 
廃棄物埋設施設 
（埋設事業部） 

本社 
（全社対策本部） 原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及び 

JNFL 再処理 
核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もん
じゅ及び JNFL 再処理を除く） 

 指標３︓通信機器の操作 
○通常使用する ERC との通信機器に支障
が発生した場合の代替手段及び移行操
作の説明並びに前回訓練を踏まえたマニュ
アル改善、教育・訓練等の実績を確認す
る 

＜TV 会議システムを使用する場合＞ 
・訓練時の TV 会議システム使用不能状
態の場面設定を確認する 

＜TV 会議システムを使用しない場合＞ 
・訓練時に通信不通などのマルファンクション
実施予定の有無を確認する 

 

  
○右記｢全社対策本部」欄と同様 

 
○右記｢全社対策本部」欄と同様 

 
○統合原子力防災ネットワークを用いて

ERC との情報共有を行うことから、訓練
上統合原子力防災ネットワークの使用
不能状態は想定しない。 

 

指標５︓前回訓練の訓練課題を踏まえた
訓練実施計画等の策定  

〇訓練実施計画が、前回訓練の訓練結果
を踏まえ、問題・課題に対する改善策が有
効に機能するものであるか検証できる計画
（訓練実施項目、訓練シナリオ等）とな
っていることを確認する 

〇訓練時における当該改善策の有効性の
評価・確認の方法 

（例えば、訓練評価者が使用する評価チェ
ックリスト（改善策の有効性を検証するた
めの評価項目、評価基準などが明確にな
っているもの）が作成されていることなど）
を確認する 

○課題の検証につき、社内自主訓練・要素
訓練、他事業所の訓練で対応している場
合は、その検証結果を確認する 

○今年度の訓練で課題検証を行わない場
合にあっては、その理由と検証時期の説
明、中期計画等への反映状況を確認す
る。また、今年度の訓練で課題検証を行
わずとも緊急時対応に直ちに問題は無い
ことを確認する 

 

指標４︓前回訓練の訓練課題を踏まえた
訓練実施計画等の策定 

〇訓練実施計画が、前回訓練の訓練結果
を踏まえ、問題・課題に対する改善策が有
効に機能するものであるか検証できる計画
（訓練実施項目、訓練シナリオ等）とな
っていることを確認する 

〇訓練時における当該改善策の有効性の
評価・確認の方法 

（例えば、訓練評価者が使用する評価チェ
ックリスト（改善策の有効性を検証するた
めの評価項目、評価基準などが明確にな
っているもの）が作成されていることなど）
を確認する 

〇課題の検証につき、社内自主訓練・要素
訓練で対応している場合は、その検証結
果を確認する 

○今年度の訓練で課題検証を行わない場
合にあっては、その理由と検証時期の説
明、中期計画等への反映状況を確認す
る。また、今年度の訓練で課題検証を行
わずとも緊急時対応に直ちに問題は無い
ことを確認する 

 

 
 
○前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実
施計画等の策定について、資料８に示
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実
施計画等の策定について、資料８に示
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実
施計画等の策定について、資料８に示
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
○前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実
施計画等の策定について、資料８に示
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

<説明資料> 
 ・資料８-１︓前回訓練の訓練課題を

踏まえた訓練実施計画
の策定（再処理事業
部） 

 

<説明資料> 
 ・資料８-２︓前回訓練の訓練課題を

踏まえた訓練実施計画
等の策定（濃縮事業
部） 

<説明資料> 
 ・資料８-３︓前回訓練の訓練課題を

踏まえた訓練実施計画
等の策定（埋設事業
部） 

<説明資料> 
 ・資料８-４︓前回訓練の訓練課題を

踏まえた訓練実施計画
等の策定（全社対策本
部） 

指標６︓シナリオ非提示型訓練の実施状況  
○開示する範囲、程度（一部開示の場
合、誰に／何を開示するのか具体的に記
載）及びその設定理由を確認する 

 

指標５︓シナリオ非提示型訓練の実施状況 
○開示する範囲、程度（一部開示の場
合、誰に／何を開示するのか具体的に記
載）及びその設定理由を確認する 

 

 
○事業部対策本部要員および全社対策
本部要員に対し、シナリオ非提示で実
施。 

○シナリオ作成に検討に携わった者は、訓
練コントローラとして訓練に参加し、プレ
ーヤとしては参加しない。 

 
○左記｢再処理施設、廃棄物管理施設
（再処理事業部）」欄と同様 

 

 
○左記｢再処理施設、廃棄物管理施設
（再処理事業部）」欄と同様 

 

 
○左記｢再処理施設、廃棄物管理施設
（再処理事業部）」欄と同様 
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確認の視点（「令和５年度 原子力事業者防災訓練の評価の進め方」より抜粋） 
再処理施設、廃棄物管理施設 

（再処理事業部） 
加工施設 

（濃縮事業部） 
廃棄物埋設施設 
（埋設事業部） 

本社 
（全社対策本部） 原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及び 

JNFL 再処理 
核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もん
じゅ及び JNFL 再処理を除く） 

指標７︓シナリオの多様化・難度 
○訓練シナリオのアピールポイントを確認する 
○シナリオ多様化に関し、付与する場面設
定を確認する 

 
 
 
 
 
 
 
 
○訓練プレーヤへ難度の高い課題をどのよう
に与えているかを確認する 
例） 
・時間 ︓要員が少ない時間帯 
・場所 ︓対応が困難となる場所 
・同時発災 ︓同一地域における複数事
業所同時発災 
・気象 ︓通常訓練で想定しない天候や
組み合わせなど 
・体制 ︓キーとなる要員の欠員 
・資機材 ︓手順外の資機材の活用 
・計器故障︓EAL判断計器または重要
計器故障、これに伴う代替パラメータでの
確認 
・人為的ミス︓操作や報告のミス 
・OFC 対応︓要員派遣に加え、オンサイ
トと連携した活動 
・判断分岐︓マルチエンディング、途中の
判断分岐 
・その他 ︓複数の汚染傷病者など 

 
 
 
 
 
 
 
 
○2部制訓練においては、第２部訓練では
ＥＡＬ多様性、通信連絡体制の欠員、
通信方法の多様性等を確認する 

 

指標６︓シナリオの多様化・難度 
○訓練シナリオのアピールポイントを確認する 
○シナリオ多様化に関し、付与する場面設
定を確認する 

 
 
 
 
 
 
 
 
○訓練プレーヤへ難度の高い課題をどのよう
に与えているかを確認する 
例） 
・時間 ︓要員が少ない時間帯 
・場所 ︓対応が困難となる場所 
・同時発災 ︓同一地域における複数事
業所同時発災 
・気象 ︓通常訓練で想定しない天候や
組み合わせなど 
・体制 ︓キーとなる要員の欠員 
・資機材 ︓手順外の資機材の活用 
・計器故障︓EAL判断計器または重要
計器故障、これに伴う代替パラメータでの
確認 
・人為的ミス︓操作や報告のミス 
・OFC 対応︓要員派遣に加え、オンサイ
トと連携した活動 
・判断分岐︓マルチエンディング、途中の
判断分岐 
・その他 ︓複数の汚染傷病者など 

 
 
 
 
 
 
 
 
○2部制訓練においては、第２部訓練では
ＥＡＬ多様性、通信連絡体制の欠員、
通信方法の多様性等を確認する 

 
○アピールポイント 
・再処理事業所内の施設（再処理施設、
廃棄物管理施設）の同時発災を想定 
・六ヶ所保障措置分析所との同時発災を
想定 
・管理区域内での内部汚染者発生、保健
管理建屋への搬送 
・六ヶ所保障措置分析所内で発生した負
傷者生に対する救護応援 
・六ヶ所保障措置センターとの情報共有 
 
○場面設定など 
・時間 ︓－ 
・場所 ︓管理区域内において負傷者発 

生 
・同時発災 ︓六ヶ所村地域における再処

理事業所（六ヶ所保障措置分析
所を含む）および濃縮・埋設事業
所同時発災 

・気象 ︓－(訓練実施日の天候とする。風
向風速は条件付与とする。) 

・体制 ︓原子力防災管理者の途中交代 
・資機材 ︓－ 
・計器故障︓一部可搬型貯槽温度計の異

常発生 
・人為的ミス︓－ 
・ＯＦＣ対応︓右記｢全社対策本部」欄

と同様 
・判断分岐︓－ 
・その他 ︓ 
 ①六ヶ所保障措置分析所内での負傷者
（１名）の救護応援 

 ②重大事故対応要員の内部汚染者
（１名） 

 ③全社対策本部への応援要請を実施 
 
 
 
 
○従来どおり特定事象に至るシナリオでの
訓練を実施する。 

 
 

 
○アピールポイント 
・UF６漏えいにより HF ガスが発生している
室内環境下で、対処に必要な防護具類
を着用した応急対処 
・薬品による暴露被災者の発生時の対応 
 
 
 
 
 
 
○場面設定など 
・時間︓－ 
・場所︓－ 
 
・同時発災 ︓六ヶ所村地域における再処

理事業所（六ヶ所保障措置分
析所を含む）および濃縮・埋設
事業所同時発災 

・気象︓－(訓練実施日の天候とする。風
向風速は条件付与とする。) 

・体制︓初動対応時一部の対策班長不
在 

・資機材︓一部通信連絡設備使用不可
（屋外） 

・計器故障︓－ 
・人為的ミス︓－ 
・ＯＦＣ対応︓右記｢全社対策本部」欄

と同様 
・判断分岐︓－ 
・その他︓ 
 ①薬品暴露者（１名） 
 ②余震発生後、屋外で火災発生 
 
 
 
 
 
 
○第２部訓練（要素訓練）実施計画に
ついて調整中。 

 
○アピールポイント 
・低レベル廃棄物管理建屋において廃棄
体が落下するとともに車庫棟で火災が発
生し、対処に必要な装備を装着し応急
処置を実施 
・３号建設地にて発生した負傷者に対する
救護対応 

 
 
 
 
○場面設定など 
・時間︓－ 
・場所︓－ 
 
・同時発災 ︓六ヶ所村地域における再処

理事業所（六ヶ所保障措置分
析所を含む）および濃縮・埋設
事業所同時発災 

・気象︓－(訓練実施日の天候とする。風
向風速は条件付与とする。) 

・体制︓初動対応時一部の対策班長不
在 

・資機材︓一部通信連絡設備使用不可
（低レベル廃棄物管理建屋Ｔ
Ｖ会議システム故障） 

・計器故障︓－ 
・人為的ミス︓－ 
・ＯＦＣ対応︓右記｢全社対策本部」欄

と同様 
・判断分岐︓－ 
・その他︓ 
 ①負傷者（１名） 
 ②低レベル廃棄物管理建屋 車庫棟
（非管理区域内）で火災発生 

 
 
 
 
○第２部訓練（要素訓練）実施計画に
ついて調整中。 

 
○アピールポイント 
・防災業務計画を有する日本原燃全施設
（再処理施設、廃棄物管理施設、濃
縮加工施設、埋設施設）および六ヶ所
保障措置分析所が同時発災することに
より輻輳する情報の整理 

 
 
 
 
 
○場面設定など 
・時間/場所︓左記各事業部と同様 
・同時発災 ︓六ヶ所村地域における再処

理事業所（六ヶ所保障措置分析
所を含む）および濃縮・埋設事業
所同時発災 

・気象︓－(訓練実施日の天候とする。風
向風速は条件付与とする。) 

・体制︓－ 
・資機材︓－ 
・計器故障︓－ 
・人為的ミス︓－ 
・ＯＦＣ対応︓現地に要員派遣を実施する

とともに、OFC の立ち上げおよびプ
ラントチームの活動に必要な情報
収集活動を実施 

・判断分岐︓－ 
・その他︓ 
 ①事業部対策本部からの支援要請への

対応 
 ②模擬記者会見の実施 
 ③オンサイト医療に係る社外連絡訓練

（模擬）の実施 
 
 
 
 
 
○濃縮事業部および埋設事業部と連携し
た第 2部訓練（要素訓練）実施計
画について調整中。 
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確認の視点（「令和５年度 原子力事業者防災訓練の評価の進め方」より抜粋） 
再処理施設、廃棄物管理施設 

（再処理事業部） 
加工施設 

（濃縮事業部） 
廃棄物埋設施設 
（埋設事業部） 

本社 
（全社対策本部） 原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及び 

JNFL 再処理 
核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もん
じゅ及び JNFL 再処理を除く） 

指標８︓広報活動 
○評価要素①～④それぞれについて、対
応、参加等の予定を確認する 
 

指標 7︓広報活動 
○評価要素①～④それぞれについて、対
応、参加等の予定を確認する 
 

 
○右記「全社対策本部」欄と同様。 

 
○右記「全社対策本部」欄と同様。 

 
○右記「全社対策本部」欄と同様。 

 
評価要素①︓ＥＲＣ広報班と連動したプレ
ス対応 
・全社対策本部要員よりＥＲＣに１名派
遣し、ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
を実施予定 

評価要素②︓記者等の社外プレーヤの参加 
・社外プレーヤ１～２名が参加する模擬記
者会見を実施予定 

評価要素③︓模擬記者会見の実施 
・模擬記者会見を実施予定 
評価要素④︓情報発信ツールを使った外部
への情報発信 
・模擬ホームページ掲載文を作成および社内
データベースへの掲載を実施予定 

指標９︓後方支援活動 
○評価要素①～③それぞれについて、具体
的活動予定（特に、実動で実施する範
囲を明確にすること）を確認する 

○一部を要素訓練で実動し、残りを総合訓
練で実動するなど、複数の訓練を組み合
わせて一連の後方支援活動の訓練を実
施する場合は、その内容を確認する 

 

指標 8︓後方支援活動 
○評価要素①，②それぞれについて、具体
的活動予定（特に、実動で実施する範
囲を明確にすること）を確認する 

○一部を要素訓練で実動し、残りを総合訓
練で実動するなど、複数の訓練を組み合
わせて一連の後方支援活動の訓練を実
施する場合は、その内容を確認する 

 
○右記「全社対策本部」欄と同様。 

 
○右記「全社対策本部」欄と同様。 

 
○右記「全社対策本部」欄と同様。 

 
評価要素①︓原子力事業者間の支援活動 
・県内事業者に対し、情報提供および支援
要請に係る実連絡を実施予定 
・要素訓練として、2023年 11月中旬に青
森県内事業者を招集した後方支援拠点で
の実動訓練を実施予定 

評価要素②︓後方支援拠点との連動 
・後方支援拠点への移動および全社対策本
部との通信確立を実施予定 
・要素訓練として、2023年 11月中旬に後
方支援拠点のエアテント設営（実動訓
練）を実施予定 

評価要素③︓原子力緊急事態支援組織と
の連動 
・原子力緊急事態支援組織に対し、情報
提供に係る実連絡を実施予定 
・要素訓練として、2024年 3月上旬に遠
隔操作ロボットの実動訓練を実施予定 
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確認の視点（「令和５年度 原子力事業者防災訓練の評価の進め方」より抜粋） 
再処理施設、廃棄物管理施設 

（再処理事業部） 
加工施設 

（濃縮事業部） 
廃棄物埋設施設 
（埋設事業部） 

本社 
（全社対策本部） 原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及び 

JNFL 再処理 
核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もん
じゅ及び JNFL 再処理を除く） 

指標 10︓訓練への視察など 
（①他原子力事業者への視察） 

○他事業者への視察実績、視察計画
を確認する 

 
 
 
 
 
 
 
 
（②自社訓練の視察受け入れ） 

○自社訓練の視察受け入れ計画（即
応Ｃ、緊対所それぞれの視察受入
れ可能人数、募集締め切り日、募
集担当者の氏名・連絡先）を確認
する 

 
 
 
 
 
 
 
（③ピアレビュー等の受入れ） 

○ピアレビュー等の受入れ計画（受入
れ者の属性、レビュー内容等）を確
認する 

 
 

指標 9︓訓練への視察など 
（①他原子力事業者への視察） 

○他事業者への視察実績、視察計画
を確認する 

 
 
 
 
 
 
 
 
（②自社訓練の視察受け入れ） 

○自社訓練の視察受け入れ計画（即
応Ｃ、緊対所それぞれの視察受入
れ可能人数、募集締め切り日、募
集担当者の氏名・連絡先）を確認
する 

 
 
 
 
 
 
 
（③ピアレビュー等の受入れ） 

○ピアレビュー等の受入れ計画（受入
れ者の属性、レビュー内容等）を確
認する 

 
 
（④ERC への訓練視察） 
○ERC への訓練視察の実績、視察計画を
確認する 

 

 
（①他原子力事業者への視察） 
○他原子力事業者の訓練のＥＲＣ対応
（視察）および緊急時対策所への視
察を計画している。今年度の他事業者
訓練への視察予定は以下のとおり。  
【原子力事業者防災訓練】 
・2024/1/23︓女川原子力発電所 
・2024/2/2 ︓伊方発電所 
・2024/2/16︓柏崎刈原原子力発電所 
・2024/2/20︓高浜発電所（本社） 

 
（②自社訓練の視察受け入れ） 
右記｢全社対策本部」欄と同様 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（③ピアレビュー等の受入れ） 
  右記｢全社対策本部」欄と同様 
 
 

 
（①他原子力事業者への視察） 
○他原子力事業者の訓練のＥＲＣ対応
（視察）および緊急時対策所への視
察を計画している。今年度の他事業者
訓練への視察予定は以下のとおり。  
【原子力事業者防災訓練】 
・2024/1/26︓泊発電所 
・2024/2/13︓東海第二発電所 

 
 
 
（②自社訓練の視察受け入れ） 
右記｢全社対策本部」欄と同様 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（③ピアレビュー等の受入れ） 
  右記｢全社対策本部」欄と同様 
 
 
 
 
（④ＥＲＣへの訓練視察） 
○ERC での他事業者のＥＲＣ対応の視
察を計画している。今年度のＥＲＣへの
訓練視察の予定は以下 
のとおり 
・2024/2/20︓高浜発電所 

 
（①他原子力事業者への視察） 
○他原子力事業者の訓練のＥＲＣ対応
（視察）および緊急時対策所への視
察を計画している。今年度の他事業者
訓練への視察予定は以下のとおり。 

 【原子力事業者防災訓練】 
・2023/11/24︓島根原子力発電所 
・2023/12/8︓敦賀発電所 
・2024/2/9︓浜岡原子力発電所 
・2024/2/20︓高浜発電所 
・2024/2/27︓玄海原子力発電所 
（②自社訓練の視察受け入れ） 
右記｢全社対策本部」欄と同様 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（③ピアレビュー等の受入れ） 
  右記｢全社対策本部」欄と同様 
 
 
 
 
（④ＥＲＣへの訓練視察） 
○ERC での他事業者のＥＲＣ対応の視
察を計画している。今年度のＥＲＣへの
訓練視察の予定は以下のとおり 
・2023/11/24︓島根原子力発電所 
・2024/1/12︓大飯発電所 
・2024/1/26︓泊発電所 
・2024/2/9︓浜岡原子力発電所 
・2024/2/16︓柏崎刈羽原子力発電所 
 

 
（①他原子力事業者への視察） 
○他原子力事業者の訓練のＥＲＣ対応
（視察）および緊急時対策所への視
察を計画している。今年度の他事業者
訓練への視察予定は以下のとおり。 

 【原子力事業者防災訓練】 
 ・2024/1/12︓大飯発電所（本社） 
 ・2024/2/6︓志賀原子力発電所 
 
 
 
（②自社訓練の視察受入れ） 
○青森県内の原子力事業者に対し、以下
のとおり受入れ募集予定 

 ・緊対所の視察受入れ人数︓4名 
（再処理、濃縮、埋設、全社 各 1名） 

 ・募集締切日︓2023年 9月 19日 
（訓練２週間前） 

 ・募集担当者の氏名・連絡先︓ 
   
 
   
 
 
（③ピアレビュー等の受入れ） 
○他原子力事業者（青森県内事業者）
を訓練評価者として受入れ募集予定 

 ・緊対所の訓練評価者受入れ人数︓4
名（再処理、濃縮、埋設、全社 各 1
名） 

（④ＥＲＣへの訓練視察） 
○ERC での他事業者のＥＲＣ対応の視
察を計画している。今年度のＥＲＣへの
訓練視察の予定は以下のとおり 
・2024/1/19︓JAEA 原子力科学研
究所、大洗研究所 

指標 11︓訓練結果の自己評価・分析 
― 
 

指標１０︓訓練結果の自己評価・分析 
― 

 
― 

 
― 

 
― 

 
― 

 

個人情報を含むため非公開 
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確認の視点（「令和５年度 原子力事業者防災訓練の評価の進め方」より抜粋） 
再処理施設、廃棄物管理施設 

（再処理事業部） 
加工施設 

（濃縮事業部） 
廃棄物埋設施設 
（埋設事業部） 

本社 
（全社対策本部） 原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及び 

JNFL 再処理 
核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もん
じゅ及び JNFL 再処理を除く） 

指標 12,13︓訓練参加率〈再〉 
○発電所参加予定人数（うち、コントローラ
人数）を確認する 

 
○即応センター参加予定人数（うち、コント
ローラ人数）を確認する 

○リエゾン予定人数を確認する 
 
○評価者予定人数を確認する 
 

指標１１︓訓練参加率〈濃埋〉 
○参加予定人数（うち、リエゾン人数、コン
トローラ人数）を確認する 

 
 
 
 
 
○評価者予定人数を確認する 
 

 
○再処理事業部対策本部（即応センタ
ー含）参加予定人数︓約 3００人
（うちコントローラ約 20名予定） 

 
 
○リエゾン予定人数︓右記｢全社対策本
部」欄と同様 

○評価者予定人数 
 ・再処理事業部対策本部︓約 8名予定 
（緊急時対策所、現場各所に配置。一
部コントローラ兼務予定） 

 
○濃縮事業部対策本部(即応センター
含）参加予定人数︓約１３０人(う
ち、コントローラ８人予定)  

 
 
○リエゾン予定人数︓右記｢全社対策本
部」欄と同様 

○評価者予定人数︓ 
 ・濃縮事業部対策本部︓約７名予定 
（緊対所、現場の２地点に評価者を配
置し、評価予定） 

 
○埋設事業部対策本部(即応センター含) 
参加予定人数︓約１００人 (コントロ
ーラ調整中)  

 
 
○リエゾン予定人数︓右記｢全社対策本
部」欄と同様 

○評価者予定人数︓ 
 ・埋設事業部対策本部︓約３名予定 
（緊対所、現場の２地点に評価者を配
置し、評価予定） 

 
○全社対策本部 
 参加予定人数︓約８０人（うち、コント
ローラ 5名予定） 

 
 
○リエゾン予定人数︓5名予定 
 
○評価者予定人数︓ 
 ・全社対策本部︓6名予定 
（即応センター本部席、ERC 対応ブー
ス、OFCおよび後方支援拠点に配置し
て評価予定。一部コントローラ兼務予
定） 

 
備考︓中期計画の見直し［P］ 
○見直し状況、見直し内容、今年度訓練
実施計画の位置づけを確認する 

○見直し後の中期計画を確認する 
○前回訓練の訓練報告書提出以降から次
年度訓練まで対応実績・スケジュール
（作業フローなど）について、以下の
PDCA の観点で概要を確認する 
【観点】前回訓練の訓練報告書提出から

今回訓練までと今回の訓練を踏まえ
た[C]及び[A]、中期計画及び原子
力防災業務計画への反映[P]の時
期 

[C]訓練報告書のとりまとめ時期 
[A]対策を講じる時期 
－具体的な対策の検討、マニュアル
等へ反映、周知・教育/訓練など 

（前回の訓練実施結果報告書に掲
げた各課題についての対応内容、ス
ケジュール） 

－原子力事業者防災業務計画へ
の反映の検討事項・時期（定期見
直し含む） 

[P]中期計画等の見直し事項・時期、
次年度訓練計画立案時期 

○前回訓練実施後の面談時に確認した
PDCA計画を再度確認する 

 

備考︓中期計画の見直し［P］ 
○見直し状況、見直し内容、今年度訓練
実施計画の位置づけを確認する 

○見直し後の中期計画を確認する 
○前回訓練の訓練報告書提出以降から次
年度訓練まで対応実績・スケジュール
（作業フローなど）について、以下の
PDCA の観点で概要を確認する 
【観点】前回訓練の訓練報告書提出から

今回訓練までと今回の訓練を踏まえ
た[C]及び[A]、中期計画及び原子
力防災業務計画への反映[P]の時
期 

[C]訓練報告書のとりまとめ時期 
[A]対策を講じる時期 
－具体的な対策の検討、マニュアル
等へ反映、周知・教育/訓練など 

（前回の訓練実施結果報告書に掲
げた各課題についての対応内容、ス
ケジュール） 

－原子力事業者防災業務計画へ
の反映の検討事項・時期（定期見
直し含む） 

[P]中期計画等の見直し事項・時期、
次年度訓練計画立案時期 

○前回訓練実施後の面談時に確認した
PDCA計画を再度確認する 

 

 
〇当社の中期対応方針について、資料９
に示す。 

〇中長期訓練計画について、資料１に示
す。 

〇訓練実施後の改善スケジュールについ
て、資料１０に示す。 

 

 
〇左記「再処理施設、廃棄物管理施設
（再処理事業部）」欄と同様 
 
 
 
 
 
 
 

 
〇左記「再処理施設、廃棄物管理施設
（再処理事業部）」欄と同様 
 
 
 
 
 
 
 

 
〇左記「再処理施設、廃棄物管理施設
（再処理事業部）」欄と同様 

  なお、訓練実施後の改善スケジュール
は、各事業部のスケジュールに記載。 

 
 
 
 
 
 

<説明資料> 
・資料９︓日本原燃原子力防災訓練

に係る中期対応方針 
・資料１-１︓再処理事業部 非常時

等の措置に係る中長期訓練
計画（2021年度～2024
年度）（改定３）（案） 

 ・資料 10-１︓令和４年度 防災訓練
実施後の改善スケジュー
ル（再処理事業部・全
社対策本部） 

<説明資料> 
・資料９︓日本原燃原子力防災訓練

に係る中期対応方針 
・資料１-２︓濃縮事業部における訓練

に係る中期計画（2023年
度） 

 
 ・資料 10-２︓令和４年度 防災訓練

実施後の改善スケジュー
ル（濃縮事業部） 

<説明資料> 
・資料９︓日本原燃原子力防災訓練

に係る中期対応方針 
・資料１-３︓埋設事業部対策組織 

原子力防災訓練中期計画
（2021年度～2024年
度） 

 ・資料 10-３︓令和４年度 防災訓練
実施後の改善スケジュー
ル（埋設事業部） 

<説明資料> 
・資料９︓日本原燃原子力防災訓練

に係る中期対応方針 
・資料１-４︓全社対策本部 原子力

防災訓練中期計画（案） 
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確認の視点（「令和５年度 原子力事業者防災訓練の評価の進め方」より抜粋） 
再処理施設、廃棄物管理施設 

（再処理事業部） 
加工施設 

（濃縮事業部） 
廃棄物埋設施設 
（埋設事業部） 

本社 
（全社対策本部） 原科研、核サ研、大洗研、もんじゅ及び 

JNFL 再処理 
核燃料施設等（原科研、核サ研、大洗研、もん
じゅ及び JNFL 再処理を除く） 

備考︓１０条通報に要した時間 
○通報に要した時間（原子力防災管理者
が「特定事象の発生」を判断した時刻か
ら、ＦＡＸ等にてＥＲＣプラント班に発信
操作した時刻まで）を計測して事業者が
防災業務計画等に設定した時間内に通
報できたか確認する。 

○ＦＡＸ等の着信確認を確実に行ったか、
ＦＡＸ等が困難な状況において代替手
段での通報・連絡ができたかも確認する。 

 
 

  
〇防災業務計画に基づき、15 分以内を目
途として通報する。なお、通報は一般回
線、衛星携帯電話およびＦＡＸ（自主
配備）で行う。設定した時間内に通報で
きたかについては、訓練時に確認いただく。 

 
〇ＦＡＸ等の着信確認を確実に行ったか、
ＦＡＸ等が困難な状況において代替手
段での通報・連絡ができたかについては、
訓練時に確認いただく。 

   

○現場実動訓練の実施内容 
 
 
 
○事故シナリオに基づき実施する緊急時対
策所の活動との連携を確認する 

○現場実動訓練の実施内容 
 
 
 
○事故シナリオに基づき実施する緊急時対
策所の活動との連携を確認する 

○現場実働訓練の実施内容 
 ・重大事故対策の実施（蒸発乾固）※ 
・主排気筒モニタの代替モニタの設置※ 

 ・負傷者の救助、サーベイ等 
○事故シナリオに基づき実施する緊急時対
策所の活動との連携に係る説明 

 ・緊急時対策所による中央制御室からの
情報収集。 

 ・緊急時対策所は、支援組織として実施
組織に必要な支援、情報収集による社
内外への情報提供を実施。 

 
 
※︓訓練シナリオ（緊急時対策所の活
動）と切り離して実施。 

 

○現場実動訓練の実施内容 
 ・漏えい箇所に対する事象収束対応 
 ・火災対応 
 ・負傷者の救助、サーベイ等 
○事故シナリオに基づき実施する緊急時対
策所の活動との連携に係る説明 

 ・発災現場から緊急時対策所へ状況報
告する。 

 ・発災現場からの状況報告を基に、ブリー
フィングを適時実施する。 

 ・事象収束に必要な戦略などを目標設
定会議にて決定し、発災現場活動を実
施する。 

○現場実動訓練の実施内容 
 ・廃棄体落下に対する対応 
 ・火災対応 
 ・負傷者の救助、サーベイ等 
○事故シナリオに基づき実施する緊急時対
策所の活動との連携に係る説明 

 ・発災現場から緊急時対策所へ状況報
告する。 

 ・発災現場からの状況報告を基に、ブリー
フィングを適時実施する。 

 ・事象収束に必要な戦略が決まり次第、
原子力防災管理者の判断により発災
現場で活動を実施する。 

 

 

備考︓評価指標だけで表せない取組等 
〇現場にいる協力企業等の対応の考え方を
確認する。 

備考︓評価指標だけで表せない取組等 
〇現場にいる協力企業等の対応の考え方を
確認する。 

 
〇要素訓練として現場にいる協力企業の
作業者を含めた避難・誘導訓練を実施
予定。 

 
○発災時に現場内に作業者がいることを
想定し、実際現場作業者は、避難指示
に従い、避難のアクセスポイントまで避難
させ、安全確保を確認する。 

 
〇左記「加工施設（濃縮事業部）」欄と
同様 
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【補足】事業者と ERC の訓練コントローラ間の調整事項 
○ERC 広報班との連動の有無 
 
○TV 会議接続先（即応センター、OFC、緊対所）〈再〉 
 
○リエゾンの人数、入館時刻、訓練参加タイミング〈濃埋〉 
○リエゾンの人数（プラント・広報）、入館時刻、訓練参加タイミング〈再〉 
 
 
 
 
 
○訓練終了のタイミング、その後の振り返りの要否 
 
 
 
○ERSS 使用に係る当庁情報システム室との調整状況〈再〉 
 
○事前通信確認実施の要否 
 
○即応センターコントローラの所属、氏名、連絡先〈再〉 
○ERC と連携するコントローラの所属、氏名、連絡先〈濃埋〉 
 
 
○ERC 対応者の職位、氏名 
 
 
 
 
 
 
○訓練時、メールを利用した ERC プラント班への資料提供の実施の有無 
 
 

○ＥＲＣ広報班との連動での訓練を実施する。 
 
○TV会議の接続先︓即応センター２（Ｈ１） 
 
○【プラント班】 
・人数︓東京支社 5名予定、入館時刻︓13時 00分 
・訓練参加タイミング︓ERC と連携した訓練開始時（13時 30分）から 

  【広報班】 
・人数︓東京支社 1名予定、入館時刻︓13時 00分 
・訓練参加タイミング︓ERC と連携した訓練開始時（13時 30分）から 

 
○訓練終了のタイミング 
 ・現場の事象収束後に発信する、原災法第 25条報告を ERC へプラント班に説明したタイミングで訓練を終了する。 
・ その後に訓練振り返りの反省会を実施する。 
 
○ＥＲＳＳを訓練モード（模擬データ入力）で使用するため、今後調整予定。 
 
○通信確認は不要。 
 
○即応センター(Ｈ１) 所属︓  
事前連絡先︓  
当日連絡先︓  
 
○ＥＲＣ対応者︓ 
 
 
 
 
 
○無し （基本的にはＥＲＣリエゾンを通して資料提供予定） 

 
 

個人情報を含むため非公開 

個人情報を含むため非公開 

個人情報を含むため非公開 



参考資料(1)
2023年8月8日

日本原燃株式会社
公益財団法人核物質管理センター

1 / 2 

13:30

13:40

13:50

14:00

14:10

14:20

14:30

14:40

14:50

2023年度原子力防災訓練（総合訓練）　全体シナリオフロー（案）

JNFL全社対策本部

ERC対応ブース 全社対策本部室
目安時間

その他
付与情報

再処理事業部 埋設事業部

JNFL事業部対策本部

濃縮事業部
核物質管理センター(NMCC)

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



参考資料(1)
2023年8月8日

日本原燃株式会社
公益財団法人核物質管理センター

2 / 2 

JNFL全社対策本部

ERC対応ブース 全社対策本部室
目安時間

その他
付与情報

再処理事業部 埋設事業部

JNFL事業部対策本部

濃縮事業部
核物質管理センター(NMCC)

15:00

15:10

15:20

15:30

15:40

15:50

16:00

16:10

16:20

16:30

16:40

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



添付資料２−１ 
 

「日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針」 
に基づく再処理事業部における各年度の主な訓練目的 

 

2021 年度 

【情報共有の実効性の向上】 
  情報共有に関して現場から事業部対策本部、全社対策本

部、ERC へのタイムリーかつ確実な情報伝達ができる
ことの確認 

  現場対応を含めた緊急時対応能力の維持、向上 

2022 年度 

【万全な防災体制の確立】 
  再処理施設の単独発災を想定したシナリオにおいて適切

に社内外との情報共有ができることの検証 
  重大事故対処設備を活用した現場実働能力の検証 
  現場対応を含めた緊急時対応能力の維持、向上 

2023 年度 

【防災体制の発展と応用力向上】 
  4 施設（再・廃・濃・埋）同時発災を想定したシナリオ

において適切に社内外との情報共有ができることの検証 
  ⇒２０２３年度の原子力防災訓練の目的Ａ 
 
  重大事故等対処設備を活用した現場実働能力の検証 
  ⇒２０２３年度の原子力防災訓練の目的Ｂ 
 
  現場対応を含めた緊急時対応能力の維持、向上 

⇒２０２３年度の原子力防災訓練の目的Ｃ 
 
  六ヶ所保証措置分析所と同時発災を想定したシナリオの

もと、相互の情報共有を含めた連携が適切に実施できる
ことの確認注１ 
⇒２０２３年度の原子力防災訓練の目的Ｄ 

 

2024 年度 

【緊急時対応要員の多層化、多能化】 
  MOX 燃料加工施設を含めた 5 施設同時発災を想定した

シナリオにおいて適切に社内外との情報共有ができるこ
との検証 

  重大事故等対処設備を活用した現場実働能力の検証 
  現場対応を含めた緊急時対応能力の維持、向上 

（中長期訓練計画の記載内容に対し、本資料で説明のため追記した部分を朱記で示す。） 
注１：当該記載については、「日本原燃株式会社原子力防災訓練の中期対応方針」の改正に合わせた、再処 
   理事業部の中長期訓練計画の改正時に追記する。 
 

再処理事業部 中長期訓練計画 添付資料２−１（抜粋） 
資料１−１（１） 



項目 詳細
1-1. 情報共有
のための情報フ
ロー

〇

・事業部対策本部、全社対策本
部、ERCの間の情報フローにつ
いて、5W1H（いつ、どこで、だれ
が、なにを、どんな目的で、どの
ように）が明確であること。
・前回訓練結果に対する分析・
評価結果が反映されていること。
・情報フローの内容を要員が理
解していること。

[各事業部対策本部：事業部対
策本部と全社対策本部間の情
報フロー]
[全社対策本部：全社対策本部と
ERC間の情報フロー]

・継続的に訓練により抽出された
課題に対する改善策を反映
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）
に向けた情報フロー（要員配置、
共有方法等）の見直し
・MOX燃料加工施設を含めた同
時発災に対応するための情報フ
ロー作成

[2021、2022年度]
・事業所（「再・廃」、「濃・埋」）単
位での発災を想定したシナリオ
のもとで対応ができること
[2023年度]
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）
を想定したシナリオのもとで対応
ができること
[2024年度]
・MOX燃料加工施設を含む全施
設同時発災を想定したシナリオ
のもとで対応ができること

情報共有のための情
報フローが適切に作
成・運用されているこ
との確認。

情報フローが適切に
作成、運用されてい
ること。

　　　　〇

⇒2023年度の
原子力防災訓
練の目的Ａ

1-2. ERCプラン
ト班との情報共
有

〇

・事業部対策本部は、事故・プラ
ントの状況、進展予測と事故収
束対応戦略および戦略の進捗
状況を全社対策本部に随時提
供できること。
・全社対策本部は、事故・プラン
ト状況、進展予測と事故収束対
応戦略および戦略の進捗状況に
ついて、ERCプラント班に対し積
極的に説明ができること。

[全社対策本部]
・情報の優先度を踏まえ、想定さ
れる事象毎に、どのツールを用
いて何を説明するかを整理した
説明ガイドの整備
[各事業部対策本部・全社対策
本部]
・事業部対策本部、全社対策本
部およびERCプラント班（模擬）
の情報共有訓練

事故・プラントの状
況、進展予測と事故
収束対応戦略および
戦略の進捗状況を全
社対策本部に随時提
供できることの確認。

全社対策本部に対し
て事故・プラントの状
況、進展予測と事故
収束対応戦略および
戦略の進捗状況を随
時提供できること。ま
た、事業部対策本部
内で、適切に情報共
有できること。

　　　　〇

⇒2023年度の
原子力防災訓
練の目的Ａ

⇒2023年度の
原子力防災訓
練の目的Ｄ

1-3. 情報共有
のためのツール
等の活用

〇

・COPおよび備付け資料が説明
しやすい内容となっていること。
・全社対策本部は、ERSS（再処
理施設）、COPおよび備付け資
料を用いてERCプラント班に説明
できること。
・ERCに派遣されたリエゾンは、
ERCプラント班への説明補助（質
問対応、ERCプラントの意向等
の全社対策本部への伝達）がで
きること。

[再処理事業部対策本部]
・COP資料の記載情報等の合理
化及びERC備付資料の構成見
直し
[濃縮事業部対策本部・埋設事
業部対策本部・全社対策本部]
・上記改善の展開

[全社対策本部]
・各ツールの使用目的の明確化
・リエゾンの役割の明確化

COP資料およびERC
備付け資料が説明し
やすい内容となって
いることの確認。

COP資料およびERC
備付け資料が全社対
策本部からERCプラ
ント班に説明できる内
容であること。

　　　　〇

⇒2023年度の
原子力防災訓
練の目的Ａ

1-4. 確実な通
報・連絡の実施

〇

・第10条及び第15条事象につい
て、記載の誤記、漏れ等がなく速
やかに通報できること。
・全社対策本部は、EAL判断時
にＥＲＣプラント班に対し当該ＥＡ
Ｌの判断根拠の説明を実施でき
ること。
・全社対策本部は、１０条確認会
議、１５条認定会議において、
ERCプラント班からの会議招集
に対し速やかに対応し、発生事
象、事象進展の予測、事故収束
対応等の説明を適切かつ簡潔
に実施できること。
・第２５条報告を事象の進展に応
じ、適切な間隔とタイミングで継
続して実施できること。

[全社対策本部]
・情報の優先度を踏まえ、想定さ
れる事象毎に、どのツールを用
いて何を説明するかを整理した
説明ガイドの整備
・ERCプラント班（模擬）との情報
共有訓練

[各事業部対策本部]
・通報連絡訓練

適切な通報ができる
ことの確認。

通報文に誤記、漏れ
等がなく速やかに通
報できること。

　　　　〇

⇒2023年度の
原子力防災訓
練の目的Ａ

2. 要員の計画
的育成

2-1. 緊急時対
応要員の育成

―

[ERC対応要員]
・力量を備えた10条認定会議等
対応者、ERC対応総括者および
ERC対応者に係る複数の要員を
確保していること。
・長期化に備えたERC対応体制
が整備されていること（代替要員
の確保含む）

[その他]
・機能班毎に力量を備えた要員
を確保していること。
・対応が長期化することが想定さ
れる事項については、代替要員
を確保していること。

[全社対策本部]
・10条認定会議等対応者、ERC
対応総括者およびERC対応者に
ついて必要な力量の明確化
・教育、訓練による計画的育成

[各事業部対策本部・全社対策
本部]
・各機能班の要員の力量の明確
化
・教育、訓練による計画的育成

[2021年度]
・必要な力量の明確化完了

毎年度達成目標に対する活動を
継続的に実施

力量を備えた要員が確
保されていることの確
認。

力量を備えた要員が
確保されていること。

―
（2022年度以降、個別
訓練または総合訓練

で検証）

2-2. 夜間・休日
発災時の対応

―

・夜間、休日の発災時に必要な
初動対応および要員参集後の
引継ぎができること。

[全社対策本部]
・初動対応に係る体制整備
[各事業部対策本部・全社対策
本部]
・夜間・休日での発災を想定した
少人数での初動対応、要員参集
後の引継ぎ訓練

毎年度達成目標に対する活動を
継続的に実施

休日、夜間の発災に
おける事業部対策本
部の初動対応の体
制、手順の有効性確
認および本部要員の
交代に伴う引継ぎに
関する手順の有効性
確認。

①休日、夜間の発災
における事業部対策
本部の初動対応の体
制、手順が有効であ
ること。
②本部要員の交代に
伴う引継ぎに関する
手順が有効であるこ
と。

―
（個別訓練で検証）

1. 即応センター
とERCプラント
班との情報共
有、通報・連絡

(1) 昨年度の訓
練課題への対
応

１．事業部の中長期訓練計画における検証
項目各年度到達目標

規制庁
評価
項目

[2021年度]
・緊急時対応要員として必要な力量が標準類等で明確化されていること。
（2021年度中の明確化が目標であるため、訓練における検証項目の対象外とする。）

[2022年度]
・休日、夜間における初動対応が問題無くできること。
・対応が長期化した際の要員交代が問題無くできること。

[2023年度]
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）を想定しても問題無く対応できること。
・2022年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2024年度]
・MOX施設の同時発災を想定しても問題無く対応できること。
・緊急時対応能力の維持、向上（要員の拡充等）が行われていること。
・2023年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

達成目標
２．「日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針」の達成目標を踏まえ、事業部に要

求される事項注１

（１）「全社対策本部および六ヶ所保障措置センターとの情報共有がで
きること」
達成目標：
全社対策本部に対して情報共有ツールを用いて、適時情報共有できる
こと。また、六ヶ所保障措置センターに対し相互の情報共有を含めた連
携が適切にできること。

検証項目：
①あらかじめ作成された情報フローで運用されていること。
　 また、六ヶ所保障措置センターとの間であらかじめ定められた
   情報フローのとおりに対応ができていること。
②全社対策本部に対して事故・プラントの状況、進展予測と
   事故収束対応戦略および戦略の進捗状況を随時提供できること。
   また、事業部対策本部内で適切に情報共有できること。
③ＣＯＰ資料およびＥＲＣ備付資料が全社対策本部からＥＲＣプラント班
   に説明できる内容であること。また、２０２２年度総合訓練において
   抽出した課題に対する改善策が有効に機能していること。
   ・ＣＯＰ③（戦略シート）は、事象対処に対する第２、第３の矢とする
     明確な戦略が記載、共有できること。
   ・社内情報シートは、重大事故対処機器のインベントリ情報を共有
     できる構成であること。
   ・ＣＯＰ資料は、水源状況および主排気筒可搬型モニタの測定値が共
有
     できること。
   ・ＥＲＣ備付資料は、水素濃度を測定する代表貯槽と他貯槽の
     関係が確認できること。
④通報文に誤記、漏れ等がなく速やかに通報できること。
    また、２０２２年度総合訓練において抽出した課題に対する
    改善策が有効に機能していること。
　 ・警戒事態該当事象発生後の経過連絡は、事故収束活動の
     進捗、問題点 、対応状況等の情報が確認できること。
　 ・応急措置の概要報告（２５条通報）は、事故収束活動の進捗、
     対応状況等の進展を確認後、速やかに情報発信できること。

２０２３年度　再処理防災訓練（総合訓練）
　達成目標、検証項目

再処理事業部　中長期訓練計画への反映事項

３．総合訓練での検証

[2021年度]
・2020年度原子力防災訓練（総合訓練）において確認された課題を改善するために以下
の取組み内容を確認（「再・廃」単位での発災を想定）。
①ERCプラント班と情報共有するための資料（説明に用いる資料を整理した資料、COP
等）が、全体を俯瞰しつつポイントをついた説明ができる資料になっていること。
②ERC対応者の習熟が図られていること。

[2022年度]
・事業所毎同時発災（再・廃）を想定しても、問題無く対応できる体制となっていること。
・2021年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2023年度]
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）を想定しても、問題無く対応できる体制となっているこ
と。
・六ヶ所保証措置分析所と同時発災を想定したシナリオのもと、相互の情報共有を含め

た連携が適切に実施できること。注１

・2022年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。
　⇒２０２２年度原子力防災訓練の課題
　　　（１）COP、ERC備付資料の改善
　　　（２）通報文の記載事項の改善

[2024年度]
・MOX燃料加工施設を含む全施設同時発災を想定しても、問題無く対応できる体制と
なっていること。
・緊急時対応能力の維持、向上（要員の拡充等）が行われていること。
・2023年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2021年度]
・緊急時対応要員として必要な
力量が明確化されていること（標
準類の制定等）。

[2022年度以降]
①休日、夜間における初動対応
が問題無くできること。
②対応が長期化した際の要員交
代が問題無くできること。

[2021年度]
・事業部対策本部から即応セン
ターへ状況報告、通報連絡が実
施できること。（「再・廃」単位で
の発災を想定。）

[2022年度]
・同上。
（・事業所毎同時発災（再・廃）を
想定。）

[2023年度]
・同上。
（・4施設同時発災（再・廃・濃・
埋）および六ヶ所保証措置分析

所の同時発災を想定。）注１

[2024年度]
・同上。
（MOX燃料加工施設を含む全施
設同時発災を想定。）

４．年度毎の達成目標

日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針における主な取組み

取組み内容
（下線：再処理事業部の関連事

項）

中期
対応方針

主な取組み項目

再処理事業部 中長期訓練計画 添付資料２－２（抜粋） 資料１－１（２）

（再処理事業部 中長期訓練計画の記載範囲）

（中長期訓練計画の記載内容に対し、本資料で説明のため追記した部分を朱記で示す。）
注１：当該記載については、「日本原燃株式会社原子力防災訓練の中期対応方針」の改正に合わせた、再処理事業部の中長期訓練計画の改正時に追記、修正する。 1／4



項目 詳細

１．事業部の中長期訓練計画における検証
項目各年度到達目標

規制庁
評価
項目

達成目標
２．「日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針」の達成目標を踏まえ、事業部に要

求される事項注１

２０２３年度　再処理防災訓練（総合訓練）
　達成目標、検証項目

再処理事業部　中長期訓練計画への反映事項

３．総合訓練での検証 ４．年度毎の達成目標

日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針における主な取組み

取組み内容
（下線：再処理事業部の関連事

項）

中期
対応方針

主な取組み項目

（再処理事業部 中長期訓練計画の記載範囲）

(1)の続き

〇

・他の原子力事業者の原子力防
災訓練に関する知見が当社の
訓練に反映されていること。

[各事業部対策本部・全社対策
本部]
・他原子力事業者への視察の実
施
・自社訓練への視察受け入れの
実施
・ピアレビュー等の受入れの実
施
・他原子力事業者へのピアレ
ビュー等へのレビュアーの派遣 毎年度達成目標に対する活動を

継続的に実施

他の原子力事業者の
原子力防災訓練に関
する知見が当社の訓
練に反映されている
ことの確認。

他の原子力事業者の
原子力防災訓練に関
する知見が当社の訓
練に反映されている
こと。

[2021年度]
・2020年度原子力防災訓練および2021年6月25日実施の再訓練で確認された課題に対
して、他の原子力事業者の知見が反映されていること。
（他原子力事業者への視察、自社訓練への視察受入れの実施等については、新型コロ
ナの状況を踏まえて検討を行う。）

[2022年度]
・2021年度原子力防災訓練の結果および最新の状況を踏まえて設定する。
（他原子力事業者への視察、自社訓練への視察受入れの実施等については、新型コロ
ナの状況を踏まえて検討を行う。）

[2023年度]
・2022年度原子力防災訓練の結果および最新の状況を踏まえて設定する。
（他原子力事業者への視察、自社訓練への視察受入れの実施等については、新型コロ
ナの状況を踏まえて検討を行う。）

[2024年度]
・2023年度原子力防災訓練の結果および最新の状況を踏まえて設定する。
（他原子力事業者への視察、自社訓練への視察受入れの実施等については、新型コロ
ナの状況を踏まえて検討を行う。）

―
（年度毎の目標に対し
て、適切な方法で検

証）

[2021年度]
・2020年度総合訓練および2021
年6月25日実施の再訓練で確認
された課題に対して他の原子力
事業者の知見が反映されている
こと。

[2022年度以降]
前年度の訓練結果や最新の状
況を踏まえて、年度毎の目標を
設定する。

他原子力事業者への視察、自社
訓練への視察受入れの実施等
については、新型コロナの状況
を踏まえて検討を行う。

4-1. MOX燃料
加工施設を含
めた同時発災
対応体制整備

―

・事業部対策本部と全社対策本
部間の情報フローについては1-
1. と同様。
・発災事業部に対して他事業部
および全社からの支援・協力が
できること。

[全社対策本部]
・全社対策本部（H1、オフサイト
センター、支援拠点を含む）と事
業部対策本部間の役割分担明
確化

[再処理事業部対策本部・全社
対策本部]
・MOX燃料加工施設を含めた同
時発災に対応するための情報共
有体制整備（人員配置、役割等）
（情報フローは1-1.で管理）
・上記明確化内容に基づく手順
の整備
[各事業部対策本部・全社対策
本部]
・複数施設同時発災シナリオに
おける情報共有訓練

発災事業部に対して
他事業部および全社
からの支援・協力が
できることの確認。

全社対策本部に対す
る支援実施または支
援要請が適切にでき
ること。

[2021、2022年度]
・全社対策本部との情報共有が問題無くできること。

[2023年度]
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）において、全社対策本部からの支援要請に問題無く対応できる
こと。
・2022年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2024年度]
・MOX燃料加工施設を含む全施設同時発災において、全社対策本部からの支援要請に
問題無く対応できること。
・緊急時対応能力の維持、向上（要員の拡充等）が行われていること。
・2023年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されているこ
と。

　　　　〇

⇒2023年度の
原子力防災訓
練の目的Ｃ

[2021、2022年度]
・事業部・全社の連携として、支
援、協力活動が実施できること
（「再・廃」単位での発災を想
定）。

[2023年度]
・事業部・全社の連携として、支
援、協力活動が実施できること
（4施設同時発災（再・廃・濃・埋）
を想定）。

[2024年度以降】
・事業部・全社の連携として、支
援、協力活動が実施できること
（5施設同時発災（再・廃・濃・
埋、MOX）を想定）。

（２）「４施設同時発災時による支援・協力対応ができること」
達成目標：
事業部・全社の連携として、支援、協力活動が実施できること。

検証項目：
全社対策本部に対する支援実施または支援要請が適切にできること。

4-2. 社内情報
共有ツールの
改善

―

・MOX燃料加工施設を含めた全
施設同時発災においても、社内

情報共有ツール（クロノロジー注

１、電子ホワイトボード、社内ＴＶ
会議等）を用いて事業部対策本
部内および事業部対策本部と全
社対策本部間の情報共有がで
きること。

[各事業部対策本部・全社対策
本部]
・新情報共有システムを用いた
情報共有訓練

全施設同時発災におい
ても、社内情報共有
ツールを用いて事業部
対策本部内および事業
部対策本部と全社対策
本部間の情報共有がで
きることの確認。

全施設同時発災にお
いても、社内情報共
有ツールを用いて事
業部対策本部内およ
び事業部対策本部と
全社対策本部間の情
報共有ができること。

[2021年度]
・新情報共有システムの整備が完了していること。

[2022年度]
・新情報共有システムを利用して、事業部対策本部内で情報共有ができること。

[2023年度]
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）において、新情報共有システムを利用して、全社対策本
部と情報共有ができること。
・2022年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2024年度]
・MOX燃料加工施設を含む全施設同時発災において、新情報共有システムを利用して、
全社対策本部と情報共有ができること。
・緊急時対応能力の維持、向上（要員の拡充等）が行われていること。
・2023年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

　　　　〇

⇒2023年度の
原子力防災訓
練の目的Ａ

[2021年度]
・新情報共有システムの整備完
了

[2022年度]
・新情報共有システムの整備完
了

[2023年度]
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）
を想定したシナリオのもとで情報
共有が実施できること

[2024年度]
・MOX燃料加工施設を含む全施
設同時発災を想定したシナリオ
のもとで情報共有が実施できる
こと

（３）「新情報共有システムを用いて情報共有ができること」
達成目標：
新情報共有システムによる情報共有ができること。

検証項目：
提供すべき情報について新情報共有ツールを用いて不備なくリアルタ
イムに情報共有できること。

4-3. 緊急時対
策所、全社対策
本部室が使用
できない場合の
対応

―

・緊急時対策所、全社対策本部
が使用できない場合であっても、
情報共有、通報連絡および意思
決定を実施できること。

[全社対策本部]
・全社対策本部の代替場所（第
一千歳平寮）への移動の判断、
移動後の対応に関する体制整
備

[各事業部対策本部・全社対策
本部]
・緊急時対策所、全社対策本部
室が使用できない場合を想定し
た情報共有、通報連絡および意
思決定に係る訓練

毎年度達成目標に対する活動を継
続的に実施

[2022年度]
・全社対策本部の代替場所（第一
千歳平寮）への移動の判断、移動
後の対応に関する体制整備完了

対象外 － 再処理事業所は、緊急時対策所に耐震性を有するため対象外。 ― ―

3. 他の原子力事業者の知見収
集・反映

(2) 緊急時対応
体制の強化

4. 事業部・全社
の連携

[2021、2022年度]
・事業所（「再・廃」、「濃・埋」）単
位での発災を想定したシナリオ
のもとで対応ができること
・新情報共有システムの整備完
了
[2023年度]
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）
を想定したシナリオのもとで対応
ができること
[2024年度]
・MOX燃料加工施設を含む全施
設同時発災を想定したシナリオ
のもとで対応ができること

（中長期訓練計画の記載内容に対し、本資料で説明のため追記した部分を朱記で示す。）
注１：当該記載については、「日本原燃株式会社原子力防災訓練の中期対応方針」の改正に合わせた、再処理事業部の中長期訓練計画の改正時に追記、修正する。 2／4



項目 詳細

１．事業部の中長期訓練計画における検証
項目各年度到達目標

規制庁
評価
項目

達成目標
２．「日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針」の達成目標を踏まえ、事業部に要

求される事項注１

２０２３年度　再処理防災訓練（総合訓練）
　達成目標、検証項目

再処理事業部　中長期訓練計画への反映事項

３．総合訓練での検証 ４．年度毎の達成目標

日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針における主な取組み

取組み内容
（下線：再処理事業部の関連事

項）

中期
対応方針

主な取組み項目

（再処理事業部 中長期訓練計画の記載範囲）

5-1. 緊急時対
策所との連携訓
練

―

・警戒事象、特定事象発生時に
緊急時対策所と連携しつつ予め
定めた時間、要員、資機材で対
応できること。

[各事業部対策本部]
・現場実動訓練

毎年度達成目標に対する活動を継
続的に実施

警戒事象、特定事象
発生時に緊急時対策
所と連携しつつ予め
定めた時間、要員、
資機材で対応できる
ことの確認。

重大事故対応等の事
象収束活動（負傷者
の救護活動を含む）
を、予め定められた
時間、要員、装備で
問題無く実施できるこ

と。注１

[2021年度]
・「再・廃」単位での発災において、緊急時対策所と連携した事象収束活動を適切に実施
できること。

[2022年度]
・事業所毎同時発災（再・廃）において、緊急時対策所と連携した事象収束活動を適切に
実施できること。
・2021年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2023年度]
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）において、緊急時対策所と連携した事象収束活動を適
切に実施できること。
・2022年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2024年度]
・MOX燃料加工施設を含む全施設同時発災において、緊急時対策所と連携した事象収
束活動を適切に実施できること。
・緊急時対応能力の維持、向上（要員の拡充等）が行われていること。

　　　　〇

⇒2023年度の
原子力防災訓
練の目的Ｂ

緊急時対策所と連携した事象収
束活動を適切に実施できること。

（４）「現場と緊急時対策所が連携し、事象収束活動ができること」
達成目標：
手順に基づき、事象収束活動（救護活動含む）ができること。

検証項目：
重大事故対応等の事象収束活動を、あらかじめ定めた時間、要員、装
備で問題無く実施できること。

5-2. 過酷環境
下における訓練

―

・厳冬期等、過酷環境下におい
ても予め定めた時間、要員、資
機材で対応できること。

[各事業部対策本部・全社対策
本部]
・過酷環境下における実動訓練

毎年度達成目標に対する活動を継
続的に実施

厳冬期等の過酷環境
下での作業における
体制、手順等の有効
性の確認。

厳冬期等の過酷環境
においても問題なく対
応できること。

[2021年度]
・厳冬期等の過酷環境下においても問題無く対応できること。

[2022年度]
・2021年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2023年度]
・2022年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2024年度]
・緊急時対応能力の維持、向上（要員の拡充等）が行われていること。
・2023年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

―
（個別訓練で検証）

厳冬期等の過酷環境においても
問題無く対応できること。

〇

・事故・プラント状況、進展予測と
事故収束対応戦略および戦略
の進捗状況を記者会見において
説明ができること。
・発災時に記者会見対応ができ
る力量を備えた要員を確保して
いること。

[各事業部対策本部・全社対策
本部]
・ERC広報班と連動したプレス対
応
・模擬記者会見の実施
・社外プレーヤーによる評価、検
証
・メディアトレーニング
・記者会見に係る他社ベンチ
マーク

毎年度達成目標に対する活動を
継続的に実施

模擬記者会見が適切
に実施できるかの確
認。

①模擬記者会見への
要員派遣、対応手順
の有効性確認。
②模擬記者会見対応
要員への情報伝達の
整備
③全社主催のメディ
アトレーニングに参加
し、記者会見対応の
向上を図る。

[2021年度]
・プレス対応等に必要な要員が確保されていること。
（全社対策本部からの要請に応じた対応（訓練）で評価する。）

[2022年度]
・2021年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2023年度]
・2022年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2024年度]
・緊急時対応能力の維持、向上（要員の拡充等）が行われていること。
・2023年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

　　　　〇
（全社対策本部
の訓練で検証）

記者会見対応が問題無くできる
こと。

（全社対策本部の訓練計画で具体化）

7. 後方支援活
動その他の活
動

7-1. 社外関係
機関と連携した
後方支援活動

〇

・原子力事業者間の支援活動、
災害支援拠点の運営、原子力緊
急事態支援組織との連携につい
て、全て実動で実施できること。

[各事業部対策本部・全社対策
本部]
・原子力事業者間の情報提供訓
練
・原子力緊急事態支援組織との
連携に係るロボット等の操作訓
練

[全社対策本部]
・災害支援拠点における要員（他
社からの支援要員を含む）、資
機材の実動訓練
・災害支援拠点の立ち上げおよ
び継続的な運営に係る訓練

毎年度達成目標に対する活動を
継続的に実施

[2022年度]
・第二千歳平寮跡地を活用した
原子力事業所災害対策支援拠
点の運営検証

原子力事業者間の支
援活動、災害支援拠
点の運営、原子力緊
急事態支援組織との
連携に関する手順等
の有効性確認。

災害支援拠点への要
員派遣、手順、資機
材の有効性確認。

[2021年度]
・災害支援拠点の運営に必要な要員が確保されていること。
（全社対策本部からの要請に応じた対応（訓練）で評価する。）

[2022年度]
・第二千歳平寮跡地を活用した原子力事業所災害対策支援拠点の運営が問題無くでき
ること。
（全社対策本部からの要請に応じた対応（訓練）で評価する。）
・2021年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2023年度]
・2022年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2024年度]
・緊急時対応能力の維持、向上（要員の拡充等）が行われていること。
・2023年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

―
（個別訓練で検証）

災害支援拠点を問題無く運営で
きること。

[2022年度]
・第二千歳平寮跡地を活用した
原子力事業所災害対策支援拠
点の運営検証

6. 広報活動訓練

(2) の続き

(3) 後方支援活
動体制の強化

5. 現場実動訓
練

（中長期訓練計画の記載内容に対し、本資料で説明のため追記した部分を朱記で示す。）
注１：当該記載については、「日本原燃株式会社原子力防災訓練の中期対応方針」の改正に合わせた、再処理事業部の中長期訓練計画の改正時に追記、修正する。 3／4



項目 詳細

１．事業部の中長期訓練計画における検証
項目各年度到達目標

規制庁
評価
項目

達成目標
２．「日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針」の達成目標を踏まえ、事業部に要

求される事項注１

２０２３年度　再処理防災訓練（総合訓練）
　達成目標、検証項目

再処理事業部　中長期訓練計画への反映事項

３．総合訓練での検証 ４．年度毎の達成目標

日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針における主な取組み

取組み内容
（下線：再処理事業部の関連事

項）

中期
対応方針

主な取組み項目

（再処理事業部 中長期訓練計画の記載範囲）

7-2. オフサイト
センター対応

―

・オフサイトセンター対応を実動
で実施できること。

[全社対策本部]
・オフサイトセンターでの対応に
必要な体制整備

[各事業部対策本部・全社対策
本部]
・実際の対応を想定した訓練（合
同対策協議会等の訓練）

毎年度達成目標に対する活動を
継続的に実施

オフサイトセンター対
応に関する手順の有
効性確認。

予め定めたタイミング
で、オフサイトセン
ターへの派遣要員を
編成、要員を派遣で
きること。

[2021年度]
・オフサイトセンター対応に必要な要員が確保されており、定められたタイミングで派遣で
きること。
（全社対策本部からの要請に応じた対応（訓練）で評価する。）

[2022年度]
・2021年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2023年度]
・2022年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2024年度]
・緊急時対応能力の維持、向上（要員の拡充等）が行われていること。
・2023年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

　　　　〇
（全社対策本部
の訓練で検証）

予め定めたタイミングで、オフサ
イトセンターへの派遣要員を編
成し、派遣できること。

（全社対策本部の訓練計画で具体化）

7-3. オンサイト
医療体制構築

―

・施設内における医療（オンサイ
ト医療）活動を実動で実施できる
こと。

[各事業部対策本部]
・電力大での連携のもと医療体
制を構築（医療スタッフ受入体
制、管理方法、地元機関（医療・
搬送）との連携等）、手順の整備
・整備した手順に基づく実動訓練

毎年度達成目標に対する活動を
継続的に実施

施設内における医療
活動の体制・手順の
有効性確認。

施設内における医療
活動（オンサイト医
療）を実働で実施でき
ること。

[2021年度]
・オンサイト医療の対応に必要な要員が確保されていること。
（全社対策本部からの要請に応じた対応（訓練）で評価する。）

[2022年度]
・2021年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2023年度]
・2022年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

[2024年度]
・2023年度原子力防災訓練において課題が確認された場合は、その課題が改善されて
いること。

―
（個別訓練で検証）

施設内における医療活動（オン
サイト医療）を実施できること。

7-4. 対応要員
以外の退域手
段確保

―

・発災時に対応要員以外の者が
適時に退域できること。

[全社対策本部]
・体制、手順、資機材の検討、整
備
・整備した手順に基づく実動訓練

毎年度達成目標に対する活動を
継続的に実施

[2021年度]
・対応要員以外の退域手段体制
整備完了

対象外 － 全社対策本部の実施項目。

※全社対策本部からの要請に応じた対応（訓練）で評価する。

― ―

―

・避難退域時検査等、自治体か
らの避難計画に基づく要請に対
する支援協力ができること。

[全社対策本部]
・当社が実施する事項の整理お
よび実動訓練

毎年度達成目標に対する活動を
継続的に実施

対象外 － 全社対策本部の実施項目。

※全社対策本部からの要請に応じた対応（訓練）で評価する。

― ―

(3) の続き 7. の続き

8. 自治体との連携訓練

（中長期訓練計画の記載内容に対し、本資料で説明のため追記した部分を朱記で示す。）
注１：当該記載については、「日本原燃株式会社原子力防災訓練の中期対応方針」の改正に合わせた、再処理事業部の中長期訓練計画の改正時に追記、修正する。 4／4



再処理事業部　中長期訓練計画（２０２１年度～２０２４年度）

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期

臨界を想定した訓練 AA,AB,AC
非常時対策組織
（原子力防災組
織）

①臨界事故（第３４条）
溶解槽の臨界
プルトニウムを含む溶液の誤移送臨界
プルトニウムを含む溶液の漏えい臨界
プルトニウムを含む溶液のプロセス異常による臨
界等

AA、AB、AC、
CA、KA

②蒸発乾固（第３５条）
蒸発乾固（機器内）
蒸発乾固（漏えい）

AA、AB、AC、
CA、KA

③水素爆発（第３６条）
水素爆発（機機内）
水素爆発（漏えい）

FA

④使用済燃料冷却（第３８条）
使用済燃料貯蔵プールへの注水等

AA、AB、AC、
CA、KA

②蒸発乾固（第３５条）
蒸発乾固（機器内）
蒸発乾固（漏えい）

AA、AB、AC、
CA、KA

③水素爆発（第３６条）
水素爆発（機機内）
水素爆発（漏えい）

FA

④使用済燃料冷却（第３８条）
使用済燃料貯蔵プールへの注水等

有機溶媒火災を想定した訓練
（対策編）

AB、AC
非常時対策組織
（原子力防災組
織）

⑤有機溶媒火災（第３７条）
有機溶媒等による火災または爆発

大規模損壊を想定した訓練(放出
抑制編）

―
非常時対策組織
（原子力防災組
織）

⑥工場外への放出抑制（第４０条）
放射性物質および放射線の敷地外への放出制御
対策

大規模損壊を想定した訓練（航
空機衝突編）

―
非常時対策組織
（原子力防災組
織）

⑦大規模損壊
航空機燃料火災の消化活動
航空機衝突への対処

１．１　原子力防災訓練（重大事故訓練を含む） 総合訓練、個別訓練（事業部訓練）

種　別
取り纏め部

署
訓練名称 建屋

組織能力、力量項目に対す
る評価項目

訓練対象部
署

訓練内容 目的、方法等

①重大事故の対応手順に従った
対策作業の実施。

②安全審査において説明した時
間内での対策作業完了。

③事象に対する適切な体制構
築、指揮命令。

④社外への迅速な情報発信。

目的
①対策組織レベルの対応能力向
上
②対策組織間の連携強化
③ＥＲＣとの連携強化

訓練項目：
【全体項目】
（１）事業部対策本部対応訓練

【個別項目】
（１）通報訓練
（２）救護訓練
（３）モニタリング訓練
（４）避難誘導訓練
（５）その他必要と認める訓練
ａ．ＥＲＣ対応訓練
ｂ．重大事故対応の習熟訓練

その他、全社対策本部が実施す
る原子力事業所災害対策支援拠
点設営訓練、オフサイトセンター
設営訓練、広報対応訓練に必要
に応じ参加

訓練方法：
防災業務課は、添付２に示す年
度毎の達成目標、検証項目、評
価項目に基づき、訓練計画書（実
施計画）を作成する。
訓練シナリオは、原則として参加
者非開示とし、可能な限り、発災
条件、想定が偏ることのないよう
考慮する。

総合訓練、個別訓練（事業部訓
練）については、原則として、事
前に図上訓練、事前訓練を実施
する。

２０２４年度２０２３年度
注１

（1）再処理施設のしゅん工前までにレベルＡ以上に到達す
ることを達成目標とする。

(2）再処理施設のしゅん工までは、原子力防災訓練の総合
訓練または個別訓練（事業部訓練）のいずれかにおいて、
既存のプラント状況、設備を使用した訓練を実施する。（２
０１９年６月２８日　原子力規制委員会依頼事項）

(３)2021年度の個別訓練（事業者訓練）は、2020年12月1
日に実施した総合防災訓練の再訓練対応（2021年6月）の
ため、下期に実施を延期する。（厳冬期期間に既存のプラ
ント状況、設備を使用した訓練および内部火災の制圧を含
めた訓練を予定。）

（4）2023年度の原子力防災訓練（総合訓練）は年度下期
（2023年10月予定）に実施し、原子力防災訓練（事業部訓
練）は年度下期（202４年2月予定）に実施する。また、2023
度の原子力事業者防災訓練（総合訓練）については、公
益財団法人　核物質管理センタ―との合同で、六ケ所保

証措置分析所と同時発災を想定した訓練を実施する。注１

※１：既存のプラント状況、設備の使用した訓練。
※２：訓練項目について、総合訓練での同時実施が困難
な場合は、別日時の実施、シナリオの切り離し、図上訓練
での実施等を検討する。
※３：大規模損壊を想定した訓練では、以下に示す溶液の
漏えいによる人の被災を想定した訓練を検討する。
①溶解液（硝酸）、②ヨウ素、③プルトニウム溶液（硝酸・３
０％ＴＢＰ）、④ウラン溶液（硝酸・３０％ＴＢＰ）、⑤プルトニ
ウム溶液（硝酸）、⑥高レベル廃液
※４：重大事故訓練において、原災法第10条第1項に基づ
き通報を行うべき事象および原災法第15条第1項に基づき
報告を行うべき事象を取り込んで実施する。

備考訓　　練

重大事故訓練
※４

非常時対策組織
（原子力防災組
織）

２０２１年度 ２０２２年度

全動力電源喪失を想定した訓練
（初動編）

全動力電源喪失を想定した訓練
（対策編）

原子力防災訓練 防災業務課

（中長期訓練計画の記載内容に対し、本資料で説明のため追記した部分を朱記で示す。）
注１：当該記載（2023年度計画および備考記載）については、「日本原燃株式会社原子力防災訓練の中期対応方針」の改正に合わせた、再処理事業部の中長期訓練計画の改正時に追記、
修正する。

総合訓練
（年1回）

個別訓練
（事業者訓練）

（年1回） 非常時対策組織
（原子力防災組
織）

再処理事業部 中長期訓練計画 添付資料３（抜粋） 資料１－１（３）

訓練シナリオ情報を含むため非公開



 
 

F51501-010 様式 1 

承認 審査 

濃縮事業部長 
安全・品質

本部長※ 

ウラン濃縮 

工場長 

放射線管理 

部長 

濃縮保全 

部長 

濃縮運転 

部長 

 

 

    

※原子力防災訓練に係る内容のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

濃縮事業部における訓練に係る 

中期計画（２０２３年度）（改正００） 
 

（加工施設保安規定別表 35．1．7．に基づく記録） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

作成（運営管理課） 

課長 担当者 

 

 

資料１－２ 

個人情報を含むため非公開 

個人情報を含む 
ため非公開 



 
 

 

改正来歴 

件名： 濃縮事業部における訓練に係る中期計画（２０２３年度） 

改正 施行日 改正内容 

00 

 

2023.4.1 

 

新規作成 
 



1 

 

１．目的 

本計画書は、「加工施設 訓練実施細則」に基づき、実施する訓練について、中期的なビジョ

ンで事業部対策本部、非常時対策組織（異常時対応会議含む。）、自衛消防隊組織（以下、「各対

策組織」という。）および対応要員の対応能力の向上を図り、実効性のある訓練の実施に資する

ことを目的とする。 

２．適用範囲 

本計画書は、2023～2026 年度に、濃縮・埋設事務所、加工施設（ユーティリティ設備等のそ

の他加工施設を含む）において、濃縮事業部が実施する訓練に適用する。 

３．基本方針 

（１）リスク対応 

ウラン濃縮工場の特徴を考慮したリスク（核燃料物質（ＨＦ含む）、化学物質等の飛散・

漏えい）に対応できるようにするとともに、対応能力のさらなるレベルアップを図る。 

（２）想定内事象、大規模損壊事象 

福島第１原子力発電所の事故のような周辺住民に影響を与える事故を起こさないために、

想定される事象（以下、「想定内事象」という。）発生時に各対策組織および要員が機能・

職務を有効に発揮できるようにするとともに、対応能力のさらなるレベルアップを図る。 

なお、想定内事象のうち、「設計基準事故・自然災害等・外部火災」は、年度ごとに事象

を決めて訓練を実施する。また、地震、航空機衝突による大規模損壊事象に対しても、上

記と同様な対応ができるようにする。 

さらに、想定内事象および大規模損壊事象対処を基本として、より過酷な条件において

も、各対策組織および要員がこれまでの活動能力を有効的に発揮できるようにする。 

（３）原子力防災訓練 

施設の特徴に応じた現実的なシナリオに基づく訓練（２部制訓練）の実施方針※に従い、

当施設の原子力防災訓練は、２部制（第１部訓練：現実的なシナリオに基づく訓練（現場

実働有）、第２部：緊急時対策所や本社の対応訓練（現場実働無））による訓練を実施する。 

ただし、４年に１回程度、２部制訓練ではなく従来型（原子力緊急事態を想定したシナ

リオに基づく訓練（現場実働有））の訓練を実施する。なお、原子力規制庁との調整により

訓練実施方法が変更となる場合は、それに従うものとする。 

また、原子力防災訓練は、「日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針」（以下、「中期

対応方針」という。）に従って実施する。 

※令和３年第 25 回原子力規制委員会（令和３年８月 18 日開催）にて了承 

４．訓練目的と目指すべき姿 

（１）訓練目的 

訓練は、総合訓練と個別訓練の２種類とし、各訓練の目的は表１のとおりとする。 

表１．訓練の種類と目的 

種 類 目 的 

総合訓練 

・対策組織の対応能力の向上 

・対策本部と各班の連携、情報共有の強化 

・全社対策本部との連携の強化 

・ＥＲＣとの連携の強化 

個別訓練 

・対策組織要員（ＥＲＣ対応含む。）の技能および力量の習得、向上 

・班内、関係班との連携の強化 

・総合訓練の事前確認として、前回訓練での経験・改善事項の確認（図上訓練） 

・訓練課題の検証（図上訓練、実働訓練） 

・対応策の開発、拡大（図上訓練） 
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（２）目指すべき姿と達成プロセス 

基本方針を達成するための目指すべき姿とその達成プロセスは表２のとおりとする。 

表２．訓練受講者の目指すべき姿と達成プロセス 

方針 目指すべき姿 達成プロセス 

(1)リスク対応 

社

員 

 放射線業務従事者は、核燃料物質（Ｈ

Ｆ含む）、化学物質、窒素および熱水

の飛散・漏えい時の初動対応を基礎知

識として身につけ、確実に、かつ短時

間に対処できるようにする。 

 新規従事者は、入所時教育として初

動対応に係る訓練（机上教育含む）を

受講する。 

 前年度に引続き従事する者は、当該

年度中に初動対応に係る訓練（机上

教育および机上訓練で実施可）を受

講する。 

協

力

会

社 

 放射線業務従事者は、核燃料物質（Ｈ

Ｆ含む）、化学物質、窒素および熱水

の飛散・漏えい時の初動対応を基礎知

識として身につけ、確実に、かつ短時

間に対処できるようにする。 

ただし、化学物質、窒素および熱水の

初動対応訓練は、化学物質の取扱場

所、窒素および熱水配管等の敷設場所

に入域しない者は除く。 

 核物質防護区域入域者（化学物質の取扱場

所、窒素および熱水配管等の敷設場所に入

域しない者は除く）は、化学物質、窒素お

よび熱水の飛散・漏えい時の初動対応を基

礎知識として身につけ、確実に、かつ短時

間に対処できるようにする。 

 新規入域者は、入所時教育として初

動対応に係る訓練（机上教育含む）を

受講する。 

 前年度に引続き入域する者は、当該

年度中に初動対応に係る訓練（机上

教育および机上訓練で実施可）を受

講する。 

 

(2)想定内事象 

(3)大規模損壊

事象 

 対策組織各班員は、個人の技術を磨き、当

該班員および他班員と連携し、個々の事象

および複合事象に対して確実に、かつ短時

間に対処できるとともに、より過酷な条件

に対しても、既存手順や資機材および設備

を応用して臨機応変な対応ができるよう

にする。 

① 事象対処に必要な力量評価基準に

照らし、各班員の現状の力量を把

握する。 

② 事象対処に必要な最低人数、手順

書、資機材により想定内事象、大規

模損壊事象への対処が確実にでき

ることを確認する。 

③ 上記②の確認結果を踏まえ、必要

に応じて初動対応に必要な最低人

数、手順書、資機材を見直す。 

④ 事象対処時の状況変化に対する代

替方法などを検討するとともに、

より過酷な条件でも対処できるこ

とを確認する。 

⑤ より過酷な条件でも対処できるよ

う、交替要員を設定し、交替要員も

含め対応要員全員が確実に対処で

きることを確認する。 

⑥ 力量維持・向上のために訓練を繰

り返し実施する。 

 

注：必要な最低人数とは、夜間・休日においても初動対応に必要な最低人数のことを言う。 

交替要員とは、必要な最低人数を常に確保可能な要員のことを言う。 
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５．訓練計画 

（１）訓練計画 

上記３．で示した基本方針および上記４．で示した目指すべき姿を達成するため、2023～

2026 年度の中期訓練計画は、原則当該年度２月末までに訓練が完了するようにし、添付資料

１のとおりとする。 

なお、実施頻度は、下記（２）で示す達成指標が達成できるように設定する。 

また、総合訓練に向けた個別訓練および班員の力量維持・向上等を目的とした個別訓練計

画については、「加工施設 訓練実施細則」に基づき作成する「各班における個別訓練に係る

中期計画」にて明確にする。 

（２）達成指標 

① 訓練に係る指標 

総合訓練、個別訓練に係る達成指標は、実施する訓練内容に応じて添付資料２または添

付資料３より設定し、各訓練の実施に当たって「加工施設 訓練実施細則」に基づき作成

する「総合訓練実施計画書」または「個別訓練実施計画書」にて明確にする。 

② 力量に係る指標 

力量に係る達成指標は、表３より設定し、各訓練の実施に当たって「加工施設 訓練実

施細則」に基づき作成する「総合訓練実施計画書」または「個別訓練実施計画書」にて明

確にする。 

表３．力量に係る指標 

2023 年度～2026 年度 

 

交替要員を含め班長・副班長は上級レベル、それ以外の班員は中級レベル以上を

80％に維持すること。 

 

【全事象】 

初動対応として必要最低人数を常に確保できるよう、交替要員を確保すること。 

 

注：レベルの考え方は、以下のとおり。 

・初級レベル：班長・副班長の指示の下、対応ができること 

・中級レベル：班長・副班長の指示の下、対応ができること 

班長・副班長の指示を踏まえ、班員への対応指示ができること 

・上級レベル：班員の統括ができ、班員への対応指示ができること 

（３）訓練条件 

総合訓練、個別訓練の付加条件は、表４より設定し、各訓練の実施に当たって「加工施

設 訓練実施細則」に基づき作成する「総合訓練実施計画書」または「個別訓練実施計画

書」にて明確にする。 

なお、原則として総合訓練は、シナリオ非提示で実施するものとする。 
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表４．訓練の付加条件 

訓練付加条件 複雑性・重篤度など 

訓練事象 

重大事故に至るおそれがある事故、大規模損壊事象、

設計基準事故、自然災害（地震、竜巻、火山（降灰）、

溢水、積雪、化学物質の放出、台風等）・外部火災（近

隣工場・森林火災発生時、燃料補充用のタンクロー

リにおける火災発生時）・火災（ウラン濃縮工場、事

務所等） 

重畳とするインシデント 

外部電源喪失（全電源喪失含む）・閉じ込め機能喪

失・インターロック故障・放射性物質の施設内外漏

えい・計画外の被ばく・計画外の床、壁等の汚染・

業務上災害・重油、軽油流出・なし 

施設の損傷状況 
設備 損傷なし・損傷あり 

建屋 損傷なし・損傷あり 

発生場所 １箇所・複数箇所 

天候 晴天・暴風雨・厳冬期・厳暑期 

時刻 
平日 昼間・夜間 

休日 昼間・夜間 

被ばくの状況 

ＨＦ暴露 なし・あり（１人・２～３人・４人以上） 

内部 なし・あり（１人・２～３人・４人以上） 

外部 なし・あり（１人・２～３人・４人以上） 

傷病の状況 
外傷 なし・あり 

意識 なし・あり 

他施設との同時発災 埋設、再処理、ＭＯＸ 

シナリオ提示 提示・非提示 

 

６．改善サイクルの設定 

（１）訓練対象者に対して、評価結果のフィードバックを実施する。 

（２）反省事項への対応状況について、個別訓練などにより訓練課題の検証（関係班との連携の

強化含む）を行うとともに、「加工施設 訓練実施細則」に基づき、きめ細かな進捗管理を行

い、対応期限内に確実に改善を行う。 

（３）設定した達成指標に対して到達状況（または到達度）を評価するとともに、評価の結果、

達成指標に到達できていない場合は、到達できなかった原因を分析し、対策を立案する。（手

順書、資機材への評価も含む） 

（４）（３）の結果を踏まえ、本中期計画を見直し、対策を反映したうえで訓練等を通じて評価を

行う。 

 

７．他施設および当施設訓練の視察 

当社他施設または他事業者の非常時訓練（原子力防災訓練含む）等へ年１回以上積極的に参

加し、当社他施設および他事業者の取り組み状況を確認し、必要に応じて濃縮事業部の活動に

反映する。 

また、他事業者の当施設訓練への視察を積極的に受け入れ、他事業者からの意見等を踏まえ、

必要に応じて濃縮事業部の活動に反映する。 

 

８．添付資料 

（１）加工施設における訓練計画（２０２３～２０２６年度） 

（２）濃縮事業部における訓練に係る達成指標 

（３）中期対応方針の達成目標に対する取り組み事項および達成目標 

以 上 



加工施設における訓練計画（2023～2026年度） 添付資料１

集合訓練 集合訓練 集合訓練 集合訓練

繰り返し訓練および新規配属者への訓練 繰り返し訓練および新規配属者への訓練 繰り返し訓練および新規配属者への訓練 繰り返し訓練および新規配属者への訓練

集合訓練 集合訓練 集合訓練 集合訓練

繰り返し訓練および新規配属者への訓練 繰り返し訓練および新規配属者への訓練 繰り返し訓練および新規配属者への訓練 繰り返し訓練および新規配属者への訓練

集合訓練 集合訓練 集合訓練 集合訓練

繰り返し訓練および新規配属者への訓練 繰り返し訓練および新規配属者への訓練 繰り返し訓練および新規配属者への訓練 繰り返し訓練および新規配属者への訓練

集合訓練 集合訓練 集合訓練 集合訓練

繰り返し訓練および新規配属者への訓練 繰り返し訓練および新規配属者への訓練 繰り返し訓練および新規配属者への訓練 繰り返し訓練および新規配属者への訓練

個別訓練 繰り返し訓練（事象を変化） 繰り返し訓練（事象を変化） 繰り返し訓練（事象を変化） 繰り返し訓練（事象を変化）

ホールドポイント
（達成状況確認）

新規者訓練 新規者訓練 新規者訓練 新規者訓練

選任者繰り返し訓練 選任者繰返訓練 選任者繰返訓練 選任者繰り返し訓練

ホールドポイント
（達成状況確認）

２０２４年度

1Q 2Q 3Q 4Q

２０２３年度

1Q 2Q 3Q 4Q

２０２６年度

1Q 2Q 3Q 4Q

熱水暴露 1回/年以上 運転管理課

1回/年以上

窒素暴露 1回/年以上

２０２５年度

1Q 2Q 3Q 4Q

火災、地震、人災　等 1回/半期以上 運営管理課
（連絡責任者）

事象 実施項目 訓練実施部署
（訓練対象組織）

実施頻度
教育・

訓練No.

展開訓練

ホールドポイント
（達成状況確認）

展開訓練

ホールドポイント
（達成状況確認）

個別訓練
※総合訓練は、1-5、2-
6、2-7と兼ねることができ
る

緊急作業につ
いての訓練

－ － 1回/年以上 個別訓練：設備応急班
長（保全管理課長）、放
射線管理班長（放射線

管理課長）
（運転管理班）
（設備応急班）

（総務班）
（放射線管理班）

（消火班）
（本部）

総合訓練：運営管理課

5-2

1-5
2-7
4-7
4-14

通報訓練 －

起因

－

初動訓練

-

-

-

運転管理課

－

－ HF暴露 放射線管理課

－ 化学物質暴露 運転管理課1回/年以上

展開訓練

ホールドポイント
（達成状況確認）

展開訓練

ホールドポイント
（達成状況確認）

-
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２０２４年度

1Q 2Q 3Q 4Q

２０２３年度

1Q 2Q 3Q 4Q

２０２６年度

1Q 2Q 3Q 4Q

２０２５年度

1Q 2Q 3Q 4Q
事象 実施項目 訓練実施部署

（訓練対象組織）
実施頻度

教育・
訓練No.

起因

個別訓練

訓練結果反映 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による

(必要要員数見直し)
(手順書、資機材見直し)
総合訓練 総合訓練（実働） 総合訓練（実働） 総合訓練（実働） 総合訓練（実働）

（レベルアップ）

繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ）

ホールドポイント
（達成状況確認）

個別訓練

訓練結果反映 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による

(必要要員数見直し)
(手順書、資機材見直し)
総合訓練 総合訓練（２部制） 総合訓練（従来型） 総合訓練（２部制） 総合訓練（２部制）

（レベルアップ）

繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ）

ホールドポイント
（達成状況確認）

個別訓練

訓練結果反映 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による

(必要要員数見直し)
(手順書、資機材見直し)
総合訓練 総合訓練（実働、外部火災） 総合訓練（実働、設計基準事故） 総合訓練（実働、自然災害等） 総合訓練（実働、外部火災）

（レベルアップ）

繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ）

ホールドポイント
（達成状況確認）

個別訓練

訓練結果反映 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による

(必要要員数見直し)
(手順書、資機材見直し)
総合訓練 総合訓練（実働） 総合訓練（実働） 総合訓練（実働） 総合訓練（実働）

（レベルアップ）

繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ）

ホールドポイント
（達成状況確認）

個別訓練

訓練結果反映 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による

(必要要員数見直し)
(手順書、資機材見直し)
総合訓練 総合訓練（実働） 総合訓練（実働） 総合訓練（実働） 総合訓練（実働）

（レベルアップ）

繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ）

ホールドポイント
（達成状況確認）

個別訓練

訓練結果反映 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による 各班の中期訓練計画による

(必要要員数見直し)
(手順書、資機材見直し)
総合訓練 総合訓練（実働） 総合訓練（実働） 総合訓練（実働） 総合訓練（実働）

（レベルアップ）

繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ） 繰返し訓練（必要に応じ）

ホールドポイント
（達成状況確認）

設計基準事故・自然災
害等・外部火災

1-5 1回/年以上 運営管理課
（運転管理班）
（設備応急班）

（消火班）
（総務班）

（放射線管理班）
（本部）

（本部事務局）
（技術支援班）

1-5 1回/年以上 運営管理課
（運転管理班）
（設備応急班）

（消火班）
（総務班）

（放射線管理班）
（本部）

（本部事務局）
（技術支援班）

重大事故に至るおそれ
がある事故

工場火災 4-5
4-6
4-7

1回/年以上 運営管理課
（運転管理班）
（設備応急班）

（消火班）
（総務班）

（放射線管理班）
（本部）

（本部事務局）
（技術支援班）

原子力防災訓練
（ＥＲＣ対応訓練含む）
（原災法第10条および
   第15条の適用事象）

2-3
2-5
2-6
2-7

1回/年以上 運営管理課
（運転管理班）
（設備応急班）

（消火班）
（総務班）

（放射線管理班）
（本部）

（本部事務局）
（技術支援班）

大規模損壊
への対応訓
練

地震
大型航空機の衝突

大規模損壊 運営管理課
（運転管理班）
（設備応急班）

（消火班）
（総務班）

（放射線管理班）
（本部）

（本部事務局）
（技術支援班）

事務所火災 運営管理課
（消火班）
（総務班）
（本部）

（本部事務局）

1回/年以上

1回/年以上

自然災害
（地震、竜巻、火山
（降灰）、溢水、積
雪、降水（豪雨）、台
風、化学物質の放
出等）
外部火災
（近隣工場、森林、
タンクローリー等の
火災）

想定内事象
への対応訓
練

1-5
2-3
2-5
2-6
2-7
4-5
4-6
4-7

4-12
4-13
4-14

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による

各班の中期訓練計画による
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濃縮事業部における訓練に係る達成指標 

 
訓練項目に対する実施内容 

達成指標 
項目 実施内容 

組織 

全体 

１．暴露時の初動対応 ①ＨＦ暴露時の初動対応の理解 

②化学物質暴露時の初動対応の理解 

③窒素暴露時の初動対応の理解 

④熱水暴露時の初動対応の理解 

a1．ＨＦ暴露時の初動対応ができること 

a2．化学物質暴露時の初動対応ができること 

a3．窒素暴露時の初動対応ができること 

a4．熱水暴露時の初動対応ができること 

２．各班員の確保 ⑤各班の活動に必要な最低人数の検討 

⑥交替要員の確保 

b1．検討した必要最低人数で活動ができること 

b2．常に必要最低人数を確保できるよう、交替要員を確保していること 

３．確実な情報伝達 ⑦３ＷＡＹコミュニケーション（伝達・復唱・確認）、

フォネティックコードを活用 

c1．３ＷＡＹコミュニケーションによる簡潔明瞭な発話ができること 

c2．機器名称等は、フォネティックコードを活用できること 

４．資機材の理解 ⑧対策活動に必要な資機材（手順、資機材）の理解 d1．対策活動に必要な手順が整備されていること 

d2．対策活動に必要な資機材の取り扱いができること 

d3．手順通りに活動ができていること（トラブル検討会含む） 

５．重要事項情報の応対 ⑨本部情報（ブリーフィング、目標設定会議、本部長

発話）応対 

ｅ．本部情報を静寂な状況下で応対できること 

 

６．対策本部内の情報共有 ⑩情報共有ツール（電子ＷＢ、音声共有、デヂエ等）

による実施 

ｆ．想定される事象発災時に情報共有ツールを使用して情報共有できること 

７．対策活動における情報共有 ⑪対策本部、中央制御室、現場間の情報共有 ｇ．対策本部、中央制御室、現場間でスムーズに情報共有できること 

８．対策要員招集状況の把握 ⑫対策班活動時の要員招集把握の実施 ｈ．対策活動時（開始、対策活動時）等の要員を把握し、報告できること 

９．対応能力の向上 ⑬平日昼間帯、休日・夜間帯における対応能力検証の

実施 

i1．平日昼間帯の単独または複数の起因による被災時に対応できること 

i2．休日・夜間帯の単独または複数の起因による被災時に対応できること 

中

期

対

応

方

針 

10．即応センター

とＥＲＣプラ

ント班との情

報共有、通報･

連絡 

(1)情報共有のための情報フロー ⑭情報フローによる各対策本部、ＥＲＣ対応ブース間

の情報共有 

j1．情報フローの内容を要員が理解し、その役割どおり対応できること 

j2．情報フローは５Ｗ１Ｈが明確で、前回訓練結果に対する分析・評価結果が反映されていること 

(2)ＥＲＣプラント班との情報共有 ⑮情報共有ツール（電子ＷＢ、音声共有、デヂエ等）

による実施 

ｋ．ＥＲＣ対応ブースへ提供する情報（事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略および戦略の進捗

状況）は、リアルタイムに行うこと 

(3)情報共有のためのツール等の活用 ⑯ＣＯＰおよび備付け資料等の活用による情報共有 ｌ．ＥＲＣ対応ブースへ提供する資料（ＣＯＰ（事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略およびそ

の進捗状況）、ＥＲＣ備付け資料等）は説明しやすい内容とし、当該資料を用いて説明できること 

(4)確実な通報・連絡の実施 ⑰所定時間内での通報連絡の実施 m1．ＡＬ、ＳＥ、ＧＥ通報（ＦＡＸ送信）は、通報文チェックツールを用いて、記載の誤記、漏れ等がなく速や

かに通報できること 

m2．２５条報告を事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して実施できること 

11．要員の計画的

育成 

(1)緊急時対応要員の育成 ⑱要員の計画的な育成の実施 n1．計画的に教育・訓練を実施し、力量を備えた要員を確保・拡充していること 

n2．対応が長期化することを想定し、代替要員を確保していること 

(2)夜間・休日発災時の対応 ⑲夜間、休日の発災における初動対応の実施 Ｏ．夜間、休日の発災時に必要な初動対応および要員参集後の引継ぎができること 

12．他の原子力事業者の知見収集・反映 ⑳他の原子力事業者の知見を収集・反映の実施 ｐ．各項目（他原子力事業者への視察、自社訓練への視察者受入れ、ＪＡＮＳＩピアレビューまたは他原子力事

業者による訓練評価の受入れ、他原子力事業者へのピアレビュー等のレビュアー派遣）を行い、必要に応じ

て他原子力事業者の知見が訓練に反映されていること 

13．事業部・全社 

の連携 

(1)ＭＯＸ燃料加工施設を含めた同時発

災対応体制整備 

(2)社内情報共有ツールの改善 

㉑他事業部からの支援または他事業部への協力の実施 q1．施設発災時に定められた体制および手順で、全社・他事業部へ支援要請ができること 

q2．施設発災時に定められた体制および手順で、全社・他事業部からの応援要請に対応できること 

q3．適切なタイミングでＥＡＬ判断および防災体制を確立し、社内情報共有ツールによる情報共有ができること 

q4．新情報共有システムによる情報共有ができること 

(3)緊急時対策所、全社対策本部室が使用

できない場合の対応 

㉒緊急時対策所が使用できない場合の初動対応実施 ｒ．緊急時対策所が使用できない場合であっても、代替措置を講じて、情報共有、通報連絡および意思決定を実

施できること 

14．現場実動訓練 (1)現場対応・緊急時対策所との連携訓練 ㉓現場と緊急時対策所の連携した対応の実施 ｓ．警戒事象、特定事象などの発生を想定した実働訓練を実施し、緊急時対策所との連携、予め定めた時間、要

員、資機材などを使用して、手順どおり実施できること 

(2)過酷環境下における訓練 ㉔厳冬期等の過酷環境を想定した対応の実施 ｔ．過酷環境等を想定した訓練においても、予め定めた時間、要員、資機材などを使用して、手順どおり実施で

きること 

15．広報活動訓練 ㉕模擬記者会見対応の実施 u1．各項目（ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応、模擬記者会見の実施、社外プレーヤーによる評価、検証、メ

ディアトレーニングの実施、記者会見に係る他社ベンチマーク）を行い、記者会見対応ができること 

u2．発災時に記者会見対応ができる力量を備えた要員を確保していること 

16．後方支援活動

その他の活動 

社外関係機関と連携した後方支援活動 ㉖原子力緊急事態支援組織への訓練参加 ｖ．原子力緊急事態支援組織との連携に係るロボット等の操作訓練に参加していること 

オフサイトセンター対応 ㉗オフサイトセンター要員派遣の実施 ｗ．オフサイトセンターへ必要な派遣要員を編成・派遣して、必要な対応が実施できること 

オンサイト医療体制構築 ㉘施設内における医療活動の実施 x1．全社対策本部が整備する医療体制、方針に基づき手順を整備できること 

x2．整備した手順に基づいた対応ができること 

17．その他（新型コロナウイルス感染症対策） ㉙新型コロナウイルス感染症対策の実施 ｙ．適切な対策を訓練の実施計画書で明確にし、実効（対策）できていること 

 



 
訓練項目に対する実施内容 

達成指標 
項目 実施内容 

本部 

１．ＩＣＳ体制 ①ＩＣＳ体制による本部活動の実施 ａ．ＩＣＳ体制各担当による対策活動の実施状況を正確に把握できるようにする 

２．本部情報の的確な発信 ②定期的なブリーフィング、事象収束に向けた的確な

目標設定の実施 

ｂ．各対策活動状況をブリーフィング等により整理され、的確な目標設定ができること 

ＥＲＣ 

対応 

１．ＥＲＣとの情報共有 ①対策本部からＥＲＣ対応者に対する状況報告 a1．ＥＲＣ備付け資料（事故収束対応の戦略および進捗状況、ＥＡＬ該当事象、その判断根拠）などが準備でき

ること 

a2．提供する情報は、ＣＯＰや音声共有システム、デヂエなどを使用して、リアルタイムにできること 

２．機器操作 ②通信機器の操作の実施 b1．通信機器の操作ができること 

b2．通信機器に支障が発生した場合に代替手段の操作ができること 

本部 

事務局 

１．事象毎の通報文作成 ①適切な通報文の作成 a1．事象に応じた通報基準を理解し、通報手順および通報様式が選定できること 

a2．通報文に誤記、記載漏れがないこと。また、通報文に誤記があった場合の対応ができること 

２．事象毎の適切な通報 ②通報時間以内での通報実施 

③通報文内容に沿った通報連絡の実施 

b1．通信機器が使用でき、決められた通報時間以内に通報できること 

b2．通信機器に支障が発生した場合に代替手段により決められた通報時間以内に通報連絡できること 

b3．通報文内容を確実に通報できること 

技術 

支援班 

１．対外対応資料の作成 ①問合せやＱＡ対応などの各種場面に応じた対外対応

資料の作成 

ａ．行政機関からの問合せの回答案、プレス対応におけるＱＡ回答案に必要な情報を収集し、対外対応資料を作

成できること 

２．設計・許認可上の評価 ②設計・許認可上の評価 ｂ．設計・許認可上の評価指示等があった場合に、事業変更許可申請書、設工認の確認等により評価できること 

３．通報文の添付資料作成 ③発災事象に応じた図面の選定および図面への必要な

情報（事象発生場所等）の追記 

ｃ．通報文の送付までに、必要な情報を収集し、添付資料を作成できること 

運転 

管理班 

１．情報収集と情報共有 ①プラント情報の収集と対策本部内への情報共有 ａ．想定される事象発災時に、プラント情報を収集し、ＣＯＰ（設備状況）へ入力し、対策本部内に情報共有で

きること 

２．事象発生時の初動対応 ②各発災事象時の初動対処の実施 b1．事象発災時に異常時対処手順などに基づき初動対応が実施できること 

b2．中制室指揮者の指示に従い初動対応が実施できること 

３．運転操作・監視 ③事象に応じた運転操作・監視の実施 c1．事象発災時に異常時対処手順などに基づいた運転操作・監視ができること 

c2．本部指示に従った運転操作が実施できること 

設備 

応急班 

１．必要な情報の収集 ①発災事象状況の情報収集の実施 ａ．各建屋、設備および機器の破損状況確認を実施できること 

２．応急復旧等の対応 ②想定事象に応じた応急復旧等の実施 b1．事象に応じた応急復旧対応が実施できること 

b2．工場内および工場建屋からＵＦ６漏えい箇所閉止作業が実施できること 

総務班 

１．作業員の安否確認等 ①現場作業員の安否状況共有の実施 a1．現場作業員の安否確認に関する情報共有ができること 

a2．要救助者の有無およびモニタエリアでの要救助者の状況確認ができること 

２．避難誘導 ②作業者退避時の避難誘導の実施 ｂ．避難誘導者を配置し、現場作業者の避難誘導ができること 

３．不明者捜索 ③現場内の不明者捜索活動の実施 ｃ．不明者が発生した場合に捜索活動ができること 

４．救出活動 ④現場内要救助者の救出活動の実施 d1．各暴露者や傷病などの要救助者の救出活動が実施できること 

d2．要救助者が発見された場合に現場状況に応じた救助ができること 

d3．各現場内で同時に要救助者が多数発生した場合の救出活動が実施できるようにする 

５．警備業務 ⑤緊急車両などの対応の実施 ｅ．緊急車両などの入域対応および警備対応の実施ができること 

放射線 

管理班 

１．汚染発生時対応 ①（１）床・壁の汚染対応の実施 

①（２）設備・機器等の汚染対応の実施 

①（３）退避者・救助者等の身体サーベイの実施 

①（４）身体汚染対応の実施 

a1．床・壁の除染対応ができること 

a2．設備・機器等の除染対応ができること 

a3．退避者および救助者などの身体サーベイができること 

a4．身体の除染対応ができること 

２．傷病者等発生時の対応 ②（１）傷病者（管理区域内）対応の実施 

②（２）ＨＦ暴露者対応の実施 

ｂ．管理区域内における傷病者やＨＦ暴露者発生時の対応ができること 

３．被ばく者発生時の対応 ③（１）外部被ばく者対応の実施 

③（２）内部被ばく者対応の実施 

ｃ．被ばく事象に応じた対応ができること 

４．出入管理 ④管理区域などの出入管理の実施 d1．管理区域入域者の出入管理（入退出管理）ができること 

d2．汚染発生箇所（床、部屋など）に対する出入管理ができること 

５．周辺監視区域等の測定 ⑤ＭＰ・気象観測データ確認の実施 ｅ．工場等周辺のＭＰ・気象観測データの把握ができること 

６．ＵＦ６漏えい時の対応 ⑥（１）チェンジングルーム設置の実施 

⑥（２）各活動に伴う放射線管理の実施 

⑥（３）工場等周辺公衆への影響評価の実施 

f1．現場状況確認を確認しチェンジングルームを設置できること 

f2．各対策活動（応急対策、放水活動）に伴う放射線管理ができること 

f3．モニタリング結果を踏まえ、工場等周辺の公衆影響評価ができること 

消火班 

１．消火活動 ①発災事象に応じた消火活動の実施 a1．屋内外の消火活動時に各種設備（ＣＯ２消火器、屋外消火栓、防火水槽）などを使用して、火災状況に応じ

た消火ができること 

a2．各現場内で同時に火災が発生した場合に消火ができること 

a3．消火専門隊または公設消防へ対応状況の引継ぎができること 

２．ＵＦ６漏えい対処 ②発災場所に応じた放水活動の実施 ｂ．事象発災時に各種設備（消防自動車・屋外消火栓または耐震貯水槽または防火水槽）を使用して、放水がで

きること 

 



添付資料３

※：【全項目共通】訓練による要員の習熟、力量向上、「体制」、「計画」、「設備」および「要員（知識・技能・意識）」 の検証を含む。

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

1-1.情報共有
のための情報
フロー

・事業部対策本部、全社対策本部、ＥＲＣの
間の情報フローについて、５Ｗ１Ｈ（いつ、
どこで、だれが、なにを、どんな目的で、ど
のように）が明確であること。
・前回訓練結果に対する分析・評価結果が反
映されていること。
・情報フローの内容を要員が理解しているこ
と。

[各事業部対策本部：事業部対策本部と全社対策
本部間の情報フロー]
・継続的に訓練により抽出された課題に対する
改善策を反映
・４施設同時発災(再・廃・濃・埋)に向けた情
報フロー(要員配置、共有方法等)の見直し
・ＭＯＸ燃料加工施設を含めた同時発災に対応
するための情報フロー作成

○

・情報フローの作成
・情報フローの教育
・情報共有訓練（情報フローの検証）
・訓練の結果を踏まえた改善

1-2.ＥＲＣプ
ラント班との
情報共有

・事業部対策本部は、事故・プラントの状
況、進展予測と事故収束対応戦略および戦略
の進捗状況を全社対策本部に随時提供できる
こと。

[各事業部対策本部]
・事業部対策本部、全社対策本部およびＥＲＣ
プラント班（模擬）の情報共有訓練

○

1-3.情報共有
のためのツー
ル等の活用

・ＣＯＰおよび備付け資料が説明しやすい内
容となっていること。

[各事業部対策本部]
・上記改善の展開

○

1-4.確実な通
報・連絡の実
施

・第１０条及び第１５条事象について、記載
の誤記、漏れ等がなく速やかに通報できるこ
と。
・第２５条報告を事象の進展に応じ、適切な
間隔とタイミングで継続して実施できるこ
と。

[各事業部対策本部]
・通報連絡訓練

○

・通報連絡体制の見直し
・誤記チェックシートの作成
・ＥＡＬ判断シートの作成
・通報訓練
・上記の改善を踏まえた通報訓練

[2021～2023年度（第２部）]
[2024年度（従来型）]
所定時間内での通報連絡できる
こと

［ＥＲＣ対応要員］
・手順書の作成
・ＥＲＣ対応の個別訓練実施
・訓練の結果を踏まえた改善

ＥＲＣ対応者の追加
要員確保および計画
的な個別訓練の実施

[各事業部対策本部]
・各機能班の要員の力量の明確化
・教育、訓練による計画的育成 ［各事業部対策本部］

・各対策班における力量設定
・各対策班による個別訓練実施
・訓練の結果を踏まえた改善

各対策班の個別訓練
中長期計画作成

2-2.夜間・休
日発災時の対
応

・夜間、休日の発災時に必要な初動対応およ
び要員参集後の引継ぎができること。

[各事業部対策本部]
・夜間・休日での発災を想定した少人数での初
動対応、要員参集後の引継ぎ訓練

毎年度達成目標に対する
活動を継続的に実施 ―

・夜間・休祭日での発生を想定した通
報および要員参集後の引継ぎ訓練

―
（個別訓練などで検証）

・他の原子力事業者の原子力防災訓練に関す
る知見が当社の訓練に反映されていること。

[各事業部対策本部]
・他原子力事業者への視察の実施
・自社訓練への視察受け入れの実施
・ピアレビュー等の受入れの実施
・他原子力事業者へのピアレビュー等へのレ
ビュアーの派遣

毎年度達成目標に対する
活動を継続的に実施 〇

・他原子力事業者への視察の実施
・自社訓練への視察受け入れの実施
・ピアレビュー等の受入れの実施
・他原子力事業者へのピアレビュー等
へのレビュアーの派遣

―
（左記の取組み状況で検証）

4-1.MOX燃料
加工施設を含
めた同時発災
対応体制整備

・事業部対策本部と全社対策本部間の情報フ
ローについては1-1. と同様。
・発災事業部に対して他事業部および全社か
らの支援・協力ができること。

[各事業部対策本部]
・複数施設同時発災シナリオにおける情報共有
訓練

―
・３施設同時発災時による支援および
協力対応

[2021～2023年度（第１部）]
[2024年度（従来型）]
他事業部からの支援または協力
ができること

4-2.社内情報
共有ツールの
改善

・MOX燃料加工施設を含めた全施設同時発災
においても、社内情報共有ツール（デヂエ、
電子ホワイトボード、社内ＴＶ会議等）を用
いて事業部対策本部内および事業部対策本部
と全社対策本部間の情報共有ができること。

[各事業部対策本部]
・新情報共有システムを用いた情報共有訓練

―

・電子ホワイトボードの導入
・音声共有システムの導入
・緊急時情報共有ＤＢの整備
・ＥＡＬ判断シートの作成
・ＣＯＰ資料、ＥＲＣ備付資料の作成
・情報共有訓練
・訓練の結果を踏まえた改善

新情報共有システム
構築時の助成対応

新情報共有システム
による情報共有

[2021～2023年度（第２部）]
[2024年度（従来型）]
EAL判断および防災体制を発令
し、全社対策本部へ情報共有で
きること
[2022年度（第１部）]
新情報共有システムによる情報
共有ができること

4-3.緊急時対
策所、全社対
策本部室が使
用できない場
合の対応

・緊急時対策所、全社対策本部が使用できな
い場合であっても、情報共有、通報連絡およ
び意思決定を実施できること。

[各事業部対策本部]
・緊急時対策所が使用できない場合を想定した
情報共有、通報連絡および意思決定に係る訓練

毎年度達成目標に対する
活動を継続的に実施 ―

・緊急時対策所が使用できない場合の
代替場所の設営
・緊急時対策所が使用できない場合の
代替場所での通報連絡
・対応班の個別訓練実施

―
（個別訓練などで検証）

中期
対応方針

主な取組み項目

(1)昨年
度の訓練
課題への
対応

中期対応方針における達成目標等
（濃縮事業部に係る内容のみ記載） 濃縮事業部における中期的な取り組み事項および達成目標

（注１）

総合訓練での達成目標
（注２）

[2021～2023年度（第１部）]
[2024年度（従来型）]
ＥＲＣ対応ブースに対して情報
共有ツールを用いて、適宜情報
共有できること

3.他の原子力事業者の知
見収集・反映

・ＥＲＣ対応手順書の作成
・電子ホワイトボードの導入
・音声共有システムの導入
・緊急時情報共有ＤＢの整備
・ＥＡＬ判断シートの作成
・ＣＯＰ資料、ＥＲＣ備付資料の作成
・情報共有訓練（ツール・情報フロー
の検証）
・訓練の結果を踏まえた改善

1.即応セ
ンターと
ERCプラン
ト班との
情報共
有、通
報・連絡

―
―

（個別訓練などで検証）

[ＥＲＣ対応要員]
・力量を備えた１０条認定会議等対応者、Ｅ
ＲＣ対応総括者およびＥＲＣ対応者に係る複
数の要員を確保していること。

[その他]
・機能班毎に力量を備えた要員を確保してい
ること。
・対応が長期化することが想定される事項に
ついては、代替要員を確保していること。

2-1.緊急時対
応要員の育成

(2)緊急
時対応体
制の強化

中期対応方針の達成目標に対する取り組み事項および達成目標

2.要員の
計画的育
成

達成目標 取組み内容
規制庁
評価
項目

2020年度までの取組み実績
2021～2024年度の取り組み事項

[2021、2022年度]
事業所（「再・廃」、
「濃・埋」）単位での発
災を想定したシナリオの
もとで対応ができること
[2023年度]
４施設同時発災（再・
廃・濃・埋）を想定した
シナリオのもとで対応が
できること
[2024年度]
ＭＯＸ燃料加工施設を含
む全施設同時発災を想定
したシナリオのもとで対
応ができること

4.事業
部・全社
の連携

毎年度達成目標に対する
活動を継続的に実施

[2021、2022年度]
事業所（「再・廃」、
「濃・埋」）単位での発
災を想定したシナリオの
もとで対応ができること
[2023年度]
４施設同時発災（再・
廃・濃・埋）を想定した
シナリオのもとで対応が
できること
[2024年度]
ＭＯＸ燃料加工施設を含
む全施設同時発災を想定
したシナリオのもとで対
応ができること

各年度到達目標

注１：中期対応方針は、２０２１年度～２０２４年度の評価期間を設定しており、２０２５年度の中期対応方針における達成目標が確定され次第、２０２５年度の濃縮事業部における訓練に係る中長期計画に設定する。
注２：第１部：現実的なシナリオに基づく訓練（現場実働有）、第２部：緊急時対策所や本社の対応訓練（現場実働無）、従来型：原子力緊急事態を想定したシナリオに基づく訓練（現場実動有）

情報フローによる各対策本部、ＥＲＣ対応ブース間の情報共有
【継続実施】

[再処理事業部対策本部]

・ＣＯＰ資料の記載情報等の合理化及びＥＲ
Ｃ備付資料の構成見直し

[全社対策本部]
・教育、訓練による計画的育成

[全社対策本部]
新情報共有システ
ムの整備

情報共有ツール（電子ＷＢ、音声共有、デヂエ等）による実施
【継続実施】

ＣＯＰおよび備付け資料等の活用による情報共有
【継続実施】

所定時間内での通報連絡の実施
【継続実施】

休日、夜間の発災における初動対応の実施
【継続実施】

他の原子力事業者の知見を収集・反映の実施
【継続実施】

緊急時対策所が使用できない場合の初動対応実施
【継続実施】

【継続実施】

【継続実施】

【継続実施】

他事業部からの支援または他事業部への協力の実施
【継続実施】



添付資料３

※：【全項目共通】訓練による要員の習熟、力量向上、「体制」、「計画」、「設備」および「要員（知識・技能・意識）」 の検証を含む。

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

中期
対応方針

主な取組み項目

中期対応方針における達成目標等
（濃縮事業部に係る内容のみ記載） 濃縮事業部における中期的な取り組み事項および達成目標

（注１）

総合訓練での達成目標
（注２）

中期対応方針の達成目標に対する取り組み事項および達成目標

達成目標 取組み内容
規制庁
評価
項目

2020年度までの取組み実績
2021～2024年度の取り組み事項

各年度到達目標

5-1.現場対
応・緊急時対
策所との連携
訓練

・警戒事象、特定事象発生時に緊急時対策所
と連携しつつ予め定めた時間、要員、資機材
で対応できること。

[各事業部対策本部]
・現場実動訓練

毎年度達成目標に対する
活動を継続的に実施 ―

・実働訓練により連携（現場－緊急時
対策所）確認

[2021～2024年度（第１部）]
緊急時対応が適切に対応できる
こと

5-2.過酷環境
下における訓
練

・厳冬期等、過酷環境下においても予め定め
た時間、要員、資機材で対応できること。

[各事業部対策本部]
・過酷環境下における実動訓練

毎年度達成目標に対する
活動を継続的に実施 ―

・過酷環境下（要員に負荷を与える前
提条件、状況付与）での対応
・対策班における個別訓練実施

―
（個別訓練などで検証）

・事故・プラント状況、進展予測と事故収束
対応戦略および戦略の進捗状況を記者会見に
おいて説明ができること。
・発災時に記者会見対応ができる力量を備え
た要員を確保していること。

[各事業部対策本部]
・ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
・模擬記者会見の実施
・社外プレーヤーによる評価、検証
・メディアトレーニング
・記者会見に係る他社ベンチマーク

毎年度達成目標に対する
活動を継続的に実施 〇

・ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
・模擬記者会見の実施
・社外プレーヤーによる評価、検証
・メディアトレーニングの実施
・記者会見に係る他社ベンチマーク

―
（総合訓練（全社）での検証）

（個別訓練などで検証）

7-1.社外関係
機関と連携し
た後方支援活
動

・原子力事業者間の支援活動、原子力事　業
所災害対策支援拠点の運営、原子力緊急事態
支援組織との連携について、全て実動で実施
できること。

[各事業部対策本部]
・原子力緊急事態支援組織との連携に係るロ
ボット等の操作訓練

毎年度達成目標に対する
活動を継続的に実施
[2022年度]
第二千歳平寮跡地を活用
した原子力事業所災害対
策支援拠点の運営検証

〇
・原子力緊急事態支援組織との連携に
係るロボット等の操作訓練への参加

―
（左記の取組み状況で検証）

7-2.オフサイ
トセンター対
応

・オフサイトセンターにおける一連の対応が
実施できること。

[各事業部対策本部]
・実際の対応を想定した訓練（合同対策協議会
等の訓練）

毎年度達成目標に対する
活動を継続的に実施 ―

・オフサイトセンターへ対応要員派遣
・資機材、機材の設営

―
（総合訓練（全社）での検証）

（個別訓練などで検証）

7-3.オンサイ
ト医療体制構
築

・施設内における医療（オンサイト医療）活
動を実動で実施できること。

[各事業部対策本部]

・電力大での連携のもと医療体制を構築（医療
スタッフ受入体制、管理方法、地元機関（医
療・搬送）との連携等）、手順の整備
・整備した手順に基づく実動訓練

毎年度達成目標に対する
活動を継続的に実施 ― ―

全社対策本部（電力
大の連携）と連携し
医療体制の構築およ
び手順の整備

整備した手順に基づ
く実動訓練

―
（左記の取組み状況で検証）

7-4.対応要員
以外の退域手
段確保

・発災時に対応要員以外の者が適時に退域で
きること。

各事業部対策本部における取組み事項なし

毎年度達成目標に対する
活動を継続的に実施
[2021年度]
対応要員以外の退域手段
体制整備完了

―

・避難退域時検査等、自治体からの避難計画
に基づく要請に対する支援協力ができるこ
と。

各事業部対策本部における取組み事項なし
毎年度達成目標に対する
活動を継続的に実施 ―

― ― ― ― ―
・新型コロナウイルス感染症対策
 （訓練計画書による対応方法の明確
化）

―
（左記の取組み状況で検証）

(2)緊急
時対応体
制の強化

【全社対策本部対応所掌であるため、濃縮事業部における取組みおよび検証事項なし】
※全社対策本部からの対応依頼については、積極的に対応する。

【全社対策本部対応所掌であるため、濃縮事業部における取組みおよび検証事項なし】
※全社対策本部からの対応依頼については、積極的に対応する。

8.自治体との連携訓練

(3)後方
支援活動
体制の強
化

5.現場実
動訓練

6.広報活動訓練

7.後方支
援活動そ
の他の活
動

注１：中期対応方針は、２０２１年度～２０２４年度の評価期間を設定しており、２０２５年度の中期対応方針における達成目標が確定され次第、２０２５年度の濃縮事業部における訓練に係る中期計画に設定する。
注２：第１部：現実的なシナリオに基づく訓練（現場実働有）、第２部：緊急時対策所や本社の対応訓練（現場実働無）、従来型：原子力緊急事態を想定したシナリオに基づく訓練（現場実動有）

―

現場と緊急時対策所の連携した対応の実施
【継続実施】

厳冬期等の過酷環境を想定した対応の実施
【継続実施】

模擬記者会見対応の実施
【継続実施】

原子力緊急事態支援組織への訓練参加

オフサイトセンター要員派遣の実施
【継続実施】

【継続実施】

新型コロナウイルス感染症対策の実施
【継続実施】
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改正番号 承認日 改正内容 
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01 2022.09.15 (1)中期対応方針の反映 
ａ．原子力規制庁方針に基づき「２部制訓練」に関する記載を追加【本

文４.(4)】 
ｂ．中期対応方針に基づき総合訓練発災条件を変更（2022 年度の原

子力防災訓練４施設同時発災を事業所単位とし、４施設同時発
災訓練は 2023年度とする）【別紙】 

 (2)訓練の評価・分析に関する対応についての明確化【本文４.(6)】 
(3)関連機能班・活動内容の明確化【別紙】 

 
02 2023.XX.XX 2022年度の取組みおよび達成目標に対する評価の反映【別紙】 
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１．目的 

本中期計画は、「日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針」（以下、「中期対応方針」という。）に

基づき、全社対策組織の組織・要員が機能・力量を有効に発揮できるよう、原子力防災訓練を通じて、

組織全体の緊急時対応能力を向上させることを目的とする。 

 

２．適用範囲 

  2021年度から 2024年度に、原子力事業者防災業務計画（以下、「防災業務計画」という。）に定め

る全社対策本部が実施する原子力防災訓練に適用する。 

 

３．全社対策本部において重点的に取り組む事項 

（１）事業部対策本部の支援能力の向上 

全社対策本部の各班が実施すべき職務を理解したうえで、事業部対策本部が行う緊急時対応活動

の支援に関する能力の向上を図る。 

（２）事業部対策本部との情報共有および社外関係機関への情報発信能力の向上 

   緊急時対応は、各事業部対策本部からの情報を基に、官公庁、自治体等のオフサイト機関と連携を

図り、一体となって対応していく必要があることから、事業部対策本部との情報共有および社外関係

機関への迅速かつ正確な情報発信能力の向上を図る。 

 

４．原子力防災訓練の中期計画  

（１）原子力防災訓練の種類毎の目的および訓練項目 

種 類 総合訓練 個別訓練 

目 的 
・本部の対応能力向上 
・事業部との連携強化 
・ERCとの連携強化 

・本部の機能班レベルの対応能力
向上（機能班間の連携を含む） 

・訓練課題の検証 

訓練項目 

・本部の運営（即応センター運営を
含む）に関する訓練 

・広報対応に関する訓練 
・原子力事業所災害対策支援拠点
対応に関する訓練 

※上記訓練および右記の個別訓練
の組み合わせにより実施する。 

・即応センター運営訓練 
・原子力事業所災害対策支援拠点
設営訓練 

・オフサイトセンター対応訓練 
・模擬記者会見対応訓練 
・原子力緊急事態支援組織との連
携訓練  等 

（２）対象施設 

再処理施設、高レベル放射性廃棄物管理施設、ウラン濃縮施設、低レベル放射性廃棄物埋設施設 

    （MOX燃料加工施設については、原子力防災業務計画策定後に適用する。） 

（３）中期対応方針に基づく全社対策本部の取組み 

中期対応方針に基づき全社対策本部で取り組む事項を別紙に示す。 
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（４）訓練実施方法 

ａ．想定シナリオ 

各事業部と連携し、シナリオに基づく訓練を基本として、中期的に対応能力の向上を図ることが

できるように、シナリオの多様化に努める。 

また、総合訓練については、中期対応方針に基づき各年度の発災想定事象を以下のとおりとし、

各事業部と連携し作成する。 

 2021年度：再処理施設および高レベル放射性廃棄物管理施設の同時発災 

ならびにウラン濃縮施設および埋設施設の同時発災 

 2022年度：再処理施設および高レベル放射性廃棄物管理施設の同時発災 

ならびにウラン濃縮施設および埋設施設同時発災 

 2023年度：4施設（再処理、廃棄物管理、濃縮、埋設）の同時発災 

 2024年度：全施設（再処理、廃棄物管理、MOX、濃縮、埋設）の同時発災 

なお、ウラン濃縮施設および廃棄物埋設施設は、施設の特徴に応じた現実的なシナリオに基づく

訓練（２部制訓練）の実施方針※に従い、２部制（第１部訓練：現実的なシナリオに基づく訓練（現

場実動有）、第２部：緊急時対策所や本社の対応訓練（現場実動無））による訓練を実施する。ただ

し、４年に１回程度、２部制訓練ではなく従来型（原子力緊急事態を想定したシナリオに基づく訓

練（現場実働有））の訓練を実施する。発災想定事象は、本実施方針に基づき濃縮事業部および埋

設事業部と連携して作成する。 

ｂ．シナリオの提示方式 

総合訓練においては、シナリオ非提示にて訓練を実施する。 

（５）新型コロナウイルス感染症対策 

訓練を実施するにあたっては、新型コロナウイルス感染防止対策を適切に講じる。 

（６）訓練の評価・分析 

ａ．訓練の評価は、設定した達成指標に対して「体制」「計画」「設備」「要員」の観点から評価する。

評価の結果、達成指標に到達できていなかった場合は、到達できなかった原因を分析し、対策を

立案する。 

ｂ．上記 a．にて立案した対策を実施した後、個別訓練等により改善がなされたことを検証する。 

ｃ．上記ｂ．の検証結果を踏まえ、必要に応じて更なる対策の立案、本計画の見直しを実施する。 

以 上 
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取組み項目 取組み実績 取組み項目 取組み実績 到達目標に対する評価
1. 即応センター
とERCプラント班
との情報共有、
通報・連絡

1-1. 情報共有
のための情報フ
ロー

・事業部対策本部、全社対策本部、
ERCの間の情報フローについて、5W1H
（いつ、どこで、だれが、なにを、どんな目
的で、どのように）が明確であること。
・前回訓練結果に対する分析・評価結
果が反映されていること。
・情報フローの内容を要員が理解してい
ること。

・継続的に訓練により抽出された課題に
対する改善策を反映
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）に
向けた情報フロー（要員配置、共有方
法等）の見直し
・MOX燃料加工施設を含めた同時発
災に対応するための情報フロー作成

訓練結果を踏まえた情報フローの改善・
見直し

【実施】
2020年度訓練結果を踏まえ、ERC対
応体制強化の観点から事業部対策本
部、全社対策本部およびERCの間の情
報フローを見直し、2021年11月30日
にその結果を「全社対策本部　ERC対
応マニュアル」に反映した。

2021年度訓練課題への取
組み
（説明した内容を整理するた
めのＥＲＣ対応ブースにおけ
る体制の見直し）

【実施】
 通報文の更新部分について、前報
からの更新箇所を都度チェックする手
順とした。

4施設同時発災（再・
廃・濃・埋）を想定した
情報フローの改善（要
員数の最適化等）

・MOX燃料加工施設
発災時の情報フローの
検討
・MOX燃料加工施設を
含む全施設同時発災を
想定した情報フローの改
善（要員数の最適化
等）

事務局レビュー（5W1Hが明確かという
観点）

【実施】
「全社対策本部　ERC対応マニュアル」
に見直した情報フローを反映するにあ
たっては、5W1Hが明確かという観点か
ら事務局レビューを実施した。

上記取組みにより見直した情
報フローの事務局レビュー
（5W1Hが明確かという観
点）

【実施】
総合訓練実施計画時に5W1Hが明
確かという観点から改めて事務局レ
ビューを実施した。

上記取組みにより見直
した情報フローの事務局
レビュー（5W1Hが明確
かという観点）

情報フローに係る教育の実施 【実施】
ERC対応ブース要員に対し、ERC対応
訓練前に情報フローについて説明を実
施するとともに、訓練を通じて習熟を
図った。

情報フローに係る教育の実施 【実施】
全社対策本部本部席への事業部連
絡員の取りやめ等、情報フローの見
直し・改善を実施し、2022年10月
18日の全社対策本部運営訓練開
始前に情報フローに関する説明を実
施した。また、併せて実動訓練を実
施することにより、習熟を図った。

情報フローに係る教育の
実施

1-2. ERCプラン
ト班との情報共
有 事務局

・ERC対応者は、事故・プラント状況、
進展予測と事故収束対応戦略および
戦略の進捗状況について、ERCプラント
班に対し積極的に説明ができること。

・事業部対策本部、全社対策本部お
よびERCプラント班（模擬）の情報共
有訓練 〇

[1-2.～1-4.共通の取組み]
ERC対応訓練によるCOPおよび備付け
資料の活用の検証

【実施】
ERC対応訓練においてCOPおよび備付
け資料の活用がてきているかについて検
証した。

[1-2.～1-4.共通の取組み]
ERC対応訓練によるCOPおよ
び備付け資料の活用の検証

【実施】
ERC対応訓練においてCOPおよび備
付け資料の活用がてきているかについ
て検証した。

[1-2.～1-4.共通の取
組み]
ERC対応訓練による
COPおよび備付け資料
の活用の検証

1-3. 情報共有
のためのツール等
の活用

事務局
東京班

・ERC対応者は、ERSS（再処理施
設）、COPおよび備付け資料を用いて
ERCプラント班に説明できること。
・ERCに派遣されたリエゾンは、ERCプラ
ント班への説明補助（質問対応、
ERCプラント班の意向等の全社対策本
部への伝達）ができること。

・COP資料の記載情報等の合理化及
びERC備付資料の構成見直し（再処
理側の改善の展開）

〇

[1-2.～1-4.共通の取組み]
COPおよび備付け資料見直しに係る事
業部支援

【実施】
打ち合わせ等においてERCへの説明性
および事業部間の構成等統一の観点
からコメントし、各事業部のCOPおよび
備付け資料の改善を支援した。

[1-2.～1-4.共通の取組み]
COPおよび備付け資料見直し
に係る事業部支援

【実施】
事業部間の横並びの観点から各事
業部のCOPを確認した。また、原子
力規制庁とのERC備付資料（COP
含む）勉強会を開催し、ユーザー間
での認識合わせを実施するとともに、
勉強会におけるコメント反映により事
業部の備付け資料の改善を支援し
た。

[1-2.～1-4.共通の取
組み]
COPおよび備付け資料
見直しに係る事業部支
援

[1-2.～1-4.共通の取
組み]
MOX燃料加工施設
COPおよび備付け資料
の作成支援

1-4. 確実な通
報・連絡の実施

事務局

・ERC対応者は、EAL判断時にＥＲＣ
プラント班に対し当該ＥＡＬの判断根
拠の説明を実施できること。
・１０条確認会議、１５条認定会議
対応者は、ERCプラント班からの会議
招集に対し速やかに対応し、発生事
象、事象進展の予測、事故収束対応
等の説明を適切かつ簡潔に実施できる
こと。

・通報連絡訓練

〇

[1-2.～1-4.共通の取組み]
ERCプラント班への説明ガイドの整備

【実施】
「ERC説明発話ガイド」を作成のうえ、
2021年11月29日に「全社対策本部
ERC対応マニュアル」の別紙として反映
した。

[1-2.～1-4.共通の取組み]
2021年度課題への取組み

（2021年度課題）
①説明した内容をＥＲＣ対
応ブースにおいて整理するこ
と。
②どのように説明するか全体を
整理すること。

【実施】
①1-1.と同様。
②想定事象に対する発話例などをＥ
ＲＣ対応に関する手順に定めた。

[1-2.～1-4.共通の取
組み]
・複数施設同時発災対
応に向けた説明ガイドの
改善
・2022年度訓練課題
への取組み

[1-2.～1-4.共通の取
組み]
MOX燃料加工施設発
災時に係る説明ガイドの
整備

2. 要員の計画
的育成

全社対策本部各機能班の手順書整
備、教育・訓練

【一部未実施】
2021年11月29日までに、全社対策
本部の全ての機能班において対応マ
ニュアルを制定したが、この対応マニュア
ルに基づく計画的な教育・訓練は実施
できていない。

全社対策本部各機能班の手
順書改善

【実施】
2021年度訓練結果、2022年度個
別訓練結果を踏まえ、各機能班のマ
ニュアル改正を実施。

全社対策本部各機能
班の手順書改善

MOX燃料加工施設発
災時も踏まえた全社対
策本部各機能班の手
順書改善

ERC対応責任者（10条確認会議、
15条認定会議対応者）、ERC対応
統括者およびERC対応者に係る力量
の明確化および力量評価の実施

【実施】
ERC対応に必要な力量について、
2021年11月29日に「全社対策本部
ERC対応マニュアル」に定めた。この力
量を有する者をERC対応要員として選
任した。

手順書に基づく各機能班の要
員の力量評価の実施

【一部未実施】
手順書に基づき、全社対策本部要
員に対する力量の明確化を実施して
いるが、力量評価には至っていない。

・手順書に基づく各機能
班の要員の力量評価の
実施

― ― 2021年度課題への対応

（2021年度課題）
要員育成計画の策定

【一部未実施】
計画書策定には至っていないが、全
社および事業部にて2021年度と異
なる４名の要員を確保し、個別訓練
および総合訓練にて育成を行った。

要員育成計画の策定 要員育成計画に基づく
教育・訓練

― ― 長期間（1週間以上）継続
して運営可能な全社対策本
部運営体制の検討

【一部未実施】
交代運営体制の構築を目的とし、各
機能班において最低運営人数の検
討を開始しているが、完了していな
い。

長期的な全社対策本
部運営体制の検討・改
善

2-2. 夜間・休
日発災時の対
応

事務局

・夜間、休日の発災時に必要な初動対
応および要員参集後の引継ぎができる
こと

・夜間・休日での発災を想定した少人
数での初動対応、要員参集後の引継
ぎ訓練

毎年度達成目標に対する活動を継続
的に実施

―

夜間、休日におけるERC対応体制強
化（宿直等）の検討、手順書整備

【未実施】
宿直体制整備にあたっての調整（H2
対応会議とH1対応会議の統合等）に
時間を要したことから、2021年度中の
体制・手順書整備は未完了。

夜間、休日におけるERC対応
体制強化（宿直等）の検
討、手順書整備

【実施】
夜間、休日におけるERC対応体制
強化として、2022年7月24日に「全
社対策本部　宿直当番者マニュア
ル」を新規制定するとともに、2022年
8月1日から宿直運用を開始した。

【達成】
体制強化および手順書整備は完
了した。

夜間、休日における
ERC初動対応、引継ぎ
を想定した実動訓練の
実施

前年度訓練結果に基づ
く夜間、休日発災対応
体制の改善

―

(1) 昨年
度の訓練
課題への
対応

【達成】
2022年度総合訓練において、濃
縮工場のプラントデータに関する情
報共有が不足していた場面があった
ものの、事業所（「再・廃」、「濃・
埋」）単位での発災を想定したシナ
リオのもとでERCプラント班と情報共
有ができることを検証できた。

2023年度において、2022年度に
抽出された訓練課題への対策とし
ては、以下に取り組む。
① 初動対応時において説明に使
用する資料の優先順位などを明確
化するとともに、説明方法に関する
手順の充実を図る。
② プラントデータに関する情報発信
の優先度を明確化するとともに、説
明方法に関する手順の充実を図
る。

2-1. 緊急時対
応要員の育成

中期対応方針に基づく全社対策本部の取組み

各年度到達目標 総合訓練実施項目

全社対策本部における取組み項目中期対応方針における主な取組み項目

規制庁
評価
項目

中期
対応方針

―

主な取組み項目 取組み内容達成目標関係機能班

事務局

[2021年度、2022年度]
・事業所（「再・廃」、「濃・埋」）単位
での発災を想定したシナリオのもとで対
応ができること

[2023年度]
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）を
想定したシナリオのもとで対応ができるこ
と

[2024年度]
・MOX燃料加工施設を含む全施設同
時発災を想定したシナリオのもとで対応
ができること

〇 ○

○

2021～2024年度の取り組み事項

2024年度2023年度
2021年度 2022年度

全機能班

[2021年度]
・必要な力量の明確化完了

毎年度達成目標に対する活動を継続
的に実施

―

【一部未達成】
全社対策本部対応に必要な力量
（手順）については各機能班のマ
ニュアル、手順書に定めているが、そ
れらに基づく活動が実施できることを
個人の力量項目とした、計画的な
要員の育成・確保には至っていな
い。

・教育・訓練の実施・計画的に教育・訓練を実施し、力量を
備えた要員を確保・拡充していること。
・対応が長期化することを想定し、代替
要員を確保していること

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施
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取組み項目 取組み実績 取組み項目 取組み実績 到達目標に対する評価

中期対応方針に基づく全社対策本部の取組み

各年度到達目標 総合訓練実施項目

全社対策本部における取組み項目中期対応方針における主な取組み項目

規制庁
評価
項目

中期
対応方針 主な取組み項目 取組み内容達成目標関係機能班

2021～2024年度の取り組み事項

2024年度2023年度
2021年度 2022年度

他原子力事業者への視察の実施 【実施】
国内の9つの事業所の原子力防災訓
練におけるERC対応について、統合原
子力防災NWにより視察を実施した。
（新型コロナウイルス感染拡大防止の
観点から事業所への派遣はなし）

他原子力事業者への視察の
実施

【実施】
他事業者の原子力防災訓練におい
て、統合原子力防災NW（17の事
業所）を通じた視聴および国内の2
つの原子力事業者の即応センターの
視察を実施した。

他原子力事業者への視
察の実施

自社訓練への視察受け入れの実施 【実施】
総合訓練時の緊急時対策所および
ERC対応ブースの映像を青森県内原
子力事業者4社へ送付した。
（新型コロナウイルス感染拡大防止の
観点から直接の視察受け入れはなし）

自社訓練への視察受け入れ
の実施

【実施】
・2022年11月8日の濃縮・埋設事
業部総合訓練において、リサイクル燃
料貯蔵㈱および（公財）核物質管
理センターより全社対策本部に対し
視察者を受け入れた。
・2022年12月13日の再処理事業
部総合訓練において、東京電力HD
㈱、東北電力㈱、青森県および六ケ
所村より全社対策本部に対し視察
者を受け入れた。

自社訓練への視察受け
入れの実施

ピアレビュー等の受入れの実施 【実施】
2021年11月30日の再処理事業部
総合訓練において、電源開発（株）よ
り全社対策本部に対し評価者を受け
入れた。

ピアレビュー等の受入れの実施 【実施】
・2022年11月8日の濃縮・埋設事
業部総合訓練において、東京電力
HD㈱およびリサイクル燃料貯蔵㈱よ
り全社対策本部に評価者を受け入
れた。
・2022年12月13日の再処理事業
部総合訓練において、東北電力㈱お
よびリサイクル燃料貯蔵㈱より全社対
策本部に評価者を受け入れた。

ピアレビュー等の受入れ
の実施

他原子力事業者へのピアレビュー等への
レビュアーの派遣

【実施】
「他原子力事業者への視察の実施」と
同様。
（新型コロナウイルス感染拡大防止の
観点から事業所への派遣はなし）

他原子力事業者へのピアレ
ビュー等へのレビュアーの派遣

【実施】
2022年9月27日の（公財）核物
質管理センター六ヶ所保障措置セン
ターにおける原子力防災訓練に評価
者を派遣した。

他原子力事業者へのピ
アレビュー等へのレビュ
アーの派遣

(1) 昨年
度の訓練
課題への
対応

3. 他の原子力事業者の知見収
集・反映

全機能班 ―〇

【達成】
東京電力HD㈱の即応センターにお
いて運用されているERC備付け資
料の全機能班での活用および参集
状況ボード作成について、良好事
例として全社対策本部の運用に反
映した。

・他の原子力事業者の原子力防災訓
練に関する知見が当社の訓練に反映さ
れていること。

・他原子力事業者への視察の実施
・自社訓練への視察受け入れの実施
・ピアレビュー等の受入れの実施
・他原子力事業者へのピアレビュー等へ
のレビュアーの派遣

毎年度達成目標に対する活動を継続
的に実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施
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取組み項目 取組み実績 取組み項目 取組み実績 到達目標に対する評価

中期対応方針に基づく全社対策本部の取組み

各年度到達目標 総合訓練実施項目

全社対策本部における取組み項目中期対応方針における主な取組み項目

規制庁
評価
項目

中期
対応方針 主な取組み項目 取組み内容達成目標関係機能班

2021～2024年度の取り組み事項

2024年度2023年度
2021年度 2022年度

4. 事業部・全
社の連携

4-1. MOX燃
料加工施設を
含めた同時発災
対応体制整備

全機能班

・事業部対策本部と全社対策本部間
の情報フローについては1-1. と同様。
・発災事業部に対して他事業部および
全社からの支援・協力ができること。

・複数施設同時発災シナリオにおける情
報共有訓練

―

全社対策本部と事業部対策本部との
情報共有体制の見直し

【実施】
事業部対策本部、全社対策本部およ
びERCの間の情報フローについては1-
1.と同様。

全社対策本部と事業部対策
本部との情報共有体制の見
直し

【実施】
事業部対策本部、全社対策本部お
よびERCの間の情報フローについては
1-1.と同様。

複数施設同時発災を想
定した支援および情報
共有体制の改善

MOX燃料加工施設も
含む複数施設同時発
災を想定した支援および
情報共有体制の改善

○

4-2. 社内情報
共有ツールの改
善

全機能班

・MOX燃料加工施設を含めた全施設
同時発災においても、社内情報共有
ツール（クロノロジー、電子ホワイトボー
ド、社内ＴＶ会議等）を用いて事業
部対策本部内および事業部対策本部
と全社対策本部（各機能班同士含
む）間の情報共有ができること。

・新情報共有システムを用いた情報共
有訓練

―

新情報共有システムおよび関連する手
順書の整備

【一部未実施】
新情報共有システムおよびその使用方
法に関する手順書の整備は完了
（2022年4月27日本運用開始）。
ただし、具体的運用方法について明確
化できていない。

新情報共有システムおよび関
連する手順書の整備

【一部未実施】
新情報共有システムおよびその使用
方法に関する手順書の整備は完了
（2022年4月27日本運用開
始）。ただし、具体的運用方法につ
いて手順書等で明確化できていな
い。

新情報共有システムおよ
び関連する手順書の整
備

○

4-3. 緊急時対
策所、全社対
策本部室が使
用できない場合
の対応

事務局

・緊急時対策所、全社対策本部が使
用できない場合であっても、情報共有、
通報連絡および意思決定を実施できる
こと。

・緊急時対策所、全社対策本部室が
使用できない場合を想定した情報共
有、通報連絡および意思決定に係る訓
練

毎年度達成目標に対する活動を継続
的に実施

―

全社対策本部の代替場所（第一千
歳平寮）への移動判断、移動後の対
応に係る体制、手順書整備

【一部未実施】
全社対策本部の代替場所（第一千
歳平寮）への移動判断、移動後の対
応に係る体制および手順書の整備は関
係者間で調整中。

全社対策本部の代替場所
（第一千歳平寮）への移動
判断、移動後の対応に係る
体制、手順書整備

【一部未実施】
全社対策本部の代替場所（第一
千歳平寮）への移動判断、移動後
の対応に係る体制・手順について、
引き続き検討中（未完了）。

【一部未達成】
本項目について関係者間で調整を
実施した結果、原子力災害発生
時の事業継続計画（BCP）として
取りまとめることとした。（未完了）

原子力災害発生時の
事業継続計画
（BCP）策定

BCPの改善

―

5. 現場実動訓
練

5-1. 緊急時対
策所との連携訓
練 ―

過酷環境下における原子力事業所災
害対策支援拠点でのテント設営訓練

【実施】
冬季（2021年11月16日および
2021年11月30日）に原子力事業
所災害対策支援拠点でのテント設営
訓練を実施した。

過酷環境下における原子力
事業所災害対策支援拠点で
のテント設営訓練

【実施】
夏季（2022年9月13日）および
冬季（2022年11月21日）に原
子力事業所災害対策支援拠点での
テント設営訓練を実施した。

過酷環境下における原
子力事業所災害対策
支援拠点でのテント設
営訓練

過酷環境下における第
二千歳平寮跡地を活用
した原子力事業所災害
対策支援拠点の立ち上
げ訓練

原子力事業所災害対策支援拠点での
テント設営に係る手順書の整備

【実施】
「安全推進部　防災グループ 原子力事
業所　災害対策支援拠点マニュアル」を
2021年6月29日に改正した。

原子力事業所災害対策支
援拠点でのテント設営に係る
手順書の整備

【実施】
「安全推進部　防災グループ 原子力
事業所　災害対策支援拠点マニュア
ル」を2022年6月30日に改正した。

原子力事業所災害対
策支援拠点でのテント
設営に係る手順書の整
備

(2) 緊急
時対応体
制の強化

5-2. 過酷環境
下における訓練

―

【一部未達成】
2022年11月8日の濃縮・埋設事
業部総合訓練および2022年12
月13日の再処理事業部総合訓練
において、事業所（「再・廃」、「濃・
埋」）単位での発災を想定したシナ
リオのもとで情報共有、支援、協力
活動が実施できた。ただし、新情報
共有システムを用いた情報共有が
できることの検証には至っていない。

【達成】
過酷環境下において原子力事業
所災害対策支援拠点でのテント設
営ができることを検証した。

毎年度達成目標に対する活動を継続
的に実施

―

・過酷環境下における実動訓練

電力対応班

・全社対策本部対象外

・厳冬期等、過酷環境下においても予
め定めた時間、要員、資機材で対応で
きること。

[2021年度、2022年度]
・事業所（「再・廃」、「濃・埋」）単位
での発災を想定したシナリオのもとで対
応ができること

[2023年度]
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）を
想定したシナリオのもとで対応ができるこ
と

[2024年度]
・MOX燃料加工施設を含む全施設同
時発災を想定したシナリオのもとで対応
ができること

継続実施

継続実施
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取組み項目 取組み実績 取組み項目 取組み実績 到達目標に対する評価

中期対応方針に基づく全社対策本部の取組み

各年度到達目標 総合訓練実施項目

全社対策本部における取組み項目中期対応方針における主な取組み項目

規制庁
評価
項目

中期
対応方針 主な取組み項目 取組み内容達成目標関係機能班

2021～2024年度の取り組み事項

2024年度2023年度
2021年度 2022年度

ERC広報班と連動したプレス対応およ
び模擬HP作成

【実施】
2021年11月30日の再処理事業部
総合訓練および2021年12月21日の
濃縮・埋設事業部総合訓練において、
模擬HP作成を含むERC広報班と連動
したプレス対応を実施した。

ERC広報班と連動したプレス
対応および模擬HP作成

【実施】
2022年12月13日の再処理事業
部総合訓練において、ERC広報班と
連動したプレス対応および模擬HP作
成を実施した。

ERC広報班と連動した
プレス対応および模擬
HP作成

模擬記者会見の実施 【実施】
2021年11月30日の再処理事業部
総合訓練および2021年12月21日の
濃縮・埋設事業部総合訓練において、
模擬記者会見を実施した。

模擬記者会見の実施 【実施】
2022年12月13日の再処理事業
部総合訓練において、模擬記者会
見を実施した。

模擬記者会見の実施

社外プレーヤーによる評価、検証 【実施】
2021年11月30日の再処理事業部
総合訓練および2021年12月21日の
濃縮・埋設事業部総合訓練において、
東北電力（株）の広報担当者（１
名）が記者役として参加し、模擬記者
会見を実施した。

社外プレーヤーによる評価、検
証

【実施】
2022年12月13日の再処理事業
部総合訓練において、東北電力㈱の
広報担当者（１名）が記者役とし
て参加し、模擬記者会見を実施し
た。

社外プレーヤーによる評
価、検証

メディアトレーニング 【実施】
2021年11月30日の再処理事業部
総合訓練および2021年12月21日の
濃縮・埋設事業部総合訓練の記訓練
映像を用いて記者会見対応者による振
り返りを実施した。
（新型コロナウイルス感染拡大防止の
観点から社外トレーナーのもとでの訓練
は見送り）

メディアトレーニング 【実施】
2022年11月14日メディアトレーニン
グを実施した。

メディアトレーニング

記者会見に係る他社ベンチマーク
（広報班の手順書整備・教育は2-1.
で実施）

【実施】
東北電力（株）が実施した模擬記者
会見の映像を用いてベンチマークを実施
した。

記者会見に係る他社ベンチ
マーク
（広報班の手順書整備・教
育は2-1.で実施）

【実施】
2022年9月22日の東京電力ＨＤ
（株）防災訓練において、模擬記
者会見のベンチマークを実施した。

記者会見に係る他社ベ
ンチマーク
（広報班の手順書整
備・教育は2-1.で実
施）

6. 広報活動訓練(3) 後方
支援活動
体制の強
化

○

【達成】
・事故・プラント状況、進展予測と
事故収束対応戦略および戦略の
進捗状況等を記者会見において適
切に説明することができた。
・発災時に記者会見対応ができる
力量を備えた要員がいることが確認
できた。

広報班

・広報活動における全社統一方針と戦
略の策定ができること。
・事実に基づいた正確な情報の速やか
な発信ができること。
・対外対応の総括として、施設の立地
地域対応の支援、周辺自治体との情
報共有ができること。
・事故・プラント状況、進展予測と事故
収束対応戦略および戦略の進捗状況
を記者会見において説明ができること。
・発災時に記者会見対応ができる力量
を備えた要員を確保していること。

・ERC広報班と連動したプレス対応およ
び模擬HP作成
・模擬記者会見の実施
・社外プレーヤーによる評価、検証
・メディアトレーニング
・記者会見に係る他社ベンチマーク

毎年度達成目標に対する活動を継続
的に実施

〇

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施
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取組み項目 取組み実績 取組み項目 取組み実績 到達目標に対する評価

中期対応方針に基づく全社対策本部の取組み

各年度到達目標 総合訓練実施項目

全社対策本部における取組み項目中期対応方針における主な取組み項目

規制庁
評価
項目

中期
対応方針 主な取組み項目 取組み内容達成目標関係機能班

2021～2024年度の取り組み事項

2024年度2023年度
2021年度 2022年度

他事業者の実派遣を含む原子力事業
者間の情報提供訓練

【実施】
2021年11月30日の再処理事業部
総合訓練において、原子力事業者間
協定に基づき他事業者への事象発生
連絡・支援要請を実施した。
2022年3月29日の個別訓練におい
て、実動支援活動を東北電力（株）
の参加のもと実施した。

他事業者の実派遣を含む原
子力事業者間の情報提供訓
練

【実施】
・2022年11月21日の個別訓練に
おいて、実動支援活動を電源開発
（株）の参加のもと実施した。
・2022年12月13日の再処理事業
部総合訓練において、原子力事業
者間協定に基づき他事業者への事
象発生連絡・支援要請を実施した。

他事業者の実派遣を含
む原子力事業者間の情
報提供訓練

原子力事業所災害対策支援拠点運
営に係る実動訓練

【実施】
2021年11月30日の再処理事業部
総合訓練において、原子力事業所災
害対策支援拠点への要員派遣、および
全社対策本部との情報共有を実施し
た。

原子力事業所災害対策支
援拠点運営に係る実動での
要素訓練

【実施】
・2022年9月13日にＭＯビル駐車
場においてエアテント3張りの設営訓
練を実施した。
・2022年12月13日の再処理事業
部総合訓練において、原子力事業
所災害対策支援拠点へ要員を派遣
するとともに、即応センターとの情報共
有を実施した。

原子力事業所災害対
策支援拠点運営に係る
実動での要素訓練

原子力緊急事態支援組織と連携した
ロボット等の活用に係る事業部支援訓
練

【実施】
2021年11月30日再処理事業部総
合訓練において、原子力緊急事態支
援組織への支援要請連絡を実施した。
2022年3月17日、18日にロボット操
作訓練を各事業部対策組織要員参
加のもと実施した。

原子力緊急事態支援組織と
連携したロボット等の活用に係
る事業部支援訓練

【実施】
・2022年12月13日再処理事業部
総合訓練において、原子力緊急事
態支援組織への支援要請連絡を実
施した。
・2023年3月2日～3日にロボット操
作訓練を各事業部対策組織要員
参加のもと実施した。

原子力緊急事態支援
組織と連携したロボット
等の活用に係る事業部
支援

オフサイトセンター対応（原子力災害
合同対策協議会運営）に係る体制、
計画整備

【実施】
オフサイトセンター対応マニュアルを作成
し、2021年11月26日付けで施行し
た。

オフサイトセンター対応（EMC
含む）に係る体制、計画整
備

【実施】
・オフサイトセンター対応マニュアルにつ
いて、対応要員の現地の体制および
活動内容を具体化し2023年2月
23日に改正した。
・2022年12月16日にEMC対応マ
ニュアルを新規制定した。

オフサイトセンター対応
（EMC含む）に係る体
制・計画改善

規制庁と連携した原子力災害合同対
策協議会運営訓練

【実施】
2021年11月30日再処理事業部総
合訓練で、オフサイトセンター運営訓練
を実施した。

規制庁および自治体と連携し
た原子力災害合同対策協議
会運営訓練

【実施】
・2022年11月25日六ヶ所オフサイ
トセンターにおいて、六ヶ所原子力規
制事務所副所長より、原子力災害
合同対策協議会の運営を含め、原
子力災害発生時のオフサイトセンター
の役割等についてのご説明いただくと
ともに、施設見学を実施した。
・原子力災害合同対策協議会の運
営訓練については、調整中。

OFC立ち上げ・運営訓
練

規制庁および自治体と
連携したと連携した原子
力災害合同対策協議
会運営訓練

― ― 2021年度課題への取組み
（オフサイトセンター対応要員
（即応センターで活動するオフ
サイトセンター連絡員含む）に
対して必要な教育・訓練項目
を明確化し、定期的な教育・
訓練を実施し、習熟を図
る。）

【実施】
・2022年11月29日の個別訓練に
おいて、オフサイトセンター対応要員に
対し、参集および情報共有に係る訓
練を実施した。
・2022年12月13日の再処理事業
部総合訓練において、オンサイトセン
ター運営訓練を実施した。

(3) 後方
支援活動
体制の強
化

7. 後方支援活
動その他の活動

7-1. 社外関係
機関と連携した
後方支援活動

・オフサイトセンター（EMC含む）におけ
る一連の対応が実施できること。

・実際の対応を想定した訓練（合同対
策協議会等の訓練）

毎年度達成目標に対する活動を継続
的に実施

7-2. オフサイト
センター対応

―

【達成】
支援要請、原子力事業所災害対
策支援拠点の運営および原子力
緊急事態支援組織との連携につい
て、全て実動で実施できた。

○

事務局
電力対応班

事務局
放射線情報収集

班

・原子力事業者間の支援活動、原子
力事業所災害対策支援拠点の運営、
原子力緊急事態支援組織との連携に
ついて、全て実動で実施できること。

【達成】
オフサイトセンターの立ち上げおよび
情報共有が実施できることを検証で
きた。

―

・原子力事業者間の情報提供訓練
・原子力緊急事態支援組織との連携
に係るロボット等の操作訓練

毎年度達成目標に対する活動を継続
的に実施

〇

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施
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取組み項目 取組み実績 取組み項目 取組み実績 到達目標に対する評価

中期対応方針に基づく全社対策本部の取組み

各年度到達目標 総合訓練実施項目

全社対策本部における取組み項目中期対応方針における主な取組み項目

規制庁
評価
項目

中期
対応方針 主な取組み項目 取組み内容達成目標関係機能班

2021～2024年度の取り組み事項

2024年度2023年度
2021年度 2022年度

派遣医療スタッフによる現地状況把握
の継続
（AM建屋の動線、医療資機材の確
認等）

【実施】
2022年2月28日オンラインで実施
・当社より緊急被ばく医療体制につい
て、施設概要、通報体制及び派遣開
始・体制確立等について説明
・オンサイト医療机上演習と意見交換
会を実施

派遣医療スタッフとの現地状
況確認と社内医療従事者と
の連携強化

【実施】
2022年8月10日に電事連緊急作
業中労災対応ＷＧの方針に基づき
派遣医療スタッフと以下のとおり実施
・当社より緊急被ばく医療体制につい
て、施設概要、通報体制及び派遣
開始・体制確立等について説明
・オンサイト医療実動演習
・意見交換

派遣医療スタッフとの現
地状況確認と社内医療
従事者との連携強化

厚労省対応方針に基づく社内手順書
の整備

【実施】
働き方改革本部オンサイト医療対応マ
ニュアルを改正し、2022年2月22日付
けで施行した。

・訓練によるオンサイト医療体
制の改善活動

【実施】
・2022年8月10日に上記個別訓練
を実施
・2022年12月13日再処理事業部
総合訓練において、原安協への医療
スタッフの派遣要請を実施した。

オンサイト医療に係る要素訓練を織り
交ぜた訓練の実施と実効性の検証

【実施】
・2021年11月30日再処理事業部総
合訓練で、原安協への医療スタッフの派
遣要請を実施した。
・2022年2月28日オンラインで、机上
訓練を実施

・2021年度課題への取組み
（原子力安全研究協会医
療スタッフの派遣要請に係る
情報フローの作成等、更なる
社内体制の明確化を図
る。）

【実施】
原安協への派遣要請について、
2022年2月22日に「働き方改革本
部オンサイト医療対応マニュアル」を
改正し、明確化を図った。

原子力事業所災害対策支援拠点にお
けるオンサイト医療体制の整備

【実施】
当社原子力事業所災害対策支援拠
点、第一千歳平寮内にオンサイト医療
活動場所を検討

原子力事業所災害対策支
援拠点におけるオンサイト医療
体制の整備

【実施】
当社原子力事業所災害対策支援
拠点、第一千歳平寮内等にオンサイ
ト医療活動場所を継続して検討

後方支援拠点における
オンサイト医療体制の検
証

7-4. 対応要員
以外の退域手
段確保 事務局

総務班

・発災時に対応要員以外の者が適時
に退域できること。（人員輸送手段の
確保等）
・施設復旧要員の職場環境の整備

・体制、手順、資機材の検討、整備 毎年度達成目標に対する活動を継続
的に実施

[2022年度]
・対応要員以外の退域手順体制整備
完了

―

対応要員以外の退域
手順体制整備

【一部未実施】
課題の洗い出しを実施。
発災時の全社、各事業部の必要防災
要員数、住民避難タイミングを踏まえ、
対応要員以外の具体的避難方法を検
討・調整中。

対応要員以外の退域
手順体制整備

【一部未実施】
発災時の全社、各事業部の必要防
災要員数、住民避難タイミングを踏
まえ、対応要員以外の具体的避難
方法を2021年度より継続して検討・
調整中（未完了）

【一部未達成】
本項目について関係者間で調整を
実施した結果、原子力災害発生
時の事業継続計画（BCP）として
取りまとめることとした。（未完了）

原子力災害発生時の
事業継続計画
（BCP）策定

BCPの改善

―

避難退域時検査要員確保 【実施】
2021年度末時点において、避難退域
時検査教育を602名受講完了した。

避難退域時検査要員確保 【実施】
2022年11月17日の青森県原子
力防災訓練において、避難退域時
検査教育終了者10名を派遣した。

避難退域時検査要員
確保

避難待機時検査に係る体制、手順の
整備

【一部未実施】
六ヶ所村住民の避難退域時検査に係
る体制・手順の整備は調整中。

避難待機時検査に係る体
制、手順の整備

避難待機時検査に係る
体制、手順の整備

自治体との情報共有体制整備 【実施】
適宜、内閣府、青森県および六ヶ所村
と避難計画に関して情報共有を実施し
た。

自治体との情報共有体制整
備

自治体との情報共有体
制整備

(3) 後方
支援活動
体制の強
化

・避難退域時検査に係る要員確保
（スクリーニング要員の名簿管理、選出
準備等含む）
・避難退域時検査に係る体制、手順の
整備
・自治体との情報共有体制検討

・避難退域時検査等、自治体からの避
難計画に基づく要請に対する支援協力
ができること。

8. 自治体との連携訓練

7. 後方支援活
動その他の活動

7-3. オンサイト
医療体制構築

事務局
放射線情報収集

班

―

訓練によるオンサイト医
療体制の改善活動

総務班

・施設内における医療（オンサイト医
療）活動を実動で実施できること。

―

毎年度達成目標に対する活動を継続
的に実施

―

【達成】
個別訓練（原安協との訓練）にお
いて、派遣医療スタッフとの連携につ
いて実動で検証できた。

【達成】
自治体の避難計画に基づく事前要
請は現時点ではなされていないこと
から、今後、自治体が実施する訓
練等が計画された場合はそれに参
画することにより、避難退域時検査
等、自治体からの避難計画に基づ
く要請に対する支援協力ができるこ
とを検証していく。

【実施】
六ヶ所村住民の避難退域時検査に
係る体制・手順の整備を2021年度
より継続して実施。

毎年度達成目標に対する活動を継続
的に実施

―

・電力大での連携のもと医療体制を構
築（医療スタッフ受入体制、管理方
法、地元機関（医療・搬送）との連携
等）、手順の整備
・整備した手順に基づく実動訓練

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続実施



 

 

 

 

２０２３年度 再処理事業部 

防災訓練実施計画書 
（案） 
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資料２−１ 
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１．訓練目的 

本訓練は、「再処理事業所 再処理事業部 原子力事業者防災業務計画 第２章第５節 ２」および「再処

理事業部非常時等の措置に係る中長期訓練計画」に基づき、当社４施設（再処理施設・廃棄物管理施

設・加工施設・廃棄物埋設施設）および六ヶ所保障措置センターとの同時発災を想定したシナリオのも

とで、情報発信能力および六ヶ所保障措置センターと連携した緊急時対応能力の維持・向上を図ること

を目的として実施する。 

具体的な達成目標、検証項目は以下のとおり。 

 

（１）「全社対策本部および六ヶ所保障措置センターとの情報共有ができること」 

    達成目標：全社対策本部に対して情報共有ツールを用いて、適時情報共有できること。また、六

ヶ所保障措置センターに対し相互の情報共有を含めた連携が適切にできること。 

    検証項目：①あらかじめ作成された情報フローで運用されていること。また、六ヶ所保障措置セ

ンターとの間であらかじめ定められた情報フローのとおりに対応ができているこ

と。 

         ②全社対策本部に対して事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略および

戦略の進捗状況を随時提供できること。また、事業部対策本部内で適切に情報共有

できること。 

         ③ＣＯＰ資料およびＥＲＣ備付資料が全社対策本部からＥＲＣプラント班に説明でき 

         る内容であること。また、２０２２年度総合訓練において抽出した課題に対する改 

善策が有効に機能していること。 

・ＣＯＰ③（戦略シート）は、事象対処に対する第２、第３の矢とする明確な戦略

が記載、共有できること。 

・社内情報シートは、重大事故対処機器のインベントリ情報を共有できる構成であ

ること。 

・ＣＯＰ資料は、水源状況および主排気筒可搬型モニタの測定値が共有できるこ

と。 

・ＥＲＣ備付資料は、水素濃度を測定する代表貯槽と他貯槽の関係が確認できるこ

と。 

        ④通報文に誤記、漏れ等がなく速やかに通報できること。また、２０２２年度総合訓 

練において抽出した課題に対する改善策が有効に機能していること。 

         ・警戒事態該当事象発生後の経過連絡は、事故収束活動の進捗、問題点、対応状況

等の情報が確認できること。 

         ・応急措置の概要報告（２５条通報）は、事故収束活動の進捗、対応状況等の進展

を確認後、速やかに情報発信できること。 
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（２）「４施設同時発災時による支援・協力対応ができること」 

    達成目標：事業部・全社の連携として、支援、協力活動が実施できること。 

    検証項目：全社対策本部に対する支援実施または支援要請が適切にできること。 

 

（３）「新情報共有システムを用いて情報共有ができること」 

    達成目標：新情報共有システムによる情報共有ができること。 

    検証項目：提供すべき情報について新情報共有ツールを用いて不備なくリアルタイムに情報共有

できること。 

 

（４）「現場と緊急時対策所が連携し、事象収束活動ができること」 

    達成目標：手順に基づき、事象収束活動（救護活動含む）ができること。 

    検証項目：重大事故対応等の事象収束活動を、あらかじめ定めた時間、要員、装備で問題無く実

施できること。 

 

２．実施日時および対象施設 

（１）実施日時 

２０２３年１０月３日(火) １３：３０～１７：００（予定）（反省会含む） 

（２）対象施設 

再処理施設※１、廃棄物管理施設 

※１：公益財団法人 核物質管理センターとの合同訓練となるため、六ヶ所保障措置分析所（分析 

建屋内）を含む 
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３．実施体制、評価体制および訓練対象者 

（１）実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）評価体制 

再処理施設、廃棄物管理施設および事業部対策本部に評価者を配置し、評価チェックシートを用い

た評価を行う。また、訓練終了後に訓練参加者による訓練反省会を実施し、要改善事項の抽出を行

う。 

（３）訓練対象者 

再処理事業部対策組織要員 

 

４．訓練項目 

総合訓練 

 

５．訓練内容 

（１） 通報訓練 

（２） 救護訓練 

（３） モニタリング訓練 

（４） その他必要と認める訓練 

ａ．事業部対策本部対応訓練 

ｂ．重大事故対応の習熟訓練 

ｃ．広報対応訓練 

ｄ．全社対策本部（ＥＲＣ対応含む）との連携訓練 

 
 
 
 

 

 

 
支援 
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６．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

 

 

 

 

 

 

７．添付資料 

 １－１（１）再処理施設および廃棄物管理施設 防災訓練 シナリオフロー 

 

以 上 

 
 

訓練シナリオ情報を含むため非公開 



添付資料１—（1）

時間 ERC対応ﾌﾞｰｽ 緊急時対策所 中央制御室 AA建屋 AB建屋 KA建屋 F施設 廃棄物管理施設 OSL 屋外

13:30

13:40

13:50

14:00

再処理施設および廃棄物管理施設　 防災訓練 シナリオフロー（1/4）

【検証ポイント（1）－①】

情報フローが適切に作成、運用されていること

【検証ポイント（１）－④】

通報文に誤記、漏れ等がなく速やかに通報できること。また、２

０２２年度総合訓練において抽出した課題に対する改善策が有

効に機能していること

【検証ポイント（1）－②】

全社対策本部に対して事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略お

よび戦略の進捗状況を随時提供できること。また上記状況を事業部対策本部

内および六ヶ所保障措置センターと適切に情報共有できること

【検証ポイント（1）－③】

ＣＯＰ資料およびＥＲＣ備付資料が全社対策本部からＥＲＣプラント班に説明で

きる内容であること。また、２０２２年度総合訓練において抽出した課題に対する

改善策が有効に機能していること

【検証ポイント（２）】

全社対策本部に対する支援実施または支援要請が

適切にできること

【検証ポイント（３）】

提供すべき情報について新情報共有ツールを用い

て不備なくリアルタイムに情報共有できること

【検証ポイント（４）】

重大事故対応等の事象収束活動を、予め定めた時間、要員、

装備で問題無く実施できること

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



時間 ERC対応ﾌﾞｰｽ 緊急時対策所 中央制御室 AA建屋 AB建屋 KA建屋 F施設 廃棄物管理施設 OSL 屋外

14:10

14:20

14:30

14:40

14:50

15:00

再処理施設および廃棄物管理施設　 防災訓練 シナリオフロー（2/4）

【検証ポイント（1）－①】

情報フローが適切に作成、運用されていること

【検証ポイント（１）－④】

通報文に誤記、漏れ等がなく速やかに通報できること。また、２

０２２年度総合訓練において抽出した課題に対する改善策が有

効に機能していること

【検証ポイント（1）－②】

全社対策本部に対して事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略お

よび戦略の進捗状況を随時提供できること。また上記状況を事業部対策本部

内および六ヶ所保障措置センターと適切に情報共有できること

【検証ポイント（1）－③】

ＣＯＰ資料およびＥＲＣ備付資料が全社対策本部からＥＲＣプラント班に説明で

きる内容であること。また、２０２２年度総合訓練において抽出した課題に対する

改善策が有効に機能していること

【検証ポイント（２）】

全社対策本部に対する支援実施または支援要請が

適切にできること

【検証ポイント（３）】

提供すべき情報について新情報共有ツールを用い

て不備なくリアルタイムに情報共有できること

【検証ポイント（４）】

重大事故対応等の事象収束活動を、予め定めた時間、要員、

装備で問題無く実施できること

訓練シナリオ情報を含むため非公開



時間 ERC対応ﾌﾞｰｽ 緊急時対策所 中央制御室 AA建屋 AB建屋 KA建屋 F施設 廃棄物管理施設 OSL 屋外

15:10

15:20

15:30

15:40

15:50

再処理施設および廃棄物管理施設 防災訓練 シナリオフロー（3/4）

【検証ポイント（1）－①】

情報フローが適切に作成、運用されていること

【検証ポイント（１）－④】

通報文に誤記、漏れ等がなく速やかに通報できること。また、２

０２２年度総合訓練において抽出した課題に対する改善策が有

効に機能していること

【検証ポイント（1）－②】

全社対策本部に対して事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略お

よび戦略の進捗状況を随時提供できること。また上記状況を事業部対策本部

内および六ヶ所保障措置センターと適切に情報共有できること

【検証ポイント（1）－③】

ＣＯＰ資料およびＥＲＣ備付資料が全社対策本部からＥＲＣプラント班に説明で

きる内容であること。また、２０２２年度総合訓練において抽出した課題に対する

改善策が有効に機能していること

【検証ポイント（２）】

全社対策本部に対する支援実施または支援要請が

適切にできること

【検証ポイント（３）】

提供すべき情報について新情報共有ツールを用い

て不備なくリアルタイムに情報共有できること

【検証ポイント（４）】

重大事故対応等の事象収束活動を、予め定めた時間、要員、

装備で問題無く実施できること

訓練シナリオ情報を含むため非公開



時間 ERC対応ﾌﾞｰｽ 緊急時対策所 中央制御室 AA建屋 AB建屋 KA建屋 F施設 廃棄物管理施設 OSL 屋外

16:00

16:10

16:20

16:30

16:40

16:50

再処理施設および廃棄物管理施設 防災訓練 シナリオフロー（4/4）

【検証ポイント（1）－①】

情報フローが適切に作成、運用されていること

【検証ポイント（１）－④】

通報文に誤記、漏れ等がなく速やかに通報できること。また、２

０２２年度総合訓練において抽出した課題に対する改善策が有

効に機能していること

【検証ポイント（1）－②】

全社対策本部に対して事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略お

よび戦略の進捗状況を随時提供できること。また上記状況を事業部対策本部

内および六ヶ所保障措置センターと適切に情報共有できること

【検証ポイント（1）－③】

ＣＯＰ資料およびＥＲＣ備付資料が全社対策本部からＥＲＣプラント班に説明で

きる内容であること。また、２０２２年度総合訓練において抽出した課題に対する

改善策が有効に機能していること

【検証ポイント（２）】

全社対策本部に対する支援実施または支援要請が

適切にできること

【検証ポイント（３）】

提供すべき情報について新情報共有ツールを用い

て不備なくリアルタイムに情報共有できること

【検証ポイント（４）】

重大事故対応等の事象収束活動を、予め定めた時間、要員、

装備で問題無く実施できること

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



  

訓練前提条件（再処理施設、廃棄物管理施設） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 
 
 
 
 
 
 
 

訓練シナリオ情報を含むため非公開 



緊急時対策所 （再処理本体） （Ｆ施設）

日付 運転状況

資 料（※１）
施設状況

再処理施設
廃棄物管理施設

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



緊急時対策所 （再処理本体） （Ｆ施設）

日付 運転状況

資 料（※１）
施設状況

再処理施設
廃棄物管理施設

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



想定
時間
訓練
時間

ＡＡ

前
処
理
建
屋

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



想定
時間
訓練
時間

ＡＢ

分
離
建
屋

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



想定
時間
訓練
時間

ＡＣ

精
製
建
屋

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



想定
時間
訓練
時間

ＣＡ

ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
混
合
脱
硝
建
屋

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



想定
時間
訓練
時間

ＫＡ

高
レ
ベ
ル
廃
液
ガ
ラ
ス
固
化
建
屋

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



想定
時間
訓練
時間

Ｆ

使
用
済
み
燃
料
受
入
れ
・
貯
蔵
施
設

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



想定
時間
訓練
時間

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



訓練シナリオ情報を含むため非公開

前提条件エビデンス



訓練シナリオ情報を含むため非公開



訓練シナリオ情報を含むため非公開



訓練シナリオ情報を含むため非公開



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

訓練シナリオ情報を含むため非公開 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

訓練シナリオ情報を含むため非公開 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

訓練シナリオ情報を含むため非公開 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

訓練シナリオ情報を含むため非公開 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

訓練シナリオ情報を含むため非公開 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

訓練シナリオ情報を含むため非公開 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

訓練シナリオ情報を含むため非公開 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

訓練シナリオ情報を含むため非公開 
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２０２３年度 濃縮事業部 

防災訓練実施計画書 

（案） 

 

 

 

 

 

 

日本原燃株式会社 

濃 縮 事 業 部 
 

 

 

資料２−２ 



 

 

１．訓練目的 

本訓練は、「濃縮･埋設事業所 濃縮事業部 原子力事業者防災業務計画 第２章第５節２」および「濃

縮事業部における訓練に係る中期計画（２０２３年度）」に基づき、当社４施設（再処理施設・廃棄物

管理施設・加工施設・廃棄物埋設施設）同時発災かつ現実的なシナリオのもとで、情報発信能力およ

び緊急時対応能力の維持・向上を図ることを目的として実施する。 

具体的な達成目標、検証項目は以下のとおり。 

（１）「全社対策本部との情報共有が実施できること」 

達成目標：全社対策本部に対して情報共有ツールを用いて、適宜情報共有できること。 

検証項目：提供すべき情報（事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略および戦略の

進捗状況）をリアルタイムに情報共有できること。 

 （２）「４施設同時発災時による支援・協力対応ができること」 

    達成目標：事業部・全社の連携として、支援、協力活動が実施できること。 

    検証項目：全社対策本部に対する支援実施または支援要請が適切にできること。 

 （３）「新情報共有システムを用いて情報共有ができること」 

    達成目標：新情報共有システムによる情報共有ができること。 

    検証項目：提供すべき情報について新情報共有ツールを用いて不備なくリアルタイムに情報共有

できること。 

（４）「現場と緊急時対策所が連携し、事象収束活動ができること」 

達成目標：手順に基づき、事象収束活動（救護活動含む）ができること。 

検証項目：現場と緊急時対策所と連携を図り、あらかじめ定めた時間、要員、資機材で対応でき

ること。 

２．実施日時および対象施設 

（１）実施日時 

２０２３年１０月３日（火） １３：３０～１７：００（予定）（反省会含む） 

（２）対象施設 

加工施設 

３．実施体制、評価体制および訓練対象者 

（１）実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通報・連絡 

全社対策本部 
 

・事務本館 

・青森地域共生本社 

・東京支社 

 

 

社外関係機関 

（県、村等） 

（模擬） 

通報・連絡 

原子力規制庁 

緊急時対応センター 

（ＥＲＣ）） 

情報共有 支援・支援要請 

通報・連絡 

再処理事業部対策本部 

埋設事業部対策本部 

加工施設 

濃縮事業部対策本部 

原子力事業者間協力協定事業者 
情報連絡 

情報共有 

通報・連絡、情報提供 

支援 
  

：今回訓練実働範囲 

   ：今回訓練模擬範囲 

原子力緊急事態支援組織 
情報連絡 

情報共有 



（２）評価体制 

各活動場所に評価者を配置し、評価者による評価および訓練終了後に訓練参加者による訓練反省

会等を通じて、改善事項の抽出を行う。 

（３）訓練対象者 

濃縮事業部対策組織要員 

４．訓練項目 

総合訓練 

５．訓練内容 

（１）通報訓練 

（２）救護訓練 

（３）モニタリング訓練 

（４）避難誘導訓練 

（５）その他必要とする訓練 

 ａ．事業部対策本部対応訓練 

ｂ．運転管理訓練 

ｃ．放水訓練 

ｄ．設備応急訓練 

 ｅ．消火訓練 

ｆ．全社対策本部等との連携訓練 

６．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訓練シナリオ情報を含むため非公開 



７．添付資料 

１－（１）加工施設 防災訓練 シナリオフロー 

 

以 上 

 



添付資料１

時間 ERC対応ﾌﾞｰｽ 緊急時対策所 中央制御室 第1種管理区域（分析室） 屋外

13:40

13:50

14:00

14:10

加工施設 防災訓練 シナリオフロー（1/2）
第1種管理区域（ﾓﾆﾀｴﾘｱ～2号発回均質室）

【検証ポイント③】

提供すべき情報について新情報共有ツールを用いて不備なくリアルタイムに情報共有できること

【検証ポイント②】（支援があった場合）

全社対策本部に対する支援実施または支援要請が適切にできているか
【検証ポイント④】（訓練全体の対応状況について確認）

現場と緊急時対策所と連携を図り、あらかじめ定めた手順どおりに対応できているか

【検証ポイント①】

提供すべき情報（事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略およ

び戦略の進捗状況）をリアルタイムに情報共有できているか

訓練シナリオ情報を含むため非公開



時間 ERC対応ブース 緊急時対策所 中央制御室 第1種管理区域（管理廃水処理室） 屋外

14:20

14:30

14:40

15:00

16:00

16:50

第1種管理区域（ﾓﾆﾀｴﾘｱ～2号発回均質室）

加工施設 防災訓練 シナリオフロー（2/2）

【検証ポイント③】

提供すべき情報について新情報共有ツールを用いて不備なくリアルタイムに情報共有できること

【検証ポイント②】（支援があった場合）

全社対策本部に対する支援実施または支援要請が適切にできているか
【検証ポイント④】（訓練全体の対応状況について確認）

現場と緊急時対策所と連携を図り、あらかじめ定めた手順どおりに対応できているか

【検証ポイント①】

提供すべき情報（事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略およ

び戦略の進捗状況）をリアルタイムに情報共有できているか

：イベント、マルファンクション

：態勢判断

：通報連絡

訓練シナリオ情報を含むため非公開

















資料２－４ 

 

 

 

２０２３年度 全社対策本部 

防災訓練実施計画書 
（案） 

 
 
 
 
 
 

日本原燃株式会社 

安全・品質本部 
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１．訓練目的 

本訓練は、「再処理事業所 再処理事業部 原子力事業者防災業務計画 第２章第５節 ２」、「濃縮・埋設

事業所 濃縮事業部 原子力事業者防災業務計画 第２章第５節 ２」、「濃縮・埋設事業所 埋設事業部 原

子力事業者防災業務計画 第２章第５節 ２」および「全社対策本部 原子力防災訓練中期計画」に基づ

き、当社４施設（再処理施設・廃棄物管理施設・加工施設・廃棄物埋設施設）同時発災を想定したシナ

リオのもとで、情報発信能力および緊急時対応能力の維持・向上を図ることを目的として実施する。 

具体的な達成目標、検証項目は以下のとおり。 

 

 （１）「社内外との情報共有」 

    達成目標：情報が輻輳する中においても情報共有が適切に実施できること。 

    検証項目：①事業部対策本部から情報共有ツールを用いて情報を入手できること。 

         ②全社対策本部内において適切に情報共有が実施できること。 

         ③社外関係個所（ＥＲＣ・ＯＦＣ・報道機関等）に適切に情報発信できること。 

        ④２０２２年度総合訓練において抽出した課題に対する改善策が有効に機能している

こと。 

・ＥＲＣ対応者は、ＣＯＰでは確認できない情報について、社内情報シートを活

用して説明できること。 

 

（２）「事業部対策本部の支援」 

達成目標：事業部対策本部の支援を適切に実施できること。 

    検証項目：①事業部対策本部の支援に関する全社対策本部内の意思決定ができること。 

         ②事業部対策本部との調整が機能班間で実施できること。 

 

（３）「新情報共有システムを用いて情報共有ができること」 

    達成目標：新情報共有システムによる情報共有ができること。 

    検証項目：提供すべき情報について新情報共有ツールを用いて不備なくリアルタイムに情報共有

できること。 

 

 

２．実施日時および対象施設 

（１） 実施日時 

２０２３年１０月３日(火) １３：３０～１７：００（予定）（反省会含む） 

 

（２） 対象施設 

再処理施設※１、廃棄物管理施設、加工施設、廃棄物埋設施設 

※１：公益財団法人 核物質管理センターとの合同訓練となるため、六ヶ所保障措置分析所（分

析建屋内）を含む 

  



2 
 

３．実施体制、評価体制および訓練対象者 

（１） 実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 評価体制 

全社対策本部の各活動箇所に評価者を配置し、評価チェックシートを用いた評価を行う。また、

訓練終了後に訓練参加者による訓練反省会を実施し、要改善事項の抽出を行う。 

 

（３） 訓練対象者 

全社対策本部要員  

  

 

支援要請連絡 

オフサイトセンター 

原子力事業所災害対策支援拠点 情報共有 
情報共有 

通報・連絡 

 
支援 
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４．防災訓練の項目 

総合訓練 

 

５．防災訓練の内容 

（１） その他必要と認める訓練 

ａ． 全社対策本部運営訓練 

ｂ． ＥＲＣ対応訓練 

ｃ． 原子力事業所災害対策支援拠点対応訓練 

ｄ． オフサイトセンター対応訓練 

ｅ． 広報対応訓練 

 

６．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．添付資料 

（１） 全社対策本部 防災訓練シナリオフロー 

 

以 上 

く訓練シナリオ情報を含むため非公開 



全社対策本部　防災訓練シナリオフローおよび検証ポイント 添付資料（１）

1 / 2 

13:30 13:30

13:40 13:40

13:50 13:50

13:50 13:50

14:10 14:10

14:20 14:20

14:30 14:30

14:40 14:40

後方支援拠点 記者会見場
目安時間

再処理事業部 埋設事業部

JNFL事業部対策本部

濃縮事業部 オフサイトセンター
目安時間

全社対策本部 ERC対応ブース

JNFL全社対策本部

訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



全社対策本部　防災訓練シナリオフローおよび検証ポイント 添付資料（１）

2 / 2 

後方支援拠点 記者会見場
目安時間

再処理事業部 埋設事業部

JNFL事業部対策本部

濃縮事業部 オフサイトセンター
目安時間

全社対策本部 ERC対応ブース

JNFL全社対策本部

14:50 14:50

15:00 15:00

15:10 15:10

15:20 15:20

15:30 15:30

15:40 15:40

15:50 15:50

16:00 16:00

16:10 16:10

16:30 16:30

16:40 16:40

16:50 16:50

【検証ポイント(1)】
①事業部対策本部から情報共有ツールを用いて情報を入手できること。
②全社対策本部内において適切に情報共有が実施できること。
③社外関係箇所（ERC・OFC・報道機関等）に適切に情報発信できること。
④2022年総合訓練において抽出した課題に対する改善策が有効に機能していること。
「ERC対応者は、COPでは確認できない情報について、社内情報シートを活用して説明で
きること」

【検証ポイント(２)】
①事業部対策本部の支援に関する全社対策本部内の意思決定ができること。
②事業部対策本部との調整が機能班間で実施できること。

【検証ポイント(３)】
①提供すべき情報を新情報共有ツールを用いて不備なくリアルタイムに情報共有できること 訓練シナリオ情報を含むため非公開

訓練シナリオ情報を含むため非公開



再処理事業部対策本部（緊急時対策所）レイアウト図

救護班

資料３−１

事業部対策本部
本部員席

各機能班長席
（運転管理、設備応急、

放射線管理班）

運転管理班
COP作成チーム席

運転管理班
（当直）席

本部事務局席

本部事務局席
（QA対応チーム）

総務
班長席

広報班

資
材
班

運転管理班（各施設）

設備
応急班

運転管理班
（共用施設）

総務班

放射線管理班

救護班 運
転
管
理
班

（
核
物
質
管
理
）

厚生班

運転管理班
（核物質
管理）



ＴＶ

Ａ会議室 Ｂ会議室 Ｃ会議室

キャビネット

複写機

（広報班用FAX兼用）

デジタル時計

デジタル複合機

Ｗ

Ｂ

Ｗ

Ｂ

運転管理班

受信用FAX

事業部対策本部室（緊急時対策所）レイアウト図

デ
ジ
タ
ル

時
計

衛星電話

無線機置場

通報専用電話

放
射
線
管
理
班

電
子
Ｗ
Ｂ

Ｗ

Ｂ

対
策
本
部

T
V
会
議
シ
ス
テ
ム

総務班

本部事務局

Ｗ Ｂ

広
報
班

資
材
班
・
厚
生
班

Ｗ Ｂ

救
護
班

Ｗ Ｂ
キャビネット

書画

設備応急班

消火班

対策本部

本班事務局

技術支援班

電
子
Ｗ
Ｂ

T
V

会
議
シ
ス
テ
ム

Ｗ Ｂ

総務班

消火班

通
報
専
用
電
話

Ｗ

Ｂ

Ｗ

Ｂ

Ｗ Ｂ

Ｗ Ｂ

①
②

③

衛
星
電
話

④
⑤

⑥

通
報
専
用
電
話

資料３－２

・緊急情報伝達ｼｽﾃﾑ
・専用回線電話
・一斉通報FAX

復旧班

技術班

Ｗ Ｂ Ｗ Ｂ

埋
設
事
業
部



ＴＶ

Ａ会議室 Ｂ会議室 Ｃ会議室

キャビネット

複写機

（広報班用FAX兼用）

デジタル時計

デジタル複合機

Ｗ

Ｂ

Ｗ

Ｂ

運転管理班

98-4000
(0175-72-3352)

受信用FAX

事業部対策本部室（緊急時対策所）レイアウト図

デ
ジ
タ
ル

時
計

衛星電話

無線機置場

通報専用電話

放
射
線
管
理
班

電
子
Ｗ
Ｂ

Ｗ

Ｂ

対
策

本
部

TV
会

議
シ
ス
テ
ム

総務班

本部事務局

Ｗ Ｂ

広
報
班

資
材
班
・厚
生
班

Ｗ Ｂ

救
護
班

Ｗ Ｂ
キャビネット

書画

設備応急班

98-4000
(0175-72-3352)

消火班 98-4000
(0175-72-3352)

対策本部

本班事務局

技術支援班

98-4000
(0175-72-3352)

98-4000
(0175-72-3352)

電
子
Ｗ
Ｂ

TV

会
議
シ
ス
テ
ム

Ｗ Ｂ

総務班
98-4000

(0175-72-3352)

消火班

通
報

専
用
電

話

Ｗ

Ｂ

Ｗ

Ｂ

Ｗ Ｂ

Ｗ Ｂ

①
②

③

衛
星
電
話

④
⑤

⑥

通
報

専
用

電
話

資料3－3

濃
縮
事
業
部

・緊急情報伝達ｼｽﾃﾑ
・専用回線電話
・一斉通報FAX

復旧班

技術班

Ｗ Ｂ Ｗ Ｂ



倉庫スペース 放管計算機
放管
ﾌﾟﾘﾝﾀ

ラック

T
V

会
議資料

共有
（天吊）

書
画

カ
メ
ラ

書
画

カ
メ
ラ

書画

デジタル
時計

総務班 本部事務局
情報収集・集約

全社対策本部

本部

広報班

電力対応班 本部事務局
放射線情報取集

本部事務局
統括

NRA CAO

総務班
（救護・資材）

全社対策本部室　レイアウト図

資料３-４

j2200083
長方形



再処理事業所 ＣＯＰ①−１ 全体概要図

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         

A

外部電源

B

予備用D/G

系統

電源

水素掃気機能喪失
による水素爆発対策

AA AB AC CA KA

A
B

補給水設備

系統
建屋換気設備  

モニタリング
カー

凡例

A
可搬型発電機

燃料損傷対策

放射性物質等の状況
換気筒 min-1

AA AB AC CA KA

【廃棄物管理施設(E施設)】

【建屋略称】AA：前処理建屋 AB：分離建屋 AC：精製建屋 CA：ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 KA：高レベル廃液ガラス固化建屋

主排気筒
（ガス）

可搬型設備 Bq/cm3

第１非常用D/G-Ｂ

A
nGy/h

系統

B

       方角

B

第１非常用D/G-Ａ

系統 AA AB

外部電源

安全冷却水系ポンプ
AC CA KA

電源

系統 冷却塔ポンプ

B B
第１貯水槽 A

【使用済燃料受入れ・貯蔵施設(F施設)】

A
AA AB AC CA KA

冷却機能喪失
による蒸発乾固対策

MP        .

塔槽類廃ガス処理設備

AC CA KA

尾駮沼取水場所 B

第２貯水槽

C
B

代替セル排気系
AA AB

尾駮沼取水場所 A

冷却

排気

系統 冷却塔

AC・CA KA

   

セル導出 可搬型発電機
AA AB AC

二又川取水場所 A

KA
AA AB AC CA KA

掃気

現在時刻                 

電源 空気
圧縮機

安全圧縮空気系

min-1

放射性物質等の状況

nGy/h

【再処理施設 本体】

第２非常用D/G-B A

外部電源
第２非常用D/G-A 系統 AA

AA ABCA

プール水冷却系ポンプ安全冷却水系ポンプ冷却塔

●：対策実施中／運転中
▲：準備中
△：未着手
Ｓ：待機中（準備完了）
✕：使用不可
サx：設備に故障がなく、電源、水源等の

サポート系機能喪失による使用不可
−：対応不要

ＡＢ

ＡＢ

使用済燃料

溶 液
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AB

建屋

AA
建屋 実施状況 準備完了※3

③【拡大防止対策】
冷却コイル等通水

CA KA

凡例

CA

貯槽等の温度状況
建屋 AA AB AC

貯槽等の温度測定状況

ＣＯＰ①−２ 再処理施設  重大事故対策の対策状況 冷却機能喪失による蒸発乾固

KA

AC
CA

【建屋略称】AA：前処理建屋 AB：分離建屋 AC：精製建屋 CA：ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 KA：高レベル廃液ガラス固化建屋

KA

AB

現在時刻

①【発生防止対策】
内部ループ通水

②【拡大防止対策】
貯槽等注水

準備完了※3
AA AA

建屋 実施状況 準備完了※3

                   

戦略
第１貯水槽

自由記載

制限日時※１

制限日時※2

AC

実施状況制限日時※１

CA
KA

AB

AC

溶 液

●：対策実施中／運転中
▲：準備中
△：未着手
Ｓ：待機中（準備完了）
✕：使用不可
サx：設備に故障がなく、電源、水源等の

サポート系機能喪失による使用不可
−：対応不要

② 貯槽等注水準備

③ 冷却コイル等通水

① 内部ループ通水

※3 「準備完了」とは、対策準備が完了し供給可能となった時間を指す

※１ 100℃に到達する時間を指す
許：事業許可申請書での評価
実：実液量での評価

※２ 初期液量の70%になるまでの時間を指す
許：事業許可申請書での評価
実：実液量での評価

※１ 100℃に到達する時間を指す
許：事業許可申請書での評価
実：実液量での評価

② 貯槽等注水

貯槽等の温度測定
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戦略

建屋 AA AB AC CA KA
④【発生防止対策】

空気の供給開始

KA
(13時間20分)

AC

CA

【建屋略称】AA：前処理建屋 AB：分離建屋 AC：精製建屋 CA：ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 KA：高レベル廃液ガラス固化建屋

AA
水素濃度の状況

AB

建屋 実施状況 準備完了※2

AC
CA
KA

自由記載

建屋 実施状況 準備完了※2 建屋 実施状況有効時間 ※3

AB
(4時間15分) AB

ＣＯＰ①−３ 再処理施設 重大事故対策の対策状況 水素掃気機能喪失による水素爆発
現在時刻                     

準備完了※2 有効時間 ※3

②【拡大防止対策】
圧縮空気手動供給

有効時間 ※3

①【発生防止対策】
圧縮空気自動供給

建屋 実施状況 建屋 実施状況

⑤【拡大防止対策】
空気の供給開始

AB

AC

CA

確認予定日時 制限日時※１

凡例

AB

CA

AC

(5時間35分)

(4時間)

(8時間5分)

(7時間5分)

(10時間55分)

③【発生防止対策】
機器圧縮空気自動供給ﾕﾆｯﾄ

制限日時※１

制限日時※１ 制限日時※１

CA
AC

水素濃度測定状況

(6時間55分)

(19時間5分)

準備完了※2
AA

※１ 「制限時間」とは、8vol％に到達する時間を指す
許：事業許可申請書での評価
実：実液量での評価

※２ 「準備完了」とは、対策準備が完了し供給可能
となった時間を指す

※３ 上段は、水素掃気が有効である日時
下段は、空気供給可能時間

●：対策実施中／運転中
▲：準備中
△：未着手
Ｓ：待機中（準備完了）
✕：使用不可
サx：設備に故障がなく、電源、水源等の

サポート系機能喪失による使用不可
−：対応不要

③ 機器圧縮空気自動供給ﾕﾆｯﾄ

④ 空気の供給開始

⑤ 空気の供給開始

② 圧縮空気手動供給
水素濃度測定
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【建屋略称】AA：前処理建屋 AB：分離建屋 AC：精製建屋 CA：ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋 KA：高レベル廃液ガラス固化建屋

KA

AC
CA

AA
凡例 AB

KA 【拡大防止対策】
セル導出

建屋 実施状況 予定日時 準備完了※2

CA KA
AC CA

制限日時※１ 準備完了※2 AA
AA AB
AB AC

ＣＯＰ①−４ 再処理施設 重大事故対策の対策状況 セル導出・代替セル排気
現在時刻               

第１貯水槽

自由記載
【拡大防止対策】

代替セル排気【拡大防止対策】
凝縮器通水 建屋 実施状況 予定日時 準備完了※2

建屋 実施状況

※１ 「制限時間」とは、冷却機能喪失による
蒸発乾固を仮定する機器が100℃に到達
する時間を指す

※２ 「準備」とは、対策準備が完了し使用可能
となった時間を指す

●：対策実施中／運転中
▲：準備中
△：未着手
Ｓ：待機中（準備完了）
✕：使用不可
サx：設備に故障がなく、電源、水源等の

サポート系機能喪失による使用不可
−：対応不要
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建屋

凡例

【建屋略称】 F：使用済燃料受入れ・貯蔵施設

ＣＯＰ①−５ 再処理施設 重大事故対策の対策状況 燃料損傷
現在時刻                      

第１貯水槽

大型移送ポンプ車 可搬型中型移送ポンプ

大型移送ポンプ車によるスプレイ
（想定事故２を超える事故）

制限日時

冷却機能が喪失し、
供給設備による注水
ができない場合
サイフォン現象およ
び地震によるスロッ
シングにより、プー
ル水の小規模な喪失
が発生

想定事故１

想定事故２

可搬型中型移送ポンプによるプールへの
代替注水（想定事故１、想定事故２）

準備完了
制限日時

沸騰開始日時 EAL到達日時
実施状況建屋 実施状況 準備完了

EAL到達日時
F  

自由記載

F

使用済燃料

●：対策実施中／運転中
▲：準備中
△：未着手
Ｓ：待機中（準備完了）
✕：使用不可
サx：設備に故障がなく、電源、水源等の

サポート系機能喪失による使用不可
−：対応不要
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再処理事業所 ＣＯＰ②（1／8） 設備状況シート

現在時刻           

換気

ルート
確保

第1貯水
槽への
水の補

給

内部
ループ
通水

貯槽等
への注

水

冷却コ
イル等
への注

水

燃料貯
蔵プー
ル等へ
の注水

燃料貯
蔵プー
ル等へ
のスプ
レイ

セルへ
の導出
経路

燃料貯
蔵プー
ル等へ
の大容
量の注

水

建屋放
水

主排気
筒内へ
の散水

航空機
火災等

航空機
火災等
に対す
る延焼
防止措

置

放射性
物質の
流出抑

制

MM/DD HH:MM

屋外エリア ホイールローダ
保管庫 第１貯水槽 A,B
保管庫 第２貯水槽 A,B

屋外エリア ホース展張車                          
屋外エリア 運搬車
屋外エリア 可搬型中型移送ポンプ運搬車
屋外エリア 大型移送ポンプ車
屋外エリア 可搬型放水砲

コンテナエリア 可搬型建屋内ホース（プール等へのスプレイ用、放出抑制用）
コンテナエリア 可搬型汚濁水拡散防止フェンス
コンテナエリア 放射性物質吸着材

保管庫 小型船舶
敷地外水源 尾駮沼取水場所 A
敷地外水源 尾駮沼取水場所 B
敷地外水源 二又川取水場所 A

SA、自主 コンテナエリア 可搬型建屋外ホース
DB、自主 屋外 主排気筒

屋外 スプレイノズル
屋外エリア 可搬型中型移送ポンプ
屋外エリア 大型化学高所放水車
屋外エリア 消防ポンプ付水槽車
屋外エリア 化学粉末消防車

屋外 屋外消火栓又は防火水槽
敷地外水源 二又川取水場所 B

屋外
冷却 放出抑制燃料損傷

設備
区分

設備名称

共通

自主

保管
場所

使用
可否

確認完了予定時刻

自由記述（事象概要）

SA

凡例 ●：使用可能 ✕：使用不可 ▲：準備中 サx：未確認
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再処理事業所 ＣＯＰ②（2／8） 設備状況シート
現在時刻       

（非常用電源建屋）

MM/DD HH:MM

GA 第2非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機A(同期発電機)  

GA 第2非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機B(同期発電機)
GA 冷却水循環ﾎﾟﾝﾌﾟ
GA 冷却水循環ﾎﾟﾝﾌﾟ
屋外 共通電源車A
屋外 共通電源車B
屋外 共通電源車C

DB

自主

設備
区分

保管
場所

GA建屋

自由記述（事象概要）
確認完了予定時刻

設備名称
使用
可否

凡例 ●：使用可能 ✕：使用不可 ▲：準備中 サx：未確認

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開
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再処理事業所 ＣＯＰ②（3／8） 設備状況シート

現在時刻         

（前処理建屋）

自主対策

A系 B系 A系 B系
A4 安全冷却水A冷却塔    
AA 安全冷却水A循環ポンプA    
AA 安全冷却水A循環ポンプB    
A4 安全冷却水B冷却塔    
AA 安全冷却水B循環ポンプA    
AA 安全冷却水B循環ポンプB    

AA、洞道 配管、弁(再処理本体用外部ループA)      
AA、洞道 配管、弁(再処理本体用外部ループB)      

F1 安全冷却水系冷却塔A      
F1 安全冷却水系冷却塔B      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプA      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプB      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプC      
AA 配管、弁(使用済燃料受入れ及び貯蔵施設用外部ループA)      
AA 配管、弁(使用済燃料受入れ及び貯蔵施設用外部ループB)      
AA 純水ポンプA    
AA 純水ポンプB    
AA 配管、弁(給水処理設備、化学薬品貯蔵設備)    
AA 内部ループ1：安全冷却水1AポンプA    
AA 内部ループ1：安全冷却水1AポンプB    
AA 内部ループ1：安全冷却水1A中間熱交換器    

SA、DB、自主 AA 内部ループ1：安全冷却水1A内部ループ(配管、弁等を含む系統)        
AA 内部ループ1：安全冷却水1BポンプA    
AA 内部ループ1：安全冷却水1BポンプB    
AA 内部ループ1：安全冷却水1B中間熱交換器    

SA、DB、自主 AA 内部ループ1：安全冷却水1B内部ループ(配管、弁等を含む系統)        
AA 内部ループ2：安全冷却水2ポンプA      
AA 内部ループ2：安全冷却水2ポンプB      
AA 内部ループ2：安全冷却水2中間熱交換器      

SA、DB、自主 AA 内部ループ2：安全冷却水2内部ループ(配管、弁等を含む系統)            
SA、DB AA 貯槽等への注水用（配管、弁等を含む系統）    

AA 可搬型建屋内ホース(内部ループ通水)    
AA 可搬型建屋内ホース(貯槽等への注水)    
AA 可搬型建屋内ホース(冷却コイル等への通水)    

コンテナエリア 可搬型建屋外ホース（冷却用、換気用）        
屋外エリア 可搬型中型移送ポンプ(AA用)（冷却用、換気用）        
コンテナエリア 可搬型排水受槽(AA用)（冷却用、換気用）      

SA 屋外 可搬型発電機(AA用)(情報把握計装用と共用）    
SA、DB 屋外 主排気筒    
SA、DB AA セル導出系統(配管、弁、ダクト、ダンパ)    

AA 可搬型建屋内ホース    
AA 凝縮器    

コンテナエリア 可搬型建屋外ホース（冷却用、換気用）    
屋外エリア 可搬型中型移送ポンプ(AA用)（冷却用、換気用）    
コンテナエリア 可搬型排水受槽(AA用)（冷却用、換気用）    

SA、DB AA 代替セル排気系統(ダクト、ダンパ)    
AA 可搬型ダクト    
AA 可搬型フィルタ    
AA 可搬型排風機    
AA 安全空気圧縮装置A  
AA 安全空気圧縮装置B  
AA 安全空気圧縮装置C  
AA 可搬型建屋外ホース      
AA 可搬型建屋内ホース      

SA、DB、自主 AA 配管・弁(水素掃気、機器圧縮空気供給)        
SA、自主 屋外 可搬型空気圧縮機(AA-AB-KA共用)        

AA 可搬型一括供給用建屋外ホース    
AA 可搬型一括供給用建屋内ホース    

冷却コイ
ル等への

通水

重大事故対策

自主

DB、自主

DB、自主

DB、自主

SA

SA

DB

SA

SA

内部ルー
プ通水

保管
場所

排気

セルへの
導出

代替セル
排気

水素爆発
を未然に
防止する
ための空
気の供給

水素爆発
の再発を
防止する
ための空
気の供給

MM/DD

掃気
AA建屋

自由記述（事象概要）

重大事故対策 確認完了予定時刻

HH:MM

水素爆発
を未然に
防止する
ための空
気の一括

供給

設備
区分

設備名称
使用
可否

冷却
重大事故対策

貯槽等へ
の注水

中間熱交換
器バイパス
操作による

冷却

使用済燃料
の受入れ施
設及び貯蔵
施設用の安
全冷却水系
による冷却

給水処理
設備等か
ら貯槽等
への注水

自主対策

凡例 ●：使用可能 ✕：使用不可 ▲：準備中 サx：未確認

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開
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再処理事業所 ＣＯＰ②（4／8） 設備状況シート
現在時刻       

（分離建屋）

自主対策

A系 B系 A系 B系
A4 安全冷却水A冷却塔    
AA 安全冷却水A循環ポンプA    
AA 安全冷却水A循環ポンプB    
A4 安全冷却水B冷却塔    
AA 安全冷却水B循環ポンプA    
AA 安全冷却水B循環ポンプB    

AA、洞道 配管、弁(再処理本体用外部ループA)      
AA、洞道 配管、弁(再処理本体用外部ループB)      

F1 安全冷却水系冷却塔A      
F1 安全冷却水系冷却塔B      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプA      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプB      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプC      

F1、洞道、AA 配管、弁(使用済燃料受入れ及び貯蔵施設用外部ループA)      
F1、洞道、AA 配管、弁(使用済燃料受入れ及び貯蔵施設用外部ループB)      

AB 純水ポンプA    
AB 純水ポンプB    
AB 配管、弁(給水処理設備、化学薬品貯蔵設備)    
AB 安全冷却水外部ループA(配管、弁等を含む系統)      
AB 安全冷却水外部ループB(配管、弁等を含む系統)      
AB 内部ループ1：冷却水循環ポンプA    
AB 内部ループ1：冷却水循環ポンプB    
AB 内部ループ1：中間熱交換器A    

SA、DB、自主 AB 内部ループ1：中間熱交換器A内部ループ(配管、弁を含む系統)      
AB 内部ループ1：冷却水循環ポンプC    
AB 内部ループ1：冷却水循環ポンプD    
AB 内部ループ1：中間熱交換器B    

SA、DB、自主 AB 内部ループ1：中間熱交換器B内部ループ(配管、弁を含む系統)      
AB 内部ループ2：安全冷却水1AポンプA    
AB 内部ループ2：安全冷却水1AポンプB    
AB 内部ループ2：安全冷却水1A中間熱交換器    

SA、DB、自主 AB 内部ループ2：安全冷却水1A内部ループ(配管、弁等を含む系統)        
AB 内部ループ2：安全冷却水1BポンプA    
AB 内部ループ2：安全冷却水1BポンプB    
AB 内部ループ2：安全冷却水1B中間熱交換器    

SA、DB、自主 AB 内部ループ2：安全冷却水1B内部ループ(配管、弁等を含む系統)        
AB 安全冷却水2ポンプA      
AB 安全冷却水2ポンプB      
AB 安全冷却水2中間熱交換器      

SA、DB、自主 AB 安全冷却水2内部ループ(配管、弁等を含む系統)(内部ループ3)            
SA、DB AB 貯槽等への注水用（配管、弁等を含む系統）    

AB 可搬型建屋内ホース(内部ループ通水)    
AB 可搬型建屋内ホース(貯槽等への注水)    
AB 可搬型建屋内ホース(冷却コイル等への通水)    

コンテナエリア 可搬型建屋外ホース（冷却用、換気用）        
屋外エリア 可搬型中型移送ポンプ(AB-AC-CA共用)（冷却用、換気用）        
コンテナエリア 可搬型排水受槽(AB-AC-CA共用)（冷却用、換気用）      

SA 屋外 可搬型発電機(AB用)(情報把握計装用と共用）    
SA、DB 屋外 主排気筒    
SA、DB AB セル導出系統(配管、弁、ダクト、ダンパ)    

AB 可搬型建屋内ホース    
AB 凝縮器    

コンテナエリア 可搬型建屋外ホース（冷却用、換気用）    
屋外エリア 可搬型中型移送ポンプ(AB-AC-CA共用)（冷却用、換気用）    
コンテナエリア 可搬型排水受槽(AB-AC-CA共用)（冷却用、換気用）    

SA、DB AB 代替セル排気系統(ダクト、ダンパ)    
AB 可搬型ダクト    
AB 可搬型フィルタ    
AB 可搬型排風機    
AA 安全空気圧縮装置A  
AA 安全空気圧縮装置B  
AA 安全空気圧縮装置C  
AC 圧縮空気自動供給貯槽    
AC 機器圧縮空気自動供給ユニット    
AC 圧縮空気手動供給ユニット    
AB 可搬型建屋外ホース      
AB 可搬型建屋内ホース      

SA、DB、自主 AB 配管・弁(水素掃気、機器圧縮空気供給)        
SA、自主 屋外 可搬型空気圧縮機(AA-AB-KA共用)        

AA 可搬型一括供給用建屋外ホース    
AA 可搬型一括供給用建屋内ホース    

セルへの
導出

代替セル
排気

水素爆発
を未然に
防止する
ための空
気の供給

水素爆発
の再発を
防止する
ための空
気の供給

確認完了予定時刻

MM/DD HH:MM

排気
重大事故対策

掃気

水素爆発
を未然に
防止する
ための空
気の一括

供給

自由記述（事象概要）

重大事故対策

給水処理
設備等か
ら貯槽等
への注水

自主

SA

保管
場所

設備
区分

DB、自主

SA

DB、自主

DB、自主

DB、自主

DB、自主

SA

SA

DB

設備名称
使用
可否

重大事故対策

AB建屋

貯槽等へ
の注水

冷却コイ
ル等への

通水

使用済燃料
の受入れ施
設及び貯蔵
施設用の安
全冷却水系
による冷却

自主対策
冷却

内部ルー
プ通水

中間熱交換
器バイパス
操作による

冷却

凡例 ●：使用可能 ✕：使用不可 ▲：準備中 サx：未確認

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため
非公開

公開制限情報を含むため非
公開

公開制限情報を含むため非公開
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再処理事業所 ＣＯＰ②（5／8） 設備状況シート

現在時刻           
（精製建屋）

自主対策

A系 B系 A系 B系
A4 安全冷却水A冷却塔    
AA 安全冷却水A循環ポンプA    
AA 安全冷却水A循環ポンプB    

AA、洞道 配管、弁(再処理本体用外部ループA)      
A4 安全冷却水B冷却塔    
AA 安全冷却水B循環ポンプA    
AA 安全冷却水B循環ポンプB    

AA、洞道 配管、弁(再処理本体用外部ループB)      
F1 安全冷却水系冷却塔A      
F1 安全冷却水系冷却塔B      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプA      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプB      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプC      

F1、洞道、AA 配管、弁(使用済燃料受入れ及び貯蔵施設用外部ループA)      
F1、洞道、AA 配管、弁(使用済燃料受入れ及び貯蔵施設用外部ループB)      

AC 酸除染液調整槽ポンプ    
AC 純水ポンプA    
AC 純水ポンプB    
AC 配管、弁(給水処理設備、化学薬品貯蔵設備、塔槽類廃ガス処理設備)    
AC 安全冷却水外部ループA(配管、弁等を含む系統)      
AC 安全冷却水外部ループB(配管、弁等を含む系統)      
AC 内部ループ1：安全冷却水AポンプA    
AC 内部ループ1：安全冷却水AポンプB    
AC 内部ループ1：安全冷却水中間熱交換器A    

SA、DB、自主 AC 内部ループ1：安全冷却水A内部ループ(配管、弁等を含む系統)        
AC 内部ループ1：安全冷却水BポンプA    
AC 内部ループ1：安全冷却水BポンプB    
AC 内部ループ1：安全冷却水中間熱交換器B    

SA、DB、自主 AC 内部ループ1：安全冷却水B内部ループ(配管、弁等を含む系統)        
AC 内部ループ2：安全冷却水CポンプA      
AC 内部ループ2：安全冷却水CポンプB      
AC 内部ループ2：安全冷却水中間熱交換器C      

SA、DB、自主 AC 内部ループ2：安全冷却水C内部ループ(配管、弁等を含む系統)            
SA、DB AC 貯槽等への注水用（配管、弁等を含む系統）    

AC 可搬型建屋内ホース(内部ループ通水)    
AC 可搬型建屋内ホース(貯槽等への注水)    
AC 可搬型建屋内ホース(冷却コイル等への通水)    

コンテナエリア 可搬型建屋外ホース（冷却用、換気用）        
屋外エリア 可搬型中型移送ポンプ(AB-AC-CA共用)（冷却用、換気用）        

コンテナエリア 可搬型排水受槽(AB-AC-CA共用)（冷却用、換気用）      
SA 屋外 可搬型発電機(AC-CA共用)(情報把握計装用と共用）    

SA、DB 屋外 主排気筒    
SA、DB AC セル導出系統(配管、弁、ダクト、ダンパ)    

AC 可搬型建屋内ホース    
AC 凝縮器    

コンテナエリア 可搬型建屋外ホース（冷却用、換気用）    
屋外エリア 可搬型中型移送ポンプ(AB-AC-CA共用)（冷却用、換気用）    

コンテナエリア 可搬型排水受槽(AB-AC-CA共用)（冷却用、換気用）    
SA、DB AC 代替セル排気系統(ダクト、ダンパ)    

AC 可搬型ダクト    
AC 可搬型フィルタ    
AC 可搬型排風機    
AA 安全空気圧縮装置A  
AA 安全空気圧縮装置B  
AA 安全空気圧縮装置C  
AC 圧縮空気自動供給貯槽    
AC 機器圧縮空気自動供給ユニット    
AC 圧縮空気手動供給ユニット    
AC 可搬型建屋外ホース      
AC 可搬型建屋内ホース      

屋外 可搬型空気圧縮機(AC-CA共用)      
SA、DB、自主 AC 配管・弁(水素掃気、機器圧縮空気供給)        

屋外 可搬型空気圧縮機(AA-AB-KA共用)    
AA 可搬型一括供給用建屋外ホース    
AA 可搬型一括供給用建屋内ホース    

DB、自主

SA

DB、自主

DB、自主

SA

DB

SA

SA

保管
場所

掃気

水素爆発
を未然に
防止する
ための空
気の一括

供給

排気
重大事故対策 重大事故対策

セルへの
導出

代替セル
排気

水素爆発
を未然に
防止する
ための空
気の供給

水素爆発
の再発を
防止する
ための空
気の供給

使用済燃料
の受入れ施
設及び貯蔵
施設用の安
全冷却水系
による冷却

中間熱交換
器バイパス
操作による

冷却

給水処理
設備等か
ら貯槽等
への注水

自主対策

自主

AC建屋

使用
可否

設備
区分

設備名称 自由記述（事象概要）内部ルー
プ通水

貯槽等へ
の注水

冷却コイ
ル等への

通水

冷却
重大事故対策 確認完了予定時刻

MM/DD HH:MM

凡例 ●：使用可能 ✕：使用不可 ▲：準備中 サx：未確認

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開
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再処理事業所 ＣＯＰ②（6／8） 設備状況シート
現在時刻        

（ウラン・プルトニウム混合脱硝建屋）

自主対策

A系 B系
AA、洞道 配管、弁(再処理本体用外部ループA)    
AA、洞道 配管、弁(再処理本体用外部ループB)    

F1 安全冷却水系冷却塔A      
F1 安全冷却水系冷却塔B      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプA      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプB      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプC      

F1、洞道、AA 配管、弁(使用済燃料受入れ及び貯蔵施設用外部ループA)      
F1、洞道、AA 配管、弁(使用済燃料受入れ及び貯蔵施設用外部ループB)      

CA 硝酸溶液供給ポンプA    
CA 硝酸溶液供給ポンプB    
CA 純水移送ポンプA    
CA 純水移送ポンプB    
CA 配管、弁(給水処理設備、化学薬品貯蔵設備)    
CA 安全冷却水外部ループA(配管、弁等を含む系統)    
CA 安全冷却水外部ループB(配管、弁等を含む系統)    
CA 安全冷却水A第2中間熱交換器    
CA 安全冷却水B第2中間熱交換器    
CA 冷水移送ポンプＡ    
CA 冷水移送ポンプB    
CA 安全冷却水A第1中間熱交換器    

SA、DB、自主 CA 安全冷却水A内部ループ(配管、弁等を含む系統)      
CA 冷水移送ポンプC    
CA 冷水移送ポンプD    
CA 安全冷却水B第1中間熱交換器    

SA、DB、自主 CA 安全冷却水B内部ループ(配管、弁等を含む系統)      
SA、DB CA 貯槽等への注水用（配管、弁等を含む系統）    

CA 可搬型建屋内ホース(内部ループ通水)    
CA 可搬型建屋内ホース(貯槽等への注水)    
CA 可搬型建屋内ホース(冷却コイル等への通水)    

コンテナエリア 可搬型建屋外ホース（冷却用、換気用）        
屋外エリア 可搬型中型移送ポンプ(AB-AC-CA共用)（冷却用、換気用）        

コンテナエリア 可搬型排水受槽(AB-AC-CA共用)（冷却用、換気用）      
SA 屋外 可搬型発電機(AC-CA共用)(情報把握計装用と共用）    

SA、DB 屋外 主排気筒    
SA、DB CA セル導出系統(配管、弁、ダクト、ダンパ)    

CA 可搬型建屋内ホース    
CA 凝縮器    

コンテナエリア 可搬型建屋外ホース（冷却用、換気用）    
屋外エリア 可搬型中型移送ポンプ(AB-AC-CA共用)（冷却用、換気用）    

コンテナエリア 可搬型排水受槽(AB-AC-CA共用)（冷却用、換気用）    
SA、DB CA 代替セル排気系統(ダクト、ダンパ)    

CA 可搬型ダクト    
CA 可搬型フィルタ    
CA 可搬型排風機    
AA 安全空気圧縮装置A  
AA 安全空気圧縮装置B  
AA 安全空気圧縮装置C  
AC 圧縮空気自動供給ユニット    
AC 機器圧縮空気自動供給ユニット    
AC 圧縮空気手動供給ユニット    
CA 可搬型建屋外ホース      
CA 可搬型建屋内ホース      

屋外 可搬型空気圧縮機(AC-CA共用)      
SA、DB、自主 CA 配管・弁(水素掃気、機器圧縮空気供給)        

屋外 可搬型空気圧縮機(AA-AB-KA共用)    
AA 可搬型一括供給用建屋外ホース    
AA 可搬型一括供給用建屋内ホース    

冷却
重大事故対策 自主対策

排気
重大事故対策

保管
場所

CA建屋

使用済燃料の
受入れ施設及
び貯蔵施設用
の安全冷却水
系による冷却

設備
区分

設備名称 使用
可否 内部ループ

通水
貯槽等への

注水
冷却コイル
等への通水

水素爆発を
未然に防止
するための
空気の一括

供給

自由記述（事象概要）
給水処理設
備等から貯
槽等への注

水

セルへの
導出

代替セル
排気

水素爆発を
未然に防止
するための
空気の供給

水素爆発の
再発を防止
するための
空気の供給

確認完了予定時刻

MM/DD HH:MM

掃気
重大事故対策

自主

DB、自主

DB、自主

SA

SA

DB

SA

SA

凡例 ●：使用可能 ✕：使用不可 ▲：準備中 サx：未確認

公開制限情報を含むため
非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため
非公開

公開制限情報を含むため非公開
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再処理事業所 ＣＯＰ②（7／8） 設備状況シート（472／2）

現在時刻          

（高レベル廃液ガラス固化建屋）

A系 B系 A系 B系 A系 B系
A4 安全冷却水A冷却塔    
AA 安全冷却水A循環ポンプA    
AA 安全冷却水A循環ポンプB    

AA、洞道 配管、弁(再処理本体用外部ループA)      
A4 安全冷却水B冷却塔    
AA 安全冷却水B循環ポンプA    
AA 安全冷却水B循環ポンプB    

AA、洞道 配管、弁(再処理本体用外部ループB)      
F1 安全冷却水系冷却塔A      
F1 安全冷却水系冷却塔B      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプA      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプB      
F1 安全冷却水系冷却水循環ポンプC      

F1、洞道、AA 配管、弁(使用済燃料受入れ及び貯蔵施設用外部ループA)      
F1、洞道、AA 配管、弁(使用済燃料受入れ及び貯蔵施設用外部ループB)      

G9 冷却塔      
G9 冷却水循環ポンプ      
G9 冷却水循環ポンプ      
G9 冷却水循環ポンプ      
G9 配管、弁(一般冷却水ループ)      
KA 純水供給ポンプA    
KA 純水供給ポンプB    
KA 配管、弁(給水処理設備、化学薬品貯蔵設備)    
KA 安全冷却水外部ループA(配管、弁等を含む系統)        
KA 安全冷却水外部ループB(配管、弁等を含む系統)        
KA 内部ループ1：安全冷却水1AポンプA    
KA 内部ループ1：安全冷却水1AポンプB    
KA 内部ループ1：安全冷却水1A中間熱交換器    

SA、DB、自主 KA 内部ループ1：安全冷却水1A内部ループ(配管、弁等を含む系統)        
KA 内部ループ1：安全冷却水1BポンプA    
KA 内部ループ1：安全冷却水1BポンプB    
KA 内部ループ1：安全冷却水1B中間熱交換器    

SA、DB、自主 KA 内部ループ1：安全冷却水1B内部ループ(配管、弁等を含む系統)        
KA 内部ループ2：第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水AポンプA      
KA 内部ループ2：第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水AポンプB      
KA 内部ループ2：第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水A中間熱交換器      

SA、DB、自主 KA 内部ループ2：第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水A内部ループ(配管、弁等を含む系統)          
KA 内部ループ2：第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水BポンプA      
KA 内部ループ2：第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水BポンプB      
KA 内部ループ2：第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B中間熱交換器      

SA、DB、自主 KA 内部ループ2：第1高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B内部ループ(配管、弁等を含む系統)          
KA 内部ループ3：第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水AポンプA      
KA 内部ループ3：第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水AポンプB      
KA 内部ループ3：第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水A中間熱交換器      

SA、DB、自主 KA 内部ループ3：第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水A内部ループ(配管、弁等を含む系統)          
KA 内部ループ3：第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水BポンプA      
KA 内部ループ3：第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水BポンプB      
KA 内部ループ3：第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B中間熱交換器      

SA、DB、自主 KA 内部ループ3：第2高レベル濃縮廃液貯槽冷却水B内部ループ(配管、弁等を含む系統)          
KA 内部ループ4：安全冷却水A系ポンプA      
KA 内部ループ4：安全冷却水A系ポンプB      
KA 内部ループ4：安全冷却水A系中間熱交換器      

SA、DB、自主 KA 内部ループ4：安全冷却水A系内部ループ(配管、弁等を含む系統)          
KA 内部ループ4：安全冷却水B系ポンプA      
KA 内部ループ4：安全冷却水B系ポンプB      
KA 内部ループ4：安全冷却水B系中間熱交換器      

SA、DB、自主 KA 内部ループ4：安全冷却水B系内部ループ(配管、弁等を含む系統)          
KA 内部ループ5：高レベル廃液共用貯槽冷却水AポンプA      
KA 内部ループ5：高レベル廃液共用貯槽冷却水AポンプB      
KA 内部ループ5：高レベル廃液共用貯槽冷却水A中間熱交換器      

SA、DB、自主 KA 内部ループ5：高レベル廃液共用貯槽冷却水A内部ループ(配管、弁等を含む系統)          
KA 内部ループ5：高レベル廃液共用貯槽冷却水BポンプA      
KA 内部ループ5：高レベル廃液共用貯槽冷却水BポンプB      
KA 内部ループ5：高レベル廃液共用貯槽冷却水B中間熱交換器      

SA、DB、自主 KA 内部ループ5：高レベル廃液共用貯槽冷却水B内部ループ(配管、弁等を含む系統)          
SA、DB KA 貯槽等への注水用（配管、弁等を含む系統）    

KA 冷却水給排水配管・弁      
KA 機器注水配管・弁    
KA 可搬型建屋内ホース(内部ループ通水)    
KA 可搬型建屋内ホース(貯槽等への注水)    
KA 可搬型建屋内ホース(冷却コイル等への通水)    

コンテナエリア 可搬型建屋外ホース（冷却用、換気用）        
屋外エリア 可搬型中型移送ポンプ(KA用)（冷却用、換気用）        
コンテナエリア 可搬型排水受槽(KA用)（冷却用、換気用）      

SA

冷却

中間熱交換器バ
イパス操作によ

る冷却

使用
可否 貯槽等への注

水
内部ループ通

水

給水処理設備
等から貯槽等

への注水
HH:MM

確認完了予定時刻

DB、自主

DB、自主

保管
場所

KA建屋

MM/DD
自由記述（事象概要等）冷却コイル等

への通水

使用済燃料の受
入れ施設及び貯
蔵施設用の安全
冷却水系による

冷却

運転予備負荷用
一般冷却水系に

よる冷却

設備
区分

設備名称

重大事故対策 自主対策

DB、自主

DB、自主

DB、自主

DB、自主

DB、自主

DB、自主

DB、自主

DB、自主

凡例 ●：使用可能 ✕：使用不可 ▲：準備中 サx：未確認

COP−12
472

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開



再処理事業所 ＣＯＰ②（7／8） 設備状況シート（473／2）

現在時刻          

（高レベル廃液ガラス固化建屋）

セルへの
導出

代替セル
排気

水素爆発を未
然に防止する
ための空気の

供給

HH:MM

SA 屋外 可搬型発電機(KA用)(情報把握計装用と共用）    
SA、DB 屋外 主排気筒    
SA、DB KA セル導出系統(配管、弁、ダクト、ダンパ)    

KA 可搬型建屋内ホース    
KA 可搬型配管    
KA 凝縮器    
KA 凝縮器冷却水給排水配管・弁    

コンテナエリア 可搬型建屋外ホース（冷却用、換気用）    
屋外エリア 可搬型中型移送ポンプ(KA用)（冷却用、換気用）    
コンテナエリア 可搬型排水受槽(KA用)（冷却用、換気用）    

SA、DB KA 代替セル排気系統(ダクト、ダンパ)    
KA 可搬型ダクト    
KA 可搬型フィルタ    
KA 可搬型排風機    
AA 安全空気圧縮装置A  
AA 安全空気圧縮装置B  
AA 安全空気圧縮装置C  
KA 可搬型建屋外ホース    
KA 可搬型建屋内ホース    

SA、DB、自主 KA 配管・弁(水素掃気、機器圧縮空気供給)    
SA、自主 屋外 可搬型空気圧縮機(AA-AB-KA共用)    

AA 可搬型一括供給用建屋外ホース  
AA 可搬型一括供給用建屋内ホース  

SA

 
 
 
 

 

 
 
 

SA

DB

SA

自主

重大事故対策

水素爆発の再発
を防止するため
の空気の供給

重大事故対策 自主対策
水素爆発を未然
に防止するため
の空気の一括供

給

自由記述（事象概要等）設備区分 保管場所 設備名称
使用
可否

排気
確認完了予定時刻

MM/DD

掃気
KA建屋 凡例 ●：使用可能 ✕：使用不可 ▲：準備中 サx：未確認

COP−13
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再処理事業所 ＣＯＰ②（8／8） 設備状況シート

現在時刻        

FA建屋

A系 B系
FA  
FA  

保管庫      
屋外    

コンテナ    
コンテナ    

屋外    
コンテナ    
コンテナ    
コンテナ    
コンテナ    

F1    
F1    

F1, FA, 洞道    
F1    
F1    

F1, FA, 洞道    
F1      
FA    
FA    
FA    
FA    
FA    
FA    
FA      
FA      
FA      
FA    
FA    
FA      

屋外      
コンテナ    

自由記述（事象概要等）

重大事故対策 自主対策

燃料貯蔵プー
ル等への注水

燃料貯蔵プー
ル等へのスプ

レイ

共通電源車を
用いた冷却機
能及び注水機

能の復旧
漏えい緩和

確認完了予定時刻

MM/DD HH:MM
設備区分 設備名称保管場所

（使用済燃料受入れ・貯蔵建屋）
燃料損傷

使用
可否

プール水冷却系熱交換器Ｃ
プール水冷却系ポンプＣ

可搬型建屋外ホース（プール等へのスプレイ用、放出抑制用）
可搬型建屋内ホース（プール等へのスプレイ用、放出抑制用）

可搬型中型移送ポンプ
可搬型建屋外ホース（プール等への注水用）
可搬型建屋内ホース（プール等への注水用）
大型移送ポンプ車

配管、弁（プール水冷却系内部ループＡ系）

安全冷却水系冷却水循環ポンプＣ

プール水冷却系熱交換器Ｂ

プール水冷却系ポンプＡ

プール水冷却系ポンプＢ

可搬型スプレイヘッダ

配管、弁（プール水冷却系内部ループＢ系）

止水材（ステンレス鋼板、ロープ等）

補給水槽
補給水設備ポンプＡ
補給水設備ポンプＢ
配管、弁（補給水設備）

DB、自主

自主

安全冷却水系冷却水循環ポンプＢ

配管、弁（安全冷却水系外部ループＡ系）

配管、弁（安全冷却水系外部ループＢ系）

プール水冷却系熱交換器Ａ

安全冷却水系冷却水循環ポンプＡ

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設可搬型発電機

共通電源車

安全冷却水系冷却塔Ａ

安全冷却水系冷却塔Ｂ

可搬型建屋内ホース（プール等へのスプレイ用）

SA

DB 第１非常用ディーゼル発電機A
第１非常用ディーゼル発電機B

凡例 ●：使用可能 ✕：使用不可 ▲：準備中 サx：未確認

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開

公開制限情報を含むため非公開
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再処理事業所 ＣＯＰ③  戦略シート１／６（初動対応：屋内）

現在時刻

カテゴリ
建屋

優先順位

No. 建屋 対応手段 目標時間

第1

第2

実績

第1

第2

戦略・指示事項

第2

予定
KA

第1

実績

決定
ルート

特記事項

1 AC
第1

第2

実績

3 AB
予定 予定

実績

実績

実績

初動対応

準備開始 準備完了

実績 実績

実績

第1

第2
4

2 CA
予定 予定

発災から
90分後

予定 予定

予定

6 F
発災から
90分後

実績

5 AA
予定 予定

実績 実績

第1

第2

COP−15
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再処理事業所 ＣＯＰ③  戦略シート２／６（屋外）

現在時刻

カテゴリ 優先順位

初動対応 No. 目標時間

予定 予定 南

実績 実績 北

カテゴリ 優先順位

予定
実績
予定 
実績
予定
実績
予定 
実績
予定
実績
予定
実績

屋外

6

3

5

準備開始

戦略・指示事項

準備開始 準備完了 決定
ルート

特記事項対応手段

詳細情報

制限時間 特記事項対応手段

1
発災から
70分後

No.

1

2

4

（備考）

戦略・指示事項

屋外

使用開始準備完了

COP−16
 476



現在時刻

カテゴリ 優先順位

予定
実績
予定 
実績
予定
実績
予定 
実績
予定
実績
予定
実績

上記対策が失敗した場合のバックアップ
カテゴリ 優先順位

予定
実績
予定
実績
予定
実績
予定
実績
予定
実績
予定
実績

（備考）

戦略・指示事項 詳細情報

準備完了 使用開始 制限時間 特記事項対応手段

冷却

No. 準備開始

4

5

6

再処理事業所 ＣＯＰ③ 戦略シート３／６（冷却）

戦略・指示事項 詳細情報

準備完了 使用開始 制限時間 特記事項対応手段

冷却

No. 準備開始

2

（備考）

1

3

COP−17
 477



現在時刻

カテゴリ 優先順位

予定 
実績
予定
実績
予定
実績
予定
実績
予定
実績

上記対策が失敗した場合のバックアップ

カテゴリ 優先順位

予定 
実績
予定
実績
予定
実績
予定
実績
予定
実績

再処理事業所 ＣＯＰ③ 戦略シート４／６（掃気）

対応手段

戦略・指示事項 詳細情報

掃気

No. 準備開始 準備完了 使用開始 制限時間 特記事項

戦略・指示事項 詳細情報

準備完了 使用開始 制限時間 特記事項No. 準備開始対応手段

掃気

（備考）

5

4

（備考）

1

2

3

COP−18
478



現在時刻

カテゴリ 優先順位

予定
実績
予定
実績
予定
実績
予定
実績
予定
実績

カテゴリ 優先順位

予定
実績
予定
実績
予定
実績
予定
実績
予定
実績

使用開始対応手段

再処理事業所 ＣＯＰ③ 戦略シート５／６（排気・主排気筒）

主排気筒

No. 準備開始 準備完了

5

（備考）

特記事項

1

2

3

4

詳細情報

使用開始 特記事項

1

2

3

4

5

戦略・指示事項

排気

No. 準備開始 準備完了

戦略・指示事項 詳細情報

対応手段

（備考）

COP−19
 479



現在時刻

カテゴリ 優先順位

予定
実績
予定
実績
予定
実績

予定
実績
予定
実績
予定
実績

予定
実績
予定
実績
予定
実績

再処理事業所 ＣＯＰ③ 戦略シート６／６（燃料損傷、廃棄物管理施設）

戦略・指示事項 詳細情報

燃料損傷

No. 対応手段 準備開始 準備完了

2

使用開始 制限日時 特記事項

1

3

1

2

（備考）

No. 対応手段 準備開始 準備完了 使用開始 特記事項

（備考）

その他

No. 対応手段 準備開始 準備完了 使用開始 特記事項

1

廃棄物
管理施設

（備考）

3

2

3

COP−20
 480



※：EAL判断に使用する機器 ：本部事務局 ：運転管理班 ：放射線管理班 ：設備応急班 ：消火班 :総務班

：

氏名：
場所：
症状：

（負傷者合計

燃焼物

：

：

(□中制　□現場)
：

公設消防連絡 :

：

非
管
理
区
域

氏名：
場所：
症状：

負傷者情報（詳細）【初期情報】

負傷者情報（詳細）
氏名：
場所：
症状：

氏名：
場所：
症状：

行方不明者（□有 □無） 行方不明者情報：

氏名：
場所：
症状：

管
理
区
域

名）

建屋状況

応
急
処
置
対
処
状
況

氏名：
場所：
症状：

敷地外道路

ppm HFセンサ ppm

ゲート、道路状況

送排風機 機器 機器

屋
外

局所排風機 HFセンサ

温度センサ ℃ 温度センサ ℃

屋
内

工場入域ゲート その他

周辺監視区域内道路

立入制限区域内道路

非常用ＤＧｰＡ 異常発生設備

非常用ＤＧｰＢ 設備 設備

μSv/h

μSv/h

【初期情報】

消
火
活
動

公設消防

本格消火（消火班）

負傷者情報

：

ー

(□中制　□現場)
遠隔ＣＯ2 ：

μSv/h

μSv/h

２号工程用モニタＢ
(上限値：5.00)

0.00
(0.00～5.00)

ppm
(□中制　□現場)

　 天候
２号発回均質室入口

ＨＦセンサ(上限値：9.00)
0.00

(0.00～9.00)
ppm 屋上放水装置（消火班）

(□中制　□現場)

： ： 排気用ＨＦモニタＡ
(上限値：200)

0
(0～200)

ppb

溢水遮断弁

局所排気系ダンパ

： ： 排気用ＨＦモニタＢ
(上限値：2.00)

0.00
(0.00～2.00) 建屋送排気系ダンパ

： ： ２号工程用モニタＡ
(上限値：5.00)

0.00
(0.00～5.00)

ppm
２号発回均質室ｼｬｯﾀ

前ｶｰﾃﾝ目張り気象情報

： ：

排気用モニタＢ（監視盤)※
1.0E+00 (1.0E+00～

1.0E+04) min－１ 加熱機器類
： ：

初
動
対
応
状
況

： ：

： ： ＥＡＬ到達予想時刻（基準値：75000cpm）

ppb

：

：

発生場所均質槽緊急遮断弁

遠隔ハロン

ＥＡＬ 放射性物質の放出状況 ＵＦ６漏えい対処 火災対処

区分 事象確認時刻 EAL判断時刻

プ
ラ
ン
ト
計
測
装
置

機器 平常値
（測定範囲）

測定値 単位 状
態

状
況

火災発報

１号均質室入口
ＨＦセンサ(上限値：9.00)

0.00
(0.00～9.00)

ppm 建屋放水（消火班）

火災の状況

大津波警報 入力
状況
及び
時間

随時更新中 No.

    気温（℃） 初期消火 ： ：

排気用モニタＡ（監視盤)※
1.0E+00 (1.0E+00～

1.0E+04) min－１

加工施設ＣＯＰ①
（濃縮 設備状況）

体
制

災害
情報

地震インターロック

    風向

M
P
値
等

    風速（m/s）

ＭＰ－１※
0.02

(0.02～10.0)

共通設備状況 ＭＰ－３※
0.02

(0.02～10.0)

カスケード設備 モニタリングカー
（測定場所：№24地下水採取№5

付近　　　　）

0.02
(0.02～10.0)プラント監視

外部電源

ＭＰ－２※

ＥＡＬ到達予想時刻（基準値：5μSv/ｈ）

0.02
(0.02～10.0)    大気安定度

0000年00月00日 00時00分

資料４－２



漏えい閉じ込め

建屋送排風機 :

⑧ 切替ダンパ :

:

④ ダンパ :

⑤ 局所排風機 :

⑥ 局所排気装置 :

⑦ バイパスダンパ :

２号工程
用モニタ
（ppm）

①
排気用
モニタ

（minｰ1）

Ａ

Ｂ

②
排気用ＨＦ
モニタ
（ppb）

Ａ

Ｂ

③ 2号発回均質棟系
排風機

漏えい閉じ込め 漏えい検知

①
均質槽

（  号機）
: ⑤

④
均質槽

防護カバー
: ⑩ 温度センサ（℃）

③
均質槽

配管カバー
: ⑦

２号発回均質前
ｼｬｯﾀ前ｶｰﾃﾝ

:
火災の検知

② 均質槽 配管 : ⑥
詰替ガス
移送弁

:

ア

イ

ウ

エ

オ

⑤

③ 放水ポンプ

非常用ＤＧ-Ａ

:

④

漏えい閉じ込め

外部電源（特高設備） :

漏えい閉じ込め

① 消防車放水 :

② 屋上放水装置

２
号

遠隔消火設備（ﾊﾛﾝ）

遠隔消火設備（CO2）

（その他）

漏えい検知

火災対処

1
号

遠隔消火設備（ﾊﾛﾝ）

遠隔消火設備（CO2）

プラント監視

カスケード設備

コールド
トラップ :

② 冷凍機 :

:

:

漏えい閉じ込め
火災対処

1
号

遠隔消火設備（ﾊﾛﾝ）

遠隔消火設備（CO2）
⑫

コールド
トラップ

: ⑬

1 2 3 4 5

火災の検知

⑮ 温度センサ（℃）
２
号

遠隔消火設備（ﾊﾛﾝ）

遠隔消火設備（CO2）

5

No.

現在時刻 0000/00/00　00:00

⑭
ＨＦ

センサ
（ppm）

コールド
トラップ
付近

（その他）

漏えい検知

ＨＦ
センサ
（ppm）

③ 室入口付近

④
コールドト
ラップ付近

火災の検知

⑤ 温度センサ（℃）

漏えい閉じ込め

①

1 2 3

非常用ＤＧ-Ｂ

冷凍機 :

:

Ａ

Ｂ
⑨

⑪

4

緊急遮断弁 : ＨＦ
センサ
（ppm）

⑧

ＣＯＰ② （加工施設【ウラン濃縮工場】設備概要図）

中央操作棟（２階）排気室２号発回均質棟（１階）２号発回均質室

（凡例）

設備の記載する時間は起動時間などを示す。

貯水槽

①消防車放水

②屋上放水装置

屋外等

中央操作棟（１階）搬送通路ＨＦ

センサ

④外部電源（特高設備）

⑤非常用ディーゼル発電機

常用給電

非常用給電

③放水ポンプ

Ｃ
Ｏ
２

ハ
ロ
ン２号発回均質室

シャッタ

２号発回均質室

シャッタ前

カーテン

中央操作棟（２階）中央制御室

１号発回均質棟（１階）１号均質室ＨＦ

センサ

１号均質室

シャッタ

①

②
均質槽 配管

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫
⑬

⑭⑮

①

①

②

②

③

④

⑤

⑥⑧

①
②

③

④⑤

⑦



加⼯施設　COP③（戦略シート）　【ＵＦ６漏えい】
No.

現在時刻 0000/00/00 00:00

優先順位 戦略内容 開始⽬標⽇時 開始⽇時 進捗状況 完了⽇時

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

7

8

1

2

3

4

5

6



加⼯施設　COP③（戦略シート）　【⽕災】
No.

現在時刻 0000/00/00 00:00

優先順位 戦略内容 開始⽬標⽇時 開始⽇時 進捗状況 完了⽇時

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

7

8

1

2

3

4

5

6



加⼯施設　COP③（戦略シート）　【⼈災】
No.

現在時刻 0000/00/00 00:00

優先順位 戦略内容 開始⽬標⽇時 開始⽇時 進捗状況 完了⽇時

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

7

8

1

2

3

4

5

6



加⼯施設　COP③（戦略シート）　【その他】
No.

現在時刻 0000/00/00 00:00

優先順位 戦略内容 開始⽬標⽇時 開始⽇時 進捗状況 完了⽇時

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

/ / /

場所︓ 対応⼈数︓ 装備︓ ︓ ︓ ︓

7

8

1

2

3

4

5

6



：異常あり ：確認中 ：異常なし

MP：5µSv/ｈ以上でEAL判断 排気用モニタの検出上限は100,000min-1である。

モニタリングカー 0.02 μSv/h 排気用モニタB 600

min-1

ＭＰ-２ 0.02 μSv/h 平常値

min-1

バックアップ設備なし

詳

細

ＭＰ-１ 0.02 μSv/h 建屋制御室監視 -

機器 平常時 測定値 単位 外部電源

測定値 単位

ＭＰ-３ 0.02 μSv/h 排気用モニタA 600

負傷者情報等 負傷者　合計 名

輸送車両

　大気安定度 廃棄体

設

備

状

況

埋設設備

　風向 埋設クレーン

　風速  （m/s）

放射性物質の放出状況 設備関係

管理建屋 ２号埋設地

火

災

対

応

状況

詳

細

気象情報 消火班

　天候 消火専門隊

発生場所

初期消火

公設消防

　気温　（℃）

廃棄体

設

備

状

況

埋設設備

2号埋設地

消火専門隊 消火班

消火班 公設消防 受入れトラック室

公設消防 初期消火

初期消火 火報発報 検査室

発生場所 発生場所 廃棄体一時貯蔵室

詳

細

火

災

対

応

状況
設

備

状

況
廃棄体一時仮置台

消火専門隊

埋設クレーン

詳

細

操業状況 輸送車両

1号埋設地

ＥＡＬ 1号埋設地 低レベル廃棄物管理建屋　等

区分 事象確認時刻 ＥＡＬ判断時刻

火

災

対

応

状況

廃棄物埋設施設

ＣＯＰ①（施設状況図）

非常時体制・防災体制 災害情報

現在 2023/7/14 10:00 　埋　No.

払い出しトラック室

 58123

j2190167
テキストボックス
資料4－3



廃棄物埋設施設　ＣＯＰ②－１（施設全体）
現在時刻 2023/7/14 10:00

　　　*異常発生場所等を図示する。  59



廃棄物埋設施設　ＣＯＰ②－2（低レベル廃棄物管理建屋　1F）
現在時刻 2023/7/14 10:00

　　*異常発生場所等を図示する。
 60



廃棄物埋設施設　ＣＯＰ②－3（低レベル廃棄物管理建屋　2F）
現在時刻 2023/7/14 10:00

　　*異常発生場所等を図示する。
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①

②

③

④

⑤

①

②

③

④

⑤

①

②

③

④

⑤

備考
対応人数

装備

：

戦略 進捗状況

戦術

優先順位3 開始時刻（予定） ： 所要時間 ： 完了時刻（予定）

備考
対応人数

装備

：

戦略 進捗状況

戦術

優先順位2 開始時刻（予定） ： 所要時間 ： 完了時刻（予定）

備考
対応人数

装備

戦略 進捗状況

戦術

廃棄物埋設施設 COP③（戦略シート） 現在時刻

優先順位１ 開始時刻（予定） ： 所要時間 ： 完了時刻（予定） ：
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加工施設
原子力防災に係る概要資料

1

資料５－２



改定経緯表

改定日 改定内容
2020年11月24日 新規制定

2021年11月5日

・P69 非常用発電機の仕様、外部電源系統の電気供給停止した場合の設計追加
・P87 耐震貯水槽の水量、各設備による放水可能時間を追加
・P92 化学防護服での活動許容濃度、活動可能時間を追加
・P94 漏えい発生箇所に対する収束方法の追加
・P98 UF6の取扱い上の注意事項等（ＨＦの化学毒性含む）
・P101  建屋損傷状況報告方法を追加
・「初動時情報提供シート」を添付１に追加
・その他記載の適正化

2021年12月10日
・（全体）ページ番号の修正
・ＣＯＰ名称変更および記載内容修正
・その他記載の適正化

2021年12月15日

・Ｐ73 概略系統図（非常用電源）の記載内容を一部修正
・Ｐ74 単線結線図の記載方法について修正（P75~P78新たに追加）
・ＣＯＰ名称変更
・ページ番号の修正
・その他記載の適正化

2022年10月24日

・商業機微情報（図等）などを削除し、公開可能な資料に修正
・保安規定との整合（設備名称変更、設備追加など）
・漏えい箇所閉止方法（大気圧以上のＵＦ6の場合の具体的対処例）を追加
・反省事項を踏まえたＣＯＰ記載内容修正
・その他記載の適正化（項目名称の変更、ページ番号の修正）

2022年11月1日
・P76,P90,102 建屋排風機ダンパの整合および追加
・P90 対処手順の修正
・その他記載の適正化

２



目次

項 目 ページ
概要等

原子力防災体制 ５

加工施設関連拠点 ７

加工施設の概要 ８

１．敷地内配置概要図（建物） １４

２．カスケード設備 １５

３．ＵＦ６処理設備 １６

４．均質・ブレンディング設備 １８

５．付着ウラン回収設備 ２０
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８．気体廃棄物の廃棄設備 ２５

９．液体廃棄物の廃棄設備 ２７
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21．重大事故等対処資機材 ３９

22．恒温水・低温水設備、冷却水設備 ４０

23．ボイラ設備、熱水設備 ４１

24．計装空気設備 ４２

25．窒素設備 ４３

26．水処理設備 ４４

27．排水処理設備 ４５
３



目次

項 目 ページ
概要等

28．所内電気設備 ４６
29．計測制御設備 ４７

電源・計器・平面図等
加工施設 主要施設平面図（周辺監視区域図） ４８
加工施設 主要施設平面図（敷地内配置図） ４９
加工施設 主要施設平面図（ウラン濃縮建屋などの管理区域図） ５０
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加工工程図 ５５
概略系統図（排気） ５９
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概略系統図（付着ウラン回収工程） ６１
概略系統図（非常用電源） ６２
単線結線図 ６３
電源喪失時の工程状態図 ６８

主要事象の対応等
UF６漏えいに係る措置（UF６漏えいが想定される事象） ７０
UF６漏えいに係る措置（漏えいリスクの低減） ７２
UF６漏えいに係る措置（従事者保護対策） ７３
UF６漏えいに係る措置（UF６漏えいの検知） ７６
UF６漏えいに係る措置（UF６漏えい事象把握） ７９
UF６漏えいに係る措置（UF６漏えい事象対処） ８０
火災に係る措置（火災の検知） ８７
火災に係る措置（火災の消火） ８８
外部放出可能性ルートおよび対処方法 ９０
UF６の取扱い上の注意事項等（ＨＦの化学毒性（濃度と健康影響）含む） ９３
建屋損傷状況報告方法 ９６

添付
日本原燃 加工施設（ウラン濃縮⼯場）初動時 情報提供シート １００

ＣＯＰ １０１

ＥＡＬ判断基準 １０５

４



廃棄物埋設施設
原子力防災に係る概要資料

本資料は、本提出目的以外に使用されることは御遠慮ください。
また、当社の同意なく本資料の全部または一部を第三者に公開、開示されることのないように願います。
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改定経緯表

改正日 改正内容

2023年９月 日

以下の内容を見直し、改正する。
●モニタリングポスト測定範囲見直しに伴う修正

Ｐ.10 モニタリングポスト測定下限値修正
●記載の適正化

Ｐ.20 2023年9月末時点の埋設状況反映
P.24、33、34、37、38、43、47、48、49、51 用語の統一／誤記修正
Ｐ.26、58 埋設施設図の設備名称の記載位置の見直し
Ｐ.56、57 初動対応シート／ＣＯＰ① 排気用モニタ単位修正および当該平常値など値の修正

2

※改定経緯表の旧版分については別添－１に記載する
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原子力防災体制 6

廃棄物埋設施設関連拠点 7
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敷地内配置図 9

モニタリングポスト・気象観測装置配置場所等 10

廃棄物埋設施設の工程概要

全体工程 11

個別工程 12

施設構造等

埋設設備の構造 20

低レベル廃棄物管理建屋の構造 21

埋設する廃棄体の種類 22

計器系統図

単線結線図 24

空調系概略系統図 25

目次
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項 目 ページ

平面図

廃棄物埋設施設全体平面図 26

埋設地周辺平面図 27

低レベル廃棄物管理建屋平面図 28

低レベル廃棄物管理建屋内鳥瞰図 30

主な応急措置対策手順

受入れ時 ： 輸送容器落下による廃棄体内容物の飛散 31

廃棄体取扱時 ： 輸送容器落下による廃棄体内容物の飛散 32

廃棄体取扱時 ： 廃棄体落下による廃棄体内容物の飛散 33

構内輸送時 ： 構内輸送車両事故による廃棄体内容物の飛散 37

埋設クレーン取扱時 ： 廃棄体落下による廃棄体内容物の飛散 38

輸送容器・廃棄体取扱時 ： 電源喪失 39

廃棄体・輸送容器内面の主な養生方法 40

廃棄体の主な移送方法 ： 管理区域内 42

廃棄体の主な移送方法 ： 屋外→管理区域内 50

目次
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項 目 ページ

添付

廃棄物埋設施設 初動対応情報シート 56

ＣＯＰ 57

ＥＡＬ判断フロー 62

その他

別添－１ 旧改定経緯表 92

目次

5



ＥＲＣとの情報共有における情報フロー

２０２３年8月8日
再処理事業部

資料６-１



目 次

1

１. ＥＲＣ対応ブース（全社）配席図・構成・役割
＜事業部連絡員到着まで＞

２. ＥＲＣ対応ブース（再処理）配席図 ・構成・役割
＜事業部連絡員到着後＞

3. 情報フロー図
ａ．再処理事業部における全体情報フロー図
ｂ．EALに関する情報フロー
ｃ．通報文に関する情報フロー
ｄ. 施設状況、事象収束戦略、進捗状況に関する情報フロー
ｅ. 質問対応に関する情報フロー



2

情報データベース

ＣＯＰ掲示
データベース

（COP①〜③）

社内情報
掲示データベース

その他資料
掲示データベース

時系列
（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）
データベース

ＱＡ
（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）
データベース

ＤＢ（データベース）

全社、事業部間の連絡
通話

【Ｈ１】事務本館 ＥＲＣ対応ブース＜配席図、構成＞

１．ＥＲＣ対応ブース（全社）配席図・構成・役割
＜事業部連絡員到着まで＞

説明補助統括者

機器類に関する凡例︓

︓パソコン︓電子ＷＢ :TV会議モニタ ︓複合機 ︓音声共有システム

通報文、COP印刷

通報文

ERCと統原防による
情報共有

情報係 リエゾン連絡窓口

10条確認会議等
対応者

対応者

QA管理者 音声共有係

情報方法に関する凡例︓

︓音声共有システム
︓口頭

︓TV会議システム

︓DB(データベース）
︓通報文、COP

︓通話

︓全社対策要員

再処理事業部対策本部

音声共有
システム 各DB



3

名 称 実施すべき役割
統括者（全社） ・ＥＲＣ対応の全体統括（ERCプラント班への説明の優先順位の判断を含む）

・全体の仕切り
・ＥＲＣ対応者が本筋から外れた説明をした際の修正・フォロー
・ＥＡＬ判断時の発話確認
・１０条確認会議等対応者への情報共有
・説明用のCOPの判断

１０条確認会議等対応者 ・１０条確認会議・１５条認定会議対応者

ERC対応者（全社）

【再処理および廃棄物管理施設
のメインスピーカー】

・メインスピーカー（全体の仕切りの補助を兼ねる）
・ＥＲＣ対応補助者（全社）（説明補助）から得た以下の情報について、統合原子力防災ネットワークを用い、情報提供をする。
警戒態勢の発令、警戒事態該当事象発生連絡、警戒事態経過連絡、第１次緊急時態勢の発令、原災法第１０
条通報、第２次緊急時態勢の発令、原災法第１５条通報、原災法第２５条報告、設備の状況（ＣＯＰ，モニタ
リングポストデータ、プラントデータ等）、進展予測・事故収束対応戦略、戦略の進捗状況、ＥＲＣ質問回答

ERC対応補助者（全社）
（説明補助）

・ＥＲＣ対応者（全社）への情報共有（説明すべき情報のスクリーニングを含む）
・説明の補助（資料（ＣＯＰ、通報文、備付け資料等）へのマーカーなど）
・説明用ＣＯＰに最新情報を記入（情報が古い場合）
・ＱＡ管理者から連絡を受けた質問回答を確認し、ＥＲＣ対応者（全社）へ情報共有
・サブスピーカー（メインスピーカー（ＥＲＣ対応者（全社）のフォロー）＜緊急情報の割り込みも含む＞
・ＥＲＣ対応者（全社）が不在の場合の代行者
・ＥＲＣ対応者（全社）へクロノロジーシステムの情報共有

ERC対応補助者（全社）（音
声共有係）再処理担当

・再処理事業部の状況について音声共有システムによる情報入手および情報提供
・ＥＲＣ対応補助者（全社）（説明補助）へ再処理事業部のクロノロジーシステム情報共有

ERC対応補助者（全社）
（情報係）

・再処理情報のＥＲＣ対応補助者（全社）（説明補助）への提供
・ＥＲＣ対応補助者（全社）（説明補助）に変更・追加点の説明
・ＥＲＣ対応ブース内の情報の全社対策本部事務局への提供
・ＥＲＣリエゾン連絡窓口への情報提供

ERCリエゾン連絡窓口 ・ＥＲＣ派遣者（東京）との情報連絡窓口
・ＥＲＣリエゾンへの資料送付・管理
・リエゾンのQA管理

QA管理者（全社） ・ＥＲＣプラント班からの質問事項をクロノロジーシステムに入力する
・ＥＲＣ対応補助者（全社）（説明補助）へ質問回答を指示する
・質問回答が完了後、クロノロジーシステムにその旨を入力する
・適宜ＱＡ管理表を確認し、回答の遅い事項について、回答を促す

１．ＥＲＣ対応ブース（全社）配席図・構成・役割
＜事業部連絡員到着まで＞



4

ＤＢ（データベース）

全社、事業部間の連絡
通話

【Ｈ１】事務本館 ＥＲＣ対応ブース＜配席図、構成＞

統括者

対応者
（再）

説明補助
（再）

︓全社部対策要員

︓事業部対策要員

通報文、COP印刷

通報文 情報係
リエゾン連絡
窓口

対応者
（全）

説明補助
（再・副）

音声共有係
（再）

10条確認会議等
対応者

QA管理者
(再）(全）

情報データベース

ＣＯＰ掲示
データベース

（COP①〜③）

社内情報
掲示データベース

その他資料
掲示データベース

時系列
（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）
データベース

ＱＡ
（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）
データベース

ERCと統原防による
情報共有

２．ＥＲＣ対応ブース（再処理）配席図・構成・役割
＜事業部連絡員到着後＞

機器類に関する凡例︓

︓パソコン︓電子ＷＢ :TV会議モニタ ︓複合機 ︓音声共有システム

情報方法に関する凡例︓

︓音声共有システム
︓口頭

︓TV会議システム

︓DB(データベース）
︓通報文、COP

︓通話

再処理事業部対策本部

音声共有
システム 各DB



5

名 称 実施すべき役割
統括者（全社） ・ＥＲＣ対応の全体統括（ERCプラント班への説明の優先順位の判断を含む）

・全体の仕切り
・ＥＲＣ対応者が本筋から外れた説明をした際の修正・フォロー
・ＥＡＬ判断時の発話確認
・１０条確認会議等対応者への情報共有
・説明用のCOPの判断

１０条確認会議等対応者 ・１０条確認会議・１５条認定会議対応者

ERC対応者（全社）

【全社のメインスピーカー】

・メインスピーカー（全体の仕切りの補助を兼ねる）
・ＥＲＣ対応補助者（全社）(情報係）から得た以下の情報について、統合原子力防災ネットワークを用い、情報提供をする。
全社関連情報（火災、負傷者の情報を含む）、後方支援関係の情報、ＥＲＣ質問回答

ERC対応者（再処理）

【再処理および廃棄物管理施設
のメインスピーカー】

・メインスピーカー
・ＥＲＣ対応補助者（再処理）から得た以下の情報について、統合原子力防災ネットワークを用い、情報提供をする。
警戒態勢の発令、警戒事態該当事象発生連絡、警戒事態経過連絡、第１次緊急時態勢の発令、原災法第１０
条通報、第２次緊急時態勢の発令、原災法第１５条通報、原災法第２５条報告、設備の状況（ＣＯＰ，モニタ
リングポストデータ、プラントデータ等）、進展予測・事故収束対応戦略、戦略の進捗状況、ＥＲＣ質問回答

ERC対応補助者（再処理）
（説明補助）

・ＥＲＣ対応者（再処理）への情報共有（説明すべき情報のスクリーニングを含む）
・説明の補助（資料（ＣＯＰ、通報文、備付け資料等）へのマーカーなど）
・説明用ＣＯＰに最新情報を記入（情報が古い場合）
・ＱＡ管理者から連絡を受けた質問回答を確認し、ＥＲＣ対応者（再処理）へ情報共有
・サブスピーカー（メインスピーカー（ＥＲＣ対応者（再処理）のフォロー）＜緊急情報の割り込みも含む＞
・ＥＲＣ対応者（再処理）が不在の場合の代行者
・ＥＲＣ対応者（再処理）へクロノロジーシステムの情報共有

ERC対応補助者（再処理）
（音声共有係）

・再処理事業部の状況について音声共有システムによる情報入手および情報提供
・ＥＲＣ対応補助者（再処理）（説明補助）へ再処理事業部のクロノロジーシステム情報共有

ERC対応補助者（全社）
（情報係）

・再処理情報のＥＲＣ対応補助者（再処理）（説明補助）への提供
・ＥＲＣ対応補助者（再処理）（説明補助）に変更・追加点の説明
・ＥＲＣ対応ブース内の情報の全社対策本部事務局への提供
・ＥＲＣリエゾン連絡窓口への情報提供

ERCリエゾン連絡窓口 ・ＥＲＣ派遣者（東京）との情報連絡窓口
・ＥＲＣリエゾンへの資料送付・管理
・リエゾンのQA管理

QA管理者（全社） ・ＥＲＣプラント班からの質問事項（全社関連）をクロノロジーシステムに入力する
・適宜ＥＲＣプラント班からの質問事項（再処理関連）をクロノロジーシステムに入力する
・ＥＲＣ対応補助者へ質問回答を指示する
・質問回答が完了後、クロノロジーシステムにその旨を入力する
・適宜ＱＡ管理表を確認し、回答の遅い事項について、回答を促す

QA管理者（再処理） ・ＥＲＣプラント班からの質問事項（再処理関連）をクロノロジーシステムに入力する
・ＥＲＣ対応補助者へ質問回答を指示する
・質問回答が完了後、クロノロジーシステムにその旨を入力する
・適宜ＱＡ管理表を確認し、回答の遅い事項について、回答を促す

２．ＥＲＣ対応ブース（再処理）配席図・構成・役割
＜事業部連絡員到着後＞



3-a．再処理事業部における全体情報フロー図（１/２）
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運転管理班、設備応急班、放射線管理班、総務班 班員席

本部席

運転管理班（当直）
社内情報③-1〜5作成

本部事務局
（通報文、EAL判断フロー作成）

社内情報

時系列

社内情報

社内情報

本部事務局本部付
社内情報③フロー作成

ＤＢ確認

総務班長席

本部事務局
（情報管理）

社内情報①、①－１
（構内水源、燃料）作成

本部時系列

ＱＡ回答

Ａ

Ａへ

ＤＢ登録

本部時系列表示

社内情報①表示

Ｂへ
Ｂ

Ｃへ

Ｃ

Ｄへ

各機能班長席
（運転管理、設備
応急、放管）

情報データベース

音声共有
システムへ

COP

通報文発信

Ｅへ

運転管理班（施設部門）
ＣＯＰ作成チーム
ＣＯＰ①〜③作成

ＱＡ回答

E

Ｂへ
放射線管理班 社内情報①－１（放出管理情報）作成
運転管理班 社内情報②（電源関係）作成

Ｄ

【H1】事務本館ＥＲＣ対応ブースへ
（電話）

【Ｈ2W】事業部対策本部

本部事務局（QA対応チーム）
※重大事故関連Qは、ＥＲＣ対応チーム技術ＱＡ作成者で回答

機器類に関する凡例︓

︓電子ＷＢ
︓TV会議モニタ

︓音声共有システム

︓ＥＲＳＳ端末 ︓パソコン

︓書画装置

︓複合機

︓事業部対策要員（再処理）

ＣＯＰ掲示
データベース

（COP①〜③）

社内情報
掲示データベース

その他資料
掲示データベース

時系列
（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）
データベース

ＱＡ
（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）
データベース

（QA確認、回答登録）

（Q
A

確
認
依
頼
、
回
答
）

【ERC対応チーム
技術QA作成者】 【ERC対応チーム統括】

【原子力防災
管理者】

【COP①〜③
作成者】
（●名）

【書画による
本部説明】

【本部書画資料の
ＤＢ登録】

Ｈ(2/2より）

運転管理班
（核物質管理）

時系列

社内情報

Ａへ

Ｂへ

Ａへ

Ｂへ

情報方法に関する凡例︓
︓音声共有システム
︓DB(データベース）
︓通話

A(2/2より）



7

【AK建屋】NMCC控室
【情報収集】 電話

（現場情報入手、本部情報伝達）

ＤＢ登録

【本部書画資料の
ＤＢ登録】

【書画による
本部説明】

Ｈ(１/2へ）

【Ｈ2W】事業部対策本部

【六ヶ所保証措置センター】
緊急時対策所

【運転管理班
（核物質管理）】

現場（ＯＳＬ）
電話

（現場情報、指示）
【作業員】 【指揮者】

【連絡担当】

【放射線管理班長】

電話
（現場情報、指示）

【連絡調整班長】

Ｗｅｂ会議
（情報共有、支援要請）

【記録作成】

【原子力防災管理者
（対策本部）】

【運転管理班
（核物質管理）】 Ａ(１/2へ）

クロノロジー作成

情報共有
（報告、指示）

情報共有
（報告、支援要請）

現場情報発信

本部情報共有
【運転管理班
（核物質管理）】 情報共有

（現場情報、情報伝達）
【情報整理】

︓事業部対策要員（再処理）

︓NMCC対策要員

3-a．再処理事業部における全体情報フロー図（２/２）
＜NMCCとの情報共有＞

情報方法に関する凡例︓

︓口頭

︓DB(データベース）

︓通話



Ｈ２Ｗ 緊急時対策所

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班

本部事務局

事業部対策本部

ＥＲＣリエゾン

⑧統原防ＮＷ

事象発生

⑨DBより印刷・配布

⑦ＥＲＣプラント班へＥＡＬ情報の連絡

②ＥＡＬ判断フローより、原子力防災管理者が事象判断を行う。
本部事務局は、ＥＡＬ判断フローに該当事象判断時刻記入する。

①本部事務局は、事象発生を受け、①本部事務局は、事象発生を受け、
ＥＡＬ判断フローを用いてＥＡＬ事
象発生を報告する。

⑨ＥＲＣリエゾンがＤＢより資料を印刷し、配布

①ＥＡＬ判断フロー、発話 ②発話

8

ＥＲＣ対応者（再処理）

ＥＲＣ対応チーム統括

ＥＲＣ対応管理チーム
③DB登録

⑤電話

⑥連絡、DBより印刷・配布
Ｈ１ 即応センター
ＥＲＣ対応ブース

⑦統原防ＮＷ

③ＥＡＬ判断フローを
「その他資料掲示データ
ベース」（ＤＢ）に登録
する。

⑥説明に使用する資料をＤＢから出力
（口頭情報優先）

ERC対応補助者（情
報係）

④音声（同室）

④⑤ＥＲＣ対応チームによりＥＡＬ判断の速報情
報を即応センター（ＥＲＣ対応ブース）へ伝達

ＥＲＣ対応補助者（説明補助）

⑧詳細を資料等に基づき、ＥＲＣプラント班へ説明

その他資料
掲示DB

その他資料
掲示DB

その他資料
掲示DB

青︓音声
赤︓資料
緑︓データ

3-ｂ．EALに関する情報フロー
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いつ だれが 誰に 何の情報を どうやって

① ＥＡＬ該当事象発生時 本部事務局 事業部対策本部長 ＥＡＬに該当するプラント状況になった旨
を報告

ＥＡＬ判断フロー、発話

② ①報告了解後 事業部対策本部長 緊急時対策所内 ＥＡＬ該当事象発生の判断 発話（本部復唱確認）
※本部事務局は該当事象判
断時刻をＥＡＬ判断フローに記
入。

③ ②によりＥＡＬ該当事象発
生の情報が共有された時

ＥＲＣ対応管理チーム ＥＲＣ対応補助者（情報
係）、ＥＲＣ対応チーム統括、
ＥＲＣリエゾン

ＥＡＬ判断フロー
（該当事象判断時刻記入）

その他資料掲示データベース登
録

④ ②によりＥＡＬ該当事象発
生の情報が共有された時

事業部対策本部長 ＥＲＣ対応チーム統括 ＥＡＬ該当事象発生の判断 本部発話の音声聞き取り

⑤ ②によりＥＡＬ該当事象発
生の情報が共有された時

ＥＲＣ対応チーム統括 ＥＲＣ対応補助者（情報
係）

ＥＡＬ判断の速報情報 電話

⑥ ⑤の連絡を確認した時 ＥＲＣ対応補助者（再
処理）（情報係）

ＥＲＣ対応補助者（説明補
助）（→ＥＲＣ対応者（再
処理））

再処理からＥＡＬ情報の連絡 口頭、その他資料掲示データ
ベースの印刷資料

⑦ ⑥の連絡を確認した時 ＥＲＣ対応者（再処
理）

ＥＲＣプラント班 ＥＡＬ判断の説明（速報） 統原防ＮＷ（口頭）

⑧ ⑦の情報を確認した時 ＥＲＣ対応者（再処
理）

ＥＲＣプラント班 ＥＡＬ判断の説明 統原防ＮＷ（書画装置）

⑨ ③のＤＢ登録後 ＥＲＣリエゾン ＥＲＣプラント班 ＥＡＬ判断の説明 印刷・配布

3-ｂ．EALに関する情報フロー



Ｈ２Ｗ 緊急時対策所

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班

本部事務局

①本部事務局は、通報文を一斉
ＦＡＸする。

10

⑤統原防
ＮＷ

①通報文FAX

③電話

⑤ＥＲＣ対応者は、通報文に基
づき、内容を説明する。

ＥＲＣ対応チーム統括

②③ＥＲＣ対応チーム統括は通②③ＥＲＣ対応チーム統括は通
報文の写しを入手し、発信を連絡
する。

②写し入手

ＥＲＣ対応者（再処理）
ERC対応補助者（情
報係）

ＥＲＣ対応補助者（説明補助）

Ｈ１ 即応センター
ＥＲＣ対応ブース ④通報文の印刷、配布

青︓音声
赤︓資料
緑︓データ

3-ｃ．通報文に関する情報フロー
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いつ だれが 誰に 何の情報を どうやって
① 通報連絡様式を作成し

たとき
本部事務局 ＥＲＣプラント班

（Ｈ１即応センターへも
同時発信）

通報文
（AL・AL経過・SE・GE・
25条）

ＦＡＸ

② ①の通報文発信後 本部事務局 ＥＲＣ対応チーム統括 通報文
（AL・AL経過・SE・GE・
25条）

通報文（写）の印刷配
布

③ ②通報文（写）を受領 ＥＲＣ対応チーム統括 ＥＲＣ対応補助者
（情報係）

通報文の発信連絡 電話

④ ①通報文（ＦＡＸ）の
受信または、③の通報文
の発信連絡時

ＥＲＣ対応補助者
（情報係）

ＥＲＣ対応補助者
（説明補助）（→Ｅ
ＲＣ対応者（再処
理））

通報文の発信連絡 統原防ＮＷ

⑤ ①通報文（ＦＡＸ）の
受信または、③の通報文
の発信連絡時

ＥＲＣ対応（再処
理）

ＥＲＣプラント班 通報文の説明 統原防ＮＷ（口頭、書
画装置）

＜補足＞
〇着信確認の都度、事象内容は統原防ＮＷで説明することをＥＲＣに確認し、了承が得られた場合
通報文発信者から説明を省略する。

〇通報文を説明する前に、ＥＡＬ判断フローにて主要な内容は説明していることが考えられるため
説明省略の了解を得た場合には、説明は不要とする。

3-ｃ．通報文に関する情報フロー



青︓音声
赤︓資料
緑︓データ

Ｈ２Ｗ 緊急時対策所

・本部事務局 情報収集チーム（社内情報①）
・運転管理班（共用）（社内情報②）
・本部事務局 本部付（社内情報③フロー）
・運転管理班（当直）（社内情報③－１〜５）

①各機能班は、社内情報を作成し、ＤＢに更新保存する。

④事業部対策本部（本部席）は、ブリーフィング
において、社内情報およびＣＯＰ①、②の報告を
受ける。

事業部対策本部（本部席）

・運転管理班（施設）
（ＣＯＰ③）

ＥＲＣ対応チーム統括

⑤運転管理班（施設）は、社内情報DB等からCOP③を
作成し、事業部対策本部（本部席）に提示する。

①社内情報DB保存

⑧即応センターへ電話連絡

④報告（速報またはブリーフィング）

事業部対策本部（本部席）

各機能班（時系列）

（Ａ）

⑥目標決定（目標設定会議） ⑥事業部対策本部（本部席）は、目標設定会議でCOP③を
確認し、目標を決定する。

⑦ＣＯＰ③登録
⑦運転管理班（施設）は、ＤＢにＣＯＰ③の
現時刻版を登録する。（ＰＤＦ化保存）

③ＣＯＰ①、②作成、登録

・運転管理班（施設）
（ＣＯＰ①－１〜５）
（ＣＯＰ②）

②各機能班は、速報情報を時系列（クロノロジーシ
ステム）に記録するとともに、本部へ口頭報告する。

（Ａ）

⑤ＣＯＰ③作成、提示

（２／４）へ

③運転管理班（施設）は、社内情報DB等
からＣＯＰ①、②を作成し、ＤＢに現時刻版
を登録する。（ＰＤＦ化保存）

⑧ＥＲＣ対応チーム統括は、即応センターへＣＯＰ
更新状況を電話連絡する。

（Ａ）

12

②速報、資料保存

COP掲示DB

COP掲示DB

・社内情報掲示DB
・その他資料DB
・時系列
（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）DB

3-ｄ．施設状況、事象収束戦略、進捗状況に関する情報フロー（1/4）
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青︓音声
赤︓資料
緑︓データ

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班ＥＲＣリエゾン

⑪DBより印刷・配布

⑩資料（書画装置）により、ＥＲＣプラント班へ説
明

⑪ＥＲＣリエゾンがＤＢより資料を印刷し、配布

⑨DBより印刷・配布

⑩統原防ＮＷ

ＥＲＣ対応者（再処理）ERC対応補助者（情
報係） ＥＲＣ対応補助者（説明補助）

⑨ERC対応補助者は、DBより新COP
資料を印刷配布する。

Ｈ１ 即応センター ＥＲＣ対応ブース

（１／４）より

COP掲示DB

COP掲示DB

3-ｄ．施設状況、事象収束戦略、進捗状況に関する情報フロー（2/4）
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いつ だれが 誰に 何の情報を どうやって

① 適宜（事象発生時、
状況変化時）

本部事務局 情報収集
チーム、本部事務局 本
部付、運転管理班（共
用、当直）

ＤＢ入力 事故、プラント状況（社内情報①）
電源状況（社内情報②）
ＳＡ作業概要（社内情報③フロー）
ＳＡ作業進捗（社内情報③－１〜５）

社内情報掲示ＤＢへの入
力、保存

② 適宜（事象発生時、
状況変化時）

事業部対策本部内の各
機能班

事業部対策本部
（本部席）及び
ＤＢ入力

事故・プラント状況（速報、時系列情報） 口頭報告
その他資料ＤＢ、時系列
（クロノロジーシステム）
ＤＢへの入力、保存

③ 適宜（事象発生時、
状況変化時）

運転管理班（施設部
門）

ＤＢ入力 ＣＯＰ①（全体概要図、重大事故対策の対
策状況）
ＣＯＰ②（設備状況シート）

ＣＯＰ掲示ＤＢへの入力、
ＰＤＦ化保存

④ ブリーフィング実施時 本部事務局 情報収集
チーム、本部事務局 本
部付、運転管理班（共
用、当直）、運転管理
班（施設部門）

事業部対策本部
（本部席）

事故、プラント状況（社内情報①）
電源状況（社内情報②）
ＳＡ作業概要（社内情報③フロー）
ＳＡ作業進捗（社内情報③－１〜５）
ＣＯＰ①（全体概要図、重大事故対策の対
策状況）
ＣＯＰ②（設備状況シート）

口頭報告
ＤＢ情報表示（画面表
示）

⑤ 目標設定会議時 運転管理班（施設部
門）

事業部対策本部
（本部席）

ＣＯＰ③（戦略シート） 口頭報告
ＤＢ情報表示（画面表
示）

3-ｄ．施設状況、事象収束戦略、進捗状況に関する情報フロー（3/4）
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いつ だれが 誰に 何の情報を どうやって

⑥ 目標設定会議時 事業部対策本部（本部
席）

－ ＣＯＰ③（戦略シート） 口頭指示（戦略目標決定）

⑦ 目標設定会議終了
後

運転管理班（施設部
門）

ＣＯＰ掲示ＤＢ ＣＯＰ③（戦略シート）（目標設
定会議結果反映）

ＣＯＰ掲示ＤＢへの入力、Ｐ
ＤＦ化保存

⑧ ＣＯＰ掲示ＤＢの更
新時

ＥＲＣ対応チーム統括 ＥＲＣ対応補助者
（情報係）

ＣＯＰのＤＢ登録 電話

⑨ ⑧の連絡を確認時 ＥＲＣ対応補助者（情
報係）

ＥＲＣ対応補助者
（説明補助）（→Ｅ
ＲＣ対応者（再処
理））

事故・プラント状況、戦略目標の整理
結果（ＣＯＰ①〜③）

印刷・配布

⑩ ⑨の情報を確認した
時

ＥＲＣ対応者（再処
理）

ＥＲＣプラント班 事故・プラント状況、戦略目標の整
理結果（ＣＯＰ①〜③）

統原防ＮＷ（口頭、書画装
置）

⑪ ＣＯＰ掲示ＤＢへの
入力、保存時

ＥＲＣリエゾン ＥＲＣプラント班 ＣＯＰ、連絡報 印刷・配布

3-ｄ．施設状況、事象収束戦略、進捗状況に関する情報フロー（4/4）
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青︓音声
赤︓資料
緑︓データ

本部事務局
ＥＲＣ対応管理チーム

③確認

④回答

③、④ＤＢを確認し、回答する。
本部事務局（ＱＡ対応チーム）

各機能班

Ｈ１ 即応センター ＥＲＣ対応ブース

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班

ＥＲＣ ＱＡ管理者ＥＲＣ ＱＡ管理者

⑤ＥＲＣ ＱＡ管理者は、回答を確認し、
ＥＲＣ対応補助者（再処理）へ共有する。

①⑥ＥＲＣプラント班からの質問に対して、ＥＲＣ対応
者は回答する。

①⑥

② ②ＱＡ管理者は、回答できなかった質問を
ＤＢに登録する。

ＥＲＣ対応チーム統括

※回答が遅い場合や緊急性を要する質問は、ＥＲＣ対応
チームを通じて、緊急時対策所に直接回答を促す

※
⑤

ＥＲＣ対応者（再処理）
ＥＲＣ対応補助者（説明補助）

ＥＲＣ対応チーム
技術ＱＡ作成者

③´確認

④´回答

③´④´重大事故関連の技術的なＱA
については、ＥＲＣ対応チーム技術Ｑ
Ａ作成者がＤＢを確認し、回答する。

（対応依頼）

Ｈ２Ｗ 緊急時対策所

ERC対応QA
(ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ)DB

3-ｅ．質問対応に関する情報フロー
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いつ だれが 誰に 何の情報を どうやって
① 質問事項があった

時
ＥＲＣ対応者（再処理） ＥＲＣプラント班 ＥＲＣプラント班への質問回答 統原防ＮＷ

② ①の質問に対して、
確認を要する場合

ＥＲＣ ＱＡ管理者 ＤＢ入力 質問内容 ＥＲＣ対応ＱＡ（クロ
ノロジーシステム）ＤＢ
への入力

③ ＥＲＣ対応ＱＡ
（クロノロジーシス
テム）ＤＢへの
質問入力時

ＥＲＣ対応管理チーム － 質問内容 ＥＲＣ対応ＱＡ（クロ
ノロジーシステム）ＤＢ
の確認

③´ ＥＲＣ対応ＱＡ
（クロノロジーシス
テム）ＤＢへの
質問入力時

ＥＲＣ対応チーム技術ＱＡ
作成者

－ 質問内容（重大事故関連の技術
的質問）

ＥＲＣ対応ＱＡ（クロ
ノロジーシステム）ＤＢ
の確認

④ ＥＲＣ対応ＱＡ
（クロノロジーシス
テム）ＤＢへの
質問回答時

ＥＲＣ対応管理チーム ＤＢ入力 質問に対する回答 ＥＲＣ対応ＱＡ（クロ
ノロジーシステム）ＤＢ
への入力

④´ ＥＲＣ対応ＱＡ
（クロノロジーシス
テム）ＤＢへの質
問回答時

ＥＲＣ対応チーム技術ＱＡ
作成者

ＤＢ入力 質問に対する回答（重大事故関
連の技術的質問）

ＥＲＣ対応ＱＡ（クロ
ノロジーシステム）ＤＢ
への入力

⑤ ④、④´の回答入
手時

ＱＡ管理者（再処理 ＥＲＣ対応補助者
（説明補助）

質問に対する回答、質問に対する
回答（重大事故関連の技術的質
問）

口頭（必要に応じ資料
印刷）

⑥ ④、④´の回答入手
時

ＥＲＣ対応者（再処理） ＥＲＣプラント班 ＥＲＣプラント班への質問回答 統原防ＮＷ

3-ｅ．質問対応に関する情報フロー



ＥＲＣとの情報共有における情報フロー

2023年8月8日
加工施設（ウラン濃縮工場）

資料６－２
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1．ＥＲＣ対応ブース（全社）配席図・構成・役割
＜事業部連絡員到着まで＞

【Ｈ１】事務本館 ＥＲＣ対応ブース＜配席図、構成＞

機器類に関する凡例：

：パソコン：電子ＷＢ :TV会議モニタ ：複合機 ：音声共有システム

情報方法に関する凡例：
：音声共有システム
：口頭
：TV会議システム

：DB(データベース）

：通報文、COP

：通話

説明補助統括者

：全社対策要員

QA管理者

情報データベース

社内情報
掲示データベース

時系列・ＱＡ
（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）
データベース

通報文、COP印刷

ERCと統原防による
情報共有

情報係 リエゾン連絡窓口

10条確認会議等
対応者

対応者

音声共有係

通報文

濃縮事業部対策本部

音声共有
システム 各DB
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名 称 対応者 実施すべき役割

統括者（全社） 全社対策本部員
・ＥＲＣ対応の全体統括（ERCプラント班への説明の優先順位の判断を含む）、全体の仕切り
・ＥＲＣ対応者が本筋から外れた説明をした際の修正・フォロー ・ＥＡＬ判断時の発話確認
・１０条確認会議等対応者への情報共有 ・説明用のCOPの判断

１０条確認会議等対応者 全社対策本部員 ・１０条確認会議・１５条認定会議対応者

ＥＲＣ対応者（全社） 全社対策要員
（全社対策本部員）

・メインスピーカー
・ＥＲＣ対応補助者（全社）から得た以下の情報について、統合原子力防災ネットワークを用い、情報提供をする。

【事業部連絡員（濃縮）（埋設）が到着するまでの間、加工施設・廃棄物埋設施設に係る以下の情報】
警戒態勢の発令、警戒事態該当事象発生連絡、警戒事態経過連絡、第１次緊急時態勢の発令、原災法第１０条通報、
第２次緊急時態勢の発令、原災法第１５条通報、原災法第２５条報告、設備の状況（ＣＯＰ，モニタリングポストデータ、
プラントデータ等）、進展予測・事故収束対応戦略、戦略の進捗状況、ＥＲＣ質問回答

ＥＲＣ対応補助者（全社）
（説明補助）

全社対策要員
（全社対策本部員）

・ＥＲＣ対応者（全社）への情報共有（説明すべき情報のスクリーニングを含む）
・説明の補助（資料（ＣＯＰ、通報文、備付け資料等）へのマーカーなど）
・説明用ＣＯＰに最新情報を記入（情報が古い場合）
・ＱＡ管理者から連絡を受けた質問回答を確認し、ＥＲＣ対応者（全社）へ情報共有
・サブスピーカー（メインスピーカー（ＥＲＣ対応者（全社）のフォロー）＜緊急情報の割り込みも含む＞
・ＥＲＣ対応者（全社）が不在の場合の代行者
・ＥＲＣ対応者（全社）へクロノロジーシステムの情報共有

ＥＲＣ対応補助者（全社）
（音声共有係）濃縮担当

全社対策要員
（全社対策本部員）

・濃縮事業部の状況について音声共有システムによる情報入手および情報提供
・ＥＲＣ対応補助者（全社）（説明補助）へ濃縮事業部のクロノロジーシステム情報共有

ＥＲＣ対応補助者（全社）
（情報係）

全社対策要員
（全社対策本部員）

・濃縮情報のＥＲＣ対応補助者（全社）（説明補助）への提供
・ＥＲＣ対応補助者（全社）（説明補助）に変更・追加点の説明
・ＥＲＣ対応ブース内の情報の全社対策本部事務局への提供
・ＥＲＣリエゾン連絡窓口への情報提供

ＥＲＣリエゾン連絡窓口 全社対策要員
（全社対策本部員）

・ＥＲＣ派遣者（東京）との情報連絡窓口およびＥＲＣリエゾンへの資料送付
・リエゾンのQA管理

ＥＲＣQA管理者
全社対策要員

（全社対策本部員）
・ＥＲＣプラント班からの質問事項をクロノロジーシステムに入力する
・ＥＲＣ対応補助者（全社）（説明補助）へ質問回答を指示する
・質問回答が完了後、クロノロジーシステムにその旨を入力する
・適宜ＱＡ管理表を確認し、回答の遅い事項について、回答を促す

1．ＥＲＣ対応ブース（全社）配席図・構成・役割
＜事業部連絡員到着まで＞
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２．ＥＲＣ対応ブース（濃縮）配席図・構成・役割
＜事業部連絡員到着後＞

【Ｈ１】事務本館 ＥＲＣ対応ブース ＜配席図、構成＞

機器類に関する凡例：

：パソコン：電子ＷＢ :TV会議モニタ ：複合機 ：音声共有システム

情報方法に関する凡例：
：音声共有システム
：口頭
：TV会議システム

：DB(データベース）

：通報文、COP

：通話

説明補助

統括者

：全社対策要員

QA管理者

情報データベース

社内情報
掲示データベース

時系列・ＱＡ
（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）
データベース

通報文、COP印刷

ERCと統原防による
情報共有

情報係 リエゾン連絡窓口

10条確認会議等
対応者

対応者

音声共有係

通報文

濃縮事業部対策本部

音声共有
システム 各DB

：事業部対策要員

対応者
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名 称 対応者 実施すべき役割

統括者（全社） 全社対策本部員
・ＥＲＣ対応の全体統括（ERCプラント班への説明の優先順位の判断を含む）、全体の仕切り
・ＥＲＣ対応者が本筋から外れた説明をした際の修正・フォロー ・ＥＡＬ判断時の発話確認
・１０条確認会議等対応者への情報共有 ・説明用のCOPの判断

１０条確認会議等対応者 全社対策本部員 ・１０条確認会議・１５条認定会議対応者

ＥＲＣ対応者（全社） 全社対策要員
（全社対策本部員）

・メインスピーカー（全体の仕切りの補助を兼ねる）
・ＥＲＣ対応補助者（全社）（情報係）から得た以下の情報について、統合原子力防災ネットワークを用い、情報
提供をする。
全社関連情報（火災、負傷者の情報を含む）、後方支援関係の情報、ＥＲＣ質問回答

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応者（濃縮））

濃縮事業部対策要員
（濃縮事業部対策本部員）

・メインスピーカー
・ＥＲＣ対応補助者（濃縮）から得た以下の情報について、統合原子力防災ネットワークを用い、情報提供をする。

警戒態勢の発令、警戒事態該当事象発生連絡、警戒事態経過連絡、第１次緊急時態勢の発令、原災法第１０条通報、
第２次緊急時態勢の発令、原災法第１５条通報、原災法第２５条報告、設備の状況（ＣＯＰ，モニタリングポストデータ、
プラントデータ等）、進展予測・事故収束対応戦略、戦略の進捗状況、ＥＲＣ質問回答

ＥＲＣ対応補助者（全社）
（説明補助）

全社対策要員
（全社対策本部員）

・ＥＲＣ対応者（濃縮）への情報共有（説明すべき情報のスクリーニングを含む）
・説明の補助（資料（ＣＯＰ、通報文、備付け資料等）へのマーカーなど）
・説明用ＣＯＰに最新情報を記入（情報が古い場合）
・ＱＡ管理者から連絡を受けた質問回答を確認し、ＥＲＣ対応者（濃縮）へ情報共有
・サブスピーカー（メインスピーカー（ＥＲＣ対応者（濃縮）のフォロー）＜緊急情報の割り込みも含む＞
・ＥＲＣ対応者（濃縮）が不在の場合の代行者
・ＥＲＣ対応者（濃縮）へクロノロジーシステムの情報共有

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者（濃縮）

説明補助）
濃縮事業部対策要員

・上記加えて、ＣＯＰ、通報文、クロノロジーシステムからの情報収集および情報整理
・ＥＲＣプラントとのＣＯＰの情報共有タイミングの判断
・ＥＲＣ対応者（濃縮）が不在の場合の代行者

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者（濃縮）

音声共有係）
濃縮事業部対策要員

・濃縮事業部の状況について音声共有システムによる情報入手および情報提供
・ＥＲＣ対応補助者（濃縮）（説明補助）へ濃縮事業部のクロノロジーシステム情報共有

ＥＲＣ対応補助者（全社）
（情報係）

全社対策要員
（全社対策本部員）

・濃縮情報のＥＲＣ対応補助者（濃縮）（説明補助）への提供
・ＥＲＣ対応補助者（濃縮）（説明補助）に変更・追加点の説明
・ＥＲＣ対応ブース内の情報の全社対策本部事務局への提供
・ＥＲＣリエゾン連絡窓口への情報提供

ERCリエゾン連絡窓口 全社対策要員
（全社対策本部員）

・ＥＲＣ派遣者（東京）との情報連絡窓口 ・ＥＲＣリエゾンへの資料送付・管理
・リエゾンのQA管理

ＥＲＣQA管理者 全社対策要員
（全社対策本部員）

・ＥＲＣプラント班からの質問事項をクロノロジーシステムに入力する
・ＥＲＣ対応補助者へ質問回答を指示する
・質問回答が完了後、クロノロジーシステムにその旨を入力する
・適宜ＱＡ管理表を確認し、回答の遅い事項について、回答を促す

※：各事業部の連絡員が到着しない場合は、ERC対応補助者（全社）（音声共有係）が、引き続き各事業部の情報入手および情報提供を行う。

２．ＥＲＣ対応ブース（濃縮）配席図・構成・役割
＜事業部連絡員到着後＞



3-ａ．濃縮事業部における全体情報フロー図
＜現場⇔緊急時対策所⇒ＥＲＣ対応ブース（全社緊急時対策所含む）の情報の流れ＞
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設備応急班
（現場対応者）

総務班
（現場対応者）

放射線管理班
（現場対応者）

消火班
（現場対応者）

［設備概要ＣＯＰ入力者］
（設備応急対応 等）

［状況把握］

設備応急班

［ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ
入力者］

状況聞き取り
（常時共有）

運転管理班員
WB板書要員（2名）

＋ﾎｯﾄﾗｲﾝ全体助勢（1名）

運転管理班員
（ホットライン要員）

WB（ホワイトボード）

中央制御室

運転管理班員
（当直員）

状況聞き取り
（常時共有）

各現場

現場（工場内外） 事業部対策本部（緊急時対策所）

口頭
（常時ＰＨＳ接続）

［プラントデータ
入力者］

［プラント状況把握］

運転管理班

口頭
（常時ＰＨＳ接続）

［設備概要ＣＯＰ入力者］
（ＭＰデータ、現場対処等）

［状況把握］

放射線管理班

［ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ
入力者］

状況聞き取り
（常時共有）

［設備概要ＣＯＰ入力者］
（負傷者、警備情報 等）

［状況把握］

総務班

［ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ
入力者］

状況聞き取り
（常時共有）

口頭
（常時ＰＨＳ接続）

口頭（常時ＰＨＳ接続、無線）

口頭（常時ＰＨＳ接続、無線）

［設備概要ＣＯＰ入力者］
（屋外対応・火災 等）

［状況把握］

消火班

［ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ
入力者］

状況聞き取り
（常時共有）

［設備概要ＣＯＰ
入力者］

［全体総括］

本部

電子WB
（設備状況ＣＯＰ）

電子WB
（設備状況ＣＯＰ）

（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）

（音声共有）

（情報共有ＤＢ）

全社対策本部（緊急時対策所）

（音声共有）

（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰ
ｼｽﾃﾑ）

［ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ
入力者］

［通報文作成］

本部事務局

［ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ
入力者］

技術支援班

［ＱＡ対応者］

ＱＡ回答
（常時共有）

［ＣＯＰ（設備概要）
作成者］

①

①①

①①

①

①

状況聞き取り
（常時共有）［ＣＯＰ（戦略）作成者］

状況聞き取り
（常時共有）

②②

②

（ＦＡＸ）

②

［判断フロー作成］

②

状況聞き取り
（常時共有）

（ＦＡＸ）

③

③

＜補足＞
・リエゾンについても、音声共有以外す
べての情報は入手可能である。
・ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑは、記載班以外の班
（救護班、厚生班、資材班、資材
班）もｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ入力者による対
応を行う。

電子WB
（設備状況ＣＯＰ）

（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）

（音声共有）

（情報共有ＤＢ）

①

②
（ＦＡＸ）

③

全社対策本部（ＥＲＣ対応ブース）

ERC ＱＡ管理者［全社］

ＱＡ入力
（常時共有）

（リアルタイム更新） （リアルタイム更新）

（リアルタイム共有）

（リアルタイム共有）

［班長］

［班長］［班長］

［班長］
［班長］

［班長］

［班長］



緊急時対策所

Ｈ１・ＥＲＣ対応ブース

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班

ＥＲＣ支援チーム

事業部対策本部

ＥＲＣリエゾン

④統原防NW

各対策班

⑥DBより印刷・配布

3-ｂ．ＥＲＣ対応ブース移動までの情報フロー

DB

⑤DB登録＆ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ周知
DB

DB

⑦統原防NW

④⑦メモ・資料等に基づき、
ＥＲＣプラント班へ説明する。⑥ＥＲＣリエゾンがＤＢより

資料を印刷し、配布する。

③音声

7

ＥＲＣ対応補助者
（全社）

（説明補助）

移動車両

技術支援班①各対策班は、事故・プラント状況を発話ま
たはＣＯＰ等を用いて、本部へ報告する。

①ブリーフィング等による状況などを
共有する。

①発話・ＣＯＰ等

電子WB
ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ

⑤ＥＲＣ支援チームは、ＣＯＰ
等とともにＤＢに登録し、ｸﾛﾉﾛ
ｼﾞｰｼｽﾃﾑにて周知する。

②移動中の事業部連
絡要員に対して、携
帯電話により、情報
発信する。

②電話

⑥DBより印刷・配布
ＥＲＣ対応補助者
（全社）（情報係）

ＥＲＣ対応補助者
（全社）濃縮担当
（音声共有係）

音声メモ

③音声共有システム
により、音声情報をメ
モにし、配布する。

⑥ＥＲＣ対応補助者が
ＤＢより資料を印刷し、
配布する。

[モバイルパソコン]
電子WB、
ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ

事業部連絡要員
（説明補助）

事業部連絡要員
（音声共有係）

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応者）

ＥＲＣ対応者
（全社）

青：音声
赤：資料
緑：データ



いつ 誰が 誰に 何の情報を どうやって
① 事故・プラント状況の情

報を入手した時
各対策班 本部内 事故・プラント状況の情報 発話・ＣＯＰ等

本部内でブリーフィング
等により事故・プラント状
況を共有した時

本部長
（原子力防災管理者）

緊急時対策所内 ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

発話

② ①発話した時 技術支援班 事業部連絡要員
（音声共有係）

ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

携帯電話

③ ①発話した時 本部長
（原子力防災管理者）

ＥＲＣ対応補助者（全社）
（音声共有係）

ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

音声共有システム

④ ③受領し、ＥＲＣ対応
ブース内で共有した時

ＥＲＣ対応者（全社）
およびＥＲＣ対応補助者
（全社）（説明補助）

ＥＲＣプラント班 ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

統原防ＮＷ

⑤ ①発話した時 運転管理班
（ＥＲＣ支援チーム）

ＥＲＣ対応補助者（全社）
（情報係）

ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況、ＣＯＰ等

ＤＢ登録・ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼ
ｽﾃﾑ

⑥ ⑤受領し、ＥＲＣ対応
ブースで共有した時

ＥＲＣ対応補助者（全
社）（ＥＲＣ情報係）

ＥＲＣ対応者（全社）
およびＥＲＣ対応補助者
（全社）（説明補助）

ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況、ＣＯＰ等

ＤＢ資料印刷・配布

⑤受領した時 ＥＲＣリエゾン ＥＲＣプラント班 ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況、ＣＯＰ等

ＤＢ資料印刷・配布

⑦ ⑤受領し、ＥＲＣ対応
ブースで共有した時

ＥＲＣ対応者（全社）
およびＥＲＣ対応補助者
（全社）（説明補助）

ＥＲＣプラント班 ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況、ＣＯＰ等

統原防ＮＷ

8

3-ｂ．ＥＲＣ対応ブース移動までの情報フロー

＜補足＞
○事業部連絡員は、ＥＲＣブースへ車両移動中②の共有方法以外に、モバイルパソコンにより電子ＷＢおよびｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑの内容を確認する。



緊急時対策所

Ｈ１・ＥＲＣ対応ブース

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班

ＥＲＣ支援チーム
（本部事務局）

事業部対策本部

ＥＲＣリエゾン

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者）
（音声共有係）

④統原防NW

ＥＡＬ事象発生

⑥DBより印刷・配布

音声メモ

3-ｃ．ＥＡＬに関する情報フロー

DB

⑤DB登録＆ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ周知
DB

DB

⑥DBより印刷・配布

⑦統原防NW

④⑦メモ・資料等に基づき、
ＥＲＣプラント班へ説明する。

③音声共有システムにより、
音声情報をメモにし、配
布する。

②判断フローにより、原子力防
災管理者が事象判断を行う

①運転管理班または放射線管理班は、事象
発生を受けて、ＥＡＬ判断フローを用いて
ＥＡＬ事象発生を報告する。

⑥ＥＲＣリエゾンがＤＢより
資料を印刷し、配布する。

⑤ＥＲＣ支援チーム（本部事務局）
は、判断フロー（判断時刻入）を
ＤＢに登録し、ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑにて
周知する。

①ＥＡＬ判断フロー ②発話

③音声

9

ＥＲＣ対応補助者
（全社）（情報係）

電話

電子WB
ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ

①発話

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者）

（説明補助）
⑥ＥＲＣ対応補助者（全社）(情
報係)がＤＢより資料を印刷し、配
布する。

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応者）

ＥＲＣ対応者
（全社）

青：音声
赤：資料
緑：データ



3-ｃ.ＥＡＬに関する情報フロー

いつ 誰が 誰に 何の情報を どうやって
① ＥＡＬ該当事象発生時 運転管理班または

放射線管理班
本部内 ＥＡＬ判断フロー 発話

ＥＡＬ判断フロー

② ①報告後 本部長
（原子力防災管理者）

緊急時対策所内 本部長がＥＡＬ事象の該当
を判断

発話
（ブリーフィング）

③ ②ＥＡＬを判断した時 本部長
（原子力防災管理者）

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応補助者（音声共有
係））

ＥＡＬ該当事象発生 音声共有システム

④ ③受領後、ＥＲＣ対応
ブース内で共有した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応
補助者（説明補助））

ＥＲＣプラント班 ＥＡＬ該当事象発生（速
報）

統原防NW

⑤ ②によりＥＡＬ事象を判
断し、「ＥＡＬ通報基
準」様式を作成した時

ＥＲＣ支援チーム
（本部事務局）

ＥＲＣ対応補助者（全社）
（情報係）

ＥＡＬ通報基準様式 ＤＢ登録・ｸﾛﾉﾛｼﾞｰ
ｼｽﾃﾑ

⑥ ⑤受領後、ＥＲＣ対応
ブース内で共有した時

ＥＲＣ対応補助者（全社）
（情報係）

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応
補助者（説明補助））

ＥＡＬ通報基準様式 ＤＢ資料印刷・配
布

⑤受領後 ＥＲＣリエゾン ＥＲＣプラント班 ＥＡＬ判断フロー ＤＢ資料印刷・配
布

⑦ ⑥受領後、ＥＲＣ対応
ブース内で共有した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応
補助者（説明補助））

ＥＲＣプラント班 ＥＡＬ該当事象発生（確
定）

統原防NW

10



緊急時対策所

Ｈ１・ＥＲＣ対応ブース

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班

本部事務局

3-ｄ．通報文に関する情報フロー

②ＥＲＣ対応者は、通報文
に基づき、内容を説明する。

①本部事務局は、本部員の確認
を受けた通報文を一斉ＦＡＸ
する。

11

①通報文FAX

②統原防NW

ＥＲＣ対応補助者
（全社）（情報係）

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者）

（説明補助）

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応者）

ＥＲＣ対応者
（全社）

赤：資料



いつ 誰が 誰に 何の情報を どうやって
① 通報連絡様式を作成し

本部員による通報文の内
容確認後

本部事務局 ・ＥＲＣプラント班
・ＥＲＣ対応補助者（全社）
（情報係）

各種通報文 ＦＡＸ

② ②受領後、ＥＲＣブース
内で共有した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応者およびＥＲＣ対応補助
者（説明補助））

ＥＲＣプラント班 各種通報文 統原防NW

3-ｄ．通報文に関する情報フロー

12

＜補足＞
○着信確認の都度、事象内容は統原防NWで説明することをＥＲＣに確認し、了承が得られた場合、説明を省略する。
○通報文を説明する前に、ＥＡＬ判断フローにて主要な内容は説明していることが考えられるため、説明省略の了解を得た場合には、
説明を省略する。



3-ｅ．事故・プラント状況に関する情報フロー

13

緊急時対策所

Ｈ１・ＥＲＣ対応ブース

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班

ＥＲＣ支援チーム

事業部対策本部

ＥＲＣリエゾン

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者）
（音声共有係）

③統原防NW

各対策班

⑤ＤＢより印刷・配布

音声メモ
DB

④DB登録＆ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ周知
DB

DB

⑤DBより印刷・配布

⑥統原防NW

⑤ＥＲＣ対応補助者（全社）(情
報係)がＤＢより資料を印刷し、配
布する。

③⑥メモ・資料等に基づき、
ＥＲＣプラント班へ説明する。

②音声共有システムにより、
音声情報をメモにし、配
布する。

①ブリーフィング等による事故・プラント
状況などを共有する。

①各対策班は、事故・プラント状況を発話ま
たはＣＯＰ等を用いて、本部へ報告する。

⑤ＥＲＣリエゾンがＤＢより
資料を印刷し、配布する。

④ＥＲＣ支援チームは、ＣＯＰ等
とともにＤＢに登録し、ｸﾛﾉﾛｼﾞｰ
ｼｽﾃﾑにて周知する。

①発話・ＣＯＰ等

②音声ＥＲＣ対応補助者
（全社）（情報係）

電話
電子WB

ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者）

（説明補助）

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応者）

ＥＲＣ対応者
（全社）

青：音声
赤：資料
緑：データ



いつ 誰が 誰に 何の情報を どうやって
① 事故・プラント状況の情

報を入手した時
各対策班 本部内 事故・プラント状況の情報 発話・ＣＯＰ等

本部内でブリーフィング等
により事故・プラント状況
を共有した時

本部長
（原子力防災管理者）

緊急時対策所内 ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

発話

② ①発話した時 本部長
（原子力防災管理者）

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応補助者（音声共有
係））

ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

音声共有システム

③ ②受領し、ＥＲＣ対応
チーム内で共有した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応
補助者（説明補助））

ＥＲＣプラント班 ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

統原防ＮＷ

④ ①発話した時 ＥＲＣ支援チーム ＥＲＣ対応補助者（全
社）(情報係)

ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況、ＣＯＰ等

ＤＢ登録・ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼ
ｽﾃﾑ

⑤ ④受領し、ＥＲＣ対応
チームで共有した時

ＥＲＣ対応補助者（全
社）(情報係)

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応
補助者（説明補助））

ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況、ＣＯＰ等

ＤＢ資料印刷・配布

④受領した時 ＥＲＣリエゾン ＥＲＣプラント班 ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況、ＣＯＰ等

ＤＢ資料印刷・配布

⑥ ⑤受領し、ＥＲＣ対応
チームで共有した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応
補助者（説明補助））

ＥＲＣプラント班 ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況、ＣＯＰ等

統原防ＮＷ

14

3-ｅ．事故・プラント状況に関する情報フロー



3-ｆ．事象収束戦略に関する情報フロー

15

緊急時対策所

Ｈ１・ＥＲＣ対応ブース

ERC

ＥＲＣプラント班

ＥＲＣ支援チーム

事業部対策本部

ＥＲＣリエゾン

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者）
（音声共有係）

④統原防NW

各対策班

⑥DBより印刷・配布

音声メモDB

⑤DB登録＆ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ周知
DB

DB

⑥DBより印刷・配布

⑦統原防NW

④⑦メモ・資料等に基づき、
ＥＲＣプラント班へ説明する。

③音声共有システムにより、
音声情報をメモにし、配
布する。

②ブリーフィング、目標設定会議による
漏えい対処などの対応方針の決定をする。

①各対策班は、事故・プラント状況を発話ま
たはＣＯＰ等を用いて、本部へ報告する。

⑥ＥＲＣリエゾンがＤＢより
資料を印刷し、配布する。

⑤ＥＲＣ支援チームは、本部のブリーフィン
グ、目標設定会議による漏えい対処など
対応方針を戦略シートへ記載し、ＣＯ
Ｐ等とともにＤＢに登録し、ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽ
ﾃﾑにて周知する。①発話・ＣＯＰ等

③音声ＥＲＣ対応補助者
（全社）(情報係)

電話
電子WB

ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ

②発話

⑥ＥＲＣ対応補助者（全社）(情
報係)がＤＢより資料を印刷し、配
布する。

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者）

（説明補助）

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応者）

ＥＲＣ対応者
（全社）

青：音声
赤：資料
緑：データ



いつ 誰が 誰に 何の情報を どうやって
① 事故・プラント状況の情

報を入手した時
各対策班 本部内 事故・プラント状況の情報 発話・ＣＯＰ等

② 本部内でブリーフィング、
目標設定会議により対
応方針を決定した時

本部長
（原子力防災管理者）

緊急時対策所内 ブリーフィング、目標設定会議に
より決定した対応方針

発話

③ ②発話した時 本部長
（原子力防災管理者）

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応補助者（音声共有
係））

ブリーフィング、目標設定会議に
より決定した対応方針

音声共有システム

④ ③受領し、ＥＲＣ対応
チーム内で共有した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応
補助者（説明補助））

ＥＲＣプラント班 ブリーフィング、目標設定会議に
より決定した対応方針

統原防ＮＷ

⑤ ②発話した時 ＥＲＣ支援チーム ＥＲＣ対応補助者（全
社）(情報係)

ブリーフィング、目標設定会議に
より決定した対応方針を記載し
た戦略シート、ＣＯＰ等

ＤＢ登録・ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼ
ｽﾃﾑ

⑥ ⑤受領し、ＥＲＣ対応
チームで共有した時

ＥＲＣ対応補助者（全
社）(情報係)

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応
補助者（説明補助））

ブリーフィング、目標設定会議に
より決定した対応方針を記載し
た戦略シート、ＣＯＰ等

ＤＢ資料印刷・配布

⑤受領した時 ＥＲＣリエゾン ＥＲＣプラント班 ブリーフィング、目標設定会議に
より決定した対応方針を記載し
た戦略シート、ＣＯＰ等

ＤＢ資料印刷・配布

⑦ ⑥受領し、ＥＲＣ対応
チームで共有した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応
補助者（説明補助））

ＥＲＣプラント班 ブリーフィング、目標設定会議に
より決定した対応方針を記載し
た戦略シート、ＣＯＰ等

統原防ＮＷ

16

3-ｆ．事象収束戦略に関する情報フロー



3-ｇ．戦略の進捗状況に関する情報フロー 青：音声
赤：資料
緑：データ

17

緊急時対策所

Ｈ１・ＥＲＣ対応ブース

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班

ＥＲＣ支援チーム

事業部対策本部

ＥＲＣリエゾン

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者）
（音声共有係）

③統原防NW

各対策班

⑤DBより印刷・配布

音声メモ
DB

④DB登録＆ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ周知
DB

DB

⑤DBより印刷・配布

⑥統原防NW

③⑥メモ・資料等に基づき、
ＥＲＣプラント班へ説明する。

②音声共有システムにより、
音声情報をメモにし、配
布する。

①ブリーフィング等による戦略の進捗
状況などを共有する。

①各対策班は、戦略の進捗状況を発話また
はＣＯＰ等を用いて、本部へ報告する。

⑤ＥＲＣリエゾンがＤＢより
資料を印刷し、配布する。

④ＥＲＣ支援チームは、ＣＯＰ等
とともにＤＢに登録し、ｸﾛﾉﾛｼﾞｰ
ｼｽﾃﾑにて周知する。

①発話・ＣＯＰ等 ①発話

②音声

電話
電子WB

ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ

ＥＲＣ対応補助者
（全社）(情報係)

⑤ＥＲＣ対応補助者（全社）(情
報係)がＤＢより資料を印刷し、配
布する。

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者）

（説明補助）

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応者）

ＥＲＣ対応者
（全社）



いつ 誰が 誰に 何の情報を どうやって
① 戦略の進捗状況を入手

した時
各対策班 本部内 戦略の進捗状況の情報 発話・ＣＯＰ等

本部内でブリーフィング等
により戦略の進捗状況を
共有した時

本部長
（原子力防災管理者）

緊急時対策所内 ブリーフィング等により共有された
戦略の進捗状況

発話

② ①発話した時 本部長
（原子力防災管理者）

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応補助者（音声共有
係））

ブリーフィング等により共有された
戦略の進捗状況

音声共有システム

③ ②受領し、ＥＲＣ対応
チーム内で共有した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応
補助者（説明補助））

ＥＲＣプラント班 ブリーフィング等により共有された
戦略の進捗状況

統原防ＮＷ

④ ①発話した時 ＥＲＣ支援チーム ＥＲＣ対応補助者（全
社）(情報係)

ブリーフィング等により共有された
戦略の進捗状況、ＣＯＰ等

ＤＢ登録・ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼ
ｽﾃﾑ

⑤ ④受領し、ＥＲＣ対応
チームで共有した時

ＥＲＣ対応補助者（全
社）(情報係)

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応
補助者（説明補助））

ブリーフィング等により共有された
戦略の進捗状況、ＣＯＰ等

ＤＢ資料印刷・配布

④受領した時 ＥＲＣリエゾン ＥＲＣプラント班 ブリーフィング等により共有された
戦略の進捗状況、ＣＯＰ等

ＤＢ資料印刷・配布

⑥ ⑤受領し、ＥＲＣ対応
チームで共有した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応
補助者（説明補助））

ＥＲＣプラント班 ブリーフィング等により共有された
戦略の進捗状況、ＣＯＰ等

統原防ＮＷ

18

3-ｇ．戦略の進捗状況に関する情報フロー



3-ｈ．質問対応に関する情報フロー

19
濃縮緊急時対策所

Ｈ１・ＥＲＣ対応ブース

ＥＲＣ
ＥＲＣプラント班

回答 確認

技術支援班

青：音声
緑：データ

④確認

⑤回答

④⑤技術支援班はＤＢを
確認し、回答する。

※回答が遅い場合や緊急性を要する質問は、
ERC情報係を通じて対策所に直接電話で
回答を促す。

※

※

⑦
⑦ＱＡ管理者は、回答について
事業部連絡要員(ＥＲＣ対応
者および説明補助）へ共有する。

①②、⑧

③⑥⑥ＱＡ管理者は、回答の
入力を適宜確認する。

ＥＲＣ ＱＡ管理者
（全社）

DB

①②⑧ＥＲＣプラント班から
の質問に対して、回答する。

③ＱＡ管理者は、回答で
きなかった質問をＤＢに登
録する。

ＥＲＣ対応補助者
（全社）(情報係)

各対策班

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者）

（説明補助）

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応者）

ＥＲＣ対応者
（全社）



3-ｈ．質問対応に関する情報フロー

いつ 誰が 誰に 何の情報を どうやって
① ＥＲＣプラント班が質問が

ある時
ＥＲＣプラント班 事業部連絡要員（ＥＲＣ対

応者およびＥＲＣ対応補助者
（説明補助））

ＥＲＣプラント班からの質問 統原防ＮＷ

② ①の質問に対して即時回
答できる時

事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応者およびＥＲＣ対応補助者
（説明補助））

ＥＲＣプラント班 質問に対する回答 統原防ＮＷ

③ ①の質問に即時に回答で
きず、各対策班への確認が
必要な時

ＥＲＣＱＡ管理者
（全社）

事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応補助者（説明補助））また
はＥＲＣ対応補助者（全
社）(情報係)

ＥＲＣプラント班からの質問 発話・ＤＢ登録

④ ①の質問に即時に回答で
きず、各対策班への確認が
必要な時

事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応補助者（説明補助））また
はＥＲＣ対応補助者（全社）
(情報係)

技術支援班 ＥＲＣプラント班からの質問 発話

⑤ ①の質問に即時に回答で
きず、各対策班への確認が
必要な時

技術支援班 各対策班 ＥＲＣプラント班からの質問 発話

⑥ 質問回答の準備ができた
時

各対策班 技術支援班 ＥＲＣプラント班からの質問
回答

発話

⑦ 質問回答の準備ができた
時

技術支援班 事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応補助者（説明補助））また
はＥＲＣ対応補助者（全社）
(情報係)

ＥＲＣプラント班からの質問
回答

発話・ＤＢ登録

⑧ ⑦の情報をＥＲＣ対応
チームで共有した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ対応
者およびＥＲＣ対応補助者
（説明補助））

ＥＲＣプラント班 質問に対する回答 統原防ＮＷ

20

＜補足＞
回答が遅い場合や緊急性を要する質問は、事業部連絡要員（ＥＲＣ対応補助者（説明補助））またはＥＲＣ対応補助者（全社）(情報係)
を通じて緊急対策所の技術支援班へ直接電話で回答を促す。



ＥＲＣとの情報共有における情報フロー

２０２３年８月８日
廃棄物埋設施設

資料６－３



１．ＥＲＣ対応ブース（全社）配席図・構成・役割
＜事業部連絡員到着まで＞

２．ＥＲＣ対応ブース（埋設）配席図・構成・役割
＜事業部連絡員到着後＞

３．情報フロー図
ａ. 埋設事業部における全体情報フロー図
＜現場⇔緊急時対策所⇒ＥＲＣ対応ブース（全社緊急時対策所含む）の情報の流れ＞

ｂ. ＥＲＣ対応ブース移動までの情報フロー
ｃ. ＥＡＬに関する情報フロー
ｄ. 通報文に関する情報フロー
ｅ. 事故・プラント状況に関する情報フロー
ｆ. 事故収束戦略に関する情報フロー
ｇ. 戦略の進捗状況に関する情報フロー
ｈ. 質問対応に関する情報フロー
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1．ＥＲＣ対応ブース（全社）配席図・構成・役割
＜事業部連絡員到着まで＞

【Ｈ１】事務本館 ＥＲＣ対応ブース＜配席図、構成＞

機器類に関する凡例：

：パソコン：電子ＷＢ :TV会議モニタ ：複合機 ：音声共有システム

情報方法に関する凡例：
：音声共有システム
：口頭
：TV会議システム

：DB(データベース）

：通報文、COP

：通話

説明補助統括者

：全社対策要員

QA管理者

情報データベース

社内情報
掲示データベース

時系列・ＱＡ
（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）
データベース

通報文、COP印刷

ERCと統原防による
情報共有

情報係 リエゾン連絡窓口

10条確認会議等
対応者

対応者

音声共有係

通報文

埋設事業部対策本部

音声共有
システム 各DB



１ ．ＥＲＣ対応ブース（全社）配席図・構成・役割

3

＜事業部連絡員到着まで＞
名 称 対応者 実施すべき役割

統括者（全社） 全社対策本部員
・ＥＲＣ対応の全体統括（ERCプラント班への説明の優先順位の判断を含む）および全体の仕切り
・ＥＲＣ対応者が本筋から外れた説明をした際の修正・フォロー、ＥＡＬ判断時の発話確認
・１０条確認会議等対応者への情報共有、説明用のＣＯＰの判断

１０条確認会議等対応者 全社対策本部員 ・１０条確認会議・１５条認定会議対応者

ＥＲＣ対応者（全社） 全社対策要員
（全社対策本部員）

・メインスピーカー
・ＥＲＣ対応補助者から得た以下の情報について、統合原子力防災ネットワークを用い、情報提供をする。

【事業部連絡員（濃縮）（埋設）が到着するまでの間、加工施設・廃棄物埋設施設に係る以下の情報】
警戒態勢の発令、警戒事態該当事象発生連絡、警戒事態経過連絡、第１次緊急時態勢の発令、原災法第１０条通報、
第２次緊急時態勢の発令、原災法第１５条通報、原災法第２５条報告、設備の状況（ＣＯＰ，モニタリングポストデータ、
プラントデータ等）、進展予測・事故収束対応戦略、戦略の進捗状況、ＥＲＣ質問回答

ＥＲＣ対応補助者（全社）
（説明補助）

全社対策要員
（全社対策本部員）

・ＥＲＣ対応者（全社）への情報共有（説明すべき情報のスクリーニングを含む）
・説明の補助（資料（ＣＯＰ、通報文、備付け資料等）へのマーカーなど）
・説明用ＣＯＰに最新情報を記入（情報が古い場合）
・ＱＡ管理者から連絡を受けた質問回答を確認し、ＥＲＣ対応者（全社）へ情報共有
・サブスピーカー（メインスピーカー（ＥＲＣ対応者（全社）のフォロー）＜緊急情報の割り込みも含む＞
・ＥＲＣ対応者（全社）が不在の場合の代行者
・ＥＲＣ対応者（全社）へクロノロジーシステムの情報共有

ＥＲＣ対応補助者（全社）
（音声共有係）埋設担当

全社対策要員
（全社対策本部員）

・埋設事業部の状況について音声共有システムによる情報入手および情報提供
・ＥＲＣ対応補助者（全社）（説明補助）へ埋設事業部のクロノロジーシステム情報共有

ＥＲＣ対応補助者（全社）
（情報係）

全社対策要員
（全社対策本部員）

・埋設情報のＥＲＣ対応補助者（全社）（説明補助）への提供
・ＥＲＣ対応補助者（全社）（説明補助）に変更・追加点の説明
・ＥＲＣ対応ブース内の情報の全社対策本部事務局への提供
・ＥＲＣリエゾン連絡窓口への情報提供

ＥＲＣリエゾン連絡窓口 全社対策要員
（全社対策本部員）

・ＥＲＣ派遣者（東京）との情報連絡窓口およびＥＲＣリエゾンへの資料送付
・リエゾンのQA管理

ＥＲＣQA管理者

全社対策要員
（全社対策本部員）

・ＥＲＣプラント班からの質問事項をクロノロジーシステムに入力する
・ＥＲＣ対応補助者（全社）（説明補助）へ質問回答を指示する
・質問回答が完了後、クロノロジーシステムにその旨を入力する
・適宜ＱＡ管理表を確認し、回答の遅い事項について、回答を促す



4

２．ＥＲＣ対応ブース（埋設）配席図・構成・役割
＜事業部連絡員到着後＞

【Ｈ１】事務本館 ＥＲＣ対応ブース ＜配席図、構成＞

機器類に関する凡例：

：パソコン：電子ＷＢ :TV会議モニタ ：複合機 ：音声共有システム

情報方法に関する凡例：
：音声共有システム
：口頭
：TV会議システム

：DB(データベース）

：通報文、COP

：通話

説
明
補
助

統括者

：全社対策要員

QA管理者

情報データベース

社内情報
掲示データベース

時系列・ＱＡ
（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）
データベース

通報文、COP印刷

ERCと統原防による
情報共有

情報係 リエゾン連絡窓口

10条確認会議等
対応者

対応者

音
声
共
有
係

通報文

埋設事業部対策本部

音声共有
システム 各DB

：事業部対策要員

対応者



5

2 ．ＥＲＣ対応ブース（埋設）配席図・構成・役割
名 称 対応者 実施すべき役割

統括者（全社） 全社対策本部員
・ＥＲＣ対応の全体統括（ERCプラント班への説明の優先順位の判断を含む）および全体の仕切り
・ＥＲＣ対応者が本筋から外れた説明をした際の修正・フォロー、ＥＡＬ判断時の発話確認
・１０条確認会議等対応者への情報共有

１０条確認会議等対応者 全社対策本部員 ・１０条確認会議・１５条認定会議対応者

ＥＲＣ対応者（全社） 全社対策要員
（全社対策本部員）

・メインスピーカー（全体の仕切りの補助を兼ねる）
・ＥＲＣ対応補助者（全社）（情報係）から得た以下の情報について、統合原子力防災ネットワークを用い、情報
提供をする。
全社関連情報（火災、負傷者の情報を含む）、後方支援関係の情報、ＥＲＣ質問回答

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応者（埋設）） 埋設事業部対策要員

・メインスピーカー
・ＥＲＣ対応補助者（埋設）から得た以下の情報について、統合原子力防災ネットワークを用い、情報提供をする。
警戒態勢の発令、警戒事態該当事象発生連絡、警戒事態経過連絡、第１次緊急時態勢の発令、原災法第１０条通報、
第２次緊急時態勢の発令、原災法第１５条通報、原災法第２５条報告、設備の状況（ＣＯＰ，モニタリングポストデータ、
プラントデータ等）、進展予測・事故収束対応戦略、戦略の進捗状況、ＥＲＣ質問回答

ＥＲＣ対応補助者（全社）
（説明補助）

全社対策要員
（全社対策本部員）

・ＥＲＣ対応者（埋設）への情報共有（説明すべき情報のスクリーニングを含む）
・説明の補助（資料（ＣＯＰ、通報文、備付け資料等）へのマーカーなど）
・説明用ＣＯＰに最新情報を記入（情報が古い場合）
・ＱＡ管理者から連絡を受けた質問回答を確認し、ＥＲＣ対応者（埋設）へ情報共有
・サブスピーカー（メインスピーカー（ＥＲＣ対応者（埋設）のフォロー）＜緊急情報の割り込みも含む＞
・ＥＲＣ対応者（埋設）が不在の場合の代行者
・ＥＲＣ対応者（埋設）へクロノロジーシステムの情報共有

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者（埋設）

説明補助）
埋設事業部対策要員

・上記加えて、ＣＯＰ、通報文、クロノロジーシステムからの情報収集および情報整理
・ERCプラントとのＣＯＰの情報共有タイミングの判断
・ＥＲＣ対応者（埋設）が不在の場合の代行者

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者（埋設）

音声共有係）
埋設事業部対策要員

・埋設事業部の状況について音声共有システムによる情報入手および情報提供
・ＥＲＣ対応補助者（埋設）（説明補助）へ埋設事業部のクロノロジーシステム情報共有

ＥＲＣ対応補助者（全社）
（情報係）

全社対策要員
（全社対策本部員）

・埋設情報のＥＲＣ対応補助者（埋設）（説明補助）への提供
・ＥＲＣ対応補助者（埋設）（説明補助）に変更・追加点の説明
・ＥＲＣ対応ブース内の情報の全社対策本部事務局への提供
・ＥＲＣリエゾン連絡窓口への情報提供

ERCリエゾン連絡窓口 全社対策要員
（全社対策本部員）

・ＥＲＣ派遣者（東京）との情報連絡窓口 ・ＥＲＣリエゾンへの資料送付・管理
・リエゾンのQA管理

ＥＲＣQA管理者 全社対策要員
（全社対策本部員）

・ＥＲＣプラント班からの質問事項をクロノロジーシステムに入力する
・ＥＲＣ対応補助者へ質問回答を指示する
・質問回答が完了後、クロノロジーシステムにその旨を入力する
・適宜ＱＡ管理表を確認し、回答の遅い事項について、回答を促す

＜事業部連絡員到着後＞

※：各事業部の連絡員が到着しない場合は、ERC対応補助者（全社）（音声共有係）が、引き続き各事業部の情報入手および情報提供を行う。



３-ａ．埋設事業部における全体情報フロー図
＜現場⇔緊急時対策所⇒全社緊急時対策所（ERC対応ブース含む）の情報の流れ＞

6

技術班

復旧班

事業部対策本部（緊急時対策所）

復旧班

総務班

［ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ入
力者］

状況聞き取り
（常時共有）

口頭（ＰＨＳ、無線）

本部

電子WB
（設備状況ＣＯＰ）

電子WB
（設備状況ＣＯＰ）

（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）

（音声共有）

（埋設緊急時対応ＤＢ）

全社対策本部（緊急時対策所）

（音声共有）

（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰ
ｼｽﾃﾑ）

［ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ入
力者］

［通報文作成］

本部事務局

［ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ入力者］

［ＱＡ対応者］

①

①

①

①

①

①
状況聞き取り
（常時共有） ② （ＦＡＸ）

②

［判断フロー貼付け］

②

（ＦＡＸ）
③ ③

＜補足＞
・リエゾンについても、音声共有以外
すべての情報は入手可能である。
・クロノロジーシステムは、記載班以
外の班（厚生班、資材班、広報
班）もクロノロジーシステム入力者
による対応を行う。

電子WB
（設備状況ＣＯＰ）

（ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ）

（音声共有）

（埋設緊急時対応DB）

①

② （ＦＡＸ）
③

全社対策本部（ＥＲＣ対応ブース）

ERC ＱＡ管理者［全社］

ＱＡ入力
（常時共有）

（リアルタイム更新） （リアルタイム更新）

（リアルタイム共有）

（リアルタイム共有）

［班長］

［班長］

［班長］

［班長］

［班長］

［COP入力者］
（EAL、体制、災害情報）

救護班

［ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ入
力者］

状況聞き取り
（常時共有）

①
［班長］

［COP入力者］
（負傷者情報）

②

②

②

［COP入力者］
（気象情報、放射性物質の放
出状況（MＰデータ含む））

口頭（ＰＨＳ、無線）

［ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ入
力者］

［COP入力者］
（戦略シート）

②

現場

②
［COP入力者］

（操業状況、設備状況、プラント状況）

［ホットライン要員］
口頭（ＰＨＳ、無線）

［ホットライン要員］
口頭（ＰＨＳ、無線）

［現場対応者］

［現場監督者］

［WB（ホワイトボード）
記載者］

総務班
［現場対応者］

放射線管理班
［現場対応者］

各対策班

救護班
［現場対応者］

消火班
［現場対応者］

消火班

①

［班長］

［ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ入
力者］

口頭（ＰＨＳ、無線）

口頭（ＰＨＳ、無線）［ＱＡ対応者］

［ｸﾛﾉﾛｼﾞｰｼｽﾃﾑ入
力者］

放射線管理班

状況聞き取り
（常時共有）

状況聞き取り
（常時共有）

状況聞き取り
（常時共有）

［ＱＡ対応者］

［ＱＡ対応者］

［ＱＡ対応者］

［ＱＡ対応者］

［ＱＡ対応者］



緊急時対策所

Ｈ１・ＥＲＣ対応ブース

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班

本部事務局
（ＥＲＣ支援チーム）

事業部対策本部

ＥＲＣリエゾン

③統原防ＮＷ

事象発生

⑤DBより印刷・配布

③音声
メモ

３-ｂ．ＥＲＣ対応ブース移動までの情報フロー

DB

④DB登録＆クロノロジーシ
ステム周知

DB

DB

⑤DBより印刷・配布

青：音声
赤：資料
緑：データ

⑥統原防ＮＷ

⑥ＥＲＣ対応補助者がＤＢより
資料を印刷し、配布する。

④⑦メモ・資料等に基づき、
ＥＲＣプラント班へ説明する。

③音声共有システム等
により、音声情報をメモにし、
配布する。

②EAL判断フローより、原子力防災管理
者が事象判断を行う。

①本部事務局は、事象発生を受け、ＥＡ
Ｌ判断フローを用いてＥＡＬ事象発生を
報告する。

⑥ＥＲＣリエゾンがＤＢよ
り資料を印刷し、配布する。

⑤本部事務局は、判断フロー（判断時刻入）
をＤＢに登録し、クロノロジーシステム周知する。

①ＥＡＬ判断フロー ②発話

7

ＥＲＣ対応者
（全社）

ＥＲＣ対応補助者
（全社）（情報係）

電子WB、
クロノロジー
システム

移動車両

②電話

ＥＲＣ対応補助者
（全社）埋設担当
（音声共有係）

情報連絡員

移動中の事業部連絡
要員に対して、携帯
電話により、情報発信
する。

例として、ＥＡＬ発生時の
フローを示す。

ＥＲＣ対応補助者
（全社）

（説明補助）

[モバイルパソコン]
電子WB、

クロノロジーシステム

事業部連絡要員
（音声共有係）

事業部連絡要員
（説明補助）

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応者）

①発話

③音声



３-ｂ．ＥＲＣ対応ブース移動までの情報フロー

8

いつ 誰が 誰に 何の情報を どうやって
① 事故・プラント状況の情報

を入手した時
各対策班 本部内 事故・プラント状況の情報 発話・COP等

本部内でブリーフィング等
により事故・プラント状況
を共有した時

対策本部長
（原子力防災管理者）

緊急時対策所内 ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

発話

② ①発話した時 情報連絡員 事業部連絡要員
（音声共有係）

ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

携帯電話

対策本部長
（原子力防災管理者）

ＥＲＣ対応補助者（全
社）（音声共有係）

ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

音声共有システム

③ ②の情報を受領し、ＥＲ
Ｃ対応ブースで共有した
時

ＥＲＣ対応者（全社）
およびＥＲＣ対応補助者
（全社）（説明補助）

ＥＲＣプラント班 ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

統原防ＮＷ

④ ①発話した時 本部事務局
（ＥＲＣ支援チーム）

・ＥＲＣ対応補助者（全
社）（情報係）
・ＥＲＣリエゾン

ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

社内ＮＷ（ＤＢ登
録/クロノロジーシス
テム周知）

⑤ ④よりDB登録された後 ＥＲＣ対応補助者
（全社）（情報係）

ＥＲＣ対応者（全社）
およびＥＲＣ対応補助者
（全社）（説明補助）

ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

DB資料印刷・配布

ＥＲＣリエゾン ＥＲＣプラント班 ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

DB資料印刷・配布

⑥ ⑤受領後、ＥＲＣ対応
ブースで共有した時

ＥＲＣ対応者（全社）
およびＥＲＣ対応補助者
（全社）（説明補助）

ＥＲＣプラント班 ブリーフィング等により共有された
事故・プラント状況

統原防ＮＷ

※事業部連絡員は、ＥＲＣブースへ車両移動中②の共有方法以外に、モバイルパソコンにより電子ＷBおよびクロノロジーシステムの内容を確認する。



緊急時対策所

Ｈ１・ＥＲＣ対応ブース

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班

本部事務局
（ＥＲＣ支援チーム）

事業部対策本部

ＥＲＣリエゾン

事業部連絡要員
（音声共有係）

④統原防ＮＷ

事象発生

⑥DBより印刷・配布

音声メモ

３-ｃ．ＥＡＬに関する情報フロー

DB

⑤DB登録＆クロノロジーシ
ステム周知

DB

DB

⑥DBより印刷・配布

⑦統原防ＮＷ

⑥ＥＲＣ対応補助者（全社）(情
報係)がＤＢより資料を印刷し、配布
する。

④⑦メモ・資料等に基づき、
ＥＲＣプラント班へ説明する。

③音声共有システム等
により、音声情報をメモに
し、配布する。

②EAL判断フローより、原子力防災管理
者が事象判断を行う。

①各対策班は、事象発生を受け、ＥＡＬ
判断フローを用いてＥＡＬ事象発生を報
告する。

⑥ＥＲＣリエゾンがＤＢよ
り資料を印刷し、配布する。

⑤本部事務局は、判断フロー（判断
時刻入）をＤＢに登録し、クロノロジー
システム周知する。

①ＥＡＬ判断フロー ②発話

9

ＥＲＣ対応者
（全社）

ＥＲＣ対応補助者
（全社）（情報係）

事業部連絡要員
(ＥＲＣ対応者)

①発話

③音声
事業部連絡要員

(ＥＲＣ対応補助者)
(説明補助) 電子WB、

クロノロジー
システム

電話

青：音声
赤：資料
緑：データ



３-ｃ．ＥＡＬに関する情報フロー

いつ 誰が 誰に 何の情報を どうやって
① ＥＡＬ該当事象発生時 該当するEALを観察する対策

班
本部内 ＥＡＬに該当するプ

ラント状況になった旨
を報告

ＥＡＬ判断フロー
（発話）

② ①報告了解後 対策本部長
（原子力防災管理者）

緊急時対策所内 ＥＡＬ該当事象発
生の判断情報

発話
（ブリーフィング）

③ ②によりＥＡＬ該当事象
発生を判断した時

対策本部長
（原子力防災管理者）

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応補助者（音声共有
係））

ＥＡＬ該当事象発
生情報

音声共有システム

④ ③受領後、ＥＲＣ対応
ブースで共有した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応補
助者（説明補助））

ＥＲＣプラント班 ＥＡＬ該当事象発
生（速報）

統原防ＮＷ

⑤ ②によりEAL判断フローを
作成した時

本部事務局
（ＥＲＣ支援チーム）

・ＥＲＣ対応補助者（全社）
（情報係）
・ＥＲＣリエゾン

ＥＡＬ判断フロー 社内ＮＷ
（ＤＢ登録/クロノロ
ジーシステム周知）

⑥ ⑤よりDB登録された後 ＥＲＣ対応補助者（全社）
（情報係）

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応補
助者（説明補助））

ＥＡＬ判断フロー DB資料印刷・配布

ＥＲＣリエゾン ＥＲＣプラント班 ＥＡＬ判断フロー DB資料印刷・配布

⑦ ⑥受領後、ＥＲＣ対応
ブース内で共有した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応補
助者（説明補助））

ＥＲＣプラント班 ＥＡＬ判断フロー
（確定）

統原防ＮＷ

10



緊急時対策所

Ｈ１・ＥＲＣ対応ブース

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班

本部事務局

３-ｄ．通報文に関する情報フロー 赤：資料

②ＥＲＣ対応者は、通報
文に基づき、内容を説明する。

①本部事務局は、通報文を
一斉ＦＡＸする。

11

②統原防ＮＷ

①通報文FAX

ＥＲＣ対応者
（全社）

事業部連絡要員
(ＥＲＣ対応者)

事業部連絡要員
(ＥＲＣ対応補助者)

(説明補助)
ＥＲＣ対応補助者
（全社）（情報係）



３-ｄ．通報文に関する情報フロー

12

＜補足＞
〇着信確認の都度、事象内容は統原防ＮＷで説明することをＥＲＣに確認し、了承が得られた場合、説明は省略する。
〇通報文を説明する前に、ＥＡＬ判断フローにて主要な内容は説明していることが考えられるため、説明省略の了解を得た場
合には、説明は省略する。

いつ 誰が 誰に 何の情報を どうやって
① 通報連絡したとき 本部事務局 ・ＥＲＣプラント班

・ＥＲＣ対応補助者
（全社）（情報係）

各種通報文 ＦＡＸ

② ②受領後、ＥＲＣチーム
内で共有した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応補
助者（説明補助））

ＥＲＣプラント班 各種通報文 統原防ＮＷ



緊急時対策所

Ｈ１・ＥＲＣ対応ブース

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班

各対策班

事業部対策本部

ＥＲＣリエゾン

③統原防ＮＷ

各対策班

⑤DBより印刷・配布

②音声メモ

３-ｅ．事故・プラント状況に関する情報フロー

④DB登録＆クロノロジーシ
ステム周知

DB

⑤DBより印刷・配布

⑥統原防ＮＷ

③⑥メモ・資料等に基づき、Ｅ
ＲＣプラント班へ説明する。

②音声共有システムにより、音
声情報をメモにし、配布する。

①各対策班は、事故・プラント状況を発話または
ＣＯＰ等の資料を用いて、本部へ報告する。

⑤ＥＲＣリエゾンがＤＢより
資料を印刷し、配布する。

①発話・ブリーフィング等

13

DB

DB

①ブリーフィング等による事故・プラント状況
などを共有する。

⑤ＥＲＣ対応補助者（全社）(情
報係)がＤＢより資料を印刷し、配
布する。

④各対策班は、ＣＯＰ等をＤＢに登
録し、クロノロジーシステム周知する。

ＥＲＣ対応者
（全社）

事業部連絡要員
(ＥＲＣ対応者)

事業部連絡要員
(ＥＲＣ対応補助者)
（説明補助）

ＥＲＣ対応補助者
（全社）（情報係）

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者）
（音声共有係）

電子WB、
クロノロジー
システム

青：音声
赤：資料
緑：データ



３-ｅ．事故・プラント状況に関する情報フロー
いつ 誰が 誰に 何の情報を どうやって

① 事故・プラント状況
の情報を入手した
時

各対策班 本部内 事故・プラント状況の情報 発話・ＣＯＰ等

事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応補助者（音声共有係））

事故・プラント状況の情報 音声共有システム

本部内でブリーフィ
ングを実施した時

対策本部長
（原子力防災管理者）

緊急時対策所内 事故・プラント状況の情報 発話

事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応補助者（音声共有係））

事故・プラント状況の情報 音声共有システム

② ①より情報が共有
された時

事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応補助者（音声共有係））

事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応者およびＥＲＣ対応補助者
（説明補助））

事故・プラント状況の情報 音声情報メモ

③ ②により音声メモを
受け取った時

事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応者およびＥＲＣ対応補助者
（説明補助））

ＥＲＣプラント班 事故・プラント状況の情報
（速報）

統原防ＮＷ

④ ①により、発話後 各対策班 ・ＥＲＣ対応補助者（全社）
(情報係)
・ＥＲＣリエゾン

ＣＯＰ等 社内ＮＷ
（ＤＢ登録/クロノロ
ジーシステム周知）

⑤ ④確認後 ＥＲＣ対応補助者（全社）
(情報係)

事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応者およびＥＲＣ対応補助者
（説明補助））

ＣＯＰ等 ＤＢ資料印刷・配布

ＥＲＣリエゾン ＥＲＣプラント班 ＣＯＰ等 ＤＢ資料印刷・配布

⑥ ⑤受領後、ＥＲ
Ｃチーム内で共有
した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応者およびＥＲＣ対応補助者
（説明補助））

ＥＲＣプラント班 ＣＯＰ等 統原防ＮＷ
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緊急時対策所

Ｈ１・ＥＲＣ対応ブース

ＥＲＣ

ＥＲＣプラント班

技術班

対策本部

ＥＲＣリエゾン

技術班

⑥DBより印刷・配布

３-ｆ．事象収束戦略に関する情報フロー

⑤DB登録＆クロノロジーシ
ステム周知

DB

⑥DBより印刷・配布

⑦統原防ＮＷ

④⑦メモ・資料等に基づき、Ｅ
ＲＣプラント班へ説明する。

③補助者は音声共有シス
テムにより、音声情報をメ
モし、配布する。

②対策本部はブリーフィングにて方針決定。①技術班は、収束戦略をＣＯＰ等を用い
て、本部へ報告する。

⑥ＥＲＣリエゾンがＤＢより
資料を印刷し、配布する。

⑤技術班は、ＣＯＰ等をＤＢに登
録し、クロノロジーシステム周知する。

②発話

③音声メモ
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DB

DB

①ＣＯＰ等

④統原防ＮＷ

⑤事業部連絡員（情報連
絡員）がＤＢより資料を印
刷し、配布する。

ＥＲＣ対応者
（全社）

事業部連絡要員
(ＥＲＣ対応者)

事業部連絡要員
(ＥＲＣ対応補助者)

(説明補助)

ＥＲＣ対応補助者
（全社）(情報係)

事業部連絡要員
（音声共有係）

電子WB、
クロノロジー
システム

青：音声
赤：資料
緑：データ

③音声



３-ｆ．事象収束戦略に関する情報フロー

いつ 誰が 誰に 何の情報を どうやって
① 事象収束戦略の立案

・変更の都度
技術班 対策本部内 ＣＯＰ（戦略シート） 発話

② ブリーフィングが必要と
判断した時

対策本部長
（原子力防災管理者）

緊急時対策所内 事象収束戦略 発話
（決定）

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応補助者（音声共有
係））

事象収束戦略
（ブリーフィング内容）

音声共有システム

③ ②により事象収束戦略
が共有された時

事業部連絡要員（ＥＲ
Ｃ対応補助者（音声共
有係））

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応
補助者（説明補助））

事象収束戦略 音声情報メモ

④ ③により音声情報メモ
を受け取った時

事業部連絡要員（ＥＲ
Ｃ対応者およびＥＲＣ対
応補助者（説明補
助））

ＥＲＣプラント班 事象収束戦略（速報） 統原防ＮＷ

⑤ ②ブリーフィング後、戦
略が決定した時

技術班 ・ＥＲＣ対応補助者（全
社）(情報係)
・ＥＲＣリエゾン

ＣＯＰ（戦略シート） 社内ＮＷ
（ＤＢ登録/クロノロ
ジーシステム周知）

⑥ ⑤確認後 ＥＲＣ対応補助者（全
社）(情報係)

事業部連絡要員（ＥＲＣ
対応者およびＥＲＣ対応
補助者（説明補助））

ＣＯＰ（戦略シート） ＤＢ資料印刷・配布

ＥＲＣリエゾン ＥＲＣプラント班 ＣＯＰ（戦略シート） ＤＢ資料印刷・配布

⑦ ⑥受領後、ＥＲＣチー
ム内で共有した時

事業部連絡要員（ＥＲ
Ｃ対応者およびＥＲＣ対
応補助者（説明補
助））

ＥＲＣプラント班 ＣＯＰ（戦略シート） 統原防ＮＷ
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緊急時対策所

Ｈ１・ＥＲＣ対応ブース

ERC

ＥＲＣプラント班

技術班

対策本部

ＥＲＣリエゾン

③統原防ＮＷ

復旧班

⑤DBより印刷・配布

３-ｇ．戦略の進捗状況に関する情報フロー

④DB登録＆クロノロジーシ
ステム周知

DB

⑤DBより印刷・配布

⑥統原防ＮＷ

③⑥メモ・資料等に基づき、
ＥＲＣプラント班へ説明する。

②音声共有システムにより、
音声情報をメモにし、配布
する。

①復旧班は、戦略の進捗状況を本部へ
報告する。

⑤ＥＲＣリエゾンがＤＢよ
り資料を印刷し、配布する。

④技術班は、ＣＯＰ等をＤＢに登
録し、クロノロジーシステム周知する。

①報告

17

DB

DB

⑤事業部連絡員（情報連
絡員）がＤＢより資料を印
刷し、配布する。

ＥＲＣ対応者
（全社）

事業部連絡要員
(ＥＲＣ対応者)

事業部連絡要員
（音声共有係）

電子WB、
クロノロジー
システム

青：音声
赤：資料
緑：データ

ＥＲＣ対応補助者
（全社）(情報係)

事業部連絡要員
(ＥＲＣ対応補助者)

(説明補助)

①ブリーフィング等による戦略の進捗
状況などを共有する。

①発話

②音声②音声メモ



３-ｇ．戦略の進捗状況に関する情報フロー

いつ 誰が 誰に 何の情報を どうやって
① 戦略の進捗状況を入

手した時
復旧班長 対策本部内

技術班
戦略の進捗状況 発話・COP等

事業部連絡要員（ＥＲＣ対応
補助者（音声共有係））

戦略の進捗状況 音声共有システム

② ①により、進捗状況を
確認した時

事業部連絡要員（ＥＲ
Ｃ対応補助者（音声共
有係））

事業部連絡要員（ＥＲＣ対応
者およびＥＲＣ対応補助者（説
明補助））

戦略の進捗状況 音声情報メモ

③ ②により音声情報メモ
を受け取った時

事業部連絡要員（ＥＲ
Ｃ対応者およびＥＲＣ
対応補助者（説明補
助））

ＥＲＣプラント班 戦略の進捗状況
（速報）

統原防ＮＷ

④ ①により、発話後 技術班 ・ＥＲＣ対応補助者（全社）
(情報係)
・ＥＲＣリエゾン

ＣＯＰ等 社内ＮＷ
（ＤＢ登録/クロノロ
ジーシステム周知）

⑤ ④確認後 ＥＲＣ対応補助者（全
社）(情報係)

事業部連絡要員（ＥＲＣ対応
者およびＥＲＣ対応補助者（説
明補助））

ＣＯＰ等 ＤＢ資料印刷・配布

ＥＲＣリエゾン ＥＲＣプラント班 ＣＯＰ等 ＤＢ資料印刷・配布

⑥ ⑤確認後、ＥＲＣチー
ム内で共有した時

事業部連絡要員（ＥＲ
Ｃ対応者およびＥＲＣ
対応補助者（説明補
助））

ＥＲＣプラント班 ＣＯＰ等 統原防ＮＷ
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3-ｈ．質問対応に関する情報フロー

19
埋設緊急時対策所

Ｈ１・ＥＲＣ対応ブース

ＥＲＣ
ＥＲＣプラント班

回答 確認

本部事務局

青：音声
緑：データ

④確認

⑤回答

④⑤本部事務局はＤＢを
確認し、回答する。

※回答が遅い場合や緊急性を要する質問は、
ERC情報係を通じて緊急時対策所に直接電話で
回答を促す。

※

※

⑦
⑦ＱＡ管理者は、回答について
事業部連絡要員(ＥＲＣ対応
者および説明補助）へ共有する。

①②、⑧

③⑥⑥ＱＡ管理者は、回答の
入力を適宜確認する。

ＥＲＣ ＱＡ管理者
（全社）

DB

①②⑧ＥＲＣプラント班から
の質問に対して、回答する。

③ＱＡ管理者は、回答で
きなかった質問をＤＢに登
録する。

ＥＲＣ対応補助者
（全社）(情報係)

各対策班

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応補助者）

（説明補助）

事業部連絡要員
（ＥＲＣ対応者）

ＥＲＣ対応者
（全社）



3-ｈ．質問対応に関する情報フロー

いつ 誰が 誰に 何の情報を どうやって
① ＥＲＣプラント班が質問が

ある時
ＥＲＣプラント班 事業部連絡要員（ＥＲＣ対

応者およびＥＲＣ対応補助者
（説明補助））

ＥＲＣプラント班からの質問 統原防ＮＷ

② ①の質問に対して即時回
答できる時

事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応者およびＥＲＣ対応補助者
（説明補助））

ＥＲＣプラント班 質問に対する回答 統原防ＮＷ

③ ①の質問に即時に回答で
きず、各対策班への確認が
必要な時

ＥＲＣＱＡ管理者
（全社）

事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応補助者（説明補助））また
はＥＲＣ対応補助者（全
社）(情報係)

ＥＲＣプラント班からの質問 発話・ＤＢ登録

④ ①の質問に即時に回答で
きず、各対策班への確認が
必要な時

事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応補助者（説明補助））また
はＥＲＣ対応補助者（全社）
(情報係)

本部事務局 ＥＲＣプラント班からの質問 発話

⑤ ①の質問に即時に回答で
きず、各対策班への確認が
必要な時

本部事務局 各対策班 ＥＲＣプラント班からの質問 発話

⑥ 質問回答の準備ができた
時

各対策班 本部事務局 ＥＲＣプラント班からの質問
回答

発話

⑦ 質問回答の準備ができた
時

本部事務局 事業部連絡要員（ＥＲＣ対
応補助者（説明補助））また
はＥＲＣ対応補助者（全社）
(情報係)

ＥＲＣプラント班からの質問
回答

発話・ＤＢ登録

⑧ ⑦の情報をＥＲＣ対応
チームで共有した時

事業部連絡要員（ＥＲＣ対応
者およびＥＲＣ対応補助者
（説明補助））

ＥＲＣプラント班 質問に対する回答 統原防ＮＷ

20

＜補足＞
回答が遅い場合や緊急性を要する質問は、事業部連絡要員（ＥＲＣ対応補助者（説明補助））またはＥＲＣ対応補助者（全社）(情報係)
を通じて緊急対策所の本部事務局へ直接電話で回答を促す。



ＥＡＬ判断フロー（１／２１） 資料７−１

【ＥＡＬ判断フロー】 警戒事態該当事象（ＡＬ）
 警戒事態該当事象

凡例： ANDを示す

ORを示す

ＡＬ

事象発生時刻 ：

ＥＡＬ判断時刻 ：

警戒事態を判断するＥＡＬ（再処理施設、廃棄物管理施設）

六ケ所村において、震度６弱以上の地震が発生した場合。

警戒事態を判断するＥＡＬ（再処理施設、廃棄物管理施設）

六ケ所村沿岸を含む津波予報区において、大津波警報が発表された場合。

警戒事態を判断するＥＡＬ（再処理施設、廃棄物管理施設）

オンサイト統括（原子力規制庁）が警戒を必要と認める当該再処理施設（廃棄物管理施設）の重要な故
障等が発生した場合。

警戒事態を判断するＥＡＬ（再処理施設）

新規制基準で定める設計基準を超える外部事象が発生した場合。
（竜巻、洪水、台風、火山等）

警戒事態を判断するＥＡＬ（再処理施設、廃棄物管理施設）

原子力規制委員会委員長または委員長代行が警戒本部の設置を判断した場合。



ＥＡＬ判断フロー（２／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＳＥ０１／ＧＥ０１
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

―

ＭＰ ５μSv/h以上
（１地点検出）

当該モニタリング
ポスト＋中性子線
測定用サーベイ
メータの中性子の
放射線量の合計
５μSv/h以上

ＳＥ０１注１ ＧＥ０１注１

ＭＰ １μSv/h以上
（１地点検出）

ＭＰ ５μSv/h以上
（２地点検出）

１０分以上継続

注１：以下のいずれかの条件に該当する場合は該当数値が検出されなかったものとする

①当該数値が落雷のときに検出された場合
②再処理施設及び廃棄物管理施設の排気筒モニタ及びエリアモニタにより検出

された数値に異常が認められないものとして、原子力規制委員会に報告した
場合

ＳＥ０１
事象発生時刻

：

ＳＥ０１
判断時刻

：

ＧＥ０１
事象発生時刻

：

ＧＥ０１
判断時刻

：

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（３／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＳＥ０２／ＧＥ０２
ＡＬ

―

ＳＥ／ＧＥ

【再処理施設】

【廃棄物管理施設】

ＳＥ０２／ＧＥ０２
事象発生時刻

：

ＳＥ０２／ＧＥ０２
判断時刻

：

主排気筒の排気口から放出される気体放射性物質の放出量が次
に示す値以上となった場合。

・アルファ線を放出する核種：3×108Ｂｑ
・アルファ線を放出しない核種：8×1010Ｂｑ

線種が1種類の場合は、当該線種についてそれぞれの放出が想
定される場合。
線種が2種類の場合は、放出量に対する、それぞれの想定放出
量の割合の総和が一を超える場合。

主排気筒排気モニタ（中レンジ）による測定により、
1.5×105min−1以上を計測した場合。

ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒モニタの高警報が発報し、
表面汚染密度測定用サーベイメータによる当該モニタの捕集試
料の測定により、ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒の排気
口から放出される放射性物質の量が、次に示す値以上と確認さ
れた場合。

・アルファ線を放出しない核種：2×1010Ｂｑ

ＳＥ０２／ＧＥ０２

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（４／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＳＥ０３／ＧＥ０３
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

―

排水口から放出される液体放射性物質の
放出量が次に示す値以上となった場合。

・H-3：5.6×1017Ｂｑ
・I-129：6.7×1012Ｂｑ
・I-131：2.2×1013Ｂｑ
・その他α：6.1×1011Ｂｑ
・その他βγ： 2.7×1013Ｂｑ

核種が1種類の場合は、当該核種につい
てそれぞれの放出が想定される場合。
核種が2種類以上の場合は、放出量に対
する、それぞれの想定放出量の割合の総
和が一を超える場合。

ＳＥ０３
事象発生時刻

：

ＳＥ０３
判断時刻

：

ＧＥ０３
事象発生時刻

：

ＧＥ０３
判断時刻

：

ＳＥ０３
排水口から放出される液体放射性物質の
放出量が次に示す値以上となった場合。

・H-3：5.6×1019Ｂｑ
・I-129：6.7×1014Ｂｑ
・I-131：2.2×1015Ｂｑ
・その他α：6.1×1013Ｂｑ
・その他βγ： 2.7×1015Ｂｑ

核種が1種類の場合は、当該核種につい
てそれぞれの放出が想定される場合。
核種が2種類以上の場合は、放出量に対
する、それぞれの想定放出量の割合の総
和が一を超える場合。

ＧＥ０３

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（５／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＳＥ０４／ＧＥ０４
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

―
火災、爆発その他これ
らに類する事象の状況
により放射線量の測定
が困難である場合で
あって、その状況に鑑
み、50μSv/h 以上の放
射線量が検出される蓋
然性が高い場合。

ＳＥ０４

施設内部に設定された
管理区域外の場所にお
いて、火災、爆発その
他これらに類する事象
の発生の際に50μSv/h 以
上の放射線量の水準が
10 分間以上継続して検
出した場合。

ＳＥ０４
事象発生時刻

：

ＳＥ０４
判断時刻

：

ＧＥ０４
事象発生時刻

：

ＧＥ０４
判断時刻

：

ＧＥ０４

火災、爆発その他これ
らに類する事象の状況
により放射線量の測定
が困難である場合で
あって、その状況に鑑
み、5ｍSv/h 以上の放射
線量が検出される蓋然
性が高い場合。

施設内部に設定された
管理区域外の場所にお
いて、火災、爆発その
他これらに類する事象
の発生の際に5ｍSv/h 以
上の放射線量の水準が
10 分間以上継続して検
出した場合。

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（６／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＳＥ０５／ＧＥ０５
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

― 火災、爆発その他これらに類する
事象の状況により放射性物質の測
定が困難である場合であって、そ
の状況に鑑み、
・α線核種：4.0×10 -8Bq/cm3 以上
・βγ 核種：1.0×10-3Bq/cm3以上
の放射性物質が検出される蓋然性
が高い場合。

ＳＥ０５

施設内部に設定された管理区域外
の場所において、火災、爆発その
他これらに類する事象の発生の際
に、空気中の放射性物質の測定結
果が、
・α線核種：4.0×10-8Bq/cm3 以上
・βγ 核種：1.0×10-3Bq/cm3以上
となった場合。

火災、爆発その他これらに類する
事象の状況により放射性物質の測
定が困難である場合であって、そ
の状況に鑑み、
・α線核種：4.0×10-6Bq/cm3 以上
・βγ 核種：1.0×10-1Bq/cm3以上
の放射性物質が検出される蓋然性
が高い場合。

ＧＥ０５

施設内部に設定された管理区域外
の場所において、火災、爆発その
他これらに類する事象の発生の際
に、空気中の放射性物質の測定結
果が、
・α線核種：4.0×10-6Bq/cm3 以上
・βγ 核種：1.0×10-1Bq/cm3以上
となった場合。

ＳＥ０５
事象発生時刻

：

ＳＥ０５
判断時刻

：

ＧＥ０５
事象発生時刻

：

ＧＥ０５
判断時刻

：

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（７／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＳＥ０６／ＧＥ０６
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

― 再処理施設の内部以外
の核燃料物質の臨界安
全管理を必要とする場
所において、臨界安全
管理が損なわれている
おそれのある場合に、
その近傍において通常
とは異なる放射線量の
上昇を確認した場合。

ＳＥ０６

再処理施設の内部以外の
核燃料物質の臨界安全管
理を必要とする場所にお
いて、その核燃料物質の
臨界安全管理が損なわれ
た状態を確認した場合。

核燃料物質の臨界安全
管理が損なわれた場所
の近傍において中性子
線測定用サーベイメー
タにより中性子線量を
測定し通常と異なる中
性子線量を確認した場
合。

ＧＥ０６

ＳＥ０６
事象発生時刻

：

ＳＥ０６
判断時刻

：

ＧＥ０６
事象発生時刻

：

ＧＥ０６
判断時刻

：

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（８／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＡＬ０７／ＳＥ０７／ＧＥ０７
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

注１：核燃料物質を取扱う機器を臨界の発生のおそれが
無い状態とし、臨界警報装置を臨界事故の発生の監視
に使用する必要が無い状態において、臨界警報装置の
警報が吹鳴した場合、当該警報は吹鳴しなかったもの
とみなす。

ＡＬ０７
事象発生時刻

：

ＡＬ０７
判断時刻

：

ＳＥ０７
事象発生時刻

：

ＳＥ０７
判断時刻

：

ＧＥ０７
事象発生時刻

：

ＧＥ０７
判断時刻

：

臨界警報装置の
警報が吹鳴した
場合。注1

ＡＬ０７
該当する機器のセ
ル近傍において中
性子線測定用サー
ベイメータにより
中性子線量を測定
し通常と異なる中
性子線量の上昇を
確認した場合。

ＳＥ０７ ＧＥ０７

臨界に対する拡大防
止対策が完了したあ
と、該当する機器の
セル近傍において中
性子線測定用サーベ
イメータにより中性
子線量を測定し通常
と異なる中性子線量
を確認した場合。

臨界に対する拡大
防止対策を実施で
きない場合。

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（９／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＡＬ２５
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

― ―

ＡＬ２５
事象発生時刻

：

ＡＬ２５
判断時刻

：

ＡＬ２５
第１非常用ディーゼ
ル発電機Ａ、Ｂ起動
不能

外部電源喪失

第２非常用ディーゼ
ル発電機Ａ、Ｂ起動
不能

30分以上継続

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（１０／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＡＬ２９／ＧＥ２９
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

安全機能を有す
る施設の冷却機
能の喪失。

冷却コイル等へ
の通水失敗また
は未実施。

直接注水の失敗
または未実施。

溶液温度
100℃
以上

ＡＬ２９
溶液温度
120℃
以上

100℃以上
到達時刻

：

ＡＬ２９
判断時刻

：

120℃以上
到達時刻

：

ＧＥ２９
判断時刻

：

ＧＥ２９

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（１１／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＡＬ３０／ＳＥ３０／ＧＥ３０
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

注３：液位4100ｍｍ注１：液位8100ｍｍ

ＡＬ
事象発生時刻

：

ＡＬ３０
判断時刻

：

ＳＥ
事象発生時刻

：

ＳＥ３０
判断時刻

：

ＧＥ
事象発生時刻

：

ＧＥ３０
判断時刻

：

漏えい又は蒸発
による使用済燃
料貯蔵槽の水位
低下が継続し、
燃料集合体頂部
から上方4ｍに到
達した場合。注１

使用済燃料貯蔵
槽の水位を計器
又は目視によっ
て確認できない
状態が3時間以上
継続した場合。

ＡＬ３０

使用済燃料貯蔵
槽の水位が、燃
料集合体頂部か
ら上方2ｍに到達
した場合。注２

ＳＥ３０

注２：液位6100ｍｍ

使用済燃料貯蔵
槽の水位が、燃
料集合体頂部に
到達した場合。
注３

使用済燃料貯蔵
槽周辺の放射線
量が著しく上昇
し立ち入り困難
となり、水位を
計器又は目視に
より確認できな
い場合。

ＧＥ３０

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（１２／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＳＥ４２／ＧＥ４２
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

ＡＬ２９該当事象発生

ＡＬ４４該当事象発生

ＡＬ４５該当事象発生

ＡＬ４６該当事象発生

重大事故等の対処作業
（緊急安全対策による
対処等）が有効でない
と判断。

ＳＥ４２

ＳＥ４２
事象発生時刻

：

ＳＥ４２
判断時刻

：

ＧＥ４２
事象発生時刻

：

ＧＥ４２
判断時刻

：

ＧＥ４２

建屋内の放射線量が
上昇し立入り困難と
なり、重大事故等の
対処の全てが実施困
難。

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（１３／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＡＬ４４
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

― ―

可搬型水素濃度計により、機器内の水素濃度が
8vol％を確認した場合。

水素掃機機能が喪失し、機器内の水素濃度が
8vol％に到達するおそれのある制限時間を超え
た場合。注1

注１：重大事故対策のうち圧縮空気手動供給ユニットからの圧縮空気供給に成功した
場合は、延長される制限時間を超えた場合とする。

注２：判断フローに応じて、以下のうちいずれかを記載する。
①8vol％を確認した時刻
②8vol％に到達するおそれのある制限時間

ＡＬ４４
事象発生時刻注2 ：

ＡＬ４４
判断時刻

：

ＡＬ４４

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（１４／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＡＬ４５
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

― ―

セル内において有機溶媒の漏えいが発生し、
漏えいした有機溶媒の回収が完了する前にセ
ルの火災検知装置の警報が発報した場合。

セル内において有機溶媒の漏えいが発生し、
漏えいした有機溶媒を回収できない期間が有
機溶媒の引火点に到達するおそれのある期間
を超えた場合。

注１：判断フローに応じて、以下のうちいずれかを記載する。
①火災検知装置の警報が発報した時刻
②有機溶媒の引火点に到達するおそれのある期間

ＡＬ４５

ＡＬ４５
事象発生時刻注１ ：

ＡＬ４５
判断時刻

：

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（１５／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＡＬ４６
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

― ―

注１：有機溶媒等の爆発とはＴＢＰ等の錯体の
急激な分解反応のことをいう。

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反
応の発生のおそれのある機器に
おいて当該機器の内部圧力がセ
ルの圧力以上（正圧）であるこ
とを確認。

ＴＢＰ等の錯体の急激な分解反
応の発生のおそれのある機器に
おいて機器内の気相部の温度が
200℃以上であること確認。

セル内において有機溶媒等による爆発注１が発生するおそれ。

ＡＬ４６

ＡＬ４６
事象発生時刻

：

ＡＬ４６
判断時刻

：

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（１６／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＡＬ５１／ＳＥ５１
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

―

ＡＬ５１
事象発生時刻

：

ＡＬ５１
判断時刻

：

ＳＥ５１
事象発生時刻

：

ＳＥ５１
判断時刻

：

制御室内の放射線量や室
温の上昇等により、運転
員が中央制御室の安全監
視制御盤での操作が容易
にできなくなる可能性が
ある場合。

ＡＬ５１
放射線量や室温の異常な
上昇等により中央制御室
から退避する場合。

ＳＥ５１

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（１７／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＡＬ５２／ＳＥ５２
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

―

ＡＬ５２
事象発生時刻

：

ＡＬ５２
判断時刻

：

ＳＥ５２
事象発生時刻

：

ＳＥ５２
判断時刻

：

ＡＬ５２

再処理事業所内の通
信機能について、設
備的に異なる緊急時
電話回線、携帯電話、
衛星回線等のうち、
使用可能な通信手段
が１種類のみとなっ
た場合。

再処理事業所内から
所外への通信機能に
ついて、設備的に異
なる緊急時電話回線、
携帯電話、衛星回線
等のうち、使用可能
な通信手段が１種類
のみとなった場合。

再処理事業所内の通
信機能が全て使用で
きない場合。

再処理事業所内から
所外への通信機能が
全て使用できない場
合。

ＳＥ５２

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（１８／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＡＬ５３／ＳＥ５３
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

―

注１：「火災」とは、再処理事業所敷地内に施設される設備や仮置きされた可燃性物質（難燃性を含
む。）が発火することをいう。

注２：「溢水」とは、再処理事業所内に施設される機器の破損による漏水又は消火栓等の系統の作動
による放水が原因で、系統外に放出された流体をいう（滞留水、流水、蒸気を含む。）。

可溶性中性子吸収材緊急供給槽室において、
火災注１、爆発が発生し、
・可溶性中性子吸収材緊急供給槽Ａ
・可溶性中性子吸収材緊急供給槽Ｂ
の機能に支障が生じ、同一の機能を有する全
ての系統が使用できなくなる。

可溶性中性子吸収材緊急供給槽室において溢
水注２が発生し、
・可溶性中性子吸収材緊急供給槽Ａ
・可溶性中性子吸収材緊急供給槽Ｂ
の機能に支障が生じ、同一の機能を有する全
ての系統が使用できなくなる。

ＳＥ５３

ＡＬ５３
事象発生時刻

：

ＡＬ５３
判断時刻

：

ＳＥ５３
事象発生時刻

：

ＳＥ５３
判断時刻

：

可溶性中性子吸収材緊急供給槽室において、
火災注１、爆発が発生し、
・可溶性中性子吸収材緊急供給槽Ａ
・可溶性中性子吸収材緊急供給槽Ｂ
の機能に支障が生じ、同一の機能を有する系
統のうち使用できる系統が１系統のみとなる
おそれがある。

可溶性中性子吸収材緊急供給槽室において溢
水注２が発生し、
・可溶性中性子吸収材緊急供給槽Ａ
・可溶性中性子吸収材緊急供給槽Ｂ
の機能に支障が生じ、同一の機能を有する系
統のうち使用できる系統が１系統のみとなる
おそれがある。

ＡＬ５３

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（１９／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＳＥ５５／ＧＥ５５
ＡＬ ＳＥ ＧＥ

―

ＳＥ５５
事象発生時刻

：

ＳＥ５５
判断時刻

：

ＧＥ５５
事象発生時刻

：

ＧＥ５５
判断時刻

：

ＳＥ５５ ＧＥ５５

防護措置の準備及び一部の実施
を開始する必要があると判断
（破壊妨害行為等により、再処
理施設もしくは廃棄物管理施設
への影響により放射性物質又は
放射線が放出されうる状況であ
ると原子力防災管理者が判断し
た事象）

住民の避難等を開始する必要が
あると判断
（破壊妨害行為等により、再処
理施設もしくは廃棄物管理施設
への影響により放射性物質又は
放射線が放出されうる状況であ
ると原子力防災管理者が判断し
た事象）

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（２０／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＸＳＥ６１／ＸＧＥ６１
ＡＬ ＸＳＥ ＸＧＥ

―

事業所外運搬に使用する容器
から１ｍ離れた場所において、
火災・爆発その他これらに類
する事情の発生の際に
100μSv/h 以上の放射線量を
検出した場合。

火災・爆発その他これらに類
する事情の状況により放射線
量の測定が困難である場合で
あって、その状況に鑑み、
100μSv/h 以上の放射線量の
水準が検出される蓋然性が高
い場合。

ＸＳＥ６１

事業所外運搬に使用す
る容器から１ｍ離れた
場所において、火災、
爆発その他これらに類
する事象の発生の際に
10ｍSv/h 以上の放射線
量を検出した場合。

ＸＧＥ６１

ＸＳＥ６１
事象発生時刻

：

ＸＳＥ６１
判断時刻

：

ＸＧＥ６１
事象発生時刻

：

ＸＧＥ６１
判断時刻

：

凡例： ANDを示す

ORを示す



ＥＡＬ判断フロー（２１／２１）

【ＥＡＬ判断フロー】 ＸＳＥ６２／ＸＧＥ６２
ＡＬ ＸＳＥ ＸＧＥ

―

ＸＳＥ６２
事象発生時刻

：

ＸＳＥ６２
判断時刻

：

ＸＧＥ６２
事象発生時刻

：

ＸＧＥ６２
判断時刻

：

事業所外運搬にて、火災・
爆発その他これらに類する
事象の発生の際に、当該事
象に起因して、当該運搬に
使用する容器から放射性物
質の漏えいが発生した場合。

事業所外運搬にて、火災・
爆発その他これらに類する
事象の発生の際に、当該事
象に起因して、当該運搬に
使用する容器から放射性物
質の漏えいの蓋然性が高い
場合。

ＸＳＥ６２

事業所外運搬の場合にて、火災、
爆発その他これらに類する事象
の発生の際に、当該事象に起因
して、当該運搬に使用する容器
から、「原子力災害対策特別措
置法に基づき原子力防災管理者
が通報すべき事業所外運搬に係
る事象等に関する命令」の第４
条に定められた量の放射性物質
の漏えいが発生した場合。

事業所外運搬の場合にて、火災、
爆発その他これらに類する事象
の発生の際に、当該事象に起因
して、当該運搬に使用する容器
から、「原子力災害対策特別措
置法に基づき原子力防災管理者
が通報すべき事業所外運搬に係
る事象等に関する命令」の第４
条に定められた量の放射性物質
が漏えいする蓋然性が高い場合。

ＸＧＥ６２

凡例： ANDを示す

ORを示す



添付３ 

ＥＡＬ判断フロー 
（兼 ＥＡＬ判断シート）

⽇本原燃株式会社
濃縮事業部
【加⼯施設】
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資料７－２ 



⽇本原燃 加⼯施設 ＥＡＬ⼀覧表 
 

ＥＡＬ区分 警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全⾯緊急事態（ＧＥ） 
EAL EAL 略称 EAL EAL 略称 EAL EAL 略称 

放
射
線
量
؞
放
射
性
物
質
放
出 

01 ― ― SE01 敷地境界付近の放射線量の上昇 GE01 敷地境界付近の放射線量の上昇 
02 ― ― SE02 通常放出経路での気体放射性物質の放出 GE02 通常放出経路での気体放射性物質の放出 
03 ― ― SE03 通常放出経路での液体放射性物質の放出 GE03 通常放出経路での液体放射性物質の放出 
04 ― ― SE04 ⽕災爆発等による管理区域外での放射線の検出 GE04 ⽕災爆発等による管理区域外での放射線の検出 
05 ― ― SE05 ⽕災爆発等による管理区域外での放射性物質の検出 GE05 ⽕災爆発等による管理区域外での放射性物質の検出 
06 ― ― SE06 臨界のおそれ GE06 臨界の発⽣ 

ज
भ
他
भ
脅
威 

55 ― 

･六ヶ所村において、震度６弱以上の地震が発⽣した

場合 
･六ヶ所村沿岸を含む津波予報区において、⼤津波警

報が発表された場合 
･オンサイト総括（原⼦⼒規制庁）が警戒を必要と認

める当該原⼦炉の運転等のための施設の重要な故

障等が発⽣した場合 
･原⼦⼒規制委員会委員⻑⼜は委員⻑代⾏が警戒

本部の設置を判断した場合 

SE55 防護措置の準備及び⼀部実施が必要な事象の発⽣ GE55 住⺠の屋内退避を開始する必要がある事象の発⽣ 

事
業
所
外
運
搬 

61 ― ― XSE61 事業所外運搬での放射線量率の上昇 XGE61 事業所外運搬での放射線量率の異常上昇 
62 ― ― XSE62 事業所外運搬での放射性物質の漏えい XGE62 事業所外運搬での放射性物質の異常漏えい 
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配付 No. 濃       
加⼯施設（ウラン濃縮⼯場） 警戒事態該当事象（AL） 

ＥＡＬ判断フロー 

 

 
区分 その他の脅威 

ＥＡＬの設定の考え⽅ 
番号／略称 指針 警戒事態を判断するＥＡＬ 

ＥＡＬの基準 

指針 警戒事態を判断するＥＡＬ（③を除く） 
①六ヶ所村において、震度６弱以上の地震が発⽣した場合。 
②六ヶ所村沿岸を含む津波予報区において、⼤津波警報が発表された場合。 
④オンサイト総括（原⼦⼒規制庁）が警戒を必要と認める当該原⼦炉の運転等のための施設の重要な故障等
が発⽣した場合。 
⑤その他原⼦炉の運転等のための施設以外に起因する事象が原⼦炉の運転等のための施設に影響を及ぼすおそ

れがあることを認知した場合など、委員⻑⼜は委員⻑代⾏が警戒本部の設置が必要と判断した場合。 

同左 
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警戒事態を判断するＥＡＬ④ 
判断根拠︓加⼯施設の運転等のための施設の重要な故障等について、オンサ

イト総括が、警戒が必要と判断し、原⼦⼒事業者および関係地⽅
公共団体に対して、警戒本部を設置した旨の連絡があった 

□ 

警戒事態を判断するＥＡＬ⑤ 
判断根拠︓原⼦炉規制委員会委員⻑または委員⻑代⾏が警戒本部の 

設置を判断した場合 

□ 

警戒事態を判断するＥＡＬ① 
判断根拠︓六ヶ所村において、震度６弱以上の地震が発⽣ □ 

警戒事態を判断するＥＡＬ② 
判断根拠︓六ヶ所村沿岸を含む津波予報区において、⼤津波警報が発表 □ 

ＯＲ 

警
戒
事
態
︵
Ａ
Ｌ
︶ 

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 



  配付 No. 濃       
加⼯施設（ウラン濃縮⼯場） 敷地境界付近の放射線量の上昇（SE01／GE01） 

ＥＡＬ判断フロー 
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ＳＥ０１ 
（施設敷地緊急事態） 

【１０条事象】 

※１︓落雷の時に検出された場合を除く。 

ＯＲ 
ＧＥ０１ 

（全⾯緊急事態） 
【１５条事象】 

MP ５μSv/h 以上（※） 
（１地点検出） 

MP １μSv/h（※） 
（１地点検出） 

当該モニタリングポスト＋ 
中性⼦測定⽤サーベイメ 
ータの中性⼦の放射線量 
の合計 ５μSv/h 以上 

AND  

ＯＲ 

10 分間以上継続 

10 分間以上継続 

MP ５μSv/h 以上（※） 
（２地点検出） 

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＳＥ０１ 

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＧＥ０１ 

MP1 MP2 MP3 

   

MP1 MP2 MP3 

   

MP1 MP2 MP3 

   

MP1 MP2 MP3 

   

注︓「原⼦⼒災害対策指針の解説」に基づき、同時に複数の緊急事態区分該当事象が発⽣したときは、⼀つの事態に関する通報でなく、複数の事象として通報を⾏うこと。 



区分 放射線量・放射性物質放出 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＳＥ０１／敷地境界付近の放射線量の上昇 

ＥＡＬの基準 

施行令第４条第４項第１号 

第１項に規定する基準以上の放射線量が第２項又は前項の定めるところにより検出されたこと。 

施行令第４条第１項（第１項に規定する基準） 

法第 10 条第１項の政令で定める基準は、５μSv/h の放射線量とする。 

施行令第４条第２項（第２項の定めるところ） 

法第 10 条第１項の規定による放射線量の検出は、法第１１条第１項の規定により設置された放射

線測定設備の一又は二以上について、それぞれ単位時間（２分以内のものに限る。）ごとのガンマ

線の放射線量を測定し  １時間当たりの数値に換算して得た数値が、前項の放射線量以上のもの

となっているかどうかを点検することにより行うものとする。ただし、当該数値が落雷の時に検出

された場合その他原子力規制委員会規則で定める場合は、当該数値は検出されなかったものとみな

す。 

施行令第４条第３項（第３項の定めるところ） 

前項の定めるところにより検出された放射線量が法第 11 条第１項の規定により設置された放射線

測定設備の全てについて第１項の放射線量を下回っている場合において、当該放射線測定設備の一

又は二以上についての数値が１μSv/h 以上であるときは、法第 10 条第１項の規定による放射線量

の検出は、前項の規定にかかわらず、同項の定めるところにより検出された当該各放射線測定設備

における放射線量と原子炉の運転等のための施設の周辺において原子力規制委員会規則で定める

ところにより測定した中性子線の放射線量とを合計することにより行うものとする。 

通報すべき事象等に関する規則第４条（原子力規制委員会規則で定めるところ） 

令第４条第３項の規定による中性子線の測定は、中性子線（自然放射線によるものを除く。）が検

出されないことが明らかとなるまでの間、原子力災害対策特別措置法に基づき原子力事業者が作成

すべき原子力事業者防災業務計画等に関する命令第４条第１項の規定により備え付けることとさ

れた中性子線測定用可搬式測定器によって、瞬間ごとの中性子線の放射線量を測定し、１時間当た

りの数値に換算することにより行うものとする。 

［指針 施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ①］ 

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 10 条に基づく通報の判断基準として政令等で

定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く）。 

（１）モニタリングポストで、１分

ごとのガンマ線の放射線量を

測定し１時間あたりの数値に

換算して得た数値が５μSv/h

以上の放射線量を検出するこ

と。但し、当該数値が落雷の

時に検出された場合は、検出

されなかったこととする。 

（２）全てのモニタリングポスト

で、５μSv/h を下回っている

場合において、モニタポスト

の数値が１μSv/h 以上である

時は、当該モニタリングポス

トにおける放射線量と核燃料

施設等の周辺において、中性

子線が検出されないことが明

らかになるまでの間、中性子

線測定用サーベイメータによ

り測定した中性子線の放射線

量とを合計して得た数値が、

５μSv/h 以上のものとなって

いるときは通報対象となる。 

「ガンマ線の放射線量を測定」

とは、吸収線量（Gy/h）によ

って検出する場合にあっては

一を乗じて得た数値を放射線

量（Sv/h）とする。（通報事象

規則第８条第３号イ） 
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区分 放射線量・放射性物質放出 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＧＥ０１／敷地境界付近の放射線量の上昇 

ＥＡＬの基準 

法第 15 条第１項第１号 

第 10 条第１項前段の規定により内閣総理大臣及び原子力規制委員会が受けた通報に係る検出さ

れた放射線量又は政令で定める放射線測定設備及び測定方法により検出された放射線量が、異常

な水準の放射線量の基準として政令で定めるもの以上である場合。 

施行令第６条第１項（政令で定める放射線測定設備） 

法第 15 条第１項第１号の政令で定める放射線測定設備は、所在都道府県知事又は関係周辺都道府

県知事がその都道府県の区域内に設置した放射線測定設備であって法第 11 条第１項の放射線測

定設備の性能に相当する性能を有するものとする。 

施行令第６条第２項（政令で定める測定方法） 

法第 15 条第１項第１号の政令で定める測定方法は、単位時間（10 分以内のものに限る。）ごとの

ガンマ線の放射線量を測定し、１時間当たりの数値に換算することにより行うこととする。ただ

し、当該数値が落雷の時に検出された場合は、当該数値は検出されなかったものとみなす。 

施行令第６条第３項（政令で定める基準） 

法第 15 条第１項第１号の政令で定める基準は、次の各号に掲げる検出された放射線量の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める放射線量とする。 

一 第４条第４項第１号に規定する検出された放射線量又は第一項の放射線測定設備及び前項の

測定方法により検出された放射線量（これらの放射線量のいずれかが、二地点以上において又

は十分間以上継続して検出された場合に限る。）５μSv/h 

二 （以下、略） 

［指針 全面緊急事態を判断するＥＡＬ①］ 

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 15 条に基づく緊急事態宣言の判断基準として

政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を

除く）。 

 

（１）モニタリングポストにより特

定事象が検出された場合につい

て適用する。 

（２）モニタリングポストについて、

１分ごとのガンマ線の放射線量

を測定し１時間あたりの数値に

換算して得た放射線量(２地点

以上又は 10 分以上継続して検

出された場合に限る。)が５μ

Sv/h 以上の放射線量を検出す

る場合。 

但し、当該数値が落雷のときに

検出された場合を除く。 
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配付 No. 濃       
加⼯施設（ウラン濃縮⼯場）  通常放出経路での気体放射性物質の放出（SE02/GE02） 

ＥＡＬ判断フロー 
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排気⽤モニタにおいて、7.5×104cpm 以上 
（注） 

ＧＥ０2 
（全⾯緊急事態） 

【１５条事象】 

ＳＥ０2 
（施設敷地緊急事態） 

【１０条事象】 

注︓「SE02」および「GE02」の通報基準が同⼀であるため、「SE02」が検出された場合は、「SE02」と「GE02」が同時に検出となる。 

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＳＥ０２／ＧＥ０２ 



区分 放射線量・放射性物質放出 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＳＥ０２／通常放出経路での気体放射性物質の放出 

ＥＡＬの基準 

施行令第４条第４項第２号 

当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排気筒、排水口その他これらに類する場

所において、当該原子力事業所の区域の境界付近に達した場合におけるその放射能水準が第１項に

規定する放射線量に相当するものとして原子力規制委員会規則で定める基準以上の放射性物質が

原子力規制委員会規則で定めるところにより検出されたこと。 

第１項に規定する放射線量：５μSv/h  SE01 参照。 

通報すべき事象等に関する規則第５条第１項（原子力規制委員会規則で定める基準、原子力規制委員

会規則で定めるところ） 

令第４条第４項第２号の原子力規制委員会規則で定める基準及び同号の規定による放射性物質の

検出は、加工事業者、原子炉設置者、貯蔵事業者、廃棄事業者又は使用者にあっては、次の表（本

表「添付」参照）の左欄に掲げる場合に応じ、基準についてはそれぞれ同表の中欄に掲げるものと

し、検出についてはそれぞれ同表の右欄に掲げるところによるものとする。 

［指針 施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ①］ 

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 10 条に基づく通報の判断基準として政令等で

定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く）。 

排気用モニタによる測定で、7.5×

104cpm 以上の計測値が検出された

場合。 

 

 

 

SE02 が検出された場合は、GE02

にも該当するため、SE02 と GE02

は同時に検出されたものとして、特

定事象の通報様式により、通報を行

う。また、SE03 が検出された場合

は、GE03 にも該当するため、SE03

と GE03 は同時に検出されたもの

として、特定事象の通報様式によ

り、通報を行う。 

 

区分 放射線量・放射性物質放出 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＧＥ０２／通常放出経路での気体放射性物質の放出 

ＥＡＬの基準 

施行令第６条第４項第１号 

第４条第４項第２号に規定する場所において、当該原子力事業所の区域の境界付近に達した場合に

おける放射能水準が前項第１号に定める放射線量に相当するものとして原子力規制委員会規則で

定める基準以上の放射性物質が原子力規制委員会規則で定めるところにより検出されたこと。 

通報すべき事象等に関する規則第 12 条第１項（原子力規制委員会規則で定める基準及び原子力規制

委員会規則で定めるところ） 

令第６条第４項第１号の原子力規制委員会規則で定める基準及び同号の規定による放射性物質の

検出は、加工事業者、原子炉設置者、貯蔵事業者、廃棄事業者又は使用者にあっては、第５条の表

の上覧に掲げる場合に応じ、基準についてはそれぞれ同表の中欄に掲げるものとし、検出について

はそれぞれ同表の下欄に掲げるところによるものとする。 

［指針 全面緊急事態を判断するＥＡＬ①］ 

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 15 条に基づく緊急事態宣言の判断基準として

政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を

除く）。 

排気用モニタによる測定で、7.5×

104cpm 以上の計測値が検出された

場合。 
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配付 No. 濃       
加⼯施設（ウラン濃縮⼯場）  通常放出経路での液体放射性物質の放出（SE03/GE03） 

ＥＡＬ判断フロー 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

113 

注︓「SE03」および「GE03」の通報基準が同⼀であるため、「SE03」が検出された場合は、「SE03」と「GE03」が同時に検出となる。 

放射性液体廃棄物の分析において、 
α各種︓1.0×100Bq/cm3 以上 

（注） 

ＧＥ０3 
（全⾯緊急事態） 

【１５条事象】 

ＳＥ０3 
（施設敷地緊急事態） 

【１０条事象】 

第 1 処理⽔ピットまたは第 2 処理⽔ 
ピットから放流 

AND  

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＳＥ０３／ＧＥ０３ 



区分 放射線量・放射性物質放出 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＳＥ０３／通常放出経路での液体放射性物質の放出 

ＥＡＬの基準 

施行令第４条第４項第２号 

当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排気筒、排水口その他これらに類する場

所において、当該原子力事業所の区域の境界付近に達した場合におけるその放射能水準が第１項に

規定する放射線量に相当するものとして原子力規制委員会規則で定める基準以上の放射性物質が

原子力規制委員会規則で定めるところにより検出されたこと。 

第１項に規定する放射線量：５μSv/h  SE01 参照。 

通報すべき事象等に関する規則第５条第１項（原子力規制委員会規則で定める基準、原子力規制委員

会規則で定めるところ） 

令第４条第４項第２号の原子力規制委員会規則で定める基準及び同号の規定による放射性物質の

検出は、加工事業者、原子炉設置者、貯蔵事業者、廃棄事業者又は使用者にあっては、次の表（本

表「添付」参照）の左欄に掲げる場合に応じ、基準についてはそれぞれ同表の中欄に掲げるものと

し、検出についてはそれぞれ同表の右欄に掲げるところによるものとする。 

［指針 施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ①］ 

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 10 条に基づく通報の判断基準として政令等で

定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く）。 

排水口から放出される液体放射性

物質の濃度が次に示す値以上とな

った場合。 

α核種：1.0×100Bq/cm3 

 

 

SE02 が検出された場合は、GE02

にも該当するため、SE02 と GE02

は同時に検出されたものとして、特

定事象の通報様式により、通報を行

う。また、SE03 が検出された場合

は、GE03 にも該当するため、SE03

と GE03 は同時に検出されたもの

として、特定事象の通報様式によ

り、通報を行う。 

 

区分 放射線量・放射性物質放出 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＧＥ０３／通常放出経路での液体放射性物質の放出 

ＥＡＬの基準 

施行令第６条第４項第１号 

第４条第４項第２号に規定する場所において、当該原子力事業所の区域の境界付近に達した場合に

おける放射能水準が前項第１号に定める放射線量に相当するものとして原子力規制委員会規則で

定める基準以上の放射性物質が原子力規制委員会規則で定めるところにより検出されたこと。 

通報すべき事象等に関する規則第 12 条第１項（原子力規制委員会規則で定める基準及び原子力規制

委員会規則で定めるところ） 

令第６条第４項第１号の原子力規制委員会規則で定める基準及び同号の規定による放射性物質の

検出は、加工事業者、原子炉設置者、貯蔵事業者、廃棄事業者又は使用者にあっては、第５条の表

の上覧に掲げる場合に応じ、基準についてはそれぞれ同表の中欄に掲げるものとし、検出について

はそれぞれ同表の下欄に掲げるところによるものとする。 

［指針 全面緊急事態を判断するＥＡＬ①］ 

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 15 条に基づく緊急事態宣言の判断基準として

政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を

除く）。 

排水口から放出される液体放射性

物質の放出量が次に示す値以上と

なった場合。 

α核種：1.0×10０Bq/cm３ 
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配付 No. 濃       
加⼯施設（ウラン濃縮⼯場） ⽕災爆発等による管理区域外での放射線の検出（SE04） 

ＥＡＬ判断フロー 

  
 
 
 
 
 

 

加⼯施設（ウラン濃縮⼯場） ⽕災爆発等による管理区域外での放射線の検出（GE04） 
ＥＡＬ判断フロー 
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EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＳＥ０４ 

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＧＥ０４ 

ＯＲ 
ＳＥ０４ 

（施設敷地緊急事態） 
【１０条事象】 

ウラン濃縮⼯場敷地内の建屋外において、 
測定器により、50μSv/h 以上の放射線量 

放射線量の測定困難であって 50μSv/h 以上検出の蓋然性が⾼い場合 

10 分間以上継続 

ＯＲ 
ＧＥ０４ 

（全⾯緊急事態） 
【１５条事象】 

ウラン濃縮⼯場敷地内の建屋外において、 
測定器により、5ｍSv/h 以上の放射線量 

放射線量の測定困難であって 5ｍSv/h 以上検出の蓋然性が⾼い場合 

10 分間以上継続 

注︓「原⼦⼒災害対策指針の解説」に基づき、同時に複数の緊急事態区分該当事象が発⽣したときは、⼀つの事態に関する通報でなく、複数の事象として通報を⾏うこと。 



区分 放射線量・放射性物質放出 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＳＥ０４／通常放出経路での液体放射性物質の放出 

ＥＡＬの基準 

施行令第４条第４項第３号 

当該原子力事業所の区域内の場所のうち原子炉の運転等のための施設の内部に設定された管理区域（その内部において業務に従

事する者の被ばく放射線量の管理を行うべき区域として原子力規制委員会規則で定める区域をいう。）外の場所（前号に規定す

る場所を除く。）において、次に掲げる放射線量又は放射性物質が原子力規制委員会規則で定めるところにより検出されたこと。 

イ 50μSv/h 以上の放射線量 

ロ 当該場所におけるその放射能水準が５μSv/h の放射線量に相当するものとして原子力規制委員会規則で定める基準以上の

放射性物質 

通報すべき事象等に関する規則第６条第１項（原子力規制委員会規則で定める区域） 

令第４条第４項第３号に規定する区域は、次の表の上覧に掲げる原子力事業者の区分に応じ、それぞれ同表下欄に掲げる区域とす

る。 

加工事業者 

核燃料物質の加工事業に関する規則第１条第２項第２号に規定する管理区域。 

前号に規定する場所：当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排気筒、排水口その他これらに類する場所。（SE02、

SE03）参照。 

通報すべき事象等に関する規則第６条第３項（原子力規制委員会規則で定めるところ） 

令第４条第４項第３号の規定による放射線量又は放射性物質の検出は、次に定めるところによるものとする。 

一 放射線量については、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、令第４条第４項第３号イの放射線量の水準を

10 分間以上継続して検出すること。 

二 放射性物質については、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、前項の規定に基づく放射性物質の濃度の水準

を検出すること。 

通報すべき事象等に関する規則第６条第４項 

火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量又は放射性物質の濃度の測定が困難である場合であって、その状況

に鑑み、前項の検出により令第４条第４項第３号イの放射線量の水準又は第２項の規定に基づく放射性物質の濃度の水準が検出

される蓋然性が高い場合には、前項の規定にかかわらず、当該放射線量又は放射性物質の濃度の水準が検出されたものとみなす。 

通報すべき事象等に関する規則第６条第２項（原子力規制委員会規則で定める基準） 

令第４条第４項第３号ロの原子力規制委員会規則で定める基準は、空気中の放射性物質の濃度について、次に掲げる放射能水準

とする。 

一 検出された放射性物質の種類が明らかで、かつ、一種類である場合にあっては、放射性物質の種類に応じた空気中濃度限度

に 50 を乗じて得た値 

二 検出された放射性物質の種類が明らかで、かつ、二種類以上の放射性物質がある場合にあっては、それらの放射性物質の濃

度のそれぞれその放射性物質についての前号の規定により得られた値に対する割合の和が一となるようなそれらの放射性

物質の濃度 

三 検出された放射性物質の種類が明らかでない場合にあっては、空気中濃度限度（当該空気中に含まれていないことが明らか

である放射性物質の種類に係るものを除く。）のうち、最も低いものに 50 を乗じて得た値 

［指針 施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ①］ 

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 10 条に基づく通報の判断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は

放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く）。 

当該原子力事業所の区

域内の場所のうち核燃

料施設等の内部に設定

された管理区域外の場

所において、火災、爆発

その他これらに類する

事象の発生の際に、50

μSv/h 以上の放射線量

の水準が 10 分間以上継

続して検出された場合。

又は、火災、爆発その他

これらに類する事象の

状況により放射線量の

測定が困難である場合

であって、その状況に鑑

み、放射線量が検出され

る蓋然性が高いこと。 
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区分 放射線量・放射性物質放出 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＧＥ０４／通常放出経路での液体放射性物質の放出 

ＥＡＬの基準 

施行令第６条第３項 

法第 15 条第１項第１号の政令で定める基準は、次の各号に掲げる検出された放射線量の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める放射線量とする。 

一 （略） 

二 第４条第４項第３号イに規定する検出された放射線量 ５mSv/h 

三 （略） 

施行令第６条第４項第２号 

第４条第４項第３号に規定する場所において、当該場所におけるその放射能水準が 500μSv/h の

放射線量に相当するものとして原子力規制委員会規則で定める基準以上の放射性物質が原子力規

制委員会規則で定めるところにより検出されたこと。 

通報すべき事象等に関する規則第 13 条（原子力規制委員会規則で定める基準及び原子力規制委員会

規則で定めるところ） 

令第６条第４項第２号の原子力規制委員会規則で定める基準は、第６条第２項各号の場合に応じ、

それぞれ当該各号の基準に 100 を乗じて得たものとする。 

２ 令第６条第４項第２号の規定による放射性物質の検出は、火災、爆発その他これらに類する事

象の発生の際に、前項の規定に基づく放射性物質の濃度の水準を検出することとする。 

３ 火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射性物質の濃度の測定が困難である場合

であって、その状況に鑑み、前項の検出により第１項の規定に基づく放射性物質の濃度の水準が

検出される蓋然性が高い場合には、前項の規定にかかわらず、当該放射性物質の濃度の水準が検

出されたものとみなす。 

［指針 全面緊急事態を判断するＥＡＬ①］ 

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 15 条に基づく緊急事態宣言の判断基準として

政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を

除く）。 

当該原子力事業所の区域内の場所

のうち核燃料施設等の内部に設定

された管理区域外の場所において、

火災、爆発その他これらに類する事

象の発生の際に、５ｍSv/h 以上の

放射線量の水準が 10 分間以上継続

して検出された場合。又は、火災、

爆発その他これらに類する事象の

状況により放射線量の測定が困難

である場合であっては、その状況に

鑑み、放射線量が検出される蓋然性

が高いこと。 
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配付 No. 濃       
加⼯施設（ウラン濃縮⼯場） ⽕災爆発等による管理区域外での放射性物質の検出（SE05） 

ＥＡＬ判断フロー 

  
 
 
 
 
 

 

加⼯施設（ウラン濃縮⼯場） ⽕災爆発等による管理区域外での放射性物質の検出（GE05） 
ＥＡＬ判断フロー 
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EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＳＥ０５ 

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＧＥ０５ 

注︓「原⼦⼒災害対策指針の解説」に基づき、同時に複数の緊急事態区分該当事象が発⽣したときは、⼀つの事態に関する通報でなく、複数の事象として通報を⾏うこと。 

ＯＲ 
ＳＥ０５ 

（施設敷地緊急事態） 
【１０条事象】 

ウラン濃縮⼯場敷地内の建屋外において、 
空気中の放射性物質の測定結果が、α核種
1.0×10-5Bq/cm3 以上 

ウラン濃縮⼯場敷地内の建屋外において、放射性物質濃度の測定困難で 
あって 1.0×10-5Bq/m3 以上検出の蓋然性が⾼い 

ＯＲ 
ＧＥ０５ 

（全⾯緊急事態） 
【１５条事象】 

ウラン濃縮⼯場敷地内の建屋外において、 
空気中の放射性物質の測定結果が、α核種
1.0×10-３Bq/cm3 以上 

ウラン濃縮⼯場敷地内の建屋外において、放射性物質濃度の測定困難で 
あって 1.0×10-３Bq/m3 以上検出の蓋然性が⾼い 



区分 放射線量・放射性物質放出 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＳＥ０５／通常放出経路での液体放射性物質の放出 

ＥＡＬの基準 

施行令第４条第４項第３号 

当該原子力事業所の区域内の場所のうち原子炉の運転等のための施設の内部に設定された管理区域（その内部において業務に従

事する者の被ばく放射線量の管理を行うべき区域として原子力規制委員会規則で定める区域をいう。）外の場所（前号に規定す

る場所を除く。）において、次に掲げる放射線量又は放射性物質が原子力規制委員会規則で定めるところにより検出されたこと。 

イ 50μSv/h 以上の放射線量 

ロ 当該場所におけるその放射能水準が５μSv/h の放射線量に相当するものとして原子力規制委員会規則で定める基準以上の

放射性物質 

通報すべき事象等に関する規則第６条第１項（原子力規制委員会規則で定める区域） 

令第４条第４項第３号に規定する区域は、次の表の上覧に掲げる原子力事業者の区分に応じ、それぞれ同表下欄に掲げる区域とす

る。 

加工事業者 

核燃料物質の加工事業に関する規則第１条第２項第２号に規定する管理区域。 

前号に規定する場所：当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排気筒、排水口その他これらに類する場所。（SE02、

SE03）参照。 

通報すべき事象等に関する規則第６条第３項（原子力規制委員会規則で定めるところ） 

令第４条第４項第３号の規定による放射線量又は放射性物質の検出は、次に定めるところによるものとする。 

一 放射線量については、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、令第４条第４項第３号イの放射線量の水準を

10 分間以上継続して検出すること。 

二 放射性物質については、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、前項の規定に基づく放射性物質の濃度の水準

を検出すること。 

通報すべき事象等に関する規則第６条第４項 

火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量又は放射性物質の濃度の測定が困難である場合であって、その状況

に鑑み、前項の検出により令第４条第４項第３号イの放射線量の水準又は第２項の規定に基づく放射性物質の濃度の水準が検出

される蓋然性が高い場合には、前項の規定にかかわらず、当該放射線量又は放射性物質の濃度の水準が検出されたものとみなす。 

通報すべき事象等に関する規則第６条第２項（原子力規制委員会規則で定める基準） 

令第４条第４項第３号ロの原子力規制委員会規則で定める基準は、空気中の放射性物質の濃度について、次に掲げる放射能水準

とする。 

一 検出された放射性物質の種類が明らかで、かつ、一種類である場合にあっては、放射性物質の種類に応じた空気中濃度限度

に 50 を乗じて得た値 

二 検出された放射性物質の種類が明らかで、かつ、二種類以上の放射性物質がある場合にあっては、それらの放射性物質の濃

度のそれぞれその放射性物質についての前号の規定により得られた値に対する割合の和が一となるようなそれらの放射性

物質の濃度 

三 検出された放射性物質の種類が明らかでない場合にあっては、空気中濃度限度（当該空気中に含まれていないことが明らか

である放射性物質の種類に係るものを除く。）のうち、最も低いものに 50 を乗じて得た値 

［指針 施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ①］ 

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 10 条に基づく通報の判断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は

放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く）。 

当該原子力事業所の区域

内の場所のうち核燃料施

設等の内部に設定された

管理区域外の場所におい

て、火災、爆発その他こ

れらに類する事象の発生

の際に、空気中の放射性

物質の測定結果が、α核

種 に つ い て は 、 1.0 ×

10-5Bq/cm3 以 上 と な っ

た場合。又は、火災、爆

発その他これらに類する

事象の状況により放射性

物質の測定が困難である

場合であって、その状況

に鑑み、放射性物質が検

出される蓋然性が高いこ

と。 
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区分 放射線量・放射性物質放出 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＧＥ０５／通常放出経路での液体放射性物質の放出 

ＥＡＬの基準 

施行令第６条第３項 

法第 15 条第１項第１号の政令で定める基準は、次の各号に掲げる検出された放射線量の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める放射線量とする。 

一 （略） 

二 第４条第４項第３号イに規定する検出された放射線量 ５mSv/h 

三 （略） 

施行令第６条第４項第２号 

第４条第４項第３号に規定する場所において、当該場所におけるその放射能水準が 500μSv/h の

放射線量に相当するものとして原子力規制委員会規則で定める基準以上の放射性物質が原子力規

制委員会規則で定めるところにより検出されたこと。 

通報すべき事象等に関する規則第 13 条（原子力規制委員会規則で定める基準及び原子力規制委員会

規則で定めるところ） 

令第６条第４項第２号の原子力規制委員会規則で定める基準は、第６条第２項各号の場合に応じ、

それぞれ当該各号の基準に 100 を乗じて得たものとする。 

２ 令第６条第４項第２号の規定による放射性物質の検出は、火災、爆発その他これらに類する事

象の発生の際に、前項の規定に基づく放射性物質の濃度の水準を検出することとする。 

３ 火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射性物質の濃度の測定が困難である場合

であって、その状況に鑑み、前項の検出により第１項の規定に基づく放射性物質の濃度の水準が

検出される蓋然性が高い場合には、前項の規定にかかわらず、当該放射性物質の濃度の水準が検

出されたものとみなす。 

［指針 全面緊急事態を判断するＥＡＬ①］ 

原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第 15 条に基づく緊急事態宣言の判断基準として

政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を

除く）。 

当該原子力事業所の区域内の場所

のうち核燃料施設等の内部に設定

された管理区域外の場所において、

火災、爆発その他これらに類する事

象の発生の際に、空気中の放射性物

質の測定結果が、α核種について

は、1.0×10-3Bq/cm3 以上となった

場合。又は、火災、爆発その他これ

らに類する事象の状況により放射

性物質の測定が困難である場合で

あって、その状況に鑑み、放射性物

質が検出される蓋然性が高いこと。 

 
 
 
 
 

120 



配付 No. 濃       
加⼯施設（ウラン濃縮⼯場）  臨界のおそれ（SE06／GE06） 

ＥＡＬ判断フロー 
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注：ウラン濃縮工場において、取扱う核燃料物質の物理的・化学的形態、取扱方法を踏まえると、技術的に見て本施設に 

おいて発生し得るいかなる条件においても臨界が発生することはない。（事業許可変更申請書添付書類五） 

ＳＥ０６ 
（施設敷地緊急事態） 

【１０条事象】 

臨界管理を必要とする場所で、2 つ以上の臨界 
安全管理が損なわれているまたはそのおそれ 

臨界安全管理が損なわれているまたはそのおそれ 
がある場所の近傍で、放射線量の上昇 

AND  

AND ＳＥ０６発⽣場所近傍で、通常と異なる中性⼦ 
線またはガンマ線を検出 

ＧＥ０６ 
（全⾯緊急事態） 

【１５条事象】 

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＳＥ０６ 

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＧＥ０６ 



区分 放射線量・放射性物質放出 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＳＥ０６／臨界の発生 

ＥＡＬの基準 

通報すべき事象等に関する規則第７条２項 

原子炉の運転等のための施設の内部（原子炉の本体及び再処理施設の内部を除く。）において、核

燃料物質の形状による管理、質量による管理その他の方法による管理が損なわれる状態その他、臨

界状態の発生の蓋然性が高い状態にあること。 

加工施設の内部の核燃料物質の臨

界安全管理を必要とする場所にお

いて、濃縮度異常が発生し、かつ、

減速材としての水が存在する場合

等の臨界安全管理が損なわれてい

る場合、又は臨界安全管理が損なわ

れているおそれのある場合であっ

て、その近傍において通常とは異な

る放射線量の上昇を確認した場合

をいう。 

 

区分 放射線量・放射性物質放出 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＧＥ０６／臨界の発生 

ＥＡＬの基準 

施行令第６条第４項第３号 

原子炉の運転等のための施設の内部（原子炉の本体の内部を除く。）において、核燃料物質が臨界

状態（原子核分裂の連鎖反応が継続している状態をいう。）にあること。 

臨界に関する施設敷地緊急事態

（SE06）が発生し、核燃料物質の

臨界安全管理が損なわれた場所の

近傍において中性子線測定用サー

ベイメータ又はγ線測定用サーベ

イメータ等により、通常と異なる中

性子線又はγ線量を確認した場合

をいう。 
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配付 No. 濃       
加⼯施設（ウラン濃縮⼯場） 防護措置の準備及び⼀部実施が必要な事象の発⽣（SE55） 

ＥＡＬ判断フロー 

  
 
 
 
 
 

 

加⼯施設（ウラン濃縮⼯場） 住⺠の屋内退避を開始する必要がある事象の発⽣（GE55） 
ＥＡＬ判断フロー 
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AND 

※破壊妨害⾏為等により、加⼯施設への影響により放射性物質⼜は放射線が放出されうる状況であると原⼦⼒ 
防災管理者が判断した事象 

※破壊妨害⾏為等により、加⼯施設への影響により放射性物質⼜は放射線が放出されうる状況であると原⼦⼒ 
防災管理者が判断した事象 

ＳＥ５５ 
（施設敷地緊急事態） 

【１０条事象】 

破壊妨害⾏為等により、加⼯施設の安全機能を維持する機能に不具合 

放射性物質または放射線が敷地内に放出、またはそのおそれ 

AND 

ＧＥ５５ 
（全⾯緊急事態） 

【１５条事象】 

破壊妨害⾏為等により、加⼯施設の安全機能を維持する機能に不具合 

放射性物質または放射線が敷地外に放出、またはそのおそれ 

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＳＥ５５ 

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＧＥ５５ 

注︓「原⼦⼒災害対策指針の解説」に基づき、同時に複数の緊急事態区分該当事象が発⽣したときは、⼀つの事態に関する通報でなく、複数の事象として通報を⾏うこと。 



区分 その他の脅威 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＳＥ５５／防護措置の準備および一部実施が必要な事象の発生 

ＥＡＬの基準 

通報事象規則第７条第１項ヌ 

［指針 施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ②］ 

原子炉の運転等のための施設以外に起因する事象が原子炉の運転等のための施設に影響

を及ぼすおそれがあること等放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は

放出されるおそれがあり、原子力事業所周辺において、緊急事態に備えた防護措置の準

備及び防護措置の一部の実施を開始する必要がある事象が発生すること。 

(1)「原子炉の運転等のための施設以外に起因

する事象」とは、破壊妨害行為等、施設の

安全を維持する機能に不具合を引き起こす

ような事象をいう。 

(2)「原子炉の運転等のための施設に影響を及

ぼすおそれがあること等放射性物質又は放

射線が原子力事業所外へ放出され、又は放

出されるおそれがあり、原子力事業所周辺

において、緊急事態に備えた防護措置の準

備及び防護措置の一部の実施を開始する必

要がある事象」とは、加工施設に影響を及

ぼすおそれにより放射性物質又は放射線が

放出されうる状況であると原子力防災管理

者が判断した事象をいう。 

 

区分 その他の脅威 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＧＥ５５／住民の屋内避難を開始する必要がある事象の発生 

ＥＡＬの基準 

通報事象規則第 14 条第１号ヌ 

［指針 全面緊急事態を判断するＥＡＬ②］ 

原子炉の運転等のための施設以外に起因する事象が原子炉の運転等のための施設に影響

を及ぼすこと等放射性物質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は

放出されるおそれがあり、原子力事業所周辺の住民の避難又は屋内退避を開始する必要

がある事象が発生すること。 

(1)「原子炉の運転等のための施設以外に起因

する事象」とは、破壊妨害行為等、原子力

施設の安全を維持する機能に不具合を引き

起こすような事象をいう。 

(2)「原子炉の運転等のための施設に影響を及

ぼすこと等放射性物質又は放射線が異常な

水準で原子力事業所外へ放出され、又は放

出されるおそれがあり、原子力事業所周辺

の住民の避難又は屋内退避を開始する必要

がある事象」とは、加工施設への影響によ

り放射性物質又は放射線が放出されうる状

況であると原子力防災管理者が判断した事

象をいう。 
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配付 No. 濃       
加⼯施設（ウラン濃縮⼯場） 事業所外運搬での放射線量率の上昇（XSE61） 

ＥＡＬ判断フロー 

  
 
 
 
 
 

 

加⼯施設（ウラン濃縮⼯場） 事業所外運搬での放射線量率の異常上昇（XGE61） 
ＥＡＬ判断フロー 
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ＸＳＥ６１ 
（施設敷地緊急事態） 

【１０条事象】 

事業所外運搬に使⽤する容器から１ｍ離れた場所において、100μSv/h 
以上の放射線量が検出 

放射性物質濃度の測定困難であって 100μSv/h 以上の放射線量が検出 
される蓋然性が⾼い 

ＯＲ 

ⅩＧＥ６１ 
（全⾯緊急事態） 

【１５条事象】 

事業所外運搬に使⽤する容器から１ｍ離れた場所において、10mSv/h 
以上の放射線量が検出 

放射性物質濃度の測定困難であって 10mSv/h 以上の放射線量が検出 
される蓋然性が⾼い 

ＯＲ 

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＸＳＥ６１ 

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＸＧＥ６１ 

ＯＲ 

注︓「原⼦⼒災害対策指針の解説」に基づき、同時に複数の緊急事態区分該当事象が発⽣したときは、⼀つの事態に関する通報でなく、複数の事象として通報を⾏うこと。 



区分 事業所外運搬 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＸＳＥ６１／事業所外運搬での放射線量率の上昇 

ＥＡＬの基準 

施行令第４条第４項第４号 

事業所外運搬に使用する容器から１ｍ離れた場所において、100μSv/h 以上の放射線量

が原子力規制委員会規則・国土交通省令で定めるところにより検出されたこと。 

原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事業所外運搬に係る事

象等に関する命令（平成 24 年文部科学省 経済産業省 国土交通省令第２号。以下「通

報すべき事業所外運搬に係る事象等に関する命令」という。）第２条第１項（原子力規制委

員会規則で定めるところ） 

令第４条第４項第４号の規定による放射線量の検出は、火災、爆発その他これらに類す

る事象の発生の際に検出することとする。 

通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関する命令第２条第２項 

火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量の測定が困難である場合で

あって、その状況に鑑み、前項の検出により令第４条第４項第４号の放射線量の水準が

検出される蓋然性が高い場合には、前項の規定にかかわらず、当該放射線量の水準が検

出されたものとみなす。 

事業所外運搬に使用する容器から１m 離れた

場所において、100μSv/h 以上の放射線量が

火災、爆発その他これらに類する事象の発生

の際に検出されたこと、又は火災、爆発その

他これらに類する事象の状況により放射線量

の測定が困難である場合であって、その状況

に鑑み、100μSv/h 以上の放射線量の水準が

検出される蓋然性が高い状態であること。 

 

区分 事業所外運搬 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＸＧＥ６１／事業所外運搬での放射線量率の異常上昇 

ＥＡＬの基準 

施行令第６条第３項 

法第 15 条第１項第１号の政令で定める基準は、次の各号に掲げる検出された放射線量

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める放射線量とする。 

一 （略） 

二 （略） 

三 第４条第４項第４号に規定する検出された放射線量 10mSv/h 

事業所外運搬に使用する容器から１ｍ離れた

場所において、10mSv/h 以上の放射線量が火

災、爆発その他これらに類する事象の発生の

際に検出されること。 
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配付 No. 濃       
加⼯施設（ウラン濃縮⼯場） 事業所外運搬での放射性物質の漏えい（XSE62） 

ＥＡＬ判断フロー 

  
 
 
 
 
 

 

加⼯施設（ウラン濃縮⼯場） 事業所外運搬での放射性物質の異常漏えい（XGE62） 
ＥＡＬ判断フロー 
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ＸＳＥ６２ 
（施設敷地緊急事態） 

【１０条事象】 

事業所外運搬に使⽤する容器から放射性物質が漏えいした場合 

事業所外運搬に使⽤する容器から放射性物質が漏えいの蓋然性が⾼い 
状態であること。 

ＯＲ 

ⅩＧＥ６２ 
（全⾯緊急事態） 

【１５条事象】 

事業所外運搬に使⽤する容器から「外運搬通報命令」第 4 条に定める量の 
放射性物質が漏えいしたとき 

事業所外運搬に使⽤する容器から「外運搬通報命令」第４条放射性物質 
が漏えいの蓋然性が⾼い状態であること。 

ＯＲ 

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＸＳＥ６２ 

EAL 判断時間 
事象発⽣時間 

︓ 
︓ 

ＸＧＥ６２ 

注︓「原⼦⼒災害対策指針の解説」に基づき、同時に複数の緊急事態区分該当事象が発⽣したときは、⼀つの事態に関する通報でなく、複数の事象として通報を⾏うこと。 



区分 事業所外運搬 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＸＳＥ６２／事業所外運搬での放射性物質の漏えい 

ＥＡＬの基準 

通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関する命令第３条 

令第四条第四項第五号の原子力規制委員会規則・国土交通省令で定める事象は、火災、爆発その他

これらに類する事象の発生の際に、当該事象に起因して、事業所外運搬（核燃料物質等の工場又は

事業所の外における運搬に関する技術上の基準に係る細目等を定める告示第３条並びに第５条第

１項第１号（液体又は気体であって専用積載としないで運搬する場合におけるものを除く。）及び

第２項第１号、船舶による放射性物質等の運送基準の細目等を定める告示第４条並びに 10 条第１

項第１号（液体又は気体であって専用積載としないで運搬する場合におけるものを除く。）及び第

２項第１号並びに航空機による放射性物質等の輸送基準を定める告示第４条並びに第７条第１項

第１号（液体又は気体であって専用積載としないで運搬する場合におけるものを除く。）及び第２

項第１号に規定する核燃料物質等の運搬を除く。）に使用する容器から放射性物質が漏えいするこ

と又は当該漏えいの蓋然性が高い状態にあることとする。 

事業所外運搬の場合にあっては、火

災、爆発、その他これらに類する事

象発生の際に、当該事象に起因し

て、当該運搬に使用する容器から放

射性物質が漏えいすること、または

当該漏えいの蓋然性が高い状態で

あること。 

 

区分 事業所外運搬 
ＥＡＬの設定の考え方 

番号／略称 ＸＧＥ６２／事業所外運搬での放射性物質の異常漏えい 

ＥＡＬの基準 

外運搬通報事象命令第４条 

令第六条第四項第四号の原子力規制委員会規則・国土交通省令で定める事象は、火災、爆発その他

これらに類する事象の発生の際に、当該事象に起因して、放射性物質の種類（核燃料物質等の工場

又は事業所の外における運搬に関する技術上の基準に係る細目等を定める告示別表第一、別表第

二、別表第三、別表第四、別表第五又は別表第六の第一欄、船舶による放射性物質等の運送基準の

細目等を定める告示別表第一、別表第二、別表第三、別表第四、別表第五又は別表第六の第一欄及

び航空機による放射性物質等の輸送基準を定める告示別表第二、別表第三、別表第四、別表第五、

別表第六又は別表第七の第一欄に掲げるものに限る。）に応じ、それぞれ核燃料物質等の工場又は

事業所の外における運搬に関する技術上の基準に係る細目等を定める告示別表第一の第三欄、別表

第二の第三欄、別表第三の第三欄、別表第四の第二欄、別表第五の第二欄又は別表第六の第三欄、

船舶による放射性物質等の運送基準の細目等を定める告示別表第一の第三欄、別表第二の第三欄、

別表第三の第三欄、別表第四の第二欄、別表第五の第二欄又は別表第六の第三欄及び航空機による

放射性物質等の輸送基準を定める告示別表第二の第三欄、別表第三の第三欄、別表第四の第三欄、

別表第五の第二欄、別表第六の第二欄又は別表第七の第三欄に掲げる値の放射性物質が事業所外運

搬（核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則 （昭和五十三年総理府令第五

十七号）第三条第二項 、危険物船舶運送及び貯蔵規則 （昭和三十二年運輸省令第三十号）第八十

条第二項 及び航空法施行規則 （昭和二十七年運輸省令第五十六号）第百九十四条第二項第二号 イ

（４）に規定する低比放射性物質又は表面汚染物の運搬を除く。）に使用する容器から漏えいする

こと又は当該漏えいの蓋然性が高い状態にあることとする。 

事業所外運搬の場合にあっては、火

災、爆発その他これらに類する事象

の発生の際に、当該事象に起因し

て、原子力災害対策特別措置法に基

づき原子力防災管理者が通報すべ

き事業所外運搬に係る事象等に関

する命令第４条に定められた量の

放射性物質が当該運搬に使用する

容器から漏えいすること、又は当該

漏えいの蓋然性が高い状態にある

こと。 
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ＥＡＬ判断フロー

日本原燃株式会社

埋設事業部

廃棄物埋設施設

資料７－３



1

ＥＡＬ区分
警戒事態（ＡＬ） 施設敷地緊急事態（ＳＥ） 全面緊急事態（ＧＥ）

EAL EAL略称 EAL EAL略称 EAL EAL略称

放
射
線
量
・放
射
性
物
質
放
出

01 ― ― SE01 敷地境界付近の放射線量の上昇 GE01 敷地境界付近の放射線量の上昇

02 ― ― SE02 通常放出経路での気体放射性物質の放出 GE02 通常放出経路での気体放射性物質の放出

03 ― ― SE03 通常放出経路での液体放射性物質の放出 GE03 通常放出経路での液体放射性物質の放出

04 ― ― SE04
火災爆発等による管理区域外での放射線
の検出

GE04
火災爆発等による管理区域外での放射線
の検出

05 ― ― SE05
火災爆発等による管理区域外での放射性
物質の検出

GE05
火災爆発等による管理区域外での放射性
物質の検出

06 ― ― SE06 臨界のおそれ GE06 臨界の発生

そ
の
他
の
脅
威

55 ―

･六ヶ所村において、震度６弱以上の地震が発
生した場合

･六ヶ所村沿岸を含む津波予報区において、大
津波警報が発表された場合

･オンサイト総括（原子力規制庁）が警戒を必要
と認める当該原子炉の運転等のための施設
の重要な故障等が発生した場合

･原子力規制委員会委員長又は委員長代行が
警戒本部の設置を判断した場合

SE55
防護措置の準備及び一部実施が必要な
事象の発生

GE55
住民の屋内退避を開始する必要が
ある事象の発生

事
業
所
外

運
搬

61 ― ― XSE61 事業所外運搬での放射線量率の上昇 XGE61 事業所外運搬での放射線量率の異常上昇

62 ― ― XSE62 事業所外運搬での放射性物質の漏えい XGE62
事業所外運搬での放射性物質の異常漏え
い

日本原燃 廃棄物埋設施設 ＥＡＬ一覧表



警戒事態を判断するＥＡＬ

六ヶ所村において、震度６弱以上の地震が発生した場合

警戒事態を判断するＥＡＬ

六ヶ所村沿岸を含む津波予報区において、大津波警報が発表された
場合

警戒事態を判断するＥＡＬ

オンサイト統括（原子力規制庁）が警戒を必要と認める当該
原子炉の運転等のための施設の重要な故障が発生した場合

警戒事態を判断するＥＡＬ

原子炉規制委員会委員長または委員長代行が警戒本部の設置を判
断した場合

OR

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断フロー】 警戒事態該当事象（ＡＬ）

ＡＬ

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

2



区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

そ
の
他
脅
威

指針 警戒事
態を判断する
ＥＡＬ

指針 警戒事態を判断するＥＡＬ（③を除く）
①六ヶ所村において、震度６弱以上の地震が発生した場合。

②六ヶ所村沿岸を含む津波予報区において、大津波警報が発表された
場合。

④オンサイト総括（原子力規制庁）が警戒を必要と認める当該原子炉
の運転等のための施設の重要な故障等が発生した場合。

⑤その他原子炉の運転等のための施設以外に起因する事象が原子炉
の運転等のための施設に影響を及ぼすおそれがあることを認知した
場合など、委員長又は委員長代行が警戒本部の設置が必要と判断し
た場合。

同左

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】 警戒事態該当事象（ＡＬ）

3



MP ５μSv/h以上
（１地点検出）

MP １μSv/h
（１地点検出）

当該モニタリングポスト
＋中性子測定用サーベ
イメータの中性子の放
射線量の合計

５μSv/h以上

AND

SE01（※）

10分間以上継続

10分間以上継続

GE01（※）

OR

MP 5μSv/h（※）
（2地点検出）

OR

ＧＥ０１

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

SＥ０１

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

※ 除外規定あり（次ページ）

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断フロー】 敷地境界付近の放射線量の上昇（SE01/GE01）

4
注：「原子力災害対策指針の解説」に基づき、同時に複数の緊急事態区分該当事象が発生したときは、一つの事態に関する通報でなく、複数の事象として

通報を行うこと。



除外規定

以下のいずれかに該当する場合は、検出されなかったものとみなす。

落雷の時に検出された場合

放射性廃棄物の取扱い作業中（運転中）において、低レベル廃棄物管理建屋の排気用モニタにより異常が認め
られない場合、かつ、埋設地の埋設設備の外観目視により異常が認められない場合

放射性廃棄物の取扱い作業を実施していない（停止中）場合

除外規定該当判断

判断時刻 ：

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断フロー】 敷地境界付近の放射線量の上昇（SE01/GE01）

5



区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

SE01／
敷地境界付近の
放射線量の上昇

施行令第４条第４項第１号
第１項に規定する基準以上の放射線量が第２項又は前項の定めるところにより検出

されたこと。

施行令第４条第１項（第１項に規定する基準）
法第10条第１項の政令で定める基準は、５μSv/hの放射線量とする。

施行令第４条第２項（第２項の定めるところ）
法第10条第１項の規定による放射線量の検出は、法第11条第１項の規定により設置

された放射線測定設備の一又は二以上について、それぞれ単位時間（２分以内のもの
に限る。）ごとのガンマ線の放射線量を測定し１時間当たりの数値に換算して得た数値
が、前項の放射線量以上のものとなっているかどうかを点検することにより行うものと
する。
ただし、当該数値が落雷の時に検出された場合その他廃棄物埋設施設に異常が認

められない場合は、当該数値は検出されなかったものとみなす。

（１）モニタリングポストで、１分ごとの
ガンマ線の放射線量を測定し、１時
間あたりの数値に換算して得た数値
が５μSv/h以上の放射線量を検出
すること。
但し、以下のいずれかに該当する場
合は当該数値が検出されなかったこ
ととする。

a. 当該数値が落雷の時に検出さ
れた場合

b. 放射性廃棄物の取扱い作業中
（運転中）において、低レベル廃
棄物管理建屋の排気用モニタ
により検出された数値に異常が
認められないこと及び埋設地の
埋設設備の外観目視で異常が
認められないことを原子力規制
委員会に報告した場合

c. 放射性廃棄物の取扱い作業を
実施していないこと（停止中）を
原子力規制委員会に報告した
場合

※廃棄物埋設施設に異常が認められない場合とは、次の場合をいう。
①放射性廃棄物の取扱い作業中（運転中）の低レベル廃棄物管理建屋におい

ては、排気用モニタで異常が検出されなかった場合
②放射性廃棄物の取扱い作業中（運転中）の埋設地においては、埋設設備の

外観目視で異常が認められない場合
③放射性廃棄物の取扱い作業を実施していない（停止中）場合

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】 敷地境界付近の放射線量の上昇（SE01/GE01）
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区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

（つづき）
SE01／
敷地境界付近の
放射線量の上昇

（つづき）
施行令第４条第３項（第３項の定めるところ）
前項の定めるところにより検出された放射線量が法第11条第１項の規定により設置さ

れた放射線測定設備の全てについて第１項の放射線量を下回っている場合において、
当該放射線測定設備の一又は二以上についての数値が１μSv/h以上であるときは、
法第10条第１項の規定による放射線量の検出は、前項の規定にかかわらず、同項の
定めるところにより検出された当該各放射線測定設備における放射線量と原子炉の運
転等のための施設の周辺において原子力規制委員会規則で定めるところにより測定し
た中性子線の放射線量とを合計することにより行うものとする。

通報すべき事象等に関する規則第４条（原子力規制委員会規則で定めるところ）
令第４条第３項の規定による中性子線の測定は、中性子線（自然放射線によるもの

を除く。）が検出されないことが明らかとなるまでの間、原子力災害対策特別措置法に
基づき原子力事業者が作成すべき原子力事業者防災業務計画等に関する命令第４条
第１項の規定により備え付けることとされた中性子線測定用可搬式測定器によって、瞬
間ごとの中性子線の放射線量を測定し、１時間当たりの数値に換算することにより行う
ものとする。

［指針 施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ①］
原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第10条に基づく通報の判断基準と
して政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所
外運搬に係る場合を除く。）。

（つづき）
（２）全てのモニタリングポストで、５
μSv/hを下回っている場合において、
モニタリングポストの数値が１
μSv/h以上であるときは、当該モニ
タリングポストにおける放射線量と
核燃料施設等の周辺において、中
性子線が検出されないことが明らか
になるまでの間、中性子線測定用
サーベイメータにより測定した中性
子線の放射線量とを合計して得た数
値が、５μSv/h 以上のものとなって
いるときは通報対象とする。

「ガンマ線の放射線量を測定」とは、
吸収線量（Gy/h）によって検出する
場合にあっては一を乗じて得た数値
を放射線量（Sv/h）とする。（通報事
象規則第８条第３号イ）

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】 敷地境界付近の放射線量の上昇（SE01/GE01）
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区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

GE01／
敷地境界付近の
放射線量の上昇

法第15条第１項第１号
第10条第１項前段の規定により内閣総理大臣及び原子力規制委員会が受けた通報

に係る検出された放射線量又は政令で定める放射線測定設備及び測定方法により検
出された放射線量が、異常な水準の放射線量の基準として政令で定めるもの以上であ
る場合。

施行令第６条第１項（政令で定める放射線測定設備）
法第15条第１項第１号の政令で定める放射線測定設備は、所在都道府県知事又は

関係周辺都道府県知事がその都道府県の区域内に設置した放射線測定設備であって
法第11条第１項の放射線測定設備の性能に相当する性能を有するものとする。

施行令第６条第２項（政令で定める測定方法）
法第15条第１項第１号の政令で定める測定方法は、単位時間（10分以内のものに限

る。）ごとのガンマ線の放射線量を測定し、１時間当たりの数値に換算することにより行
うこととする。ただし、当該数値が落雷の時に検出された場合は、当該数値は検出され
なかったものとみなす。

施行令第６条第３項（政令で定める基準）
法第15条第１項第１号の政令で定める基準は、次の各号に掲げる検出された放射線

量の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める放射線量とする。

一 第４条第４項第１号に規定する検出された放射線量又は第一項の放射線測定
設備及び前項の測定方法により検出された放射線量（これらの放射線量のい
ずれかが、二地点以上において又は十分間以上継続して検出された場合に限
る。）５μSv/h

二 （以下、略）

（１）モニタリングポストにより特定事
象が検出された場合について適用
する。

（２）モニタリングポストについて、１
分ごとのガンマ線の放射線量を測定
し１時間あたりの数値に換算して得
た放射線量（２地点以上又は10分以
上継続して検出された場合に限
る。）が５μSv/h以上の放射線量を
検出する場合。但し、当該数値が落
雷のときに検出された場合を除く。

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】 敷地境界付近の放射線量の上昇（SE01/GE01）

8



排気用モニタのろ紙測定結果が
2.5×109Bq以上

排気用モニタの高高警報発報

注： 「SE02」および「GE02」の通報基準は同一であるため、「SE02」が検出された場合は、「GE02」にも該当する。

注
AND SE02/GE02

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断フロー】 通常放出経路での気体放射性物質の放出

（SE02/GE02）

9



10

区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

放
射
線
量
・
放
射
性
物
質
放
出

SE02／
通常放出経路
での気体放射
性物質の放出

施行令第４条第４項第２号
当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排気筒、排水口
その他これらに類する場所において、当該原子力事業所の区域の境界付近に
達した場合におけるその放射能水準が第１項に規定する放射線量に相当する
ものとして原子力規制委員会規則で定める基準以上の放射性物質が原子力
規制委員会規則で定めるところにより検出されたこと。

第１項に規定する放射線量：５μSv/h SE01参照。

通報すべき事象等に関する規則第５条第１項（原子力規制委員会規則で定め
る基準、原子力規制委員会規則で定めるところ）
令第４条第４項第２号の原子力規制委員会規則で定める基準及び同号の規定
による放射性物質の検出は、加工事業者、原子炉設置者、貯蔵事業者、廃棄
事業者又は使用者にあっては、次の表（本表「添付」参照）の左欄に掲げる場
合に応じ、基準についてはそれぞれ同表の中欄に掲げるものとし、検出につい
てはそれぞれ同表の右欄に掲げるところによるものとする。

［指針 施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ①］
原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第10条に基づく通報の判
断基準として政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出さ
れた場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）。

低レベル廃棄物管理建屋排気用
モニタの高高警報が発報し、表
面汚染密度測定用サーベイメー
タ又は可搬型ダスト測定器によ
る当該モニタの捕集試料の測定
により、低レベル廃棄物管理建
屋排気筒の排気口から放出され
る放射性物質の量が、次に示す
値以上と確認された場合。
アルファ線を放出しない核種：
2.5×109Bq

SE02が検出された場合は、GE02
にも該当するため、SE02とGE02
は同時に検出されたものとして、
特定事象の通報様式により、通
報を行う。

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】 通常放出経路での気体放射性物質の放出

（SE02/GE02）



注： 「SE03」および「GE03」の通報基準は同一であるため、「SE03」が検出された場合は、「GE03」にも該当する。

注
AND

液体放射性廃棄物の濃度が
9.0×100Bq/cm3以上

一般排水処理設備から放流

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

SE03/GE03

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断フロー】 通常放出経路での液体放射性物質の放出

（SE03/GE03）
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区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

放
射
線
量
・放
射
性
物
質
放
出

SE03／
通常放出経路
での液体放射
性物質の放出

施行令第４条第４項第２号
当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排気筒、排水口その他こ

れらに類する場所において、当該原子力事業所の区域の境界付近に達した場合におけ
るその放射能水準が第１項に規定する放射線量に相当するものとして原子力規制委員
会規則で定める基準以上の放射性物質が原子力規制委員会規則で定めるところにより
検出されたこと。

第１項に規定する放射線量：５μSv/h SE01参照。

通報すべき事象等に関する規則第５条第１項（原子力規制委員会規則で定める基準、
原子力規制委員会規則で定めるところ）
令第４条第４項第２号の原子力規制委員会規則で定める基準及び同号の規定による

放射性物質の検出は、加工事業者、原子炉設置者、貯蔵事業者、廃棄事業者又は使用
者にあっては、次の表（本表「添付」参照）の左欄に掲げる場合に応じ、基準については
それぞれ同表の中欄に掲げるものとし、検出についてはそれぞれ同表の右欄に掲げると
ころによるものとする。

［指針 施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ①］
原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第10条に基づく通報の判断基準とし
て政令等で定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運
搬に係る場合を除く。）。

排水口から放出される液体放射性物
質の濃度が次に示す値以上となった
場合。

β核種：9.0×100 Bq/cm3

SE03が検出された場合は、GE03にも
該当するため、SE03とGE03は同時に
検出されたものとして、特定事象の通
報様式により、通報を行う。

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】 通常放出経路での液体放射性物質の放出

（SE03/GE03）
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管理区域外で
放射線量が50μSv/h以上

放射線量の測定困難であって50μSv/h以上検出の蓋然性
が高い場合

OR

OR

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

ＳＥ04

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

ＧＥ04

10分間以上継続

管理区域外で
放射線量が５mSv/h以上

10分間以上継続

放射線量の測定困難であって５mSv/h以上検出の蓋然性
が高い場合

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断フロー】 火災爆発等による管理区域外での放射線の検出

（SE04/GE04）

13
注：「原子力災害対策指針の解説」に基づき、同時に複数の緊急事態区分該当事象が発生したときは、一つの事態に関する通報でなく、複数の事象として

通報を行うこと。



区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

放
射
線
量
・放
射
性
物
質
放
出

SE04／
火災爆発等に
よる管理区域
外での放射線
の検出

施行令第４条第４項第３号
当該原子力事業所の区域内の場所のうち原子炉の運転等のための施設の内部に設定された管

理区域（その内部において業務に従事する者の被ばく放射線量の管理を行うべき区域として原子力
規制委員会規則で定める区域をいう。）外の場所（前号に規定する場所を除く。）において、次に掲げ
る放射線量又は放射性物質が原子力規制委員会規則で定めるところにより検出されたこと。

イ 50μSv/h以上の放射線量
ロ （略）

通報すべき事象等に関する規則第６条第１項（原子力規制委員会規則で定める区域）
令第４条第４項第３号に規定する区域は、次の表の上覧に掲げる原子力事業者の区分に応じ、そ

れぞれ同表下欄に掲げる区域とする。

前号に規定する場所：当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排気筒、排水口
その他これらに類する場所。 （SE02、SE03）参照。

通報すべき事象等に関する規則第６条第３項（原子力規制委員会規則で定めるところ）
令第４条第４項第３号の規定による放射線量又は放射性物質の検出は、次に定めるところによるも

のとする。

一 放射線量については、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、令第４条第４項
第３号イの放射線量の水準を10分間以上継続して検出すること。

二 （略）

（次ページにつづく）

当該原子力事業所の区域
内の場所のうち核燃料施
設等の内部に設定された
管理区域外の場所におい
て、火災、爆発その他これ
らに類する事象の発生の
際に、50μSv/h以上の放
射線量の水準が10分間以
上継続して検出された場
合。

又は、火災、爆発その他こ
れらに類する事象の状況
により放射線量の測定が
困難である場合であって、
その状況に鑑み、放射線
量が検出される蓋然性が
高いこと。

14

廃棄事業者

原子炉等規制法第51条の２第１項第２号の規定に基づく第二種廃棄物埋設の許可を受け
た者にあっては核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の第二種廃棄物埋設
の事業に関する規則第１条の２第２項第８号に規定する管理区域。

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】 火災爆発等による管理区域外での放射線の検出

（SE04/GE04）



区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

放
射
線
量
・放
射
性
物
質
放
出

（つづき）

SE04／
火災爆発等に
よる管理区域
外での放射線
の検出

（つづき）

通報すべき事象等に関する規則第６条第４項
火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量又は放射性物質の濃度の測定が困

難である場合であって、その状況に鑑み、前項の検出により令第４条第４項第３号イの放射線量の
水準又は第２項の規定に基づく放射性物質の濃度の水準が検出される蓋然性が高い場合には、前
項の規定にかかわらず、当該放射線量又は放射性物質の濃度の水準が検出されたものとみなす。

―

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】 火災爆発等による管理区域外での放射線の検出

（SE04/GE04）
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区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

放
射
線
量
・放
射
性
物
質
放
出

GE04／
火災爆発等に
よる管理区域
外での放射線
の検出

施行令第６条第３項
法第15条第１項第１号の政令で定める基準は、次の各号に掲げる検出された放射線量の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める放射線量とする。

一 （略）
二 第４条第４項第３号イに規定する検出された放射線量 ５mSv/h
三 （略）

当該原子力事業所の区域
内の場所のうち核燃料施
設等の内部に設定された
管理区域外の場所におい
て、火災、爆発その他これ
らに類する事象の発生の
際に、５mSv/h以上の放射
線量の水準が10分間以上
継続して検出された場合。

又は、火災、爆発その他こ
れらに類する事象の状況
により、放射線量の測定が
困難である場合であって
は、その状況に鑑み、放射
線量が検出される蓋然性
が高いこと。

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】 火災爆発等による管理区域外での放射線の検出

（SE04/GE04）
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管理区域外で空気中の放射性物質濃度
が1.2×10-4Bq/cm3以上

放射性物質濃度の測定困難であって
1.2×10-4Bq/cm3以上検出の蓋然性が高い場合

管理区域外で空気中の放射性物質濃度
が1.2×10-2Bq/cm3以上

放射性物質濃度の測定困難であって
1.2×10-2Bq/cm3以上検出の蓋然性が高い場合

OR

OR

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

SE05

GE05

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断フロー】 火災爆発等による管理区域外での放射性物質の検出

（SE05/GE05）
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注：「原子力災害対策指針の解説」に基づき、同時に複数の緊急事態区分該当事象が発生したときは、一つの事態に関する通報でなく、複数の事象として

通報を行うこと。



区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

放
射
線
量
・放
射
性
物
質
放
出

SE05／
火災爆発等に
よる管理区域
外での放射線
の検出

施行令第４条第４項第３号
当該原子力事業所の区域内の場所のうち原子炉の運転等のための施設の内部に設定された管

理区域（その内部において業務に従事する者の被ばく放射線量の管理を行うべき区域として原子力
規制委員会規則で定める区域をいう。）外の場所（前号に規定する場所を除く。）において、次に掲げ
る放射線量又は放射性物質が原子力規制委員会規則で定めるところにより検出されたこと。

イ （略）
ロ 当該場所におけるその放射能水準が５μSv/hの放射線量に相当するものとして原子力規

制委員会規則で定める基準以上の放射性物質

通報すべき事象等に関する規則第６条第１項（原子力規制委員会規則で定める区域）
令第４条第４項第３号に規定する区域は、次の表の上覧に掲げる原子力事業者の区分に応じ、そ

れぞれ同表下欄に掲げる区域とする。

前号に規定する場所：当該原子力事業所における原子炉の運転等のための施設の排気筒、排水口
その他これらに類する場所。 （SE02、SE03）参照。

通報すべき事象等に関する規則第６条第３項（原子力規制委員会規則で定めるところ）
令第４条第４項第３号の規定による放射線量又は放射性物質の検出は、次に定めるところによるも

のとする。

一 （略）
二 放射性物質については、火災、爆発その他これらに類する事象の発生の際に、前項の規

定に基づく放射性物質の濃度の水準を検出すること。

（次ページにつづく）

当該原子力事業所の区域
内の場所のうち核燃料施
設等の内部に設定された
管理区域外の場所におい
て、火災、爆発その他これ
らに類する事象の発生の
際に、空気中の放射性物
質の測定結果が、
β核種について1.2 ×10-4

Bq/cm3 以上となった場合。

又は、火災、爆発その他こ
れらに類する事象の状況
により放射性物質の測定
が困難である場合であっ
て、その状況に鑑み、放射
性物質が検出される蓋然
性が高いこと。

廃棄事業者

原子炉等規制法第51条の２第１項第２号の規定に基づく第二種廃棄物埋設の許可を受
けた者にあっては核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の第二種廃棄物埋
設の事業に関する規則第１条の２第２項第８号に規定する管理区域。

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】 火災爆発等による管理区域外での放射性物質の検出

（SE05/GE05）
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区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

放
射
線
量
・放
射
性
物
質
放
出

(つづき)

SE05／
火災爆発等に
よる管理区域
外での放射線
の検出

(つづき)

通報すべき事象等に関する規則第６条第４項
火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量又は放射性物質の濃度の測定が困

難である場合であって、その状況に鑑み、前項の検出により令第４条第４項第３号イの放射線量の
水準又は第２項の規定に基づく放射性物質の濃度の水準が検出される蓋然性が高い場合には、前
項の規定にかかわらず、当該放射線量又は放射性物質の濃度の水準が検出されたものとみなす。

通報すべき事象等に関する規則第６条第２項（原子力規制委員会規則で定める基準）
令第４条第４項第３号ロの原子力規制委員会規則で定める基準は、空気中の放射性物質の濃度

について、次に掲げる放射能水準とする。

一 検出された放射性物質の種類が明らかで、かつ、一種類である場合にあっては、放射性物質
の種類に応じた空気中濃度限度に50を乗じて得た値

二 検出された放射性物質の種類が明らかで、かつ、二種類以上の放射性物質がある場合に
あっては、それらの放射性物質の濃度のそれぞれその放射性物質についての前号の規定
により得られた値に対する割合の和が一となるようなそれらの放射性物質の濃度

三 検出された放射性物質の種類が明らかでない場合にあっては、空気中濃度限度（当該空気
中に含まれていないことが明らかである放射性物質の種類に係るものを除く。）のうち、最も
低 いものに50を乗じて得た値

［指針 施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ①］
原子力事業所の区域の境界付近等において原災法第10条に基づく通報の判断基準として政令等で
定める基準以上の放射線量又は放射性物質が検出された場合（事業所外運搬に係る場合を除く。）。

―

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】 火災爆発等による管理区域外での放射性物質の検出

（SE05/GE05）
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区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

放
射
線
量
・放
射
性
物
質
放
出

GE05／
火災爆発等に
よる管理区域
外での放射線
の検出

施行令第６条第４項第２号
第４条第４項第３号に規定する場所において、当該場所におけるその放射能水準が500μSv/hの

放射線量に相当するものとして原子力規制委員会規則で定める基準以上の放射性物質が原子力
規制委員会規則で定めるところにより検出されたこと。

通報すべき事象等に関する規則第13条（原子力規制委員会規則で定める基準及び原子力規制委
員会規則で定めるところ）

令第６条第４項第２号の原子力規制委員会規則で定める基準は、第６条第２項各号の場合に応じ、
それぞれ当該各号の基準に100を乗じて得たものとする。

２ 令第６条第４項第２号の規定による放射性物質の検出は、火災、爆発その他これらに類する
事象の発生の際に、前項の規定に基づく放射性物質の濃度の水準を検出することとする。

３ 火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射性物質の濃度の測定が困難である
場合であって、その状況に鑑み、前項の検出により第１項の規定に基づく放射性物質の濃度の
水準が検出される蓋然性が高い場合には、前項の規定にかかわらず、当該放射性物質の濃度
の水準が検出されたものとみなす。

当該原子力事業所の区域
内の場所のうち核燃料施
設等の内部に設定された
管理区域外の場所におい
て、火災、爆発その他これ
らに類する事象の発生の
際に、空気中の放射性物
質の測定結果が、
β核種について1.2 ×10-2

Bq/cm3 以上となった場合。

又は、火災、爆発その他こ
れらに類する事象の状況
により、放射性物質の測定
が困難である場合であっ
ては、その状況に鑑み、放
射性物質が検出される蓋
然性が高いこと。

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】 火災爆発等による管理区域外での放射性物質の検出

（SE05/GE05）
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事業許可上の廃棄体以外が確認

ガンマ線測定用サーベイメータで事業許可上の廃棄体の
最大表面線量を越える放射線量が検出

中性子線測定用サーベイメータで中性子線が検出

AND

AND

SE06

ＧE06

ＳＥ０６

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

ＧＥ０６

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

注： 廃棄物埋設施設においては、臨界のおそれがあるような量の核燃料物質が廃棄体として持ち込まれることはなく、
通常、中性子線が検出されることは無い。

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断フロー】 臨界のおそれ（SE06）、臨界の発生（GE06）

21



区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

放
射
線
量
・放
射
性
物
質
放
出

SE06／
臨界のおそれ

通報すべき事象等に関する規則第７条第２号
原子炉の運転等のための施設の内部（原子炉の本体及び再処理施設の内部を除く。）において、核
燃料物質の形状による管理、質量による管理その他の方法による管理が損なわれる状態その他、
臨界状態の発生の蓋然性が高い状態にあること。

（１）廃棄物埋設施設にお
いては、臨界のおそれが
あるような量の核燃料物
質が廃棄体として持ち込ま
れることはなく、通常、中
性子線が検出されることは
無い。

（２）廃棄物埋設施設の廃
棄体について、事業許可
上の廃棄体以外が確認さ
れ、かつ、ガンマ線測定用
サーベイメータで通常と異
なる放射線量（事業許可
上の廃棄体の最大表面線
量を超える放射線量）を確
認した場合をいう。

GE06／
臨界の発生

施行令第６条第４項第３号
原子炉の運転等のための施設の内部（原子炉の本体の内部を除く。）において、核燃料物質が臨界
状態（原子核分裂の連鎖反応が継続している状態をいう。）にあること。

臨界に関する施設敷地緊
急事態（SE06）が発生し、
かつ、中性子線測定用
サーベイメータで中性子線
を確認した場合をいう。

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】 臨界のおそれ（SE06）、臨界の発生（GE06）
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防護措置の準備および一部の実施を開始する必要があると判断

住民の避難等を開始する必要があると判断

SE55

ＧE55

破壊妨害行為等により、廃棄物埋設施設への影響により放射性物質又は放射線が放出されうる状況であると
原子力防災管理者が判断した事象

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

破壊妨害行為等により、廃棄物埋設施設への影響により放射性物質又は放射線が放出されうる状況であると
原子力防災管理者が判断した事象

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断フロー】 防護措置の準備及び一部実施が必要な事象の発生

（SE55）
住民の屋内退避を開始する必要がある事象の発生
（GE55）

23
注：「原子力災害対策指針の解説」に基づき、同時に複数の緊急事態区分該当事象が発生したときは、一つの事態に関する通報でなく、複数の事象として

通報を行うこと。



廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】
防護措置の準備及び一部実施が必要な事象の発生（SE55）
住民の屋内退避を開始する必要がある事象の発生（GE55）

区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

そ
の
他
の
脅
威

SE55／
防護措置の準
備及び一部実
施が必要な事
象の発生

通報事象規則第７条第１号ヌ
［指針 施設敷地緊急事態を判断するＥＡＬ②］
原子炉の運転等のための施設以外に起因する事象が原子炉の運転等のための施設に影響を及ぼ
すおそれがあること等放射性物質又は放射線が原子力事業所外へ放出され、又は放出されるおそ
れがあり、原子力事業所周辺において、緊急事態に備えた防護措置の準備及び防護措置の一部の
実施を開始する必要がある事象が発生すること。

（１）「原子炉の運転等のた
めの施設以外に起因する
事象」とは、破壊妨害行為
等、施設の安全を維持す
る機能に不具合を引き起
こすような事象をいう。

（２）「原子炉の運転等のた
めの施設に影響を及ぼす
おそれがあること等放射
性物質又は放射線が原子
力事業所外へ放出され、
又は放出されるおそれが
あり、原子力事業所周辺
において、緊急事態に備
えた防護措置の準備及び
防護措置の一部の実施を
開始する必要がある事象」
とは、廃棄物埋設施設に
影響を及ぼすおそれによ
り放射性物質又は放射線
が放出されうる状況である
と原子力防災管理者が判
断した事象をいう。
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区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

そ
の
他
の
脅
威

GE55／
住民の屋内避
難を開始する
必要がある事
象の発生

通報事象規則第14条第１号ヌ
［指針 全面緊急事態を判断するＥＡＬ②］
原子炉の運転等のための施設以外に起因する事象が原子炉の運転等のための施設に影響を及ぼ
すこと等放射性物質又は放射線が異常な水準で原子力事業所外へ放出され、又は放出されるおそ
れがあり、原子力事業所周辺の住民の避難又は屋内退避を開始する必要がある事象が発生するこ
と。

（１）「原子炉の運転等のた
めの施設以外に起因する
事象」とは、破壊妨害行為
等、原子力施設の安全を
維持する機能に不具合を
引き起こすような事象をい
う。

（２）「原子炉の運転等のた
めの施設に影響を及ぼす
こと等放射性物質又は放
射線が異常な水準で原子
力事業所外へ放出され、
又は放出されるおそれが
あり、原子力事業所周辺
の住民の避難又は屋内退
避を開始する必要がある
事象」とは、廃棄物埋設施
設への影響により放射性
物質又は放射線が放出さ
れうる状況であると原子力
防災管理者が判断した事
象をいう。

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】
防護措置の準備及び一部実施が必要な事象の発生（SE55）
住民の屋内退避を開始する必要がある事象の発生（GE55）
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事業所外運搬に使用する容器から１ｍ離
れた場所で放射線量100µSv/ｈ以上

放射線量の測定困難であって、
100μSv/h以上検出の蓋然性が高い場合

XSE61OR

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

事業所外運搬に使用する容器から１ｍ離
れた場所で放射線量10mSv/ｈ以上

放射線量の測定困難であって、
10mSv/h以上検出の蓋然性が高い場合

ＸGE61OR

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断フロー】
事業所外運搬での放射線量率の上昇（XSE61）
事業所外運搬での放射線量率の異常上昇（XGE61）

26
注：「原子力災害対策指針の解説」に基づき、同時に複数の緊急事態区分該当事象が発生したときは、一つの事態に関する通報でなく、複数の事象として

通報を行うこと。



区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

事
業
所
外
運
搬

XSE61／
事業所外運搬
での放射線量
率の上昇

施行令第４条第４項第４号
事業所外運搬に使用する容器から１ｍ離れた場所において、100μSv/h以上の放射線量が原子
力規制委員会規則・国土交通省令で定めるところにより検出されたこと。

原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事業所外運搬に係る事象等
に関する命令（平成24年文部科学省 経済産業省 国土交通省令第２号。以下「通報すべき事業所
外運搬に係る事象等に関する命令」という。）第２条第１項（原子力規制委員会規則で定めるところ）

令第４条第４項第４号の規定による放射線量の検出は、火災、爆発その他これらに類する事象の
発生の際に検出することとする。

通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関する命令第２条第２項
火災、爆発その他これらに類する事象の状況により放射線量の測定が困難である場合であって、
その状況に鑑み、前項の検出により令第４条第４項第４号の放射線量の水準が検出される蓋然
性が高い場合には、前項の規定にかかわらず、当該放射線量の水準が検出されたものとみなす。

事業所外運搬に使用する
容器から１m離れた場所に
おいて、100μSv/h以上の
放射線量が火災、爆発そ
の他これらに類する事象
の発生の際に検出された
こと、
又は火災、爆発その他こ
れらに類する事象の状況
により放射線量の測定が
困難である場合であって、
その状況に鑑み、
100μSv/h以上の放射線
量の水準が検出される蓋
然性が高い状態であること。

事
業
所
外
運
搬

XGE61／
事業所外運搬
での放射線量
率の異常上昇

施行令第６条第３項
法第15条第１項第１号の政令で定める基準は、次の各号に掲げる検出された放射線量の区分に
応じ、それぞれ当該各号に定める放射線量とする。

一 （略）
二 （略）
三 第４条第４項第４号に規定する検出された放射線量 10mSv/h

事業所外運搬に使用する
容器から１ｍ離れた場所
において、10mSv/h以上の
放射線量が火災、爆発そ
の他これらに類する事象
の発生の際に検出される
こと。

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】
事業所外運搬での放射線量率の上昇（XSE61）
事業所外運搬での放射線量率の異常上昇（XGE61）
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事業所外運搬に使用する容器から
放射性物質が漏えいした場合

事業所外運搬に使用する容器から放射性
物質が漏えいの蓋然性が高い場合

ＸSE62OR

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：

事業所外運搬に使用する容器から
放射性物質が漏えい（※）した場合

事業所外運搬に使用する容器から放射性
物質が漏えい（※）の蓋然性が高い場合

ＸGE62OR

事象発生時刻 ：

EAL判断時刻 ：
※「外運搬通報省令」第４条に定められた量の放射性物質の漏えい

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断フロー】
事業所外運搬での放射性物質の漏えい（XSE62）
事業所外運搬での放射性物質の異常漏えい（XGE62）

28
注：「原子力災害対策指針の解説」に基づき、同時に複数の緊急事態区分該当事象が発生したときは、一つの事態に関する通報でなく、複数の事象として

通報を行うこと。



区分 番号／略称 ＥＡＬの基準 ＥＡＬの設定の考え方

事
業
所
外
運
搬

XSE62／
事業所外運搬
での放射線物
質の漏えい

通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関する命令第３条
令第四条第四項第五号の原子力規制委員会規則・国土交通省令で定める事象は、火災、爆発そ

の他これらに類する事象の発生の際に、当該事象に起因して、事業所外運搬（核燃料物質等の工
場又は事業所の外における運搬に関する技術上の基準に係る細目等を定める告示第３条並びに第
５条第１項第１号（液体又は気体であって専用積載としないで運搬する場合におけるものを除く。）及
び第２項第１号、船舶による放射性物質等の運送基準の細目等を定める告示第４条並びに第10条
第１項第１号（液体又は気体であって専用積載としないで運搬する場合におけるものを除く。）及び第
２項第１号並びに航空機による放射性物質等の輸送基準を定める告示第４条並びに第７条第１項第
１号（液体又は気体であって専用積載としないで運搬する場合におけるものを除く。）及び第２項第１
号に規定する核燃料物質等の運搬を除く。）に使用する容器から放射性物質が漏えいすること又は
当該漏えいの蓋然性が高い状態にあることとする。

事業所外運搬の場合に
あっては、火災、爆発その
他これらに類する事象の
発生の際に、当該事象に
起因して、当該運搬に使
用する容器から放射性物
質が漏えいすること、又は
当該漏えいの蓋然性が高
い状態であること。

事
業
所
外
運
搬

XGE62／
事業所外運搬
での放射性物
質の異常漏え
い

外運搬通報事象命令第４条
令第六条第四項第四号の原子力規制委員会規則・国土交通省令で定める事象は、火災、爆発そ

の他これらに類する事象の発生の際に、当該事象に起因して、放射性物質の種類（核燃料物質等
の工場又は事業所の外における運搬に関する技術上の基準に係る細目等を定める告示別表第一、
別表第二、別表第三、別表第四、別表第五又は別表第六の第一欄、船舶による放射性物質等の運
送基準の細目等を定める告示別表第一、別表第二、別表第三、別表第四、別表第五又は別表第六
の第一欄及び航空機による放射性物質等の輸送基準を定める告示別表第二、別表第三、別表第四、
別表第五、別表第六又は別表第七の第一欄に掲げるものに限る。）に応じ、それぞれ核燃料物質等
の工場又は事業所の外における運搬に関する技術上の基準に係る細目等を定める告示別表第一
の第三欄、別表第二の第三欄、別表第三の第三欄、別表第四の第二欄、別表第五の第二欄又は別
表第六の第三欄、船舶による放射性物質等の運送基準の細目等を定める告示別表第一の第三欄、
別表第二の第三欄、別表第三の第三欄、別表第四の第二欄、別表第五の第二欄又は別表第六の
第三欄及び航空機による放射性物質等の輸送基準を定める告示別表第二の第三欄、別表第三の
第三欄、別表第四の第三欄、別表第五の第二欄、別表第六の第二欄又は別表第七の第三欄に掲
げる値の放射性物質が事業所外運搬（核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関す
る規則 （昭和五十三年総理府令第五十七号）第三条第二項 、危険物船舶運送及び貯蔵規則 （昭
和三十二年運輸省令第三十号）第八十条第二項 及び航空法施行規則 （昭和二十七年運輸省令第
五十六号）第百九十四条第二項第二号 イ（４）に規定する低比放射性物質又は表面汚染物の運搬
を除く。）に使用する容器から漏えいすること又は当該漏えいの蓋然性が高い状態にあることとする。

事業所外運搬の場合に
あっては、火災、爆発その
他これらに類する事象の
発生の際に、当該事象に
起因して、原子力災害対
策特別措置法に基づき原
子力防災管理者が通報す
べき事業所外運搬に係る
事象等に関する省令第４
条に定められた量の放射
性物質が当該運搬に使用
する容器から漏えいするこ
と、又は当該漏えいの蓋
然性が高い状態にあるこ
と。

廃棄物埋設施設
【ＥＡＬ判断根拠】
事業所外運搬での放射性物質の漏えい（XSE62）
事業所外運搬での放射性物質の異常漏えい（XGE62）
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前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策定                                                                  

                                                           （1/3） 

 

【再処理事業部対策組織】 

 

 2022 年度 原子力防災訓練において抽出した改善活動状況は以下のとおりである。 

 

NO. 

改善活動内容 

検証計画 前回の総合訓練において抽出した 

主な改善点 
原因 対策/対応状況 

１ ＣＯＰ、ＥＲＣ備付資料の改善 

【問題】 

① ＣＯＰ③（戦略シート）は、対策が

失敗した場合のバックアップとなる

対策とその見通しを記載する構成と

なっていなかった。 

【課題】 

① ＣＯＰ③（戦略シート）は、事象対

処に対する第２、第３の矢とする明

確な戦略が記載、共有できること。 

 

【問題】 

② 社内情報シートは、重大事故対象機

器のインベントリ情報を記載する構

成となっていなかった。 

【課題】 

② 社内情報シートは、重大事故対象機

器のインベントリ情報を共有できる

構成であること。 

 

 

 

① 行動規範（ガイドライン）は、ＣＯ 

  Ｐ③（戦略シート）を取りまとめる 

事業部対策本部の目標設定会議につ 

いて、現対策が失敗した場合の次な 

る対策と見通しを確認することを明 

記していなかったため。 

 

 

 

 

② 行動規範（ガイドライン）は、社内 

情報シートを作成、共有する事業部 

対策本部のブリーフィングについ 

て、重大事故対象機器のインベント 

リ情報を確認、共有することを明記 

していなかったため。 

 

 

 

 

① 事業部対策本部の目標設定会議にお

いて、現対策が失敗した場合の次な

る対策と見通しを確認することをガ

イドラインに定めた。また、ＣＯＰ

③（戦略シート）においても対策が

失敗した場合の次なる対策と見通し

が見えるよう構成を見直した。 

 

 

② 事業部対策本部のブリーフィングに 

おいて、重大事故対象機器のインベ 

ントリ情報を確認、共有することを 

ガイドラインに定めた。また、社内 

情報シートへインベントリ評価を 

記載するシートを追加した。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実働す

ることにより評価可能。 

・改善策の有効性を確認す

るための確認事項（チェ

ックリスト）にて評価す

る。 

資料８−１ 
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NO. 

改善活動内容 

検証計画 前回の総合訓練において抽出した 

主な改善点 
原因 対策/対応状況 

1 【問題】 

③ ＣＯＰ①－１（全体概要図）、ＣＯＰ

②（設備状況シート）は、主排気筒

の可搬型モニタリング装置の測定結

果、外部取水源の使用可否の情報を

省略していた。 

【課題】 

③ ＣＯＰ資料は、水源状況および主排

気筒可搬型モニタの測定値が共有で

きること。 

 

【問題】 

④ ＥＲＣ備付資料は、水素濃度を測定

する代表貯槽と他貯槽の関係を説明

する資料を含めていなかった。 

【課題】 

④ ＥＲＣ備付資料は、水素濃度を測定

する代表貯槽と他貯槽の関係が確認で

きること。 

 

 

③ 主排気筒の可搬型モニタリング装置 

の測定結果、外部取水源の使用可否 

の情報は、社内情報シートに記載し 

ていたが、ＣＯＰ資料との重複情報 

もあり説明に使用することが難しか 

ったため。 

 

 

 

 

④ ＥＲＣ備付資料は、水素濃度を測定

する代表貯槽と他貯槽の関係を説明

する内容は含まれていなかったた

め。 

 

 

③ ＣＯＰ資料に、主排気筒の可搬型モニ 

タリング装置の測定結果、外部取水源 

の使用可否の情報を追加した。 

 

 

 

 

 

 

 

④ ＥＲＣ備付資料に、水素濃度を測定す 

る代表貯槽と他貯槽の関係を説明す 

る資料を追加した。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実働す

ることにより評価可能。 

・改善策の有効性を確認す

るための確認事項（チェ

ックリスト）にて評価す

る。 
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NO. 

改善活動内容 

検証計画 前回の総合訓練において抽出した 

主な改善点 
原因 対策/対応状況 

2 通報文の記載事項の改善 

【問題】 

① 事業部対策本部が発信した警戒事態

該当事象発生後の経過連絡は、重大

事故対策の開始や問題点、対応状況

等の情報が不足していた。 

【課題】 

① 警戒事態該当事象発生後の経過連絡

は、事故収束活動の進捗、問題点、

対応状況等の情報が確認できるこ

と。 

 

 

 

① 行動規範（ガイドライン）は、警戒 

事態該当事象発生後の経過連絡の 

「発生事象と対応の概要」の記載に 

ついて、事故収束活動の進捗、問題 

点、対応状況等の情報を記載するこ 

とを明確化していなかったため。 

  また、上記の情報を、追加資料等に 

添付する運用を定めていなかった。 

 

 

 

① 警戒事態該当事象発生後の経過連絡 

に、事故収束活動の進捗、問題点、 

対応状況等の情報を記載すること 

及び、必要に応じて添付資料等を追 

加することをガイドラインに定めた。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実働す

ることにより評価可能。 

・改善策の有効性を確認す

るための確認事項（チェ

ックリスト）にて評価す

る。 

 

※ 改善事項No.3（ＥＲＣへの説明方法の改善）および改善事項No.4（ＥＲＣリエゾンの対応に係る改善）については、全社対策本部の資料8-4参照。 



前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策定 
 
【濃縮事業部対策組織】 
 2022 年度 原⼦⼒防災訓練において抽出した改善活動状況は以下のとおりである。【第１部訓練および第２部訓練 共通事項】 

NO. 
改善活動内容 

検証計画 
前回の総合訓練において抽出した主な改善点 原因 対策/対応状況 

１ 負傷者情報の共有不備に関する改善 
【問題】 
・救護班は、各暴露者状況を記載する「救急情報収集
票」へ必要情報の記載不⾜（暴露影響含む）があった
ため、ＥＲＣ対応者が負傷者の重篤度に応じて優先的
にＥＲＣプラント班へ説明していたものの詳細の汚染状
況について明確に発話するに⾄らなかった。 

【課題】 
① 負傷者情報を⽰す内容が、説明するタイミングで正確

な情報を説明できる内容となっていること。 
② 情報発⽣の優先度が明確であること。 
 

① 救護班は、速やかに情報共有することを第１に考えた
ため、「救急情報収集票」に初動時確認した内容のみ
記載したことから、負傷者の状態の共有が遅れた。 

 
 
② ＥＲＣ対応⼿順に記載する情報発信の優先度（負

傷者情報の重要度）が不明確であった。 

①-1 負傷者情報の初動時、処置終了時などのタイミン
グで何を共有するのかを⼿順に明記するとともに、
分かりやすいフォーマットに修正する。 

①-2 ＥＲＣ備付資料に、フッ化⽔素暴露以外の⼈体
影響に関する説明できる資料を追加する。 

② 情報発信の優先度（負傷者情報の重要度）を再
整理する。 

検証計画︓○ 
・今年度の訓練にて実働することによ
り評価可能。 
・改善策の有効性を確認するための
確認事項（チェックリスト）にて評価
する。 

２ ＣＯＰ③（戦略シート）の作成不備に関する改善 
【問題】 
・事業部対策本部は、事象収束に重要な戦略を記載す
るＣＯＰ③（戦略シート）の内容について明確なもので
なかった。 

【課題】 
① 事象対処に対する第２、第３の⽮とする明確な戦略

が⽰され、ＣＯＰ③（戦略シート）の視認性が向上
して共有できること。 

② 戦略を全体で共有して、明確かつ正確な戦略内容で
対処できること 

 

① 対策本部は、ブリーフィング、⽬標設定時の発話が不
明確であったとともに、戦略に対する優先順位付けを
誤っていた。 

 
 
 
② 対策本部が発話した内容を運転管理班がＣＯＰ③

（戦略シート）に反映する運⽤としているが、対策本
部は記載内容を確認していなかった。 

①-1 ＣＯＰ③（戦略シート）を対処⽅法や対処時間
などがより分かりやすいフォーマットに修正するととも
に、事象毎の戦略をテンプレート化する。 

①-2 ＥＲＣ配備資料に記載する事象対処フローを修
正し、ＣＯＰ③（戦略シート）と整合を図って、
説明できるようにする。 

② ＣＯＰ③（戦略シート）を作成する対応体制の検
討を⾏う。 

検証計画︓○ 
・今年度の訓練にて実働することによ
り評価可能。 
・改善策の有効性を確認するための
確認事項（チェックリスト）にて評価
する。 

以 上 

資料８−2 



前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策定 
【埋設事業部対策組織】 
 2022年度 原子力防災訓練において抽出した「情報共有の更なる改善」に対する改善活動状況は以下のとおりである。【第１部訓練および第２部訓練 共通事項】 

NO. 改善活動内容 検証計画 
前回の総合訓練において抽出した主な改善点 原因 対策/対応状況 

１ 情報共有の更なる改善 
【問題】 
情報共有データベースへの資料の貼付けが遅れ、ＥＲＣ
対応ブースおよび全社対策本部への情報共有が遅かっ
た。 
【課題】 
① 作成した初動対応シートを適切なタイミング（発災後
１０分目途）で情報共有データベースに貼り付けること。 
② 作成・更新したＣＯＰ①（施設状況図）を適切なタ
イミング（１０分間隔）で情報共有データベースに貼り付
けること。 

① 本部事務局は、初動対応シートを作成していたもの
の、第１報通報文の確認を優先させたことにより初動対
応シートの内容確認が遅れた結果、情報共有データベー
スへの貼り付けが遅れた。 
② 復旧班は、適宜ＣＯＰ①（施設状況図）を作成し
ていたものの、訓練開始から４２分間情報共有データベ
ースに貼り付けることを失念していた。 

① 本部事務局内における初動対応シートと通報文の確
認方法を明確にし、手順書に反映するとともに、個別訓
練により継続的に改善を進めた。 
 
② 復旧班は、作成・更新したＣＯＰ①（施設状況
図）を適切なタイミング（１０分間隔）で情報共有デー
タベースに貼り付けることをＣＯＰの運用に係るガイドに反
映するとともに、個別訓練により継続的に改善を進めた。 

検証計画︓○ 
・今年度の訓練にて実働することによ
り評価可能。 
・改善策の有効性を確認するための
確認事項（チェックリスト）にて評価
する。 

 

資料８－３ 
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【全社対策本部】 

 

 2022年度 原子力防災訓練において抽出した改善活動状況は以下のとおりである。 

 

NO. 

改善活動内容 

検証計画 前回の総合訓練において抽出した 

主な改善点 
原因 対策/対応状況 

再 

・

３ 

ＥＲＣへの説明方法の改善 

 

【問題】 

①ＥＲＣ対応者は、構外取水源の状況、ア

クセスルートの確認結果、放出予測等

の情報について、積極的に説明できな

かった。 

 

【課題】 

①ＥＲＣ対応者は、ＣＯＰ資料では確認

できない情報について、社内情報シー

トを活用して説明できること。 

 

 

 

 

①ＥＲＣ対応者は、ＥＲＣへの説明内容、

資料を整理したリストを作成、運用し

ていたが、社内情報シートを十分活用

する内容となっていなかったため。 

 

 

 

 

 

 

 

①ＥＲＣへの説明内容、資料を整理した

リストに社内情報シートに関するもの

を追加。 

個別訓練を通じて有効性を検証し、Ｅ

ＲＣ対応マニュアルに反映する。 

 

 

 

 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実働す

ることにより評価可能。 

・改善策の有効性を確認す

るための確認事項（チェ

ックリスト）にて評価す

る。 

再 

・ 

４ 

ＥＲＣリエゾンの対応に係る改善 

 

【問題】 

①ＥＲＣリエゾンがＥＲＣ内に配布した

資料の新旧変更点がわかりにくかった。 

 

【課題】 

①どのような主旨で配布する資料なのか

を容易に把握することができるようにす

ること。 

 

①-1 資料に新旧変更点を明示しなかっ

たため。 

 

 

 

 

①-2 配布資料の主旨を説明せず配布し

たため 

 

①-1 ＥＲＣリエゾンが既に配布済みの

資料と同様のフォーマットの資料

を配布する際は、更新された箇所

が容易に認識できるかを確認し、

不足がある場合はマーキング等を

行うこととした。 

①-2 ＥＲＣリエゾンが資料を配布する

際、緊急でない場合はどのような

主旨の資料なのか、補足説明を実

施することとした。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実働す

ることにより評価可能。 

・改善策の有効性を確認す

るための確認事項（チェ

ックリスト）にて評価す

る。 

資料８－4 
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NO. 

改善活動内容 

検証計画 前回の総合訓練において抽出した 

主な改善点 
原因 対策/対応状況 

 

濃 

・

３ 

 

／ 

 

埋 

・ 

２ 

ファクシミリ装置の時刻設定不備に関す

る改善 

 

【問題】 

① 送信した通報文のヘッダー部分に印

字された時刻が、実際のＦＡＸ送信時

間より約４０分進んでいた。 

 

【課題】 

① 設備点検などにおける点検項目に時

刻確認の項目が設定されていること。 

② 日常点検で時間の誤差がないこと。 

 

 

 

 

 

①-1 作業実施部署は、設備停止時にサー

バ側の内部時計に時刻の誤差が生

じてしまったが、作業後の時刻確

認の確認項目がなかったため、確

認を行っていなかった。 

 

①-2 日常点検実施部署は、電源状態、

機能確認のみで、時刻表示の誤差

確認まで実施していなかった。 

 

 

 

 

 

①-1 作業実施部署は、点検手順に作業後

の時刻確認を追加し、時刻に誤差

が生じている場合は、修正して復

旧することとした。 

 

 

①-2日常点検実施部署は、点検手順に時

刻確認（差異有無）を明確化すると

ともに、時刻の誤差があった場合

は、修正することとした。 

 

検証計画：－  

・設備点検、日常点検の手

順書に反映し、日々確認

していることから、評価

不要。（検証済） 
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NO. 

改善活動内容 

検証計画 前回の総合訓練において抽出した 

主な改善点 
原因 対策/対応状況 

濃 

・ 

４ 

プラントデータ情報の共有不備に関する

改善 

 

【問題】 

① ＥＲＣ対応者は、ＥＲＣプラント班へ

の情報共有開始後、初動時のプラント

状況説明に必要な「初動対応シート」

を用いた説明を実施せず、事象対処時

などのタイミングでは、必要なプラン

トデータの報告を行っていなかった。 

 

【課題】 

① 手順のとおりの資料で説明できるこ

と。 

② 事象対処などのタイミングにおいて、

常にプラントがどのような状態かわ

かるように説明すること。 

 

 

 

 

①-1 ＥＲＣ統括者は、ＥＲＣプラント班

との情報共有開始時に、他の情報で

説明し、必要事項は説明済みと判断

し、プラントデータを記載している

「初動対応シート」による説明を手

順どおり実施しなかった。 

 

①-2 プラントデータに関する情報発信

の優先度は、ＥＡＬ判断に用いる

モニタリングポスト情報だけは明

確化していたが、プラントデータ

に関する優先度およびタイミング

が明確ではなかったことから、状

況に応じた説明ができなかった。 

 

 

 

 

①-1 ＥＲＣへの説明内容、資料を整理し

たリストに初動対応シートに関す

るものを追加。 

個別訓練を通じて有効性を検証し、

ＥＲＣ対応マニュアルに反映する。 

 

 

①-2  ＥＲＣへの説明内容、資料を整理

したリストにプラントデータに関

するものを追加。 

個別訓練を通じて有効性を検証

し、ＥＲＣ対応マニュアルに反映

する。 

検証計画：○ 

・今年度の訓練にて実働す

ることにより評価可能。 

・改善策の有効性を確認す

るための確認事項（チェ

ックリスト）にて評価す

る。 

 



 

 

 

  

 

 

 

 
 

 

 

日本原燃原子力防災訓練に係る 

中期対応方針 

（案） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023 年●月 

日本原燃株式会社 
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改正番号 改正年月日 改 正 概 要 承認 審査 作成 

新規制定 2021年9月21日 新規制定    

1 2022年8月16日 
4. 対応方針の展開： 

・2部制訓練に係る事項を追加 

 

添付資料(1)「中期対応方針の展開に

当たっての主な取組み」： 

・2021年度の評価を追加 

・2022～2024年度の総合訓練発災条件

の変更 

 

   

2 2023年●月●日 
添付資料(1)「中期対応方針の展開に当

たっての主な取組み」： 

・2022年度の評価を反映 
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1. 目的 

本対応方針は、各事業部および全社対策本部が実施する原子力防災訓練に係る中期計画を策定す

るに当たり、当社が緊急時対応能力を計画的に向上させるに当たっての中期的な対応方針を定めるこ

とを目的とする。 

 

2. 適用範囲 

以下の対象施設および対象期間に実施する原子力事業者防災業務計画（以下、「防災業務計画」と

いう。）に定める原子力防災訓練に適用する。 

なお、MOX 燃料加工施設については、防災業務計画制定後に適用する。 

(1) 対象施設 ： 再処理施設、高レベル放射性廃棄物管理施設、ウラン濃縮施設、低レベル放射性廃

棄物埋設施設および MOX 燃料加工施設 

(2) 対象期間 ： 2021～2024 年度 

 

3. 対応方針 

 2018～2020 年度の中期対応方針に基づいて防災訓練を実施しているが、訓練において課題が確認さ

れており、これを踏まえた改善を確実に実施する必要がある。また、対応要員の力量を向上させていくこ

とも必要である。一方、2024 年度までに防災体制へ影響する環境変化を見据え、MOX 燃料加工施設の

操業にも対応できる体制整備や、これまでオンサイトを中心に実施してきた体制整備をオフサイト活動に

拡張して設備の整備と並行して進めていく必要があることから、以下(1)～(3)を対応方針とする。 

(1) 昨年度までの訓練課題への対応 

 2018～2020 年度の中期対応方針に基づき実施した原子力防災訓練において抽出された課題を踏

まえた改善を計画的に実施するとともに、原子力防災要員がそれぞれの役割を理解し、緊急時対応

能力を継続的に向上させる。また、要員を計画的に育成する。 

(2) 緊急時対応体制の強化 

全社対策本部および事業部対策本部が連携する体制を整備・強化し、一体となって緊急時対応を

円滑に実施できるよう改善する。また、再処理施設および MOX 燃料加工施設のしゅん工・操業を見

据えた体制を段階的に計画し、訓練を通じてその体制の実効性を検証・改善する。 

  (3) 後方支援活動体制の強化 

原子力事業所災害対策支援拠点やオフサイトセンターなど後方支援活動と連携する体制を整備・

強化し、原子力災害に対して円滑に対応できるよう段階的に訓練を計画し、対応能力を向上させる。

また、自治体からの要請にも適切に対応できるよう体制を整備し、訓練を実施する。 

 

4. 対応方針の展開 

第 3 項で示した対応方針に対し、2018 年度～2020 年度中期対応方針から継続して実施する事項と

新たに活動を進めていくことが必要な事項を踏まえ、以下①～⑧に示す事項を 2021～2024 年度の主な
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取組み事項とする。各対応方針との関連、事項毎の達成目標、具体的取組み内容等を添付資料(1)に

示す。 

なお、相対的にリスクの小さい原子力施設であるウラン濃縮施設および低レベル放射性廃棄物埋設

施設については、現実的なシナリオに基づく訓練を第 1 部、通報体制の確認のための訓練を第 2 部とす

る 2 部制での総合訓練を実施する。ただし、防災業務計画に定める機能が有効に発揮できること等を全

体的に確認することを目的に、4 年に 1回程度、2 部制訓練ではなく原子力緊急事態を想定したシナリオ

に基づく総合訓練を実施することとする。 

 

① 即応センターとＥＲＣプラント班との情報共有、通報･連絡  

② 要員の計画的育成  

③ 他の原子力事業者の知見収集・反映  

④ 事業部対策本部と全社対策本部の連携  

⑤ 現場実動訓練  

⑥ 広報活動訓練  

⑦ 後方支援活動その他の活動  

⑧ 自治体との連携訓練  

 

5. 訓練計画策定に当たっての留意事項 

(1)  各事業部長および安全・品質本部長は、第 4 項に示した主な取組みについて、各対策本部に係る

訓練中期計画へ反映し、必要に応じて各対策本部個別の取組みを追加する（添付資料(2)参照）。 

(2)  安全・品質本部長は、本対応方針第 4 項に示す項目が各対策本部に係る訓練中期計画に反映さ

れていることを確認する。 

(3)  各事業部長および安全・品質本部長は、各対策本部に係る訓練結果を評価し、課題を抽出し対策

を立案するとともに、必要に応じて訓練中期計画の見直しを行う（添付資料(3)参照）。訓練の評価に

当たっては、添付資料(4)の「評価の視点（例）」を参考に、「体制」、「計画」、「設備」および「要員」の

観点から、達成目標が満足しているかを確認する。  

(4) 社長は、事業部および全社対策本部の訓練結果等を踏まえ、本対応方針の見直しを行う。 

 

添付資料 

(1) 2021～2024 年度 中期対応方針の展開に当たっての主な取組み 

(2) ｢日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針｣の位置付け・訓練計画体系 

(3) 訓練計画に係る PDCA サイクル図 

(4) 訓練評価の視点（例） 

 

参考資料 

(1) 2018 年～2020 年度 中期対応方針に対する達成評価結果 

(2) 中期対応方針の主な取組み項目の設定理由 



 2021～2024年度中期対応方針の展開に当たっての主な取組み 添付資料(1)

- 3 -

（凡例）〇：取組みの目標達成、△：未達項目あり）　
中期

対応方針
規制庁評
価項目

2024年度の達成目標 取組み内容 各年度到達目標

(1) 昨年度までの訓練
課題への対応

1-1. 情報共有の
ための情報フ
ロー

○

・事業部対策本部、全社対策本部、ERCの間の情報フロー
について、5W1H（いつ、どこで、だれが、なにを、どんな目
的で、どのように）が明確であること。
・前回訓練結果に対する分析・評価結果が反映されている
こと。
・情報フローの内容を要員が理解していること。

[各事業部対策本部：事業部対策本部と全社対策本部間
の情報フロー]
[全社対策本部：全社対策本部とERC間の情報フロー]
・継続的に訓練により抽出された課題に対する改善策を反
映
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）に向けた情報フロー（要
員配置、共有方法等）の見直し
・MOX燃料加工施設を含めた同時発災に対応するための
情報フロー作成

全社対策本部本部席への事
業部連絡員の派遣取りやめ
等、情報フローの見直し・改
善を実施。

〇

1-2. ERCプラント
班との情報共有

○

・事業部対策本部は、事故・プラントの状況、進展予測と事
故収束対応戦略および戦略の進捗状況を全社対策本部
に随時提供できること。
・全社対策本部は、事故・プラント状況、進展予測と事故収
束対応戦略および戦略の進捗状況について、ERCプラント
班に対し積極的に説明ができること。

[全社対策本部]
・情報の優先度を踏まえ、想定される事象毎に、どのツー
ルを用いて何を説明するかを整理した説明ガイドの整備
[各事業部対策本部・全社対策本部]
・事業部対策本部、全社対策本部およびERCプラント班
（模擬）の情報共有訓練

ERC説明ガイドの改善を実
施。事故対処説明時のプラン
トパラメータの情報提供に関
する課題を確認。 ○

1-3. 情報共有の
ためのツール等
の活用

○

・COPおよび備付け資料が説明しやすい内容となっている
こと。
・全社対策本部は、ERSS（再処理施設）、COPおよび備付
け資料を用いてERCプラント班に説明できること。
・ERCに派遣されたリエゾンは、ERCプラント班への説明補
助（質問対応、ERCプラントの意向等の全社対策本部への
伝達）ができること。

[再処理事業部対策本部]
・COP資料の記載情報等の合理化及びERC備付資料の構
成見直し
[濃縮事業部対策本部・埋設事業部対策本部・全社対策本
部]
・上記改善の展開

[全社対策本部]
・各ツールの使用目的の明確化
・リエゾンの役割の明確化

COPおよび備付け資料の改
善を実施。

〇

1-4. 確実な通
報・連絡の実施

○

・第10条及び第15条事象について、記載の誤記、漏れ等
がなく速やかに通報できること。
・全社対策本部は、EAL判断時にＥＲＣプラント班に対し当
該ＥＡＬの判断根拠の説明を実施できること。
・全社対策本部は、１０条確認会議、１５条認定会議にお
いて、ERCプラント班からの会議招集に対し速やかに対応
し、発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明
を適切かつ簡潔に実施できること。
・第２５条報告を事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミン
グで継続して実施できること。

[全社対策本部]
・情報の優先度を踏まえ、想定される事象毎に、どのツー
ルを用いて何を説明するかを整理した説明ガイドの整備
・ERCプラント班（模擬）との情報共有訓練

[各事業部対策本部]
・通報連絡訓練

・ERC説明ガイドを作成し、マ
ニュアルに反映。
・警戒事態該当事象発生後
の経過連絡報の情報拡充に
係る課題を確認（再処理）。

○

2-1. 緊急時対応
要員の育成

-

[ERC対応要員]
・力量を備えた10条認定会議等対応者、ERC対応総括者
およびERC対応者に係る複数の要員を確保していること。
・長期化に備えたERC対応体制が整備されていること（代
替要員の確保含む）

[その他]
・機能班毎に力量を備えた要員を確保していること。
・対応が長期化することが想定される事項については、代
替要員を確保していること。

[全社対策本部]
・10条認定会議等対応者、ERC対応総括者およびERC対
応者について必要な力量の明確化
・教育、訓練による計画的育成

[各事業部対策本部・全社対策本部]
・各機能班の要員の力量の明確化
・教育、訓練による計画的育成

・ERC対応要員について、必
要な力量をマニュアルに規
定。（2021年度完了）
・長期化に備えた代替要員の
確保は不十分。

△

[2021年度]
・必要な力量の明確化完了

毎年度達成目標に対する活動を継続的
に実施

2-2. 夜間・休日
発災時の対応

-

・夜間、休日の発災時に必要な初動対応および要員参集
後の引継ぎができること。

[全社対策本部]
・初動対応に係る体制整備
[各事業部対策本部・全社対策本部]
・夜間・休日での発災を想定した少人数での初動対応、要
員参集後の引継ぎ訓練

夜間・休日の全社対策本部
（ERC対応）の体制・手順書整
備完了 ○

毎年度達成目標に対する活動を継続的
に実施

○

・他の原子力事業者の原子力防災訓練に関する知見が当
社の訓練に反映されていること。

[各事業部対策本部・全社対策本部]
・他原子力事業者への視察の実施
・自社訓練への視察受け入れの実施
・ピアレビュー等の受入れの実施
・他原子力事業者へのピアレビュー等へのレビュアーの派
遣

他事業者訓練の視察を実施
し、良好事例を当社訓練に反
映。

〇

毎年度達成目標に対する活動を継続的
に実施

2022年度の評価

[2021、2022年度]
・事業所（「再・廃」、「濃・埋」）単位での
発災を想定したシナリオのもとで対応が
できること

[2023年度]
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）を想定
したシナリオのもとで対応ができること

[2024年度]
・MOX燃料加工施設を含む全施設同時
発災を想定したシナリオのもとで対応が
できること

3. 他の原子力事業者の知見収
集・反映

2. 要員の計
画的育成

主な取組み項目

1. 即応セン
ターとERCプ
ラント班との
情報共有、
通報・連絡
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（凡例）〇：取組みの目標達成、△：未達項目あり）　
中期

対応方針
規制庁評
価項目

2024年度の達成目標 取組み内容 各年度到達目標2022年度の評価主な取組み項目

(2) 緊急時対応体制の
強化

4-1. MOX燃料加
工施設を含めた
同時発災対応体
制整備

-

・事業部対策本部と全社対策本部間の情報フローについ
ては1-1. と同様。
・発災事業部に対して他事業部および全社からの支援・協
力ができること。

[全社対策本部]
・全社対策本部（H1、オフサイトセンター、原子力事業所災
害対策支援拠点を含む）と事業部対策本部間の役割分担
明確化

[再処理事業部対策本部・全社対策本部]
・MOX燃料加工施設を含めた同時発災に対応するための
情報共有体制整備（人員配置、役割等）（情報フローは1-
1.で管理）
・上記明確化内容に基づく手順の整備

[各事業部対策本部・全社対策本部]
・複数施設同時発災シナリオにおける情報共有訓練

・情報フローに関しては、1-1
と同じ。
・総合訓練において支援・協
力ができることを確認。

〇

4-2. 社内情報共
有ツールの改善

-

・MOX燃料加工施設を含めた全施設同時発災において
も、社内情報共有ツール（クロノロジーシステム、電子ホワ
イトボード、社内ＴＶ会議等）を用いて事業部対策本部内お
よび事業部対策本部と全社対策本部間の情報共有ができ
ること。

[各事業部対策本部・全社対策本部]
・新情報共有システムを用いた情報共有訓練

事業所単位での発災を想定
したシナリオのもとで情報共
有できることを確認。新情報
共有システムについては、シ
ステム負荷への耐性改善や
更なる運用明確化が必要。

△

4-3. 緊急時対策
所、全社対策本
部室が使用でき
ない場合の対応 -

・緊急時対策所、全社対策本部が使用できない場合で
あっても、情報共有、通報連絡および意思決定を実施でき
ること。

[全社対策本部]
・全社対策本部の代替場所（第一千歳平寮）への移動の
判断、移動後の対応に関する体制整備

[各事業部対策本部・全社対策本部]
・緊急時対策所、全社対策本部室が使用できない場合を
想定した情報共有、通報連絡および意思決定に係る訓練

全社対策本部の代替場所
（第一千歳平寮）への移動判
断、移動後の対応に係る体
制検討を継続。原子力防災に
係るBCP（事業継続計画）とし
て策定予定。

△

毎年度達成目標に対する活動を継続的
に実施

[2022年度]
・全社対策本部の代替場所（第一千歳
平寮）への移動の判断、移動後の対応
に関する体制整備完了

5-1. 現場対応・
緊急時対策所と
の連携訓練

-

・現場の一連の対応が、予め定めた時間、要員、資機材で
実施できること。
・警戒事象、特定事象発生時に、緊急時対策所との連携
ができること。

[各事業部対策本部]
・現場実動訓練

・重大事故訓練（現場実動訓
練）について、計画的に実
施。
・総合訓練において、現場と
緊急時対策所と連携した訓
練を実施。

〇

毎年度達成目標に対する活動を継続的
に実施

5-2. 過酷環境下
における訓練 -

・厳冬期等、過酷環境下においても予め定めた時間、要
員、資機材で対応できること。

[各事業部対策本部・全社対策本部]
・過酷環境下における実動訓練

酷暑期、厳冬期を想定した過
酷環境下の訓練を実施。 〇

毎年度達成目標に対する活動を継続的
に実施

(3) 後方支援活動体制
の強化

○

・事故・プラント状況、進展予測と事故収束対応戦略およ
び戦略の進捗状況を記者会見において説明ができること。
・発災時に記者会見対応ができる力量を備えた要員を確
保していること。

[各事業部対策本部・全社対策本部]
・ERC広報班と連動したプレス対応
・模擬記者会見の実施
・社外プレーヤーによる評価、検証
・メディアトレーニング
・記者会見に係る他社ベンチマーク

模擬記者会見訓練、他社ベ
ンチマークによる要員育成を
実施。

〇

毎年度達成目標に対する活動を継続的
に実施

7. 後方支援
活動その他
の活動

7-1. 社外関係機
関と連携した後
方支援活動

○

・原子力事業者間の支援活動、原子力事業所災害対策支
援拠点の運営、原子力緊急事態支援組織との連携につい
て、全て実動で実施できること。

[各事業部対策本部・全社対策本部]
・原子力事業者間の情報提供訓練
・原子力緊急事態支援組織との連携に係るロボット等の操
作訓練

[全社対策本部]
・原子力事業所災害対策支援拠点における要員（他社か
らの支援要員を含む）、資機材の実動訓練
・原子力事業所災害対策支援拠点の立ち上げおよび継続
的な運営に係る訓練

他原子力事業者と連携した
実動訓練を実施。

〇

毎年度達成目標に対する活動を継続的
に実施

[2022年度]
・第二千歳平寮跡地を活用した原子力
事業所災害対策支援拠点の運営検証

7-2. オフサイトセ
ンター対応

-

・オフサイトセンターにおける一連の対応が実施できるこ
と。

[全社対策本部]
・オフサイトセンターでの対応に必要な体制整備

[各事業部対策本部・全社対策本部]
・実際の対応を想定した訓練（合同対策協議会等の訓練）

オフサイトセンターにおける情
報共有体制の改善、手順書
の明確化を実施。 〇

毎年度達成目標に対する活動を継続的
に実施

[2021、2022年度]
・事業所（「再・廃」、「濃・埋」）単位での
発災を想定したシナリオのもとで対応が
できること

[2023年度]
・4施設同時発災（再・廃・濃・埋）を想定
したシナリオのもとで対応ができること

[2024年度]
・MOX燃料加工施設を含む全施設同時
発災を想定したシナリオのもとで対応が
できること

6. 広報活動訓練

5. 現場実動
訓練

4. 事業部・全
社の連携
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（凡例）〇：取組みの目標達成、△：未達項目あり）　
中期

対応方針
規制庁評
価項目

2024年度の達成目標 取組み内容 各年度到達目標2022年度の評価主な取組み項目

（つづき）
(3) 後方支援活動体制
の強化

（つづき）
7. 後方支援
活動その他
の活動

7-3. オンサイト
医療体制構築

-

・施設内における医療（オンサイト医療）活動を実動で実施
できること。

[各事業部対策本部]
・電力大での連携のもと医療体制を構築（医療スタッフ受
入体制、管理方法、地元機関（医療・搬送）との連携等）、
手順の整備
・整備した手順に基づく実動訓練

派遣医療スタッフとの連携に
ついて実動で検証。

〇

毎年度達成目標に対する活動を継続的
に実施

7-4. 対応要員以
外の退域手段確
保

-

・発災時に対応要員以外の者が適時に退域できること。 [全社対策本部]
・体制、手順、資機材の検討、整備
・整備した手順に基づく実動訓練

社員の退域時期、順序につ
いて検討に着手。引き続き検
討を進め、原子力防災に係る
BCP（事業継続計画）として策
定予定。

△

毎年度達成目標に対する活動を継続的
に実施

[2022年度]
・対応要員以外の退域手段体制整備完
了

-

・避難退域時検査等、自治体からの避難計画に基づく要
請に対する支援協力ができること。

[全社対策本部]
・当社が実施する事項の整理および実動訓練

青森県原子力防災訓練にお
いて、要員を派遣。引き続き
支援協力ができることを検証
していく。

○

毎年度達成目標に対する活動を継続的
に実施

8. 自治体との連携訓練
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添付資料(2) 

｢日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針｣の位置付け・訓練計画体系 
 

 

 ｢日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針｣において、日本原燃として取り組むべき主な取組みを定める。（※1） 

 各事業部長および安全・品質本部長は、｢日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針｣の第 4項であげた項目について、各対策本

部に係る訓練中期計画に反映する。必要に応じて各対策本部個別の取組みを追加する。（※2） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

濃縮事業部 訓練中期計画 

 ※2 

埋設事業部 訓練中期計画 

 ※2 

 再処理事業部 訓練中期計画 

 ※2 

全社対策本部 訓練中期計画 

 ※2 

事業部 訓練実施計画 事業部 訓練実施計画 事業部 訓練実施計画 全社対策本部 訓練実施計画 

連携 

【再処理事業部長】 

 

【濃縮事業部長】 

 

【埋設事業部長】 

 

【社長】 

（安全・品質本部） 

 

日本原燃原子力防災訓練に係る 

中期対応方針※1 
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添付資料(3) 
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添付資料（4） 

訓練評価の視点（例） 

分 類 内 容 評価の視点（例） 

体制 

緊急時対応を実施する組織の

構成、役割分担、意思決定の

責任者、指示命令系統、情報

収集や伝達経路等を含む組織

の体制 

○全社対策本部および事業部対策本部の体制の充実 

・原災法に基づく通報連絡が確実に実施できる体制に

なっているか。（通報文作成に必要な情報収集および

作成ならびにチェック体制） 

○ＥＲＣ対応体制の充実 

・全社対策本部および事業部対策本部の役割分担を明

確にし、必要十分な要員を確保しているか。 

○単独施設発災、複数施設同時発災に対する支援・協力

の体制を整備しているか。 

○厳しい環境下（厳冬期の屋外活動等）での対応を適切

に実施する体制（交替要員含む）を整備しているか。 

○休日・夜間の発災に備えた体制を整備しているか。 

○他原子力事業者等と連携する体制を整備し、必要十分

な要員を確保しているか。 

○過年度の訓練課題を踏まえた体制の充実を図ってい

るか。 

 

計画 

緊急時対応の内容、手順、具

体的方法等を示す計画やマニ

ュアル等 

○緊急時対応に係る業務の手順を整備しているか。 

○協定等に基づく活動に係る手順を整備しているか。 

○ERC への情報伝達について、事業所、即応センター、

ERCの３拠点の情報フローを作成しているか。 

○過年度の訓練課題を踏まえた手順等の充実を図って

いるか。 

設備 

緊急時対応を実施するための

拠点施設、通信設備、情報処

理・共有端末、実際の活動に

必要な移動手段、計測装置お

よび作業機器等のハードウェ

ア 

○ERC と接続する通信機器は情報共有に適したものと

なっているか。 

○情報収集、伝達ツール（系統図、設備状況シート等）、

ＥＲＣ備付け資料を整備し、必要に応じて拡充してい

るか。 

○現行設備、レイアウトについて検証し、必要に応じて

改善しているか。 

○緊急時対策所、全社対策本部室が使用できない場合の

代替手段やその他資機材を整備しているか。 

○過年度の訓練課題を踏まえた設備の充実を図ってい

るか。 

要員 

緊急時対応を実施する組織の

構成要員(知識・能力・意識) 

 

○緊急時対応に必要な知識を有しているか。 

○緊急時対応に関する分析、報告ができるか。 

○設備を有効活用できているか。 

○緊急時対応に関する判断能力を有しているか（必要な

要員） 

○組織を統率できているか（必要な要員） 

○緊急時対応を遂行する意識があるか。 

※訓練実施前に、上記の評価の視点（例）を踏まえ、有効性を評価・確認するための評価チェックシ

ート等を作成する。 
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2018～2020 年度中期対応方針における重要課題への取組み評価 

№ 重要課題 達成目標 達成指標 
2018 年度 2019 年度 2020 年度 

評 価 課 題 
（◎：重点実施、○：継続実施） 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

即応センターとＥＲ

Ｃプラント班との情

報共有、通報･連

絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①即応センター（全社対策本

部）とＥＲＣプラント班との情

報共有を適切に実施する。 

 

核燃料施設等の評価指

標（情報共有のための情

報フロー・ERC プラント班

との情報共有）： 

・2018 年度：Ｂ評価以上 

・2019 年度以降：Ａ評価 

◎ ◎ ○ 

[2018 年度および 2019 年度] 

・単独発災を想定したシナリオで訓練を実施。 

・2018 年度は、埋設事業部訓練において、各種情報の発信が遅れた

他、対応策の開始時刻変更と説明不足により、進捗状況が不明瞭であ

ったため目標未達。 

・2019 年度は、2018 年度課題を改善したため目標達成。 

[2020 年度] 

・同時発災を想定したシナリオ、ERC 対応場所および対応者を変更し、

訓練を実施。 

・個別訓練において上記変更内容に対する十分な習熟、改善ができない

まま総合訓練に臨んだ結果、目標未達。 

・再処理施設単独発災を想定したシナリオでの再訓練（6 月 25 日実施）

では、改善はなされているものの、情報共有の方法に課題があり目標未

達。 

【再訓練での問題点】 

・初動での現場確認の状況や、対策の実施状況について、いつ何を説

明するかの整理、判断が不十分であり、内容が伝わらない場面があっ

た。 

[規制庁評価] 

  2018 年度 

(単独発災) 

2019 年度 

( 単 独 発

災) 

2020 年度 

( 同 時 発

災) 

2020 年度 

（ 再訓練 ・

単独発災） 

再処理  B A 

C 

B 

濃縮  A A  

埋設  C A  
 

・情報の優先度を踏まえ、想定される

事象毎に、どのツールを用いて、何を

説明するかを整理した説明ガイドの

整備、個別訓練での習熟。（2021 年

度） 

・単独発災レベル（「再処理」、「濃縮・

埋設」単位での習熟。（2021 年度度） 

・同時発災での対応へのステップアッ

プ（2022 年度以降） 

（規制庁評価対象以外の訓練での検

証を含む） 

・再処理の COP、備付け資料の見 

直し、濃縮・埋設への展開。（2021 年

度） 

・ERC 対応者の計画的な育成（2021

から 2024 年度） 

・計画的な訓練実施および評価（2021

から 2024 年度） 

 

②情報共有のためのツール

等を活用し情報共有を適切

に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核燃料施設等の評価指

標（情報共有のためのツ

ール等の活用）： 

・2019 年度以降：Ａ評価 

 

(2019 年度から中期対応

方針に追加) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- ◎ ○ 

[2019 年度] 

・単独発災を想定したシナリオで訓練を実施。 

・前年度訓練から COP、備付け資料の見直しを行い、目標達成。 

[2020 年度] 

・同時発災を想定したシナリオで、ERC 対応場所および対応者を変更し

訓練を実施。 

・個別訓練において上記変更内容に対する十分な習熟、改善ができない

まま総合訓練に臨んだ結果、目標未達。 

・再訓練においては、改善されているものの、COP に関する問題を確

認。 

 

【再訓練での問題点】 

・COP の種類が多い（現在全 10 種）。説明にしようしていない COP もあ

る。 

 

[規制庁評価] 

プラント情報表示システムの使用（再処理のみ対象） 

 2019 年度 

(単独発災) 

2020 年度 

（同時発災） 

2020 年度 

（再訓練・単独

発災） 

再処理 A B A（※） 

 

 

 

（同上） 
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№ 重要課題 達成目標 達成指標 
2018 年度 2019 年度 2020 年度 

評 価 課 題 
（◎：重点実施、○：継続実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（前頁の続き） 

リエゾンの活動 

 2019 年度 

(単独発災) 

2020 年度 

（同時発災） 

2020 年度 

（再訓練・単独

発災） 

再処理 A 

A 

A（※） 

濃縮 A  

埋設 A  

 

COP の活用 

 2019 年度 

(単独発災) 

2020 年度 

（同時発災） 

2020 年度 

（再訓練・単独

発災） 

再処理 A 

C 

A（※） 

濃縮 A  

埋設 A  

 

ERC 備付け資料の活用 

 2019 年度 

(単独発災) 

2020 年度 

（同時発災） 

2020 年度 

（再訓練・単独

発災） 

再処理 A 

B 

A（※） 

濃縮 A  

埋設 A  

 

※「プラント情報表示システムの使用」、「リエゾンの活動」、「COP の活

用」および「ERC 備付け資料の活用」の 4 項目を合わせた評価（平均

値） 
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№ 重要課題 達成目標 達成指標 
2018 年度 2019 年度 2020 年度 

評 価 課 題 
（◎：重点実施、○：継続実施） 

  ③原災法第10条および第15

条に係る通報を迅速に実施

する。 

 

核燃料施設等の評価指

標（確実な通報・連絡の

実施）： 

・2018 年度：Ｂ評価以上 

・2019 年度以降：A 評価 

 

◎ ◎ ◎ 

[2018 年度および 2019 年度]  

・事業部対策本部における通報文による通報・連絡に関して、各事業部

とも特に問題なし。 

・事業部対策本部における 10 条確認会議、15 条認定会議の対応に関し

て、以下の問題が確認されており目標未達 

・2018 年度は、埋設事業部訓練において、10 条確認・15 条認定会議で

進展予測、対応戦略について説明できなかった。 

・2019 年度は、濃縮事業部訓練および埋設事業部訓練において、SE・

GE が同時判断された場面での発話（濃縮）、GE 認定までの時間（埋設）

に問題があった。 

 

[2020 年度] 

・事業部対策本部における通報文による通報・連絡に関して、各事業部

とも特に問題なし。 

・全社対策本部における 10 条確認・15 条認定会議の対応に関して、以

下の問題が確認されており目標未達。埋設事業部訓練では第２部訓練

において特に問題はなく目標達成。 

・進展予測・対応戦略の説明が会議後に ERC からの求めで発話した（再

処理訓練・濃縮訓練） 

 

[規制庁評価] 

 2018 年度 

(単独発災) 

2019 年度 

(単独発災) 

2020 年度 

（同時発災） 

再処理 A A B 

濃縮 A C B 

埋設 B B A（※） 

※２部訓練を評価 

（同上） 

2 事業部・全社の連

携強化 

①単独施設の発災に対する

他事業部および全社の支

援・協力を適切に実施する。 

個別訓練等による課題

抽出、改善実施率： 

・毎年度：100％（※） 

 

◎ ◎ － 

[2018 年度および 2019 年度] 

・単独発災を想定したシナリオで訓練を実施し、各年度で課題を抽出し

改善をしており、達成目標を達成。 

 

・全社対策本部（H1、オフサイトセンタ

ー、原子力事業所災害対策支援拠点

を含む）と事業部対策本部間の情報

フローの整備（2021 年度） 

・同時発災に向けた情報フロー（ツー

ル、人員配置、役割等）の見直し。

（2022 年度以降） 

・事業部支援に関する実動訓練の実

施（2022 年度以降） 

②複数施設の同時発災（相

互影響が発生した場合）に対

する事業部内および事業部・

全社間の情報共有、他事業

部および全社の支援・協力を

適切に実施する。 

－ － ◎ 

[2020 年度] 

・同時発災を想定し訓練を実施した結果、再処理事業部に関して、COP

等の情報をタイムリーに入手できなかったため、目標未達。 

・事業部の支援に関しては、優先順位や融通先を決定し、必要な支援

（資機材貸与、要員派遣）に関する実連絡を実施することができた。 
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№ 重要課題 達成目標 達成指標 
2018 年度 2019 年度 2020 年度 

評 価 課 題 
（◎：重点実施、○：継続実施） 

3 シナリオ高度化に

よる対応能力の向

上 

①難度が高く多様なシナリオ

を作成し、対処を適切に実施

する。 

核燃料施設等の評価指

標（シナリオの多様化・

難度）： 

・2019 年度：Ｂ評価以上 

・2020 年度：A 評価 

 

- ◎ ◎ 

・2018 年度の規制庁評価において、「シナリオの多様化・難度」が全事業

部 B 評価だったことを受け、本項目を中期対応方針の重要課題に追加

し、シナリオの高度化に取り組んだ。 

・その結果、2019 年度から「A 評価」を継続し、目標達成。 

 

[規制庁評価] 

 2018 年度 

(単独発災) 

2019 年度 

(単独発災) 

2020 年度 

（同時発災） 

再処理 B A A 

濃縮 B A A 

埋設 B A A 

 

 

・継続的に、シナリオ高度化に取り組

む。（2021 から 2024 年度） 

・濃縮・埋設の２部制訓練導入を踏ま

えた対応実施。（2021から 2024年度） 

4 厳しい環境下での

対応 

①厳しい環境下での対応を

適切に実施する。 

（厳冬期の屋外活動等） 

個別訓練等による課題

抽出、改善実施率： 

・毎年度：100％（対策組

織毎）（※） 

○ ○ ○ 

・各事業部、全社対策本部において、過酷環境下における実動訓練を行

い、課題抽出、改善を継続的に実施しており、目標達成。 

・継続的に、過酷環境下における訓練

を実施し、要員の力量向上を図る。

（2021 から 2024 年度） 

5 他原子力事業者

の知見等を踏まえ

た対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①休日、夜間の発災を想定

した少人数での初動対応、

参集要員への引継ぎを適切

に実施する。 

個別訓練等による課題

抽 出 、 改 善 実 施 率 ：

100％（※） 

・2019 年度：課題抽出・

改善 

・2020 年度：検証 
－ ◎ ○ 

[2019 年度] 

・各事業部、全社対策本部において、夜間・休日等の発災を想定した初

動対応に係る訓練を実施し、課題の抽出を行っていることから、目標達

成。 

[2020 年度] 

・各事業部においては、参集要員の引継ぎ等の訓練を行い、課題の抽

出を行っており目標達成。 

・全社対策本部においては、再訓練の実施を最優先としたため、個別訓

練を実施できなかったことから目標未達。 

 

・対策本部毎の要員の対応能力向上

（2021 から 2024 年度） 

・体制・手順の検証、改善（2021 から

2024 年度） 

・全社対策本部における参集訓練の

実施、課題抽出・改善（2022 年度） 

 

  

 

 

②緊急時対策所、全社対策

本部室が使用できない場合

の初動対応を適切に実施す

る。 

（濃縮事業部、埋設事業部、

全社対策本部） 

個別訓練等による課題

抽 出 、 改 善 実 施 率 ：

100％（※） 

・2020 年度：課題抽出・

改善 

（2021 年度：検証） 

－ － ◎ 

[2020 年度] 

・濃縮事業部および埋設事業部：事務所が使用できないことを想定し、緊

急時対策所の代替場所（屋外）および代替手段を用いた通報連絡の訓

練を実施し、課題の抽出を行っていることから、目標達成。 

・全社対策本部：全社対策本部室が使用できない場合を想定し、原子力

事業所災害対策支援拠点での通信機器の立ち上げ訓練を実施し、課題

の抽出を行っていることから目標達成。 

 

・対策本部毎に要員の対応能力向上

（2021 から 2024 年度） 

・全社対策本部が使用できない場合

の原子力事業所災害対策支援拠点

における対策本部立上げの実動訓練

の実施（2022 年） 

 

 

③オフサイトセンターでの対

応を適切に実施する。 

個別訓練等による課題

抽 出 、 改 善 実 施 率 ：

100％（※） 

・2020 年度：課題抽出・

改善 

（2021 年度:検証） 

－ － ◎ 

[2020 年度] 

・オフサイトセンターマニュアル（暫定）に基づき、訓練を実施し、課題の

抽出を行っており、目標達成。 

なお、2020 年度はオフサイトセンターが工事中であったため、マニュアル

は暫定とし、訓練ではレイクタウン寮４番館をオフサイトセンターと仮定し

て訓練を実施。 

・オフサイトセンターを利用した実動訓

練の実施 
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№ 重要課題 達成目標 達成指標 
2018 年度 2019 年度 2020 年度 

評 価 課 題 
（◎：重点実施、○：継続実施） 

6 後方支援活動の

実施 

①以下の後方支援活動を適

切に実施する。 

・原子力事業者間の支援活

動 

・原子力事業所災害対策支

援拠点との連動 

・原子力緊急事態支援組織

との連動 

 

核燃料施設等の評価指

標 

（後方支援活動）： 

・2018 年度：Ｂ評価以上 

・2019 年度：Ｂ評価以上 

・2020 年度：A 評価 

 

 

 

 
○ ○ ○ 

[2018 年度～2019 年度] 

・規制庁評価指標の要求事項のうち、原子力事業者間の支援活動、原

子力緊急事態支援組織との連動に関し、要員の実派遣等について実施

できなかったが、その他は実施しており目標達成 

 

[2020 年度] 

・2019 年度に実施できなかった原子力事業者間の支援活動、原子力緊

急事態支援組織との連動に関し、要員の実派遣等を実施する計画であ

ったが、新型コロナウィルスの影響で実施できなかったことから、目標未

達。 

 

[規制庁評価] 

 2018 年度 

(単独発災) 

2019 年度 

(単独発災) 

2020 年度 

（同時発災） 

再処理 B B B 

濃縮 B B B 

埋設 B B B 

 

 

・規制庁評価指標の要求事項全てに

ついて、実動で実施する。 

・原子力事業所災害対策支援拠点の

活動について、第二千歳平寮跡地を

活用した実効性のある訓練を実施。 

7 広報活動の実施 ①以下の広報活動を適切に

実施する。 

・ERC 広報班と連動したプレ

ス対応 

・記者等の社外プレーヤーの

参加 

・模擬記者会見の実施 

・情報発信ツールを使った外

部への情報発信 

個別訓練等による課題

抽出、改善実施率： 

・毎年度：100％（※） 

 

○ ○ ◎ 

・規制庁評価指標の要求事項を全て実施したうえで、各年度で課題の抽

出、改善を実施しており、目標を達成。 

・当初、各年度でメディアトレーニングを実施する計画であったが、2019

年度および 2020 年度は、新型コロナウィルスの影響で実施できなかっ

た。 

 

（参考）[規制庁評価] 

 2018 年度 

(単独発災) 

2019 年度 

(単独発災) 

2020 年度 

（同時発災） 

再処理 A A A 

濃縮 A A A 

埋設 A A A 

 

 

・継続実施 

8 計画的な改善 ①訓練課題に対して計画的

に改善を図る。 

（総合訓練前に、個別訓練等

で改善策の検証を行う） 

前年度訓練課題の今年

度訓練への反映率： 

・毎年度：100％（※） 

 
○ ○ ○ 

・2018 年度および 2019 年度訓練では、前年度訓練で抽出した課題につ

いて、改善し次年度訓練に反映しており、目標達成。 

・2020 年度訓練では、全社対策本部において、ERC 対応に関して、個別

訓練で抽出した課題が改善されないまま総合訓練を行っており、目標未

達。 

 

・継続実施 

・計画的に訓練実施および評価 

 

 



参考資料(2) 

中期対応方針の主な取組み項目の設定理由 

-14- 
 

主な取組み項目 設定理由 

1. 即応センターと

ERC プラント班との

情報共有、通報・連

絡 

1-1. 情報共有のための情報フロー ・2020 年度訓練課題を踏まえ、同時発災時の情報フロ

ー・説明方法を改善し、対応強化することが必要（2018～

2020 年度評価 №1 関連） 

 

1-2. ERC プラント班との情報共有 

1-3. 情報共有のためのツール等の活用 

1-4. 確実な通報・連絡の実施 

2. 要員の計画的

育成 

2-1. 緊急時対応要員の育成 

2-2. 夜間・休日発災時の対応 ・全社対策本部は ERC 対応等に係る初動体制の整備、

各事業部対策本部は要員の力量維持・向上が必要

（2018～2020 年度評価 №5①関連） 

3. 他の原子力事業者の知見収集・反映 ・他原子力事業者の知見を収集し、当社の活動の反映さ

せることが必要。（2018～2020 年度評価 №5 関連） 

4. 事業部・全社の

連携 

4-1. MOX 燃料加工施設を含めた同時発災対応体制整備 ・MOX 燃料加工施設のしゅん工・操業を見据え、対応体

制整備が必要。 

 
4-2. 社内情報共有ツールの改善 

4-3. 緊急時対策所、全社対策本部室が使用できない場合の対応 ・全社対策本部は代替場所（第一千歳平寮）への移動の

判断、移動後の対応に関する体制整備が必要。 

・各事業部対策本部は要員の力量維持・向上が必要 

（2018～2020 年度評価 №5②関連） 

5. 現場実動訓練 5-1. 現場対応・緊急時対策所との連携訓練 ・防災訓練報告会を踏まえ、現場対応・緊急対策所との

連携強化が必要。 

5-2. 過酷環境下における訓練 ・現場対応要員の力量維持・向上が必要（2018～2020 年

度評価 №4 関連） 

 

6. 広報活動訓練 ・記者会見対応者の力量向上が必要。（2018～2020 年度

評価 №7 関連） 

 

7. 後方支援その他

の活動 

 

 

7-1. 社外関係機関と連携した後方支援活動 ・第二千歳平寮跡地を活用した原子力事業所災害対策

支援拠点での運営訓練が必要（2018～2020 年度評価 

№6 関連） 
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主な取組み項目 設定理由 

7. 後方支援その他

の活動 

 

7-2. オフサイトセンター対応 ・オフサイトセンターにおける一連の対応を想定した訓練

が必要（2018～2020 年度評価 №5③関連） 

7-3. オンサイト医療体制 ・電力大で体制、手順の整備が開始されており、当社に

おいても連携して取り組むことが必要 

7-4. 対応要員以外の退域手段確保 ・対応要員以外の者が発災時に適時退域するための体

制がなく、中期的に整備していくことが必要 

8. 自治体との連携訓練 ・2020 年度に策定・修正された自治体（青森県・六ヶ所

村）避難計画に基づく活動が実効的なものとなるよう、訓

練において連携を図っていくことが必要 

 



11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

改善実施

□改善事項№４ ＥＲＣリエゾンの対応に係る改善（全社）

 ①ERC対応マニュアル（説明ガイド）の見直し

□改善事項№３ ＥＲＣへの説明方法の改善（全社）

  ・運用明確化

○日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針見直し

○2023年度訓練実施（事業部）訓練実施DO

○2023年度訓練計画策定（全社）

○2023年度訓練計画策定（事業部）
訓練計画PLAN

CHECK 訓練評価

〇令和５年度訓練報告書

 ・対策の方針決定

 ・課題の抽出、原因分析、対策検討

 ・パンチリスト整理

 ・対策の有効性評価

 ・社内自己評価

〇訓練評価

継続実施  ・明確化した運用に基づく訓練実施

 ①-1 対策失敗時の戦略が説明できるCOP資料の構成見直し
 ①-3 外部取水源等の必要情報追加によるCOP資料の見直し

継続実施

  ・ＣＯＰ資料の見直しおよび周知、訓練

ACTION

○2022年度訓練実施（事業部）

 ① 重大事故対策の開始および問題点等、対応状況の明確化

□改善事項№２ 通報文の記載事項の改善（事業部）

 ①-2 インベントリ情報の確認方法の明確化

○改善対策の具体化と実施

□改善事項№１ ＥＲＣ備付資料の改善（事業部）

  ・インベントリ情報の確認様式作成、ガイドラインの整備および周知、訓練

  ・ＥＲＣ備付資料の整備および周知、訓練

○2022年度訓練報告書（事業部）

 ①-4 水素濃度に係る代表貯槽と他貯槽の関係の明確化

  ・ERC対応マニュアルの見直し

  ・見直したERC対応マニュアルに基づく訓練実施

令和４年度防災訓練実施後の改善スケジュール（再処理事業部・全社対策本部）

訓練実施

○中期計画（中長期訓練計画）見直し

備考実施項目PDCA 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度）

DO

訓練評価CHECK
○原子力規制庁防災訓練報告会

 ①ERCリエゾンの運用明確化

  ・ガイドラインの整備および周知、訓練

▽12月13日

▽7月26日

資料１０－１

▽10月3日（予定）

事前習熟練習

▽８月上旬改正予定

▽８月下旬改正予定

▽
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CHECK 訓練評価

〇訓練評価

　・社内自己評価

　・対策の方針決定

〇令和５年度訓練報告書

　・対策の有効性評価

　・パンチリスト整理

DO 訓練実施

　③教育・訓練

○濃縮事業部における訓練に係る中期計画（2023年度）

ACTION 改善実施

○改善対策の具体化と実施

□改善事項№１　負傷者情報の共有不備に関する改善（事業部）

　①記入様式改善点の検討および修正案作成

○日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針見直し

PLAN 訓練計画
○2023年度訓練計画策定（事業部）

　②見直した手順に基づく日常点検・定期点検実施 点検手順を見直したことにより、改善活動としては完了。

　①点検手順の見直し

　・課題の抽出、原因分析、対策検討

○2023年度訓練計画策定（全社）

○2023年度訓練実施（事業部）

　②手順化

□改善事項№４　プラントデータ情報の共有不備に関する改善（全社）

　①改善点の検討および修正案作成

CHECK 訓練評価
○2022年度訓練報告書（事業部）

○原子力規制庁防災訓練報告会

DO 訓練実施 ○2022年度訓練実施（事業部）

令和４年度防災訓練実施後の改善スケジュール（濃縮事業部・全社対策本部）

PDCA 実施項目 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度） 備考

□改善事項№３　ファクシミリ装置の時刻設定不備に関する改善（全社）

□改善事項№２　COP③（戦略シート）の作成不備に関する改善（事業部）

　②手順化

　③教育・訓練

　②手順化

　③教育・訓練

　①COP改善点の検討および修正案作成

▽11月8日

▽7月26日

資料１０－２

▽10月3日（予定）

事前習熟練習

▽８月下旬改正予定

個別訓練による継続改善検討実施

個別訓練による継続改善検討実施

▽

個別訓練による継続改善検討実施
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令和４年度防災訓練実施後の改善スケジュール（埋設事業部・全社対策本部）

訓練実施

　・埋設事業部対策組織　原子力防災訓練中期計画見直し検討・改正

備考実施項目PDCA 令和4年度（2022年度） 令和5年度（2023年度）

DO

訓練評価CHECK
○原子力規制庁防災訓練報告会

　　②手順化

･ＮＲＡ評価指標、訓練結果反映

ACTION

○2022年度訓練実施（事業部）

　②見直した手順に基づく日常点検・定期点検実施

○改善対策の具体化と実施

□改善事項№１　情報共有の更なる改善（事業部）

　　③教育・訓練

○2022年度訓練報告書（事業部）

･訓練終了後、1週間後に受領

〇訓練評価

点検手順を見直したことにより、改善活動としては完了。

　・日本原燃原子力防災訓練に係る中期対応方針見直し検討・改正

○中期計画（中長期訓練計画）見直し検討

○2023年度訓練実施（事業部）

CHECK 訓練評価

〇令和５年度訓練報告書

　・対策の方針決定

　・課題の抽出、原因分析、対策検討

　・パンチリスト整理

　・対策の有効性評価

　・社内自己評価

訓練実施DO

○2023年度訓練計画策定（全社）

○2023年度訓練計画策定（事業部）

　　①情報共有方法の明確化検討および案作成

□改善事項№２　ファクシミリ装置の時刻設定不備に関する改善（全社）

訓練計画PLAN

　①点検手順の見直し

改善実施

▽11月8日

▽7月26日

資料１０－３

▽10月3日（予定）

事前習熟練習

▽８月下旬改正予定
▽８月下旬改正予定

▽
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